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序章 
 

 法人等による寄附の不当な勧誘の防止等に関する法律(令和４年法律第 105

号)（以下「不当寄附勧誘防止法」又は「法」という。）は、法人等からの寄附の

勧誘を受ける者の保護を図ることを目的として令和４年 12 月 10 日に成立し、

同年 12 月 16 日に公布された。そして、一部の規定を除いて令和５年１月５日

に施行され、禁止行為の一部や行政措置、罰則に関する規定 1については同年４

月１日に、禁止行為及び取消権の一部の規定 2についても同年６月１日に施行さ

れ、同日をもって全ての規定が施行された。 

法附則第５条では、「政府は、この法律の施行後二年を目途として、この法律

の規定の施行の状況及び経済社会情勢の変化を勘案し、この法律の規定につい

て検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。」と規定さ

れているところ、令和７年６月１日をもって法の全面施行から２年が経過した

ことから、消費者庁において、本報告書のとおり、同規定に係る検討を行った。 
 
 その結果、法の全面施行から２年を経過した現時点（令和７年９月 18日現在）

において、法改正すべき立法事実は認められなかったが、今後、相当程度の期間

における事案の蓄積状況を注視し、その内容によって、必要に応じて検討してい

くこととする。また、法の執行及び周知・啓発に関して、更なる充実を図ってい

くこととする。 
 本報告書は、その検討過程と内容を明らかにするものである。 
 
検討に当たっては、まず、法附則第５条の「この法律の規定の施行の状況」を

勘案するため、議論の前提として法のあらましを総覧した上で（本報告書第２

章）、法の厳正な運用のためには法の周知・啓発が重要であることから、その状

況についてもまとめるとともに（第３章）、寄附に関する情報の受付状況及び嫌

疑情報に対する調査の状況について、施行から２年間の総括を行った（第４章及

び第５章）。関連して、違法情報を看過しないための補完的な取組についても振

り返りを行った（第６章）。 

 
1 法第 5 条、第 2 章第 3 節、第 6 章 
2 法第 4 条第 3 号及び第 4 号、第 8 条(第 4 条第 3 号及び第 4 号に係る部分に限る。) 
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また、法附則第５条の「経済社会情勢の変化」を勘案するため、不当寄附勧誘

防止法等に関する裁判例等の調査・整理・分析並びに不当寄附勧誘防止法の施行

及び寄附勧誘に関する意識調査を実施した（第８章）。 

さらに、参議院の附帯決議 3において、「法人等による寄附の不当な勧誘の防

止等に関する法律附則第五条の検討に当たっては、国会における審議において

実効性に課題が示された点について検討し、必要な措置を講ずること。その際、

不当な勧誘行為による被害者、被害対策に携わる弁護士等関係者を含む多様な

者の意見を聴取しつつ、検討を進めること。」とされたことを踏まえ、消費者庁

において、多様な方々を対象に法に関する意見聴取を実施した（第７章）。 
これらを踏まえ、寄附の勧誘等に関する優れた知見を有する有識者からなる

会議において、これらの結果を踏まえて検討に係る助言を受けるべく、不当寄附

勧誘防止法執行アドバイザー4を構成員とする「法人等による寄附の不当な勧誘

の防止等に関する法律附則第５条に係る不当寄附勧誘防止法執行アドバイザー

会議」を開催した（第１章）。 
 
本報告書では、分かりやすさの観点から、検討過程全体を総覧して総括的な議

論を行った「法人等による寄附の不当な勧誘の防止等に関する法律附則第５条

に係る不当寄附勧誘防止法執行アドバイザー会議」からの意見を第１章に記載

した上で、同会議における議論の基礎資料を第２章から第８章で収録している。 
 

  

 
3 https://www.sangiin.go.jp/japanese/gianjoho/ketsugi/210/f421_121001.pdf  
4 参考資料３－１及び参考資料３－２参照。 

https://www.sangiin.go.jp/japanese/gianjoho/ketsugi/210/f421_121001.pdf
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第１章．法人等による寄附の不当な勧誘の防止等に関する

法律附則第５条に係る不当寄附勧誘防止法執行アド

バイザー会議

序章において述べたとおり、不当寄附勧誘防止法附則第５条において、「政府

は、この法律の施行後二年を目途として、この法律の規定の施行の状況及び経済

社会情勢の変化を勘案し、この法律の規定について検討を加え、その結果に基づ

いて必要な措置を講ずるものとする。」と規定されているところ、参議院の附帯

決議において、「法人等による寄附の不当な勧誘の防止等に関する法律附則第五

条の検討に当たっては、国会における審議において実効性に課題が示された点

について検討し、必要な措置を講ずること。その際、不当な勧誘行為による被害

者、被害対策に携わる弁護士等関係者を含む多様な者の意見を聴取しつつ、検討

を進めること。」とされた。寄附の勧誘等に関する優れた知見を有する有識者か

らなる会議において、不当寄附勧誘防止法の施行状況及び経済社会情勢の変化

並びに多様な者の意見聴取の結果を踏まえて助言を受け同法附則第５条に基づ

く検討を進めるべく、消費者庁において、不当寄附勧誘防止法執行アドバイザー

を構成員とする「法人等による寄附の不当な勧誘の防止等に関する法律附則第

５条に係る不当寄附勧誘防止法執行アドバイザー会議」を開催した。

（１）法人等による寄附の不当な勧誘の防止等に関する法律附則第５条に係る

不当寄附勧誘防止法執行アドバイザー会議による意見 

同会議の開催の結果、法附則第５条に係る検討に関し、不当寄附勧誘防止

法執行アドバイザーから消費者庁に対し以下のとおり意見がなされた。

ア 法の執行について

（ア）現在の情報受付体制、調査対象の選定、調査手法については妥当で

ある。ただし、連絡不通等で調査不能とならないための方策や、収集

した事案の情報提供の在り方等は更なる充実の余地がある。 

（イ）法の対象が「法人等」による寄附勧誘であることに乗じた個人によ

る勧誘等、法の抜け穴を突くような勧誘が発生しないか、寄附勧誘者

の細分化やデジタル化といった社会状況の変化も踏まえつつ、事案を

注視すべきである。 
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イ 法の規定並びに法改正の要否及び立法事実の有無について 

（ア）法の全面施行から２年を経過した現時点において、法改正すべき立

法事実は認められないと考えるが、今後、相当程度の期間における事

案の蓄積状況を注視し、その内容によっては、以下の点について必要

に応じ検討すべきことが考えられる。 

    ａ 法の対象が「法人等」による寄附勧誘であることで適切に捕捉で

きない事案が出てきた場合、法の対象を「個人事業者」にまで広げ

るべきではないか。 

    ｂ 法第３条（配慮義務）に規定されている正体や目的を隠した勧誘

を、第４条（禁止行為）に規定すべきではないか。 

    ｃ 法第４条（禁止行為）の要件である「困惑」について、禁止行為

に対する予防効果を図るために第７条（禁止行為に係る報告、勧告

等）との関係では不要とすべきではないか。 

    ｄ 法第６条及び第７条（行政措置）について、要件が厳しいが故に

行政措置が適切に講じられないなどの問題が生じた場合には、要件

を再検討すべきではないか。 

（イ）精神的に服従させるような状態にする行為のみを捉えて規制する

ことは困難であるところ、法においては第３条及び第６条でいくつか

の要件を組み合わせることで対策を講じているものと考えられ、適当

と評価できるのではないか。 

（ウ）不当寄附勧誘に関する情報をより確実に収集するための方策もあ

り得ると思われるところ、有効なものであっても行き過ぎた規制（寄

附勧誘者が被勧誘者に対し、勧誘と同時に法に抵触する勧誘があった

場合の通報先を教示することを義務付けるなど）にならないよう寄附

に関する様々な立場に配慮しつつ、検討してもよいのではないか。 
 
ウ 周知啓発について 

（ア）誰もが利用する場所に、手軽に手にすることができる通報先を記載

したカードを置くなど、実効性の高い周知啓発を行うべきである。 

（イ）寄附勧誘の対象が低年齢化している状況を踏まえ、若年層を含めた

幅広い層への周知啓発を行うべきである。 
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（２）会議の開催状況 

ア 第１回 

■日 時：令和７年８月５日（火）14：50～17：15 

■場 所：中央合同庁舎第４号館 12階 共用 1211会議室 

■出席者 
   ＜不当寄附勧誘防止法執行アドバイザー＞（五十音順、敬称略） 
    貝阿彌誠、中川丈久、中島宏、萩原なつ子、藤本頼生 

＜消費者庁＞ 
黒木理恵審議官、久保浩法務監理官、熊澤英人寄附勧誘対策室長、寄附勧

誘対策室員 
 

■議事次第 
１．開会 
２．議事 

    ・会議の趣旨及び運営について 
・消費者庁からの説明 
① 不当寄附勧誘防止法の施行状況 
② 不当寄附勧誘防止法に関する意見聴取における主な意見 
③ 不当寄附勧誘防止法等に関する裁判例等の調査・整理・分析結果 
④ 不当寄附勧誘防止法の施行及び寄附勧誘に関する意識調査結果 

・意見交換 
３．閉会 
 

■配布資料 
    ・議事次第 
    ・資料１ 不当寄附勧誘防止法の施行状況について 
    ・資料２ 不当寄附勧誘防止法に関する意見聴取における主な意見について 
    ・資料３ 不当寄附勧誘防止法等に関する裁判例等の調査・整理・分析事業報告書 
    ・資料４ 不当寄附勧誘防止法の施行及び寄附勧誘に関する意識調査報告書 
   

 ■議事概要 

    ○会議の趣旨・運営方針及び配布資料について、消費者庁（黒木審議

官）から説明が行われ、その後、法人等による寄附の不当な勧誘の

防止等に関する法律（以下「法」という。）の執行、法の規定、周

知啓発等について、意見交換が行われた。 

     不当寄附勧誘防止法執行アドバイザーからの主な意見は下記のとおり。 



 6  
 

＜法の執行について＞ 

・現在の情報受付体制、調査対象の選定、調査手法については妥当で

ある。 

・連絡不通等で調査不能と処理された事案が多い印象だが、可能な限

り調査を確実に実施できる方策を検討することにより執行すべき

案件が出てくるかもしれない。 

・法の施行から２年しか経過しておらず、法の抑止力が働いている中

で、調査すべき事案の件数が増える状況にないのではないか。法の

不知が増加する頃に執行すべき事案が発生し、何らかの見直しを

行うべき箇所が判明するかもしれないが、現時点では、見直しを行

うには時期尚早かつ判断材料が不足しており、今後の状況を注視

するほかないと思う。 

・執行には至らなかったものの不当寄附勧誘と疑われるような事案

もあったが、そのような具体的な事例を示しながら注意喚起する

ことで、啓発効果や抑止力が生まれると思うので、収集した事案を

用いた情報提供も検討すべきである。 

・法の対象が「法人等」であることで現状問題は確認されていないが、

外形的には個人による勧誘だが、実質的には組織的というような

勧誘や、その他法の抜け穴を突くような個人による勧誘が将来的

に発生する懸念はある。海外の例でも、法規制が導入されると大手

の団体の法遵守が進む一方で、より小規模な団体や「個人」がネッ

ト上で勧誘することによる被害が増えてくる。このような細分化・

デジタル化で被害が捉えにくくなるおそれがあるので、注視が必

要である。 

 

＜法の規定について＞ 

・令和６年７月11日最高裁判決において、法第３条（配慮義務）の規

定を引用し、違法性の判断基準を示したことで、法が有効に機能し

ていると言える。直接的な民事効はないながらも、意義が大きい規

定である。 

・法の対象が「法人等」による寄附勧誘であることで適切に捕捉でき

ない事案が出てきた場合には、法の対象を「個人事業者」にまで広

げる必要が将来的にはあるかもしれない。 

・法第４条（禁止行為）の要件である「困惑」について、法第８条（意

思表示の取消し）の要件としては消費者契約法との整合性の観点

で必要だとしても、法第７条（禁止行為に係る報告、勧告等）との
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関係では、予防効果を図るために要件としないという書き分け方

も、今後の事案の積み上げ次第ではあり得るのではないかと思う。 

・法第４条（禁止行為）の要件である「困惑」については要件が厳し

いようにも思えるが、法第４条各号の事実行為が認定されれば一

般的には困惑していたと評価でき、「困惑」要件が適用範囲を特段

狭めてはいないと思われる。 

・マインドコントロールについて、精神的服従状態のみを捉えて犯罪

類型化し、規制することは困難である。フランスの改正反セクト法

において、純粋なマインドコントロール罪が規定されたと言われ

ることがあるが、憲法院による合憲判断の判決では、重大な損害が

発生した場合にのみ成立する犯罪であるとの解釈留保が付されて

いる。本法の建付けとしては、第３条（配慮義務）と第６条（配慮

義務の遵守に係る勧告等）の要件の組合せによって、バランスが取

られていると考えられる。 

・法第６条及び第７条（行政措置）については、要件が厳しいとも評

価し得るが、この要件が執行の妨げとなった事例がない以上、改正

すべきと言えるほどの立法事実もない。不当寄附勧誘の事実が認

められるのに、法の要件が厳しいが故に行政措置ができずに問題

が生じるということがあるか、事例を積み上げながら見ていくほ

かないと思う。 

・意見聴取の中でも意見があった、法第３条（配慮義務）に規定され

ている正体や目的を隠した勧誘を禁止行為として規定すべきとい

う意見は、傾聴に値すると思う。 

・不当寄附勧誘に関する情報をより確実に収集するには、例えば、寄

附勧誘を行う場で勧誘者が被勧誘者に通報先を教示することを義

務付けるなど、何らかの有効な方策があり得るかもしれない。ただ

し、例示した方策は行き過ぎた規制でもあると思われるので、その

ような方策を検討する場合には、寄附に関する様々な立場の声を

よく聴きつつ、行き過ぎた規制にならないよう留意すべきである。 

 

＜法改正の要否及び立法事実の有無について＞ 

・法の全面施行から２年しか経過しておらず、見直しを行える程度に

まで事案が蓄積していない現時点において、法改正すべき立法事

実は認められない。 

・特定の宗教的行為に関する判例においては約10年周期で事件が発生

してきているものがあることなどにも鑑みると、少なくとも10年間
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ほど事案の積み上げを見てからでないと判断できない問題である

と思う。 

 

＜周知啓発について＞ 

・不当な寄附勧誘を受けた際に通報できることや通報先を知らない

という人も多いところ、例えば、暴力・虐待に関する啓発物をトイ

レに設置する取組があることなども参考にし、誰もが利用する場

所に、手軽に手にすることができる通報先を記載したカードを置

いておくなど、実効性の高い周知の工夫が必要となってくるので

はないか。そうすることで、本人からの通報だけでなく、周囲の人

間からの通報も期待できる。 

・大学生は加害者にも被害者にもなり得るので、大学において講演を

積極的に行うべきである。また、現在も種々の啓発資料を作成して

いるが、寄附勧誘を受ける層が低年齢化している中で、小学生・中

学生・高校生向けの動画教材なども作成するとよいのではないか。 

 

    ○会議において出た意見を基に、法人等による寄附の不当な勧誘の防

止等に関する法律附則第５条に係る不当寄附勧誘防止法執行アドバ

イザー会議による意見について次回会議で検討することで合意がな

された。 

 

イ 第２回 

   ■日 時：令和７年８月 26日（火）16：50～18：00 

■場 所：中央合同庁舎第４号館 12階 共用 1211会議室 

■出席者 

＜不当寄附勧誘防止法執行アドバイザー＞（五十音順、敬称略） 

貝阿彌誠、中川丈久、中島宏、萩原なつ子、藤本頼生 

＜消費者庁＞ 

黒木理恵審議官、久保浩法務監理官、熊澤英人寄附勧誘対策室長、寄附勧

誘対策室員 

 

■議事次第 

１．開会 

２．議事 

    ・消費者庁からの説明 

・意見交換 
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法人等による寄附の不当な勧誘の防止等に関する法律附則第５条に

係る不当寄附勧誘防止法執行アドバイザー会議による意見について 

３．閉会 

 

■配付資料 

・議事次第 
 

■議事概要 

    ○会議の議事について、消費者庁（黒木審議官）から説明が行われ、

その後、法人等による寄附の不当な勧誘の防止等に関する法律附則

第５条に係る不当寄附勧誘防止法執行アドバイザー会議による意見

について、議論が行われた。 

○議論の結果を事務局で意見案として文章化し、不当寄附勧誘防止法

執行アドバイザーに後日確認を行うことで、「法人等による寄附の

不当な勧誘の防止等に関する法律附則第５条に係る不当寄附勧誘防

止法執行アドバイザー会議による意見」として決定することで合意

がなされた。 

    ○不当寄附勧誘防止法執行アドバイザーからのその他の主な発言は下

記のとおり。 

     ・法律が有効に機能するという場合の意義には、①法律の適用事例

があることと、②ルールが定められることがある。法人等による

寄附の不当な勧誘の防止等に関する法律（以下「法」という。）

の場合、①に当たる法に基づく行政措置はこの間０件であった

が、②に当たる寄附勧誘に関する一般的な行為規範を定立したと

いう点では意味があったと思う。 

     ・最近、寄附に対する社会の見方が変わってきていることを感じ

る。昔ほど寄附金を集めることが簡単ではなくなってきている。 

・日本は海外にあるような寄附文化が根付いていない。「自業自

得」「因果応報」といったことが言われがちな文化である。日本

は「人助け指数」が世界で下から２番目という海外の調査結果が

ある。本来の寄附は寄附者にメリットがなくとも慈善的に行われ

るものであるが、日本の寄附は自らの病などに対する救いを求め

て行われる自分のための寄附が多く、助け合わない国という評価

にもなっている。日本には「無尽」や「共同売店」のように、仲

間内で助け合う、自分たちで何とかするという文化は昔からある

が、自分とは関係のない人を助ける寄附の文化とは違うものであ
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る。このように日本では、寄附文化がないことと、それ故にかえ

って不当な寄附勧誘による甚大な被害が生じてしまうという両極

端に振れているという問題がある。なぜ不当な寄附勧誘被害を生

じさせるようなところに頼ってしまうのか、なぜ救いを求めざる

を得なかったのかという根本的な問題についても、社会的な健康

（ウェルビーイング）等の観点も踏まえて考えていく必要がある

と思う。 

・法はあくまで不当な寄附勧誘を規制するものなので、寄附文化の

醸成とは分けて考えるべきであると思うが、日本では寄附文化が

根付いていないこともあり、どうしても一緒くたに議論されてし

まう傾向がある点に危うさを感じる。地域の祭りやイベント等へ

の寄附をめぐっての問題も増えているようだ。

・不当な寄附勧誘を行う悪質な法人等を法に基づき処分できること

で、寄附をする側が安心して寄附できるようになるので、寄附を

盛んにする法律であると思う。一方で、適切に寄附を募っている

法人等ほど、様々な制約により過剰に心配を募らせてしまってい

る面はあるかもしれない。

・社会的課題に法律で対応する場合、事実上特定の法人等のみを対

象とするような特別法による方法と法のような一般法による方法

がある。基本的には一般法が望ましいと考えるが、適切に寄附を

募っている法人等に対し、要らぬ心配をさせてしまうという点を

踏まえると、悩ましいところである。フランスでも、反セクト法

を制定する際は、あくまで一般法であることにこだわったとこ

ろ、あらゆる法人等に適用されるのではないかということで混乱

が生じてしまったという例がある。

・寄附される財産の使途を誤認させるおそれがないようにするとの

配慮義務（法第３条第３号）について、例えばアフリカの支援の

ための寄附金についてはその中から事務経費にも用いられること

があるが、その詳細をどこまで伝えなければならないのかなど、

適切に寄附を募っている法人等の中で心配が生じたという話もあ

る。

・寄附文化や信教の自由等への影響の有無や程度を含め、相当程度

の期間において注視する必要がある。
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第２章．不当寄附勧誘防止法のあらまし 
 
不当寄附勧誘防止法は、法人等からの寄附の勧誘を受ける個人の権利の保護

等を図る観点から制定されたが、その内容としては、法人等が寄附の勧誘を行う

に当たっての配慮義務、法人等が寄附の勧誘に際し勧誘を受ける個人を困惑さ

せることや借入れ等による資金調達を要求することの禁止、配慮義務の不遵守

や禁止行為違反に関する行政措置・罰則、法人等による不当な勧誘により困惑し

て寄附の意思表示をした場合の取消権、子や配偶者が養育費・婚姻費用等を保全

するための債権者代位権の行使に関する特例等が定められている。本章では、こ

うした法の主な内容について概説する 5（本章における記載は「法人等による寄

附の不当な勧誘の防止等に関する法律・逐条解説 6」（令和５年２月１日）を基

にしており、新規の解釈等は含まれない。）。 
 

（１）「法人等」の定義（法第１条） 

   法において「法人等」とは、「法人又は法人でない社団若しくは財団で代   

表者若しくは管理人の定めがあるもの」と定義しており、法人格を有する法

人に加え、その実質において法人と同視することができる存在として、法人

でない社団又は財団で代表者又は管理人の定めがあるものも対象としてい

る。 
ここでいう「法人等」は、特定の法人に限らずあらゆる法人及び法人でな

い社団又は財団で代表者又は管理人の定めがあるものを対象としている。 
 

（２）「寄附」の定義（法第２条） 

   法において「寄附」とは、以下のア又はイに該当するものをいう。 
ア 個人 7と法人等との間で締結される次に掲げる契約 
 ・ 当該個人が当該法人等に対し無償で財産に関する権利を移転する

ことを内容とする契約 

 
5 法の条文については、参考資料１参照。 
6 https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_policy/donation_solicitation/assets/consumer
_policy_cms213_230821_01.pdf  
7 事業のために契約の当事者となる場合又は単独行為をする場合におけるものを除く。 

https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_policy/donation_solicitation/assets/consumer_policy_cms213_230821_01.pdf
https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_policy/donation_solicitation/assets/consumer_policy_cms213_230821_01.pdf
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・ 当該個人が当該法人等に対し当該法人等以外の第三者に無償で当

該個人の財産に関する権利を移転することを委託することを内容と

する契約 
イ 個人が法人等に対し無償で財産上の利益を供与する単独行為 

上記のとおり、法の規律の対象となる寄附は、契約によるものに限らず、遺

贈などの単独行為によるものも含まれる。ただし、契約による寄附について、

移転の対象となる財産又はこれと同種同等のものの返還を約するものは、

法における寄附の対象外となる。また、純粋な個人間における寄附について

も、原則として対象外となる 8。 
 
（３）配慮義務・禁止行為（法第３条～第５条） 

   法では、法人等から不当な寄附の勧誘を受ける者を保護する観点から、法

人等が個人に寄附勧誘を行うに当たって遵守すべき事項についての配慮義

務及び法人等の寄附の勧誘に関する禁止行為が定められており、これらに

違反した場合において所要の要件を満たすときは、後述する行政措置や寄

附の意思表示の取消しの対象となる。以下では、配慮義務及び禁止行為につ

いて概説する。 
 

ア 配慮義務（法第３条） 

法人等が個人に寄附の勧誘を行うに当たって十分に配慮しなければな

らない事項として、以下の３点が規定されている。 
・ 自由な意思を抑圧し、適切な判断をすることが困難な状況に陥るこ

とがないようにすること（第１号） 
・ 寄附者やその配偶者・親族の生活の維持を困難にすることがないよ

うにすること（第２号） 
・ 勧誘する法人等を明らかにし、寄附される財産の使途を誤認させる

おそれがないようにすること（第３号） 
これらの配慮義務は、後述する禁止行為が禁止対象となる法人等の行為

の類型を規定しているのと異なり、法人等のどのような行為によるもの

 
8 法人等が勧誘や財産の移転先の名目を、見かけ上当該法人等ではなく個人にしている場合であ
っても、当該法人等による寄附の勧誘と評価される場合には、外形上は個人間の寄附であるが、
法の適用対象になると考えられる。 
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であったとしても寄附の勧誘に当たって個人にもたらしてはならない結

果（状況）を示したものとなっており、こうした結果をもたらす不当な行

為をより幅広く捉えることを可能としている。なお、これらの規定は法人

等が配慮義務に違反した場合の当該事案ごとの民事的な法的効果を直接

規定するものではないが、配慮義務の規定が法に定められることで、民法

上の不法行為の認定及びそれに基づく損害賠償請求が容易になるものと

考えられ 9、法施行前の事案に対して、不当寄附勧誘防止法の趣旨なども

斟酌した上で献金勧誘行為の違法性の判断基準を示した最高裁判決が存

在する 10。 
 

イ 禁止行為（法第４条・第５条） 

    法第４条では、法人等が寄附の勧誘に際して行ってはならない６つの

禁止行為が規定されている。これらは、消費者契約法第４条第３項第１号

から第４号まで、第６号及び第８号の規定内容 11を踏まえ、規定されてい

る。 

 
9 この点については、法案の審議において、岸田文雄内閣総理大臣（当時）から、「配慮義務に
ついては、それ自体が遡って適用されることはないものの、寄附勧誘に当たっての規範を示すも
のであり、こうした規範は、過去の寄附に関する被害についての民法上の不法行為の認定やそれ
に基づく損害賠償請求の裁判の実務においても考慮される可能性があると考えています。」（令
和４年 12 月６日衆議院本会議）などの答弁がある。 
10「宗教団体等は、献金の勧誘に当たり、献金をしないことによる害悪を告知して寄附者の不
安をあおるような行為をしてはならないことはもちろんであるが、それに限らず、寄附者の自
由な意思を抑圧し、寄附者が献金をするか否かについて適切な判断をすることが困難な状態に
陥ることがないようにすることや、献金により寄附者又はその配偶者その他の親族の生活の維
持を困難にすることがないようにすることについても、十分に配慮することが求められるとい
うべきである（法人等による寄附の不当な勧誘の防止等に関する法律３条１号、２号参照）。以
上を踏まえると、献金勧誘行為については、これにより寄附者が献金をするか否かについて適
切な判断をすることに支障が生ずるなどした事情の有無やその程度、献金により寄附者又はそ
の配偶者等の生活の維持に支障が生ずるなどした事情の有無やその程度、その他献金の勧誘に
関連する諸事情を総合的に考慮した結果、勧誘の在り方として社会通念上相当な範囲を逸脱す
ると認められる場合には、不法行為法上違法と評価されると解するのが相当である。」（令和４
年（受）第 2281 号 損害賠償請求事件 令和６年７月 11 日 第一小法廷判決）。 
11 消費者契約法第４条は、不当な勧誘により意思表示がされた場合の取消権について規定して
いるところ、規定内容から片務契約又は単独行為である寄附への適用が問題となる場面が想定
されるもの。 
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・ 不退去（第１号） 
・ 退去妨害（第２号） 
・ 勧誘をすることを告げず退去困難な場所へ同行（第３号） 
・ 威迫する言動を交え相談の連絡を妨害（第４号） 
・ 恋愛感情等に乗じ関係の破綻を告知（第５号） 
・ 霊感等による知見を用いた告知（第６号） 

これらに加え、寄附の勧誘を受ける者にとって過大な負担となる寄附を

抑止するため、法第５条において、法人等が個人に借入れ等により寄附を

するための資金調達を求めることも禁止している。 
 
（４）配慮義務の不遵守及び禁止行為違反に対する行政措置・罰則（法第６条・

第７条、第 16条～第 18 条） 

法人等が法第３条～第５条で定める配慮義務・禁止行為に違反した場合

において所要の要件を満たすときは、行政措置等をとることができる旨が

規定されている。以下では、配慮義務の不遵守及び禁止行為違反に関する行

政措置等についてそれぞれ概説する。 
なお、行政措置の適用に関する具体的な基準等については「法人等による

寄附の不当な勧誘の防止等に関する法律に基づく消費者庁長官の処分に係

る処分基準等について(令和５年４月 17 日消政策 136 号)」（以下「処分基

準等」という。）で定め、消費者庁ウェブサイト上で公表している 12。 

 

ア 配慮義務の不遵守に対する行政措置（法第６条） 

法第３条に定める配慮義務を遵守していないと認められる法人等につ

いては、当該法人等から寄附の勧誘を受ける個人の権利の保護に著しい

支障が生じていると明らかに認められる場合において、更に同様の支障

が生ずるおそれが著しいと認められる場合、当該法人等に対して遵守す

べき事項を示し、これに従うべき旨を勧告することができる。 
また、勧告先の法人等がこれに従わなかった場合には、その旨を公表す

ることができるほか、勧告を行うために必要な限度において法人等に対

し配慮義務の遵守状況に関して必要な報告を求めることができる。 
 

 
12 参考資料２参照。 



 15  
 

イ 禁止行為違反に対する行政措置・罰則（法第７条、第 16条～第 18条） 

法人等が禁止行為を行っている可能性がある場合については、法第４

条及び第５条の規定の施行に関し特に必要と認めるとき 13、その必要の

限度において、法人等に対して寄附勧誘に関する業務状況についての必

要な報告を求めることができる。 
そして、禁止行為に違反したと認められる法人等については、当該法人

等が引き続き当該行為をするおそれが著しいと認められる場合において、

当該行為の停止その他の必要な措置をとるべき旨の勧告ができる。また、

勧告先の法人等が正当な理由なく勧告に係る措置をとらなかった場合、

当該勧告に従うことを命令することができ、命令を行った場合にはその

旨を公表することになる。 
    以上のとおり禁止行為違反に対する行政上の措置が定められているが、

これに違反した場合の罰則についても規定されている。法人等が命令に

違反した場合には、１年以下の拘禁刑若しくは 100 万円以下の罰金刑が

科され、又はこれを併科する旨が定められている。また、寄附勧誘に関す

る業務状況についての必要な報告を求めたにもかかわらずこれを実施し

なかった、又は虚偽の報告をした場合には、50 万円以下の罰金刑が科さ

れる。さらに、法人等の代表者等がこれらの罰則の対象となる行為をした

場合には、行為者本人に加え、法人等も罰則（罰金刑）の対象とされる、

いわゆる法人両罰規定が設けられている。 
 
（５）寄附の意思表示の取消し（法第８条・第９条） 

法第８条では、法人等が寄附の勧誘をするに際し、法第４条で掲げた６つ

の禁止行為のいずれかにより、個人が困惑し、それによって寄附の意思表示

をした場合に当該寄附の意思表示を取り消すことができると規定されてい

る 14。 
法第９条では、取消権の行使期間について、追認をすることができる時か

 
13 「特に必要と認めるとき」とは、例えば、禁止行為が不特定又は多数の個人に対して繰り返し
組織的に行われており、社会的に影響が大きく、寄附の勧誘を受ける個人の保護を図る必要性が
強い場合などが想定される。 
14 ただし、消費者契約法の取消しの対象となる場合との適用関係を明確にする観点から、当該
寄附が消費者契約に該当する場合における当該消費者契約の申込み又はその承諾の意思表示に
ついては、不当寄附勧誘防止法で定める取消権の対象から除かれている。 
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ら１年間（霊感等による知見を用いた告知により困惑した場合は３年間）行

わないとき、又は寄附の意思表示をした時から５年（霊感等による知見を用

いた告知により困惑した場合は 10年）を経過したとき、時効によって取消

権は消滅するものと定められている。 
 

（６）債権者代位権の行使に関する特例（法第 10 条） 

寄附によって資力が悪化し、寄附者の家族等が適切な扶養等を受けられ

なくなるといった家族等の被害救済に資するよう、扶養や扶助を受ける権

利を被保全債権として、不当寄附勧誘防止法や消費者契約法に基づく取消

権及びこれが行使された場合の財産の返還請求権を代位行使することにつ

いては、被保全債権の期限が到来することを要しないとする、民法の債権者

代位権の特則が定められている 15。 
 

（７）法運用上の配慮（法第 12 条） 

法に基づく行政上の措置を実際に運用する際には、個人を保護するため

に必要な場合に限り勧告等を行うこととするものの、寄附が無償行為であ

り、法人等が寄附を受領する場合には、その態様や位置付け等において、一

般の商取引における事業者の経済活動とは異なる側面がある。特に、学校法

人、宗教法人、政治団体については、これらの団体の主要な活動が寄附で成

り立っている側面があり、かつ、当該活動は憲法上の権利でもある学問の自

由、信教の自由、政治活動の自由とそれぞれ関連性を有する側面がある。 
したがって、法人等による不当な寄附勧誘に対する行政措置等の運用に

当たっては、寄附の勧誘等の適正性を確保することが重要となるものの、法

人等の活動において寄附が果たす役割の重要性に留意しつつ、学問の自由、

信教の自由及び政治活動の自由を不当に侵害したり抑制したりすることと

 
15 債権者代位権とは、債務者が自己の権利を行使しないときに、債権者が債務者に代わって権
利を行使することにより、責任財産の維持を図るための権利である。債権者代位権が認められる
ための要件の１つとして、被保全債権の履行期が到来していることが民法第 423 条第２項で定
められている。この例外として、不当寄附勧誘防止法第 10 条第１項では、扶養義務等に係る定
期金債権のうち期限の到来していない部分を保全するため必要があるときは、債務者がした寄
附（金銭の給付を内容とするものに限る。）の意思表示に関する第８条第１項の取消権、消費者
契約法第４条第３項（第１号から第４号まで、第６号又は第８号に係る部分に限る。）の取消権、
これらの行使によって生ずる財産の返還請求権を代位行使することができるとしている。 
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ならないよう十分配慮しなければならない旨が規定されている。 
当該規定を踏まえながら行政措置の要件の該当性等を適切に判断するこ

とができるようにするため、消費者庁では令和５年４月１日付けで各分野

の有識者に執行アドバイザーを委嘱しており、必要に応じて関係分野の有

識者から意見を伺うものとしている。 
 

 以上が不当寄附勧誘防止法の主な内容となっており、その全体像は図表２－

１の概要資料で示しているとおりである。 

 

【図表２－１】不当寄附勧誘防止法の概要 
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第３章．不当寄附勧誘防止法の周知・啓発の状況 
 

不当寄附勧誘防止法は、法人等による不当な寄附の勧誘を禁止するとともに、

行政上の措置等を定めることにより、法人等からの寄附の勧誘を受ける者の保

護を図ることを目的としているところ、消費者庁においては、法を厳正に運用す

るべく、積極的な周知・啓発の取組を実施している。 

本章では、当該取組の詳細等について整理している（なお、特に断りのない限

り、令和７年３月 31日までに実施した取組について記している。）。 

 

（１）基礎的な取組 

ア 全国の関係機関に対する事務連絡（通知）の発出 

令和４年 12月の不当寄附勧誘防止法の公布及び令和５年１月以降の施

行に際し、消費者庁から関係府省庁及び都道府県等に事務連絡（通知）文

書を発出し、関係府省庁及び都道府県等を通じて、全国の関係機関等に対

し、①不当寄附勧誘防止法が公布・施行される旨、②「法人等による寄附

の不当な勧誘と考えられる行為に関する情報提供フォーム」（以下「消費

者庁ウェブフォーム」という。）の開設及び③不当寄附勧誘防止法に係る

広報資料等について周知した。 
当該文書の発出実績は図表３－１のとおりである。 

 

【図表３－１】事務連絡の発出実績 

実施年月 通知先 内容 

令和４年 

12月 

都道府県・政令指定都市消費

者行政担当課 

不当寄附勧誘防止法の公布等 

令和５年 

１月 

各府省庁消費者政策担当課及

び都道府県・政令指定都市消

費者行政担当課 

不当寄附勧誘防止法の一部の規定

を除く施行等 

令和５年 

４月 

各府省庁消費者政策担当課及

び都道府県・政令指定都市消

費者行政担当課 

不当寄附勧誘防止法の行政措置等

に係る一部の規定の施行、消費者

庁ウェブフォームの開設、不当寄

附勧誘防止法に係る広報資料等 

令和５年 

６月 

各府省庁消費者政策担当課及

び都道府県・政令指定都市消

費者行政担当課 

不当寄附勧誘防止法の全ての規定

の施行、消費者庁ウェブフォーム

の開設、不当寄附勧誘防止法に係

る広報資料等 
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イ 法人等による寄附の不当な勧誘の防止等に関する法律解説資料（Ｑ

＆Ａ形式）の公表 

本資料は、不当寄附勧誘防止法が公布されたことを受け、令和４年 12

月に消費者庁ウェブサイト上において公表した解説資料である 16。 

具体的な内容としては、総論から個別の規定に至るまで、想定される質

問と、これに対する法解釈等の回答を示している。質問の内容例について

は、図表３－２のとおりである。 
なお、本資料は、令和５年６月に更新しており、今後も、必要に応じ、

追加等を行うこととしている。 
 
【図表３－２】不当寄附勧誘防止法解説資料（Ｑ＆Ａ形式）における掲載質問例 

Ｑ１ 法人等による寄附の不当な勧誘の防止等に関する法律が制定さ

れた趣旨はどういうものですか。 

Ｑ12 困惑した状態で寄附の返金の請求をしないという寄附の返金に 

関する合意書（いわゆる念書）を書かせた場合にはその念書は有効です

か。 

Ｑ17 債権者代位権の特例の規定をどのようにして実効的に行使でき

るようにするのですか。特に、未成年者の場合はどうですか。 

Ｑ20 本法は、寄附に関する記録の交付を義務付けるものですか。 

 

ウ 法人等による寄附の不当な勧誘の防止等に関する法律・逐条解説の

公表 

本資料は、令和５年２月に消費者庁ウェブサイト上において公表した

不当寄附勧誘防止法の逐条解説である 17。 
本逐条解説については、後述する法人に対する説明会等において積極

的に配布するなど、ウェブサイトへの掲載にとどまらず、広く活用してい

る。 
 

エ 処分基準等の策定及び公表 

本資料は、不当寄附勧誘防止法の行政措置等の規定が施行されたこと

から、行政手続法（平成５年法律第 88号）第 12条第１項に基づき、不当

寄附勧誘防止法に基づく消費者庁長官の処分に係る処分基準等を定め、

 
16 https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_policy/donation_solicitation/assets/consumer_policy_cms213_230704_01.pdf  
17 https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_policy/donation_solicitation/assets/consumer_policy_cms213_230821_01.pdf  

https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_policy/donation_solicitation/assets/consumer_policy_cms213_230704_01.pdf
https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_policy/donation_solicitation/assets/consumer_policy_cms213_230821_01.pdf
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令和５年４月に公表したものである 18（参考資料２参照）。 

本資料の策定に当たっては、意見募集（パブリック・コメント）を令和

５年２月１日から令和５年３月２日まで実施し、寄せられた意見に対す

る考え方についても公表している 19。 
 

（２）法人等向けの主な取組 

ア 公益財団法人日本宗教連盟等主催の説明会への講師派遣 

本取組は、公益財団法人日本宗教連盟が主催（又は文化庁と共催）する

説明会に消費者庁から講師を派遣し、宗教法人関係者らに対し、不当寄附

勧誘防止法の概要等について説明したものである。 
各回の説明実績は図表３－３のとおりである。 

 
【図表３－３】公益財団法人日本宗教連盟等主催の説明会への講師派遣実績 

実施年月 主催（共催） 場所 参加者 

令和５年１月 公益財団法人日本宗教連盟 東京都港区 84名 

同年６月 
公益財団法人日本宗教連盟

及び文化庁 

沖縄県 

豊見城市 
30名 

同年７月 
公益財団法人日本宗教連盟

及び文化庁 

京都府 

京都市 
39名 

同年９月 
公益財団法人日本宗教連盟

及び文化庁 

福島県 

福島市 
31名 

令和６年２月 
公益財団法人日本宗教連盟

及び文化庁 

岡山県 

岡山市 
33名 

 

イ 文化庁等主催の宗教法人実務研修会への講師派遣 

本取組は、文化庁及び開催地の地方公共団体が共催する「宗教法人実務

研修会」において、令和５年度及び令和６年度開催分に消費者庁から講師

を派遣し、当該研修会の出席者に対し、不当寄附勧誘防止法の概要等につ

いて説明したものである。 
当該研修会は、宗教法人の管理運営の適正化に資するという趣旨の下、

宗教法人等の法人事務担当者を対象に、各年度、全国９か所において開催

されている。消費者庁が講師を派遣した年度における開催実績はそれぞ

れ図表３－４のとおりである。 

 
18 https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_policy/donation_solicitation/assets/consumer_policy_cms103_230417_01.pdf  
19 https://public-comment.e-gov.go.jp/pcm/download?seqNo=0000252728  

https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_policy/donation_solicitation/assets/consumer_policy_cms103_230417_01.pdf
https://public-comment.e-gov.go.jp/pcm/download?seqNo=0000252728


 21  
 

 
【図表３－４】宗教法人実務研修会への講師派遣実績 

令和５年度開催実績 

 開催地区 開催地・説明年月 主催（共催） 

北海道・東北 

(北海道、青森、岩手、宮城、

秋田、山形、福島) 

(北海道) 

令和５年 11月 

文化庁及び 

北海道 

関東甲信越静 

(茨城、栃木、群馬、埼玉、

千葉、東京、神奈川、新潟、

山梨、長野、静岡) 

(埼玉県) 

令和５年９月 

文化庁及び 

埼玉県 

(長野県) 

令和５年 11月 

文化庁及び 

長野県 

近畿・中部 

(富山、石川、福井、岐阜、

愛知、三重、滋賀、京都、大

阪、兵庫、奈良、和歌山)  

(三重県) 

令和５年９月 

文化庁及び 

三重県 

(兵庫県) 

令和５年 10月 

文化庁及び 

兵庫県 

中国・四国 

(鳥取、島根、岡山、広島、

山口、徳島、香川、愛媛、高

知) 

(山口県) 

令和５年 10月 

文化庁及び 

山口県 

(愛媛県) 

令和５年 11月 

文化庁及び 

愛媛県 

九州 

(福岡、佐賀、長崎、熊本、

大分、宮崎、鹿児島、沖縄) 

(熊本県) 

令和５年 10月 

文化庁及び 

熊本県 

(大分県) 

令和５年 11月 

文化庁及び 

大分県 

研修内容 

【１日目】 

講義 I「宗教法人の管理運営について」 

・文化庁から、規則変更の手続や財産処分等の管理運営における留

意点について説明。 

講義 II「宗教法人の公益性について」 

・公益財団法人日本宗教連盟から、その活動内容等について説明。 

講義 III「不当寄附勧誘防止法等について」 

・消費者庁から、令和５年１月に施行された不当寄附勧誘防止法の

概要等について説明。 

講義 IV「税務の基礎知識」 

・国税局・税務署における実務の担当者から、宗教法人に関係の深

い所得税や法人税等の税務処理における注意事項等について説
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明。 

講義 V「登録免許税の非課税証明等」（仮） 

・開催県における実務の担当者から、事務手続及び留意点等につい

て説明。 

【２日目】 

１．講義「宗教法人の会計・税務及び宗教法人特有の会計税務処理」 

２．会計演習「宗教活動会計と収益事業会計の記帳から計算書類作

成まで」 

・宗教法人の会計・税務処理について豊富な経験のある税理士法人

から、日常の会計処理の基本知識、会計書類の作成や税額の計算

方法等について解説。 

令和６年度開催実績 

 開催地区 開催地・説明年月 主催（共催） 

北海道・東北 

(北海道、青森、岩手、宮城、

秋田、山形、福島) 

(岩手県) 

令和６年 11月 

文化庁及び 

岩手県 

関東甲信越静 

(茨城、栃木、群馬、埼玉、

千葉、東京、神奈川、新潟、

山梨、長野、静岡) 

(神奈川県) 

令和６年９月 

 

文化庁及び 

神奈川県 

(群馬県) 

令和６年 10月 

文化庁及び 

群馬県 

近畿・中部 

(富山、石川、福井、岐阜、

愛知、三重、滋賀、京都、大

阪、兵庫、奈良、和歌山)  

(福井県) 

令和６年 10月 

文化庁及び 

福井県 

(奈良県) 

令和６年 11月 

文化庁及び 

奈良県 

中国・四国 

(鳥取、島根、岡山、広島、

山口、徳島、香川、愛媛、高

知) 

(高知県) 

令和６年 10月 

文化庁及び 

高知県 

(島根県) 

令和６年 11月 

文化庁及び 

島根県 

九州 

(福岡、佐賀、長崎、熊本、

大分、宮崎、鹿児島、沖縄) 

(鹿児島県) 

令和６年 10月 

文化庁及び 

鹿児島県 

(長崎県) 

令和６年 11月 

文化庁及び 

長崎県 

研修内容 

【１日目】 

講義 I「宗教法人の管理運営について」 
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・文化庁から、規則変更の手続や財産処分等の管理運営における留

意点について説明。 

講義 II「宗教法人の公益性について」 

・公益財団法人日本宗教連盟から、その活動内容等について説明。 

講義 III「不当寄附勧誘防止法等について」 

・消費者庁から、令和５年１月に施行された不当寄附勧誘防止法の

概要等について説明。 

講義 IV「税務の基礎知識」 

・国税局・税務署における実務の担当者から、宗教法人に関係の深

い所得税や法人税等の税務処理における注意事項等について説

明。 

講義 V「登録免許税の非課税証明等」（仮） 

・開催県における実務の担当者から、事務手続及び留意点等につい

て説明。 

【２日目】 

１．講義「宗教法人の会計・税務及び宗教法人特有の会計税務処理」 

２．会計演習「宗教活動会計と収益事業会計の記帳から計算書類作

成まで」 

・宗教法人の会計・税務処理について豊富な経験のある税理士法人

から、日常の会計処理の基本知識、会計書類の作成や税額の計算

方法等について解説。 

 

ウ 法人向け不当寄附勧誘防止法説明会の開催（消費者庁主催） 

本説明会は、消費者庁主催の下、あらゆる法人等を対象として、不当寄

附勧誘防止法について説明を行ったものである。令和５年度は、委託事業

により実施し（図表３－５）、令和６年度は、消費者庁新未来創造戦略本

部の協力により実施した。 
 

（ア）目的 

消費者庁において、寄附を募るあらゆる法人等に法の理解を促進す

るため、全国各地で不当寄附勧誘防止法についての説明会を開催し、法

の周知・啓発に取り組むことを主たる目的として実施したものである。

その際、法の配慮義務及び禁止規定は、社会通念上、不当な勧誘行為と

考えられるものに限っているにもかかわらず、法人等の中には、寄附の

勧誘に際して、法に抵触するのではないかといった漠然とした不安を

抱いている法人等が存在することも鑑み、本事業の実施を通じて、正当
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な寄附勧誘を行う法人等の不安や懸念が解消されることを目指すこと

とした。 

あわせて、不当寄附勧誘防止法に係る啓発資料を本説明会において

配布することで法人等に法の理解を促すとともに、本説明会に係る参

加者の理解度を調査、分析するなどし、法に係る今後の周知・啓発の検

討に活用することも目的とした。 

 
（イ）開催実績及び説明内容 

令和５年度における本説明会は、令和６年２月から同年３月にかけ

て、大阪・福岡・東京の３か所において開催した上、東京会場では会場

参加とオンライン配信とのハイブリット形式とすることで、全国の法

人等が参加可能な形式で実施した。また、令和６年度における本説明会

は、令和７年３月に消費者庁新未来創造戦略本部（徳島）において開催

した上、会場参加とオンライン配信とのハイブリット形式とすること

で、全国の法人等が参加可能な形式で実施した。各地の開催実績及び説

明内容の詳細は図表３－６のとおりである。 

 
【図表３－５】法人向け不当寄附勧誘防止法説明会の開催案内（令和５年度） 
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【図表３－６】法人向け不当寄附勧誘防止法説明会の開催実績及び説明内容 

大阪会場（不当寄附勧誘防止法説明会 2024in 大阪） 

 開催年月 会場 参加人数（主な属性） 

令和６年２月 大阪府大阪市 32 名（学校法人、公益法

人、病院等） 

プログラム 

１．開会挨拶：消費者庁審議官 

２．基調講演「法人等が寄附を募る際に注意しなければならない

こと」～不当寄附勧誘防止法のキホン～ 法律の背景と目

的、今後の課題について 

本村 健太郎 氏（弁護士） 

３．質疑応答 

４．消費者庁からの説明「不当寄附勧誘防止法について」 

５．質疑応答 

６．閉会 

福岡会場（不当寄附勧誘防止法説明会 2024in 福岡） 

 開催年月 会場 参加人数（主な属性） 

令和６年２月 福岡県福岡市 20名（学校法人、NPO法人、

公益法人、病院等） 

プログラム 

１．開会挨拶：消費者庁審議官 

２．基調講演「法人等が寄附を募る際に注意しなければならない

こと」～不当寄附勧誘防止法のキホン～ 法律の背景と目

的、今後の課題について 

本村 健太郎 氏（弁護士） 

３．質疑応答 

４．消費者庁からの説明「不当寄附勧誘防止法について」 

５．質疑応答 

６．閉会 

東京会場（不当寄附勧誘防止法説明会 2024in 東京） 

 開催年月 会場 参加人数（主な属性） 

令和６年３月 東京都中央区 

及びオンライン配

信 

会場：38名 

オンライン：391名 

（学校法人、NPO法人、公

益法人、株式会社等） 



 26  
 

プログラム 

１．開会挨拶：消費者庁審議官 

２．基調講演「法人等が寄附を募る際に知っておくべきことにつ

いて」 

八代 英輝 氏（元裁判官・国際弁護士・武蔵野大学客員教授） 

３．質疑応答 

４．消費者庁からの説明「不当寄附勧誘防止法について」 

５．質疑応答 

６．閉会 

徳島会場（不当寄附勧誘防止法説明会 2025in 徳島） 

 開催年月 会場 参加人数（主な属性） 

令和７年３月 

 

徳島県徳島市（消費

者庁新未来創造戦

略本部） 

及びオンライン配

信 

会場：18名 

オンライン：176名 

（学校法人、NPO法人、公

益法人、病院、独立行政法

人等） 

プログラム 

１．開会挨拶：消費者庁審議官 

２．消費者庁からの説明「不当寄附勧誘防止法について」 

３．質疑応答 

４．閉会 

  

（ウ）効果 

令和５年度の本説明会においては、全ての会場の参加者を対象に、説

明会実施後の満足度についてアンケート形式で調査した。 

当該アンケートの回答者は、各会場合計 315名であったところ、「今

回の説明会で、不当寄附勧誘防止法への理解が深まりましたか。」との

質問に対し、「大変理解が深まった」、「理解が深まった」と回答した者

の割合は 99パーセントとなっていることから、本説明会の開催により

一定の周知効果があったものと考えられる。 

また、令和６年度も同様にアンケート調査を実施しており、回答者が

計 106名であったところ、「今回の説明会で、不当寄附勧誘防止法への

理解が深まりましたか。」との質問に対し、「大変理解が深まった」、「理

解が深まった」と回答した者の割合は 97パーセントとなっており、引

き続き一定の効果があったものと考えられる（図表３－７）。 
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【図表３－７】法人向け不当寄附勧誘防止法説明会のアンケート結果（抜粋） 
（令和５年度：315名の回答） 

Ｑ．今回の説明会で、不当寄附勧誘防止法への理解が深まりましたか。 

 

（令和６年度：106名の回答） 

Ｑ．今回の説明会で、不当寄附勧誘防止法への理解が深まりましたか。 

 

 

エ 私立大学職員を対象とした説明会への講師派遣（オンライン） 

一般社団法人日本私立大学連盟及び日本私立大学協会がそれぞれ主催

する、当該団体の加盟大学職員向けの説明会において、消費者庁から講師

を派遣し、当該説明会の出席者に対し、不当寄附勧誘防止法の概要等につ

いてオンラインで説明した。その実績は図表３－８のとおりである。 
 
 
 
 
 

36%

63%

1%

0%

0%

0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

大変理解が深まった

理解が深まった

理解の状況は変わらない

あまり理解が深まらなかった

全く理解が深まらなかった

無回答

61%

36%

3%

0%

0%

0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

大変理解が深まった

理解が深まった

理解の状況は変わらない

あまり理解が深まらなかった

全く理解が深まらなかった

無回答
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【図表３－８】私立大学職員を対象とした説明会への講師派遣実績 

時期 主催 説明内容 

令和６年 10月 一般社団法人日本

私立大学連盟 

不当寄附勧誘防止法と私立大学 

令和６年 10月 日本私立大学協会 不当寄附勧誘防止法の概要及び

学校法人における留意点につい

て 

 

（３）個人向けの主な取組 

ア 周知・啓発用チラシの公表 

令和５年１月５日に改正消費者契約法や不当寄附勧誘防止法の一部規

定等が施行されたことを踏まえ、同日、消費者契約法等の改正内容を含む

周知・啓発用チラシ（図表３－９）を、消費者庁、独立行政法人国民生活

センター（以下「国民生活センター」という。）及び日本司法支援センタ

ー（以下「法テラス」という。）の連名で、消費者庁ウェブサイト上に公

表している。 

 

【図表３－９】周知・啓発用チラシ 
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イ 政府広報との連携 

政府広報と連携し、不当寄附勧誘防止法について、30 秒間の周知用動

画 20の配信（図表３－10）、解説記事 21の掲載（図表３－11）及び検索サ

イト等におけるバナー広告の配信（図表３－12）を行っている。 

30 秒間の周知用動画では、個人向けに周知すべき重要なポイントとし

て、不当寄附勧誘防止法に係る「注意すべき不当な勧誘」、「禁止されてい

る勧誘行為」、「寄附の取り消しができる勧誘行為」及び相談窓口等の説明

を行っている。 
解説記事では、政府広報ウェブサイト上の「お金・消費のトラブル」カ

テゴリー内において、「不当な寄附勧誘行為は禁止！霊感商法等の悪質な

勧誘による寄附や契約は取り消せます」と題し、個人向けに分かりやすい

用語を用いて、勧誘事例を含む不当寄附勧誘防止法の各規定等について、

具体的な説明を行っている。 
検索サイト等におけるバナー広告については、広告をクリックすると

前記解説記事にアクセスできるものとなっている。 
 

【図表３－10】政府広報①：30秒間の周知用動画（令和５年４月配信） 

 

 
20 令和７年４月に配信終了。 
21 https://www.gov-online.go.jp/useful/article/202303/1.html  

 

https://www.gov-online.go.jp/useful/article/202303/1.html
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【図表３－11】政府広報②：解説記事（抜粋）（令和６年７月最終更新） 

 

 
【図表３－12】政府広報③：バナー広告 
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ウ 周知用ポスターの公表及び関係機関における掲示 

消費者庁において、委託事業により不当寄附勧誘防止法の周知用ポス

ター（図表３－13）を作成し、令和５年 10月に消費者庁ウェブサイト上

で公表している。 
 

【図表３－13】周知用ポスター 
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（ア）関係機関等への配布実績 

個人向けに幅広い周知を実施するため、周知用ポスターを作成・公表

した令和５年度において、図表３－14 のとおり、各関係機関（全国の

大学（国立、公立、私立）や警察、消費生活センター等）に当該ポスタ

ーを配布し、掲示を依頼した。 

 

【図表３－14】周知用ポスターの関係機関等への配布実績（令和５年度実施） 

機関種別 機関数 合計配布枚数 

関係府省庁等 22 106 

都道府県 47 470 

政令指定都市 20 200 

東京特別区 23 230 

市町村 1,698 8,940 

都道府県警察本部 47 1,300 

中央公民館 1,741 17,410 

法テラス 63 315 

国立大学 86 430 

公立大学 115 575 

私立大学 628 6,280 

私立大学（短大） 289 1,445 

関係団体等 36 185 

   

（イ）東京メトロ駅構内への掲示 

委託事業により、東京メトロ各駅構内において周知用ポスターの掲

示を行った。その実績は図表３－15のとおりである。 

 

【図表３－15】周知用ポスターの東京メトロ駅構内への掲示実績 

実施時期 枚数 

令和５年 11月 160 

令和６年 11月 160 

 

エ 広報動画・啓発動画の公表及び動画広告の配信 

消費者庁において、広告配信に係る委託事業を実施するに当たり、15秒

間の広報動画及び啓発動画（図表３－16）を、令和６年３月及び令和７年

３月に消費者庁ウェブサイト上でそれぞれ公表している。 
その後、ソーシャルメディア、交通広告等のデジタル広告を総合的に活
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用し、不当寄附勧誘防止法を広く国民に周知するとともに、その理解の促

進を図ることを目的として、令和５年度及び令和６年度にそれぞれ委託

事業により、各種デジタル広告媒体において当該動画の広告を配信した。

詳細は図表３－17のとおりである。 
 

【図表３－16】不当寄附勧誘防止法の広報動画・啓発動画（抜粋） 

広報動画「不当な寄附の勧誘に心当たりがあれば連絡を」（令和６年３月公

表） 

 

啓発動画「この寄附勧誘、ヤバくない？」（令和７年３月公表） 

 

 

【図表３－17】動画広告の配信実績 

令和５年度 

 広告媒体 実施時期 配信実績 

YouTube 令和６年 

３月 

視聴回数約 680,000回達成 

Tokyo Metro Vision 同上 東京メトロで１週間実施 

JR西日本 WESTビジョン 同上 JR西日本で１週間実施 

Osaka Metroトレビジョン 同上 Osaka Metroで１週間実施 

コンビニ POSレジ画面 同上 13,904店舗で１週間実施 

令和６年度 

 広告媒体 実施時期 配信実績 

YouTube 令和７年 

３月 

視聴回数約 690,000回達成 
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TVer 同上 視聴回数約 240,000回達成 

Tokyo Metro Vision 同上 東京メトロで１週間実施 

JR西日本 WESTビジョン 同上 JR西日本で１週間実施 

Keihanビジョン 同上 京阪電鉄で１週間実施 

近鉄アドレールビジョン 同上 近畿日本鉄道で１週間実施 

北大阪急行車内ビジョン 同上 北大阪急行で１週間実施 

（備考）令和５年度は、全ての媒体で広報動画「不当な寄附の勧誘に心当たりがあれば連絡

を」を配信。令和６年度は、YouTube 及び TVer のみ啓発動画「この寄附勧誘、ヤ

バくない？」を、その他の広告媒体では広報動画「不当な寄附の勧誘に心当たりが

あれば連絡を」をそれぞれ配信。 

 

オ 社会福祉協議会関係者向けのメールニュースへの寄稿 

社会福祉法人全国社会福祉協議会の協力の下、同法人が社会福祉協議

会関係者向けに定期的に発行しているメールニュースに寄稿し、高齢者

を見守る方々へ向けた法の周知を図った。 

具体的には、令和６年７月 30日発行分のメールニュースに、「高齢者へ

の不当な寄附の勧誘被害にご注意ください！～『法人等による寄附の不

当な勧誘の防止等に関する法律』について～」と題した通知文を寄稿した。

その内容としては、法の概要について簡潔に説明するとともに、周りの方

が不当な寄附の勧誘被害を受けているかもしれないという場面に遭遇し

た場合には消費者庁ウェブフォームや相談窓口まで連絡いただきたい旨、

高齢者を見守る方々へ周知していただくよう協力を依頼したものとなっ

ている。 

 

カ 不当寄附勧誘防止法の解説動画の公表 

消費者庁において、不当寄附勧誘防止法の各規定について解説をする

ための動画（以下「解説動画」という。）を委託事業により作成し、令和

７年２月に消費者庁ウェブサイト上で公表している（図表３－18）22。本

解説動画については、多様な周知・啓発の機会に活用することで、法の理

解の促進を図ることを目的としている。 
なお、本解説動画は、消費者庁において作成・公表している「『消費者

力』育成・強化教材」との関係（詳細は後述（イ）参照）から、同教材の

在り方を踏まえて作成している。 
 

 
22 https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_policy/donation_solicitation/movie_004  

https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_policy/donation_solicitation/movie_004
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【図表３－18】不当寄附勧誘防止法の解説動画（抜粋） 

 

  

 
（ア）内容 

解説動画では、個人向けに周知すべき不当寄附勧誘防止法の各規定

について余すことなく解説するとともに、「消費者力」の重要性や相談

窓口及び通報窓口の案内をするなど、法の解説にとどまらない内容も

含む構成としている。また、学生等の社会生活上の経験が乏しい個人等

にも分かりやすく解説するため、法律用語にこだわらず、平易な表現を

用いている。構成内容の詳細は図表３－19のとおりである。 

 

【図表３－19】解説動画の構成内容 

項目 内容 

法の概説 ・不当寄附勧誘防止法とは？ 

・規制対象と保護対象 

・寄附とは？ 

規制の内容 ・不当な寄附勧誘行為（禁止行為及び配慮義務） 

・勧誘事例 

取消権等 ・取消権 

・債権者代位権の特例 

その他 ・「消費者力」の重要性 

・相談窓口の案内 

・通報窓口の案内 
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（イ）「消費者力」の育成・強化との関係 

「消費者力」23の育成・強化については、図表３－20 のとおり、「霊

感商法等の悪質商法への対策検討会 24」や「「旧統一教会」問題関係省

庁連絡会議 25」において、消費者被害の未然防止のための消費者教育の

取組強化が指摘されたことを踏まえ、令和４年 12月以降、消費者教育

推進会議の下に設置された「消費者力」育成・強化ワーキングチームに

おいて、「消費者力」の整理や「消費者力」を効果的に身に付けるため

の教材・方策について検討がなされたものである。 

これらの経緯から、不当寄附勧誘防止法の周知・啓発は「消費者力」

の育成・強化と連動して実施できることが望ましいと考えられるとこ

ろ、同ワーキングチームの取りまとめにおいては、当該教材の構成イメ

ージが具体的に示されており、解説動画の作成に当たっては、当該構成

イメージを参考にした 26。 

 

  

 
23 悪質商法等による被害を未然防止するために消費者自身が実践する力として、①違和感に「気
づく力（批判的思考力）」、②きっぱりと「断る力」、③一人で抱えず「相談する力」の３つが基
本的な「消費者力」として考えられる。 
24 https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_policy/meeting_materials/review_meeting_007  
25 https://www.moj.go.jp/JINKEN/jinken03_00150.html  
26 https://www.caa.go.jp/policies/council/cepc/other/assets/consumer_education_203_231011_01.pdf   

https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_policy/meeting_materials/review_meeting_007
https://www.moj.go.jp/JINKEN/jinken03_00150.html
https://www.caa.go.jp/policies/council/cepc/other/assets/consumer_education_203_231011_01.pdf
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【図表３－20】不当寄附勧誘防止法の周知・啓発と「消費者力」育成・強化の関係 

 

 

＜参考：体験型教材「鍛えよう、消費者力 気づく・断る・相談する」＞ 

消費者庁では、消費者教育推進会議の下に設置された「消費者力」育成・強

化ワーキングチームによる取りまとめを踏まえ、幅広い世代を対象に、気づく

（批判的思考）・断る・相談する・働きかける等被害防止に必要な実践的な消

費者力を育成・強化することを目的とする体験型教材を開発し、令和６年４月

に公表した。 
体験型教材では、世代ごとに遭いやすいトラブル事例をもとにした動画や

マンガ、授業や講座で活用する際の参考となる教材活用ガイドや投影用スラ

イド、授業・講座展開例等を用意している。 
臨場感のある VR動画では、「自分ごと」として学ぶことができるように、被

害者目線でトラブルを疑似体験できる「事例 VR動画」のほかに、対処法を考

え振り返る「復習動画」、勧誘等の具体的な手口や気づくべきポイント、断り

方等を学ぶことができる「解説動画」を用意している。 

「偽装サークル」のケースでは、大学生の主人公がキャンパスで、親しくな

った先輩に声をかけられサークルの見学に行ったところ、セミナー合宿に誘

われるが、合宿では、高額な教材の購入を迫られ、仲間に引き入れられていく

様子を扱っている。 

体験型教材、VR 動画等の詳しい内容については、体験型教材「鍛えよう、
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消費者力 気づく・断る・相談する」特設サイトを参照いただきたい 27。また、

図表３－21のとおり啓発ポスターも作成しており、こちらも参照されたい。 

 

【図表３－21】啓発ポスター「体験型教材『鍛えよう、消費者力 気づく・断

る・相談する』」 

 

 

 
27 https://www.kportal.caa.go.jp/shohisha-ryoku/  

https://www.kportal.caa.go.jp/shohisha-ryoku/
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キ 不当寄附勧誘防止法パンフレット「あなたやご家族が寄附の強引な

勧誘に困っていませんか？」の公表 

消費者庁において、不当な寄附勧誘を受けていないか自己チェックを

した上で、不当寄附勧誘防止法の各規定について知ることができるパン

フレット「あなたやご家族が寄附の強引な勧誘に困っていませんか？」

（図表３－22）（以下「パンフレット」という。）を作成し、令和７年２月

に消費者庁ウェブサイト上で公表している 28。 
 
【図表３－22】パンフレット（抜粋） 

 

 
28 https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_policy/donation_solicitation/assets/consumer_policy_cms213_250214_02.pdf  

https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_policy/donation_solicitation/assets/consumer_policy_cms213_250214_02.pdf
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また、個人向けに幅広い周知を実施するため、パンフレットを作成・公

表した令和６年度において、図表３－23 のとおり、全国の大学（国立、

公立、私立）や警察、消費生活センター等の関係機関に当該パンフレット

を配布した。 
 

【図表３－23】パンフレットの関係機関等への配布実績（令和６年度実施） 

機関種別 機関数 合計配布部数 

都道府県 47 2,350 

政令指定都市 20 1,000 

東京特別区 23 1,150 

市町村 1,698 84,900 

各警察本部及び各警察署 1,200 24,000 

中央公民館 1,603 79,505 

法テラス 66 1,870 

国立大学 86 4,300 

公立大学 115 5,750 

私立大学 626 31,300 

私立大学（短大） 287 14,350 

日本弁護士連合会及び各弁護士会 53 2,650 

関係団体等 37 1,850 
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第４章．寄附に関する情報の受付状況 
 

（１）情報を収集するための３つの窓口 

消費者庁においては、不当寄附勧誘防止法を適切かつ着実に運用してい

くため、法の行政措置等に係る規定が施行された令和５年４月１日に合わ

せて消費者庁ウェブサイト上に消費者庁ウェブフォームを開設するととも

に、国民生活センター及び全国の消費生活センター等において受け付けた

相談のうち、寄附に関係するものの情報及び法務省大臣官房司法法制部か

ら「霊感商法等対応ダイヤル（法テラス）」において受け付けた相談のうち、

寄附に関係するものの情報を収集し、法第３条の不遵守並びに第４条及び

第５条の違反が疑われる情報（以下「嫌疑情報」という。）の収集について

万全を期している。これら３つの窓口の概要については、図表４－１のとお

りである。 

 

【図表４－１】３つの窓口の概要 

 
 

（２）各窓口の特性 

嫌疑情報を収集するために運用又は活用している３つの窓口については、

次のとおりの特性を有している。 
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ア 消費者庁ウェブフォーム 

消費者庁ウェブフォームについては、消費者庁ウェブサイト上に開設

した専用フォームであり、インターネットにアクセスできる環境があれ

ば 24時間 365日情報提供が可能である（図表４－２及び図表４－３）29。 

また、インターネットの使用が不慣れな方にも適切に対応するため、郵

送によっても情報を受け付けている。 

 

【図表４－２】情報提供ページ 30（消費者庁ウェブサイト） 

 

 

 
29 https://contact.caa.go.jp/donation_solicitation/webform-001.html  
30 https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_policy/donation_solicitation/inquiry  

https://contact.caa.go.jp/donation_solicitation/webform-001.html
https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_policy/donation_solicitation/inquiry
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【図表４－３】消費者庁ウェブフォーム 

・注意事項、個人情報の取扱い 
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 ・入力画面 
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・入力画面（続き） 
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・入力画面（続き） 
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イ 全国の消費生活センター等 

    全国の消費生活センター等から収集している情報（「国民生活センター

から提供された情報」をいう。）については、消費者ホットライン「１８

８」（図表４－４）などを通じて都道府県等に設置された消費生活相談窓

口が受け付けた、商品やサービスなど消費生活全般に関する苦情や問合

せなどのうち、寄附に関係するものである（個人情報を除く。）。 

    具体的には、国民生活センターと全国の消費生活センター等をネット

ワークで結び、消費者から消費生活センター等に寄せられる消費生活に

関する苦情相談情報（消費生活相談情報）の収集を行うシステムである

「全国消費生活情報ネットワークシステム（PIO-NET：Practical Living 

Information Online Network System）」（以下「PIO-NET」という。）に登

録された情報のうち、寄附に関係する相談情報の提供を受けている。 

    

【図表４－４】消費者ホットラインの画像広告 

 

 

ウ 霊感商法等対応ダイヤル 

    霊感商法等対応ダイヤル（図表４－５）からの情報については、法テラ

スが相談窓口情報を案内するために受け付けた、霊感商法を始めとする

金銭トラブル、心の悩み、家族の悩み、児童虐待、修学、生活困窮など、

「旧統一教会」問題やこれと同種の問題に関係する相談のうち、寄附に関

係するものである（個人情報を除く。）。 
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【図表４－５】霊感商法等対応ダイヤルのチラシ 
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（３）受付情報件数の推移 

ア 窓口別の受付情報件数 

消費者庁ウェブフォームに寄せられた情報（文書等による情報提供も

含む。）並びに国民生活センター、全国の消費生活センター等（以下「全

国の消費生活センター等」という。）及び霊感商法等対応ダイヤルに寄せ

られた相談等のうち、寄附に関係する情報として提供を受けた情報（以下

「受付情報」という。）については、寄附勧誘対策室員が当該情報を確認

した日付をもって全件を受け付けている 31。 

受付情報の窓口別件数の推移については、図表４－６及び図表４－７

のとおりであり、情報収集を開始した直後の 2023年度上半期は、消費者

庁が 204 件（全体に占める割合 25.2 パーセント）、全国の消費生活セン

ター等が 404件（同 49.9パーセント）、霊感商法等対応ダイヤルが 201件

（同 24.8 パーセント）であり、同年度下半期は、消費者庁が 59 件（同

6.6パーセント）、全国の消費生活センター等が 527件（同 59.1パーセン

ト）、霊感商法等対応ダイヤルが 306 件（同 34.3 パーセント）であった
32。 

また、2024 年度上半期は、消費者庁が 51 件（同 7.3 パーセント）、全

国の消費生活センター等が 464 件（同 66.4 パーセント）、霊感商法等対

応ダイヤルが 184件（同 26.3パーセント）であり、同年度下半期は、消

費者庁が 68 件（同 13.5 パーセント）、全国の消費生活センター等が 286

件（同 57パーセント）、霊感商法等対応ダイヤルが 148件（同 29.5パー

セント）であった。 

全ての期の累計は、受付情報の総件数 2,902件のうち消費者庁が 382件

（同 13.2 パーセント）、全国の消費生活センター等が 1,681 件（同 57.9

パーセント）、霊感商法等対応ダイヤルが 839件（同 28.9パーセント）で

あった。 

 

 

   

 
31 受付情報の件数については、消費者庁において受け付けた年月に属しているため、情報提供
者又は相談者が実際に情報提供（相談）を行った年月日及び情報提供又は相談に係る事案が発生
した年月日とは異なり、寄附に関係するトラブルの発生時期を表すものではない。 
 また、１件の情報に複数の事案が含まれている場合であっても、１件として計上している。 
32 本稿において、「上半期」とは当該年度の４月１日～９月 30 日までの期間を指しており、「下
半期」とは当該年度の 10 月１日～３月 31 日までの期間を指している。 
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【図表４－６】窓口別受付情報件数の推移 

 

 

【図表４－７】窓口別受付件数の推移 

 
 

イ 事件の受理 

（ア）概要 

受付情報については、寄附勧誘対策室長以下同室員の複層的な確認

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

89 96 156 183 159 126 133 170 157 151 136 145

44 30 41 40 38 11 204 (25.2%) 10 13 9 7 7 13 59 (6.6%) 263 (15.5%)

13 27 84 95 103 82 404 (49.9%) 64 82 76 104 100 101 527 (59.1%) 931 (54.7%)

32 39 31 48 18 33 201 (24.8%) 59 75 72 40 29 31 306 (34.3%) 507 (29.8%)

3 29 19 7 4 8 3 9 5 3 4 3

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

166 143 89 91 83 127 68 90 61 124 71 88

14 5 9 7 5 11 51 (7.3%) 9 8 7 9 14 21 68 (13.5%) 119 (9.9%) 382 (13.2%)

126 88 53 57 78 62 464 (66.4%) 36 61 54 64 34 37 286 (57.0%) 750 (62.4%) 1,681 (57.9%)

26 50 27 27 0 54 184 (26.3%) 23 21 0 51 23 30 148 (29.5%) 332 (27.6%) 839 (28.9%)

6 2 2 6 2 3 4 8 2 2 3 421 23 44 141

（備考）
・「消費者庁」は、消費者庁ウェブフォーム、書面及び庁内他の窓口により受け付けた情報等の合計件数。
・「全国の消費生活センター等」の受付件数は、PIO-NETに2025年2月28日までの登録分。
・「霊感商法等対応ダイヤル」の受付が無い月については、事務手続上の都合により翌月にまとめて受け付けたもの。

消費者庁

全国の消費生活センター等

霊感商法等対応ダイヤル

受理件数

受付件数 699 502 1,201 2,902

累計
計上半期 下半期

2024年度

受理件数 70 27 97

受付件数 809 892 1,701

消費者庁

全国の消費生活センター等

霊感商法等対応ダイヤル

2023年度

計上半期 下半期
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により一件一件内容を吟味し、嫌疑情報と認めたときは、当該情報の内

容から寄附の勧誘の時期が明らかに法の施行日よりも前のもの 33であ

ると判別できる場合を除き、調査対象の事件として「受理」の手続を行

い、受理年月日を始め処理及びその他事務の取扱状況を管理している。

こうした情報の受付及び受理の概要については、図表４－８のとおり

である。 

 

【図表４－８】受付・受理の概念 

 

 

（イ）受理件数の推移 

月別の受理件数については、図表４－９及び図表４－10 のとおり、

2023 年４月１日に寄附勧誘対策室が発足し、調査体制が確立された直

後の同年５月は 29 件、６月は 19 件と二桁の件数を受理したものの、

その後は各月２件から９件の間の件数で推移している。 

窓口別の受理件数については、情報収集を開始した直後の 2023年度

上半期は、消費者庁が 13件（全体に占める割合 18.6パーセント）、全

国の消費生活センター等が 33件（同 47.1パーセント）、霊感商法等対

応ダイヤルが 24件（同 34.3パーセント）であり、同年度下半期は、消

費者庁が 16件（同 59.3パーセント）、全国の消費生活センター等が 10

 
33 関連する消費者契約法の一部を改正する法律(平成 30 年法律第 54 号)の施行日（令和元年６
月 15 日）を一つの基準としつつ、情報内容に応じて積極的に受理している。 

受付

不当寄附勧誘防止法第３条の不遵守
もしくは

第４条又は第５条の違反が疑われる情報

霊感商法等
対応ダイヤル

全国の
消費生活センター等

消費者庁
ウェブフォーム等

受理

「寄附」が関係する
相談・苦情

「寄附」に関する
相談

・寄附の不当勧誘に係る情報
・その他（全ての書込）
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件（同 37パーセント）、霊感商法等対応ダイヤルが１件（同 3.7パーセ

ント）であった。 

また、2024 年度上半期は、消費者庁及び全国の消費生活センター等

が各 10件（同各 47.6 パーセント）、霊感商法等対応ダイヤルが１件（同

4.8パーセント）であり、同年度下半期は、消費者庁及び全国の消費生

活センター等が各９件（同各 39.1パーセント）、霊感商法等対応ダイヤ

ルが５件（同 21.7パーセント）であった。 

全ての期の累計は、全体で 141 件のうち消費者庁が 48 件（同 34 パ

ーセント）、全国の消費生活センター等が 62件（同 44パーセント）、霊

感商法等対応ダイヤルが 31件（同 22パーセント）であった。 

      

【図表４－９】窓口別受理件数の推移 

 

 

【図表４－10】窓口別受理件数の推移 

 

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

3 29 19 7 4 8 3 9 5 3 4 3

3 3 1 1 1 4 13 (18.6%) 0 9 3 0 3 1 16 (59.3%) 29 (29.9%)

0 7 15 5 3 3 33 (47.1%) 3 0 2 3 0 2 10 (37.0%) 43 (44.3%)

0 19 3 1 0 1 24 (34.3%) 0 0 0 0 1 0 1 (3.7%) 25 (25.8%)

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

6 2 2 6 2 3 4 8 2 2 3 4

2 1 1 4 0 2 10 (47.6%) 3 2 2 0 2 0 9 (39.1%) 19 (43.2%) 48 (34.0%)

4 1 1 2 2 0 10 (47.6%) 0 6 0 1 1 1 9 (39.1%) 19 (43.2%) 62 (44.0%)

0 0 0 0 0 1 1 (4.8%) 1 0 0 1 0 3 5 (21.7%) 6 (13.6%) 31 (22.0%)

全国の消費生活センター等

霊感商法等対応ダイヤル

消費者庁

累計
上半期 下半期 計

受理件数 21 44 14123

全国の消費生活センター等

霊感商法等対応ダイヤル

2024年度

消費者庁

受理件数 70 27 97

2023年度

上半期 下半期 計



 53  
 

（ウ）窓口別の受理率 

     受付情報に対する各窓口別の受理状況については、図表４－11 のと

おり、2023年度上半期は、消費者庁が受付情報 204件に対して受理 13

件（受理率 6.4パーセント）、全国の消費生活センター等が受付情報 404

件に対して受理 33 件（同 8.2 パーセント）、霊感商法等対応ダイヤル

が受付情報 201 件に対して受理 24 件（同 11.9 パーセント）であり、

同年度下半期は、消費者庁が受付情報 59件に対して受理 16件（同 27.1

パーセント）、全国の消費生活センター等が受付情報 527件に対して受

理 10件（同 1.9パーセント）、霊感商法等対応ダイヤルが受付情報 306

件に対して受理１件（同 0.3パーセント）であった。 

     また、2024年度上半期は、消費者庁が受付情報 51件に対して受理 10

件（同 19.6パーセント）、全国の消費生活センター等が受付情報 464件

に対して受理 10 件（同 2.2 パーセント）、霊感商法等対応ダイヤルが

受付情報 184 件に対して受理 1 件（同 0.5 パーセント）であり、同年

度下半期は、消費者庁が受付情報 68 件に対して受理９件（同 13.2 パ

ーセント）、全国の消費生活センター等が受付情報 286件に対して受理

９件（同 3.1パーセント）、霊感商法等対応ダイヤルが受付情報 148件

に対して受理５件（同 3.4パーセント）であった。 

全ての期の累計は、消費者庁が受付情報 382 件に対して受理 48 件

（同 12.6パーセント）、全国の消費生活センター等が受付情報 1,681件

に対して受理 62 件（同 3.7 パーセント）、霊感商法等対応ダイヤルが

受付情報 839件に対して受理 31件（同 3.7パーセント）であった。 

 

【図表４－11】窓口別の受理率 

 

受付 受付 受付

204 13 〈6.4%〉 59 16 〈27.1%〉 263 29 〈11.0%〉

404 33 〈8.2%〉 527 10 〈1.9%〉 931 43 〈4.6%〉

201 24 〈11.9%〉 306 1 〈0.3%〉 507 25 〈4.9%〉

809 70 〈8.7%〉 892 27 〈3.0%〉 1,701 97 〈5.7%〉

受付 受付 受付 受付

51 10 〈19.6%〉 68 9 〈13.2%〉 119 19 〈16.0%〉 382 48 〈12.6%〉

464 10 〈2.2%〉 286 9 〈3.1%〉 750 19 〈2.5%〉 1,681 62 〈3.7%〉

184 1 〈0.5%〉 148 5 〈3.4%〉 332 6 〈1.8%〉 839 31 〈3.7%〉

699 21 〈3.0%〉 502 23 〈4.6%〉 1,201 44 〈3.7%〉 2,902 141 〈4.9%〉

計

全国の消費生活センター等

霊感商法等対応ダイヤル

全体

下半期 計

受理〈率〉 受理〈率〉 受理〈率〉

2024年度

上半期
累計

受理〈率〉

消費者庁

消費者庁

全国の消費生活センター等

霊感商法等対応ダイヤル

全体

受理〈率〉 受理〈率〉 受理〈率〉

2023年度

上半期 下半期
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第５章．嫌疑情報に対する調査の状況 
 

（１）事件の調査及び処理 

受理した事件については、寄附勧誘対策室長以下の調査員によって、情報

の内容をきめ細かく吟味した上で調査方針を確立し、 

   ・ 情報提供者、被勧誘者等からの事情聴取 

   ・ 嫌疑法人等に関する情報収集（存在確認、代表者の人定特定） 

   ・ 不当な勧誘行為の事実の特定 

   ・ 勧誘を行った者の特定 

  など、嫌疑事実の裏付けに必要な証拠の収集を行った上で、法と証拠に基づ

いて嫌疑法人に対する勧告等の行政措置の要否を組織的に判断している 34。 

そして、調査の結果、法第６条又は第７条の規定に基づく勧告若しくは第

７条の規定に基づく命令を行うための要件を満たさないものについては、

図表５－１に示す区分に従い事件を処理している。 

 

【図表５－１】事件処理の区分 

号 区分 主文 

第 1 号 対象法人等が消滅した場合 法人等消滅 

第２号 調査をすることが不可能な場合 調査不能 

第３号 同一の事件につき既に事件処理決定がある場合 事件処理済み 

第４号 
事実につき法の施行前によるものであるものと

認められる場合 

不当寄附勧誘防止

法適用対象外 

（法施行前事案） 

第５号 
法人等による不当な寄附の勧誘に係る事実が認

められない場合 
嫌疑なし 

第６号 

法第６条第１項若しくは法第７条第２項に規定

する勧告、又は同条第３項に規定する命令をする

ための要件を満たしていないと認められる場合 

法令要件不充足 

第７号 

法第６条第１項若しくは法第７条第２項に規定

する勧告、又は同条第３項に規定する命令をする

ことについて、これを猶予する場合 

勧告（命令）猶予 

 
34 寄附勧誘対策室については、消費者庁の職員のほかに検察庁、警察庁からの出向者も職員と
して含まれており、適切に法を運用するための体制が整備されている。 
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（２）調査の結果 

ア 公表時における処理区分 

調査の結果については、これまで令和５年度上半期分（令和５年 11月

２日公表）、同年度下半期分（令和６年５月９日公表）、令和６年度上半期

分（令和６年 11月 14日公表）、同年度下半期分（令和７年５月８日公表）

を公表してきたところ（図表５－２）、公表に当たっては、国民に対して

分かりやすく解説する必要性から、決定した処理区分（図表５－１参照）

を図表５－３のとおり５項目に要約することとし、法人等消滅（第１号）、

事件処理済み（第３号）、勧告（命令）猶予（第７号）は、「法施行日前の

事案と認められるもの等」に該当するという整理にしている。 

 

【図表５－２】公表資料（令和６年度下半期分、令和７年５月８日公表） 

 

 

イ 各期の処理件数 
各期における処理件数 35については、図表５－３のとおり、2023 年度

上半期が 43件、同年度下半期が 42件、2024年度上半期が 25件、同年度

下半期が 20件であり、処理区分別でみると 2023年度上半期は、「匿名又

 
35 処理件数は、受付・受理件数に呼応した件数としているため、１件の受付・受理情報の中に複
数の事案が含まれている場合も、処理件数は１件として計上している。 
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は連絡不通等により調査が不能なもの」が 32件（全体に占める割合 74.4

パーセント）と最も多く、次いで「法律施行日前の事案と認められるもの

等」が９件（同 20.9 パーセント）、「寄附の不当勧誘の事実が認められな

いもの」が２件（同 4.7パーセント）であった。 

同年度下半期は、「匿名又は連絡不通等により調査が不能なもの」が 19

件（同 45.2パーセント）と最も多く、次いで「寄附の不当勧誘の事実が

認められないもの」が 12件（同 28.6パーセント）、「法律施行日前の事案

と認められるもの等」が 11件（同 26.2パーセント）であった。 

2024年度上半期は、「匿名又は連絡不通等により調査が不能なもの」が

11件（同 44パーセント）と最も多く、次いで「寄附の不当勧誘の事実が

認められないもの」が８件（同 32パーセント）、「法律施行日前の事案と

認められるもの等」が６件（同 24パーセント）であった。 

同年度下半期は、「匿名又は連絡不通等により調査が不能なもの」が 14

件（同 56パーセント）と最も多く、次いで「寄附の不当勧誘の事実が認

められないもの」が６件（同 24パーセント）であった。 

全ての期の累計は、合計 130件のうち「匿名又は連絡不通等により調査

が不能なもの」が 76件（同 58.5パーセント）と最も多く、次いで「寄附

の不当勧誘の事実が認められないもの」が 28 件（同 21.5 パーセント）、

「法律施行日前の事案と認められるもの等」が 26件（同 20パーセント）

であった。 

 

【図表５－３】処理件数の推移 

 

 

2023年度と 2024年度を比較すると、処理件数の合計は、受理件数の減

少に比例して半減している。 

処理区分別の割合については、「寄附の不当勧誘の事実が認められない
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もの」が 2023 年度の 16.5 パーセントに対して 2024 年度は 31.1 パーセ

ントと増加し、「匿名又は連絡不通等により調査が不能なもの」は 2023年

度の 60 パーセントに対して 2024 年度は 55.6 パーセントと僅かに減少

し、「法律施行日前の事案と認められるもの等」は 2023年度の 23.5パー

セントに対して 2024年度は 13.3パーセントと減少した。 

 

ウ 嫌疑情報に基づく対象法人等 

（ア）類型の整理 
     調査の対象とした法人等（以下「対象法人等」という。）については、

受理した情報に基づいて法人等の存在確認、法人格の有無など登記等

の確認、代表者の特定、勧誘行為者の特定など所要の調査を行っている

ところ、法の適切な運用に資する情報として、対象法人等の類型につい

て、図表５－４に示す３つの類型に整理した 36。 

 

【図表５－４】対象法人等の類型 

 

（イ）対象法人等の類型別の処理件数 
対象法人等の類型別の処理件数については、図表５－５のとおり、

「宗教団体」が 2023年度上半期は 34件（全体に占める割合 79.1パー

セント）、同年度下半期は 35 件（同 83.3 パーセント）、2024 年度上半

期は 21件（同 84パーセント）、同年度下半期は 18件（同 90パーセン

ト）であり、整理した３項目においては全ての期で割合が最も高い。 

また、「宗教団体以外」は、2023 年度上半期は５件（同 11.6 パーセ

ント）、同年度下半期は５件（同 11.9パーセント）、2024年度上半期は

 
36 対象法人等の類型については、受理した情報の内容を主な根拠として整理・分別しているた
め、消費者庁として対象法人等が嫌疑情報にかかわっていることを客観的事実に基づいて認定
したものではない。 

 類型 内容 

１ 宗教団体 
宗教法人を始め、自称他称を問わず宗教的

な活動を行っている団体 

２ 宗教団体以外 
企業、財団法人、社団法人、法人格のない任

意団体など 

３ 不明 団体等の名称、種別等が不明なもの 
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１件（同４パーセント）、同年度下半期は１件（同５パーセント）であ

った。 

団体等の名称、種別等が不明なもの（以下「不明」という。）は、2023

年度上半期は４件（同 9.3 パーセント）、同年度下半期は２件（同 4.8

パーセント）、2024年度上半期は３件（同 12パーセント）、同年度下半

期は１件（同５パーセント）であった。 

     全ての期の累計は、計 130 件のうち「宗教団体」が 108 件（同 83.1

パーセント）、「宗教団体以外」は 12 件（同 9.2 パーセント）、「不明」

は 10件（同 7.7パーセント）であった。 

 

【図表５－５】対象法人等の類型別の処理件数 

 

 

（ウ）処理区分別の対象法人等の類型別件数 
各処理区分における対象法人等の類型別件数については、図表５－

６のとおり、「寄附の不当勧誘の事実が認められないもの」について、

2023 年度上半期は、計２件のうち「宗教団体」及び「宗教団体以外」

が各１件（同一処理区分に占める割合各 50パーセント）であり、同年

度下半期は、計 12件のうち「宗教団体」が８件（同 66.7パーセント）、

「宗教団体以外」が３件（同 25 パーセント）、「不明」が１件（同 8.3

パーセント）であった。 

     2024年度上半期は、計８件のうち「宗教団体」が７件（同 87.5パー

セント）、「宗教団体以外」が１件（同 12.5パーセント）であり、同年

度下半期は、計６件のうち「宗教団体」が４件（同 66.7パーセント）、

「宗教団体以外」及び「不明」が各１件（同各 16.7パーセント）であ

った。 

全ての期の累計は、計 28件のうち「宗教団体」が 20件（同 71.4パ

ーセント）、「宗教団体以外」が６件（同 21.4パーセント）、「不明」が

34 (79.1%) 35 (83.3%) 69 (81.2%) 21 (84.0%) 18 (90.0%) 39 (86.7%) 108 (83.1%)

5 (11.6%) 5 (11.9%) 10 (11.8%) 1 (4.0%) 1 (5.0%) 2 (4.4%) 12 (9.2%)

4 (9.3%) 2 (4.8%) 6 (7.1%) 3 (12.0%) 1 (5.0%) 4 (8.9%) 10 (7.7%)

2023年度 2024年度
累計

上半期 下半期 計 上半期 下半期 計

宗教団体

宗教団体以外

不明

13043 42 85 25 20 45計
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２件（同 7.1パーセント）であった。 

  次に、「匿名又は連絡不通等により調査が不能なもの」について、2023

年度上半期は、計 32件のうち「宗教団体」が 24件（同 75パーセント）、

「宗教団体以外」及び「不明」が各４件（同各 12.5パーセント）であ

り、同年度下半期は、計 19件のうち「宗教団体」が 18件（同 94.7パ

ーセント）、「不明」が１件（同 5.3パーセント）であった。 

     2024 年度上半期は、計 11 件のうち「宗教団体」が９件（同 81.8 パ

ーセント）、「不明」が２件（同 18.2パーセント）であり、同年度下半

期は、計 14件全てが「宗教団体」であった。 

全ての期の累計は、計 76件のうち「宗教団体」が 65件（同 85.5パ

ーセント）、「宗教団体以外」が４件（同 5.3パーセント）、「不明」が７

件（同 9.2パーセント）であった。 

最後に、「法律施行日前の事案と認められるもの等」について、2023

年度上半期は、計９件全てが「宗教団体」であり、同年度下半期は、計

11件のうち「宗教団体」が９件（同 81.8パーセント）、「宗教団体以外」

が２件（同 18.2パーセント）であった。 

     2024年度上半期は、計６件のうち「宗教団体」が５件（同 83.3パー

セント）、「不明」が１件（同 16.7パーセント）であり、同年度下半期

は、いずれも０件であった。 

全ての期の累計は、計 26件のうち「宗教団体」が 23件（同 88.5パ

ーセント）、「宗教団体以外」が２件（同 7.7パーセント）、「不明」が１

件（同 3.8パーセント）であった。 

 

【図表５－６】処理区分別の対象法人等の類型別件数 

 

計

1 (50.0%) 8 (66.7%) 9 (64.3%) 7 (87.5%) 4 (66.7%) 11 (78.6%) 20 (71.4%)

1 (50.0%) 3 (25.0%) 4 (28.6%) 1 (12.5%) 1 (16.7%) 2 (14.3%) 6 (21.4%)

0 (0.0%) 1 (8.3%) 1 (7.1%) 0 (0.0%) 1 (16.7%) 1 (7.1%) 2 (7.1%)

24 (75.0%) 18 (94.7%) 42 (82.4%) 9 (81.8%) 14 (100.0%) 23 (92.0%) 65 (85.5%)

4 (12.5%) 0 (0.0%) 4 (7.8%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 4 (5.3%)

4 (12.5%) 1 (5.3%) 5 (9.8%) 2 (18.2%) 0 (0.0%) 2 (8.0%) 7 (9.2%)

9 (100.0%) 9 (81.8%) 18 (90.0%) 5 (83.3%) 0 (0.0%) 5 (83.3%) 23 (88.5%)

0 (0.0%) 2 (18.2%) 2 (10.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 2 (7.7%)

0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 1 (16.7%) 0 (0.0%) 1 (16.7%) 1 (3.8%)

45

25

14

2023年度 2024年度
累計

上半期 下半期 計 上半期

130計 43 42 85 25 20

6 26

宗教団体

宗教団体以外

不明

法律施行日前の事案と
認められるもの等

9 11 20 6 0

76

宗教団体

宗教団体以外

不明

匿名又は連絡不通等により
調査が不能なもの

32 19 51 11 14

下半期

28

宗教団体

宗教団体以外

不明

寄附の不当勧誘の事実が
認められないもの

2 12 14 8 6
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エ 調査対象事件の代表的事例 

（ア）寄附の不当勧誘の事実が認められないもの 37 
事 件 番 号 令和６年度 第５号 

受 付 年 月 日 令和６年４月 

受 理 年 月 日 令和６年４月 

端 緒 情 報 

提 供 者 40歳代  女性 

勧誘を受けた者 情報提供者本人 

概 要 
里親募集サイトを通じて、猫の里親になったが、

譲渡の際にしつこく寄附の勧誘を受けた。 
嫌 疑 法 人 等 不明 

疑われた違法（不遵守）行為 禁止行為（不退去） 

調 査 の 経 過 

１ 端緒情報の認知 
  情報提供者から消費者庁ウェブフォームへ報告がなされたこと

により、本件を認知した。 
２ 事件受理 

端緒情報について、 
    猫の譲渡の際に寄附を求められ、長時間退去しなかった 
旨の状況から、禁止行為（不退去）の可能性が疑われたため、事件

受理し、調査に着手した。 
３ 情報提供者（被勧誘者）に対する協力要請 
  情報提供者に架電し、調査への協力を依頼したところ、面会した

上で事情聴取に応じる意向を示した。 
４ 情報提供者の聴取 
  情報提供者の自宅に赴き、事情聴取したところ、同人は、 

・ 里親募集サイトを通じて猫を譲り受けた際、しつこく寄附を

要求されたので、インターネットで色々と調べたところ消費者

庁に関係がある内容のようだったので、情報提供した。 
・ 寄附を要求してきた相手の団体については、里親募集サイト

上の名称以外、詳細は不明で、動物取扱業の届出をしていると

主張していたが、保健所等に問い合わせるも、確認できなかっ

た。 
・ 寄附を要求してきた相手が猫を連れて私の家に来たのは、数

箇月前の平日、午後２時頃で、それから夕方の６時半頃まで家

 
37 情報提供者等の関係者から、公表することに同意を得られた事件について掲載。 
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にいたと思う。 
・ 私が譲渡してもらった猫の保護に至る経緯や保護活動をして

いる方の動向などについて、譲渡には関係の無い話を長々とさ

れ、その後、徐々に宗教的な内容になり、「保護活動には数百

万円のお金がかかるが、借入してでも用立てないと世界中の猫

が不幸になる。あなたが飼育している猫も不幸になる。」など

と言われた。 
・ そして、話の終盤にお金の話になり、譲渡費用のほかに、猫

の空輸費用や、外国で保護活動をしている友人への寄附、保健

所への寄附金を要求された。 
・ 強要されたという認識はないが、長時間居座られて猫を保護

するためにお金が必要であることを懇懇と説明され、断り難い

雰囲気だったので、私は手元にあった現金十数万円を相手に渡

してしまった。 
・ そして、寄附を要求してきた相手は、私からお金を受け取る

とそそくさと帰っていった。 
・ 寄附を要求してきた相手は私の自宅に４時間くらい滞在して

いたため、私も途中で帰ってほしいとは考えたが、口に出して

は言わなかった。 
・ その後、寄附を要求してきた相手とはＳＮＳで連絡を取り合

っていたが、譲渡してもらった猫が病気を有していたことが判

明したことを契機にトラブルになり、連絡がつかなくなった。 
 旨を申し立てた。 
５ 嫌疑法人に対する調査 
  情報提供者から得た情報に基づき、嫌疑法人及び勧誘者につい

て、登記事項の照会、所在確認などの基礎調査を行うも、特定に

は至らなかった。 
６ 事件の処理 
  本事件は、事情聴取の結果、勧誘者が数時間に渡り情報提供者の

自宅に留まり、寄附を勧誘した状況が認められるが、情報提供者は、

勧誘者に対して退去すべき旨の意思表示を行っておらず、禁止行為

（不退去）の構成要件を満たさないため「嫌疑なし」とした。      
処理決定年月日 令和６年７月 22日 
備 考  
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事 件 番 号 令和５年度 第 93号 

受 付 年 月 日 受付なし（職権認知） 

受 理 年 月 日 令和６年２月 

端 緒 情 報 

提 供 者 70歳代  女性 

勧誘を受けた者 情報提供者本人 

概 要 

 通信販売で寺院から開運グッズを購入したとこ

ろ、寺の男性から「先祖の供養をしないと大変なこ

とになる」などと不安を煽られ、祈祷代やお布施を

要求された。 

嫌 疑 法 人 等 宗教法人（裏付けあり） 
疑われた違法（不遵守）行為 禁止行為（霊感等知見を用いた告知） 

調 査 の 経 過 

１ 端緒情報の認知 
  PIO-NET を活用して違法情報を調査していたところ、禁止行為

（霊感等の知見を用いた告知）に抵触する可能性が疑われる相談を

認めた。 
２ 事件の受理 

当該相談については、これまでに国民生活センターから提供を

受けていた情報には含まれていない内容であったことから、直ち

に事件として受理し、調査に着手した。 
３ 情報提供者（被勧誘者）に対する協力要請 
  各地の消費生活センター等において受け付けた相談を調査の端

緒とする場合には、相談を受け付けた各消費生活センター等を通じ

て相談者（以下「情報提供者」という。）の協力を取り付ける必要

があることから、当該消費生活センターを通じて情報提供者に打診

したところ了承を得た。 
４ 情報提供者に対する電話連絡 
  情報提供者に電話連絡し、事件について事情聴取を行ったとこ

ろ、 
     証拠資料を現在も保有している 
     面会した上での事情聴取にも対応できる 
 旨の意向を示したことから、情報提供者の住居付近において面会の

上、事情聴取を行うこととした。 
５ 情報提供者に対する事情聴取 
  情報提供者の居住地域を管轄する消費生活センターの施設を借

用し、情報提供者のプライバシーを確保した上で、事情聴取を行っ
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たところ、同人は 
・ 私は、近年夫を亡くし、夫の一周忌を終えた事を契機に一昨年

から娘夫婦と同居するようになったが、同居を開始してから私

や家族に対して色々と悪い事が重なり悩んでいた。 
 ・ そんな折、運気が上がるという触れ込みの「お札とお香のセッ

ト」を紹介するチラシを目にしたので、少しでも運気が良くなる

ことを期待して、販売元のお寺から通信販売で２セット購入し

た。 
 ・ 届いた商品には、 

御利益を授かっていただけるように伝えたいことが

あるので、商品が到着したら電話を掛けてくるように。 
旨が記載されたメモが同封されていたので、指示通りに私から

お寺に電話を掛けた。 
・ 電話に応答した方は、電話口の私に対して商品の使用方法につ

いて丁寧に指導してくれた上、 
悩み事があれば、同封した便箋に記載して郵送しても

らいたい。 
  旨を申し向けてきた。 
 ・ そこで、後日、私は思い浮かぶ悩みを便箋に記載して送付する

と、しばらくして私の携帯電話宛に寺で修行しているという者

や、先生と呼ばれる者から代わる代わる電話があり、 
      気の回りが悪いので供養した方がよい 
      供養しないと大変なことになる 
      供養は通常数年かかるが、数か月で終える 

費用は一日につき数万円かかる 
  などと申し向けてきた。 

・ 私は、供養にお金を掛けるつもりはなかったので、断り続けて

いたところ、最終的には 
      供養代とお布施として数万円でよい 
  と減額までして勧誘してきたので、一旦承諾してしまった。 
 ・ しかし、冷静になって再考し、後日、私から寺に電話を掛け 

お金が無いので供養は断ります。 
とはっきりと告げて断った。 

 ・ その後も、何回か電話があり、勧誘されたが、供養は自分で

すれば良いと思い、電話の相手に対して 
行政機関に相談したのでもう結構です。 
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旨を告げたところ、電話を掛けて来なくなった。 
 ・ せっかく良い開運商品を購入できたのに、霊感商法の様な手口

で供養代を要求され、がっかりしている。 
 旨を申し立てた。 
６ 嫌疑法人に対する調査 
  情報提供者から提示を受けた開運商品及び同商品の送付状等か

ら嫌疑法人の名称、所在地が明らかとなったため、同法人について

登記事項の照会、所在確認、稼働実態の確認などの基礎調査を実施

した結果、伽藍を有して何らかの宗教活動を行っている実在する宗

教法人であることが判明した。 
７ 事件の処理 
  本事件は、事情聴取の結果、勧誘者が布施を勧誘する際に用いた

言動については形式的に禁止行為（霊感等知見を用いた告知）に抵

触し得る余地はあるが、被勧誘者は一貫して支払いを拒否し、勧誘

行為により困惑したという認識も有していないため、「嫌疑なし」

とした。 
処理決定年月日 令和６年９月 30日 
備 考   
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事 件 番 号 令和５年度 第 81号・第 84号 

受 付 年 月 日 受付なし（職権探知） 

受 理 年 月 日 令和５年 11月 

端 緒 情 報 

提 供 者 70歳代  女性 

勧誘を受けた者 情報提供者本人 

概 要 
通販でお札等を購入したが、販売元の寺院から

「家運が傾いている。」と不安を煽られ、お布施を

要求された。 

嫌 疑 法 人 等 宗教法人（裏付けなし） 
疑われた違法（不遵守）行為 禁止行為（霊感等知見を用いた告知） 

調 査 の 経 過 

１ 端緒情報の認知 
PIO-NET を活用して違法情報を調査していたところ、 

「家運が傾いている」と不安を煽られお布施を要求された 
 旨、禁止行為（霊感等知見を用いた告知）の可能性が疑われる相談

を認めた。 
２ 事件の受理 

当該相談については、これまでに国民生活センターから提供を

受けていた情報には含まれていない内容であったことから、直ちに

事件受理し、調査に着手した。 
３ 情報提供者（被勧誘者）に対する協力要請 
  各地の消費生活センター等において受け付けた相談を調査の端   
緒とする場合には、相談を受け付けた各消費生活センター等を通じ

て相談者（以下「情報提供者」という。）の協力を取り付ける必要

があることから、当該消費生活センターを通じて情報提供者に打診

したところ了承を得た。 
４ 情報提供者に対する電話連絡 
  情報提供者に電話連絡し、事件について事情聴取を行ったとこ

ろ、 
     面会した上での事情聴取にも対応できる 
 旨の意向を示したことから、情報提供者の住居において面会の上、

事情聴取を行うこととした。 
５ 情報提供者に対する事情聴取 
  情報提供者の住居において事情聴取したところ、同人は、 

・ 自宅に届いた通販カタログの中に「運気を上げる」などと書

かれたお寺が販売している開運グッズに関するチラシが１枚挟

んであった。 
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・ 開運グッズの代金は 5,000円で、購入すると特別な線香がセ

ットでついてくるとのことから、私は普段、開運グッズなどを

買うことはないが、値段もそれほど高くなく、気に入ったので

注文することにした。 
・ 開運グッズを注文するため、チラシに書かれていた寺の電話

番号に電話し、２セットを購入する旨を伝えると、電話に出た

人から「あなたは幸運です。」などと言われた。 
・ しばらくして代引郵便で開運グッズが届き、箱の中には、開

運グッズのほかに家族の名前や悩みなどを記載する用紙が入っ

ており、それを送ると拝んでもらえると説明が付されていたの

で、同封されていた封筒にその用紙を入れて寺に送った。 
・ 数日過ぎた頃、寺から私の自宅に電話があり、開運グッズの

使用方法の説明を受けるとともに、悩みの相談にも応じてもら

った。 
・ すると、電話口の相手から「拝んでもらえば善くなる。」な

どと言われ、これまで話した者ではない住職と名乗る男から、

「一日おきに電話をかけるように」と指示をされ、その住職と

話をするようになった。 
・ 私は、自分の病気のことや精神的に不安定な家族のことな

ど、住職に問われるがままその時に抱いていた不安や悩みを話

してしまった。 
・ すると何回目かの電話で住職から「家運が傾いている。半年

間拝まないと沈んでいく家だ。拝まないと孫もダメになる。病

気も治らない。」「拝む際に必要なお供え物や花などの費用が必

要になるので、お布施するように」などと言われた。 
 ・ 私は住職がお布施の話をあからさまにしてきたので、おかし

いと思い、住職に対してはっきりと「これって霊感商法じゃな

いですか。買ったものも捨てます。」と言ったところ、住職は態

度を変えて怒り出し、「捨てるなら勝手にしろ」などと言い放っ

たので、私は電話を切った。 
 ・ それ以降は、私から寺に電話することもなければ、電話が架

かってくることもない。購入した開運グッズは有名な寺社に持

ち込んで処分してもらい、チラシは廃棄した。 
 ・ 人の悩みにつけ込んで不安を煽り、祈とうが必要だと促し金

銭を要求するなど、宗教を冒涜した行為だと思う。電話の先の

相手が本当の住職だとしたら残念でならない。被害に遭う人が

増えないように注意喚起してもらいたい。 
旨を供述した。 

６ 事件の併合 

令和５年 12月、国民生活センターから同一案件の情報提供を受

けたことから、受理した上で、同一事件として併合を決定した。 

７ 嫌疑法人に対する調査 

  情報提供者が申し立てた法人名称や所在地から、同法人の登記

事項の照会した結果、実在する宗教法人であることが判明した。 
８ 事件の処理 
  本事件は、事情聴取の結果、勧誘者が布施を求める際に用いた言
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動が、禁止行為（霊感等知見を用いた告知）に抵触し得る可能性は

あるものの、当該布施が祈祷や供物等の対価に該当し得る可能性が

あることや、情報提供者は毅然とした態度で、霊感商法である旨を

申し向けて断っている状況があることから、情報提供者が勧誘者に

よる勧誘行為により困惑した事実が認められず、「嫌疑なし」とし

た。      
処理決定年月日 令和６年５月 20日 
備 考  
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事 件 番 号 令和５年度 第 80号・第 85号 

受 付 年 月 日 受付なし（職権探知） 

受 理 年 月 日 令和５年 11月 

端 緒 情 報 

提 供 者 40歳代   女性 

勧誘を受けた者 
情報提供者の知人 

30歳代  女性 

概 要 

 知人が脱会届を提出しているにもかかわらず、宗

教団体の信者から執拗に会費の支払いを要求され

ている。 
 退会した旨をいくら主張しても、「聞いてない」

と言われ請求され続けている。 
嫌 疑 法 人 等 宗教法人（裏付けあり） 

疑われた違法（不遵守）行為 禁止行為（不退去・退去妨害） 

調 査 の 経 過 

１ 端緒情報の認知 

  PIO-NET を活用して違法情報を調査していたところ、「執拗に会

費の支払いを要求されている」旨の相談を認め、禁止行為（不退去

又は退去妨害）の可能性が疑われた。 
２ 事件の受理 

当該相談については、これまでに国民生活センターから提供を

受けていた情報には含まれていない内容であったことから、直ち

に事件として受理し、調査に着手した。 
３ 情報提供者に対する協力要請 
  各地の消費生活センター等において受け付けた相談を調査の端

緒とする場合には、相談を受け付けた各消費生活センター等を通じ

て相談者（以下「情報提供者」という。）の協力を取り付ける必要

があることから、当該消費生活センターを通じて情報提供者に打診

したところ了承を得た。 
４ 被勧誘者に対する協力要請 
  本事件調査の端緒とした相談情報については、被勧誘者の知人が

寄せたものであるため、情報提供者を通じて被勧誘者に対して調査

への協力を要請するとともに、円滑に事情聴取を行うためには情報

提供者の協力も不可欠であると認め、事情聴取時における立会いな

どの協力を求めたところ、了承を得た。 
５ 事件の併合 

令和５年 12月、国民生活センターから同一案件の情報提供を受
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けたことから、受理した上で、同一事件として併合を決定した。 
６ 被勧誘者に対する事情聴取 
  被勧誘者の住居付近の公共施設において、情報提供者の同席を得

て事情聴取を行ったところ、被勧誘者は、 
・ 私は数年前、家族に勧められるがまま宗教団体に入会させられ

た。 
・ 入会すると毎日決まった時間に神事を行わなければならなく

なった上、団体が販売している商品を購入させられたり、強引に

集会に参加させられたり、毎月会費（数万円）の支払いを求めら

れたりし、体力的にも金銭的にも負担だったので、退会すること

にした。 
・ 退会する方法を友人に相談し、昨年、宗教団体の本部と支部に

内容証明郵便を利用して退会届を郵送し、その後しばらくは静

かに過ごしていた。 
・ 退会届を郵送して半年くらいが経過した頃、私が働いている施

設の同僚から宗教団体への会費の支払いを求められた。 
 ・ 同僚は、私が入会していた宗教団体の現役信者だが、私が脱会

したことを知らないのかと思い、改めて 
     宗教団体は辞めた 
  旨を申し向けると、納得して引き下がった。 
 ・ しかし、それから更に半年以上経過した頃、当該同僚から 

退会したことは知らない 
幹部からも聞いてない 
退会届は届いてない 

などと申し向けられ、再度会費の支払いを求めてくるようにな

った。 
 ・ 私は会費を支払うつもりは一切無かったので、同僚に対して退

会した旨を何度も説明し、職場の上司に必要の無い会費の支払い

を求められて迷惑していることを相談したが、その職場には現役

の信者が複数人いることもあり、上司の目が届かない場所などで

複数の同僚から代わる代わる会費の支払いを求められた。 
 ・ 会費を要求してくる同僚達について名前程度はわかるが、年齢

や住所など詳しい事は知らない。 
 ・ 会費の支払いを求められる際には、恫喝されたり、暴行を受け

たりすることはなかったが、顔を合わせたときだけではなく、職

場の下駄箱に手紙が入れてあったり、退社後に後をつけられたり
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と、とにかくしつこく支払いを求められたので、しばらく仕事を

休むこともあった。 
・ しかし、私は、退会しているので、何度要求されても会費を支

払うつもりは一切ない。 
旨を供述した。 

７ 勧誘場所に対する調査 
  被勧誘者が勧誘を受けた場所について、同人の供述に基づき、現

場の確認、登記事項の照会など基礎調査を実施し、特定した。 
８ 嫌疑法人に対する調査 
  被勧誘者の供述及び同人が保有していた物品等から嫌疑法人の

名称及び所在地が明らかとなったため、同法人について登記事項の

照会、所在確認などの基礎調査を実施した結果、実在する宗教法人

であることが判明した。 
９ 事件の処理 
  本事件は、事情聴取の結果、禁止行為（不退去・退去妨害）に抵

触し得る勧誘事実は存在せず、宗教団体の入退会に係る会費の支払

いをめぐるトラブルと認め、「嫌疑なし」とした。 
処理決定年月日 令和６年４月 19日 

備 考 

 本調査に伴い、被勧誘者から「同僚からの要求が収まるかもしれな

いので、職場に不当寄附勧誘防止法のポスターを掲示したい」旨の要

請を受けたことから、関係機関を通じて当該ポスターを提供した。 
 また、事情聴取後の経過について確認したところ、被勧誘者は 
   ・ しばらくは会費の支払を求められたが、職場にポスターを

貼ってもらい、警察にも相談したところ、現在は収まってい

る。 
   ・ 普段どおり職場にも通っているし、同僚ともトラブルなく

過ごしている。 
旨を申し立てた。 
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事 件 番 号 令和５年度 第 65号 

受 付 年 月 日 令和５年９月 
受 理 年 月 日 令和５年９月 

端 緒 情 報 

提 供 者 年齢不明  男性 

勧誘を受けた者 
情報提供者の配偶者 
年齢不明  女性 

概 要 
商業施設内において募金を求められ、退去の意思

を示したにも関わらず執拗に寄附を求められた。 
嫌 疑 法 人 等 財団法人（裏付けあり） 

疑われた違法（不遵守）行為 禁止行為（退去妨害） 

調 査 の 経 過 

１ 端緒情報の認知 
  情報提供者から消費者庁ウェブフォームへ報告がなされたこと

により、本件を認知した。 
２ 事件受理 

端緒情報について 
    退去意思を示したにも関わらず執拗に寄附を求められた 
 との内容から、禁止行為（退去妨害）の可能性が疑われたため、事

件受理し、調査に着手した。 
３ 情報提供者に対する協力要請 

事件の詳細について事情を聴取するため、情報提供者を介し、被

勧誘者に調査への協力を依頼したところ、承諾を得た。 
４ 被勧誘者に対する事情聴取 
  被勧誘者に対し、電話により事情を聴取したところ、同人は、 

・ 先日、私が一人で買物のために商業施設に赴くと、施設内の

広いスペースにおいて、男性から「女の子たちを救う団体なん

ですけど、募金とかで支援されたことはありますか？」などと

声をかけられ、チラシを手交しようとしてきた。 

・ 私は急いでいたので、男の話を聞くことなく立ち去ろうとす

ると、男は「現地に教育施設をつくる取り組みをしています。

サブスクで支援できるものです。」などと求めていないにもか

かわらず、矢継ぎ早に説明を継続した。  

・ 私は、「急いでいます」旨を告げて立ち去ろうとすると、男

は、「１、２分で済むんです。」、「緊急でお願いしているん

です。」などと言いながらしつこく付きまとってきたので、振

り切って、その場を後にした。 
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・ 寄附の勧誘をしてきた男は、本当に困っていそうな切実な顔

つきと話し方で、引き下がらなかったので、とても立ち去り難

い状況であったが、男から行く手を遮られたり、体に触れられ

て引き留められたりはしていない。  
・ 時間を計ったわけではないが、私の感覚では 10 分くらい寄

附の勧誘を受けていたと思う。                             
旨を申し立てた。 

５ 現場確認及び防犯カメラ映像の精査 
被勧誘者の供述によると、寄附の勧誘行為を受けた場所は商業

施設であるとのことから、防犯カメラ映像が残存している可能性

があると思料し、同施設に赴き、防犯カメラ映像を閲覧した。 

すると、商業施設内の防犯カメラ映像には、 

勧誘者の男が被勧誘者にチラシ様のものを差し出し、数

メートル随行した後、両者が立ち止まり話をしている状況 

が記録されており、会話の内容は録音されていないものの、動画

の状況から 

両者が立ち止まってから被勧誘者が立ち去るまでの時間

は、約４分間 

であった。   

また、その間、勧誘者が被勧誘者の衣服や身体に触れるなどし

て物理的に制止する行為や行く手に立ち塞がり通行を遮るなどの

行為は確認できなかった。 

６ 嫌疑法人に対する調査 

商業施設の管理会社に対し調査への協力を求めたところ、嫌疑

法人の名称等について明らかとなったことから、同法人の登記事

項等を照会した結果、実在する財団法人であることが判明した。 

７ 事件の処理 
  本事件は、関係者からの事情聴取及び防犯カメラ映像の精査の結

果、勧誘行為が行われた約４分間において、勧誘者による明確な退

去妨害行為は認められないことから、「嫌疑なし」とした。      
処理決定年月日 令和６年１月 22日 
備 考  
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事 件 番 号 令和５年度 第 62号・第 67号 

受 付 年 月 日 受付なし（職権探知） 

受 理 年 月 日 令和５年８月 

端 緒 情 報 

提 供 者 50歳代   女性 

勧誘を受けた者 情報提供者本人 

概 要 

 夫婦ともに宗教法人の信者であったが、執拗に献

金を求められるため、「お金がない」と断ったとこ

ろ「子供から借りたらどうですか」とまで言われ、

自宅にも頻繁に来るので困っている。 

嫌 疑 法 人 等 宗教法人（裏付けあり） 
疑われた違法（不遵守）行為 禁止行為（借入れによる資金調達要求） 

調 査 の 経 過 

１ 端緒情報の認知 
PIO-NETを活用して違法情報を調査していたところ、寄附の勧誘

に際して「子供から借りたらどうですか」と申し向けられた旨の相

談を認め、禁止行為（借入れによる資金調達の要求）の可能性が疑

われた。 
２ 事件の受理 

当該相談については、これまでに国民生活センターから提供を

受けていた情報には含まれていない内容であったことから、直ち

に事件として受理し、調査に着手した。 
３ 情報提供者に対する協力要請 
  各地の消費生活センター等において受け付けた相談を調査の端

緒とする場合には、相談を受け付けた各消費生活センター等を通じ

て相談者（以下「情報提供者」という。）の協力を取り付ける必要

があることから、当該消費生活センターを通じて情報提供者に打診

したところ了承を得た。 
４ 情報提供者に対する電話連絡 
  情報提供者に電話連絡し、事件について事情聴取を行ったとこ

ろ、 
     面会した上での事情聴取にも対応できる 
 旨の意向を示したことから、情報提供者の住居において面会の上、

事情聴取を行うこととした。 
５ 事件の併合 

令和５年９月、国民生活センターから同一案件の情報提供を受

けたことから、受理した上で、同一事件として併合を決定した。 



 74  
 

６ 情報提供者に対する事情聴取 
  情報提供者の住居において家族等が同席の下、事情聴取を行った

ところ、情報提供者は、 
 ・ 私達夫婦は、数年前、別の宗教から揃って現在の宗教に入信し

直した。 
 ・ 入信する際の説明では、宗教団体への寄附は不要との説明を受

けていたが、入信後は毎月の会費が数千円、行事に伴う寄附が数

百円から数千円、そのほか特別な寄附として年１回、一人十数万

円の寄附を求められるようになった。 
 ・ 年１回勧誘される十数万円の特別な寄附は、入信してから本年

までは、「お金が無い」という理由で断り続けてきた。 
・ しかし、本年は宗教団体の幹部信者から例年に増して執拗に寄

附の勧誘を受け、私は例年と同様に支払うつもりは無かったの

で、「お金が無い」と断っていた。 
・ すると、あるとき宗教団体の施設にお参りに赴いた際、その施

設内で幹部信者に呼び止められ、真剣な強ばった表情で 
    今年は寄附できるか 
 旨を聞いてきたので、これまで同様に断ると 

     お子さんは社会人でしょ 
     お子さんから借りたらどうですか 
     考えておいてください 
  と申し向けられた。 
 ・ 私は、宗教団体から執拗に寄附を求められ、さらには、関係の

ない子供まで巻き込もうとしたことに嫌気がさし、夫婦共に宗教

から脱会することとした。 
 ・ その後、しばらくの間は幹部信者が脱会を引き留めようとして

いたが、正式な手続を経て脱会した。 
 ・ 宗教団体が活動するためにお金が必要な事は理解できるが、信

者に不快な思いをさせてまで寄附を徴収しようとすることは、違

法ではないまでも道義に反すると考える。 
 ・ 不当寄附勧誘防止法が制定されたことも踏まえ、宗教団体には

法の趣旨を理解した上で適正に活動してもらいたいし、消費者庁

には法の周知をしっかり進めてもらいたい。 
 ・ この宗教団体とは、二度と関わりたくない。 
 旨を申し立てた。 
７ 嫌疑法人に対する調査 
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  情報提供者の供述及び同人が保有していた物品等から嫌疑法人

の名称及び所在地が明らかとなったため、同法人について登記事項

の照会、所在確認などの基礎調査を実施した結果、実在する宗教法

人であることが判明した。 
８ 同種事件の相談状況の調査 

  PIO-NET を利用し、令和５年７月１日から同年 12月 31日までの

間における本事件の嫌疑法人に係る消費生活相談の受付状況を確

認するも、類似・関連事案に係る相談は確認できなかった。 
９ 事件の処理 
  本事件は、事情聴取の結果、勧誘者が借入れによる資金調達を求

めた可能性は認められるものの、防犯カメラ映像、録音等の客観的

事実を疎明する証拠を入手するには至らず、また、情報提供者は嫌

疑法人とかかわりを持つことを忌避しているため、勧誘者に対する

事情聴取は差し控える必要があることから、違法行為を客観的に認

定することは困難な状況にある。 
加えて、処理決定時においては、同法人による同種事案の発生は

把握されていない。 
よって、追加の証拠が得られるなど、事実の認定に進展があった

場合には、再起の手続を取ることを前提として、現時点においては

「嫌疑なし」とした。 
処理決定年月日 令和６年１月 22日 

備 考   
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（イ）匿名又は連絡不通等により調査が不能なもの 
代表的な事例 

・  宗教団体の施設内において、信者が正常な判断をできないよ

うにして、寄附を勧誘している。 

・  電話で海外の恵まれない子供への義援金を威圧的に求められ

た。 

・  知人の紹介でセミナーの研修を受けたら、宗教活動であるこ

とが分かり、寄附の勧誘を受けた。 

・  家族が、海外の宗教に没頭し、借金してまで寄附をしている。 

・  親族が、自宅を担保として多額の借金をし、宗教団体に献金し

てしまった。 

・  親が、借金をしてまで宗教団体に献金していたため、自分が借

金返済を肩代わりした。 

・  入信している宗教団体に献金を強制され、土地と家も担保と

して取られてしまった。 

・  宗教団体に入信している親が、献金のために金銭的に苦労し

ているので脱退させたい。 

・  家族の病気を治してくれるという祈祷師のもとに何年も通

い、多額の寄附をした。 

・  宗教団体から霊感等の知見を用いた勧誘を受け献金した。 

・  配偶者が宗教団体に献金するために、育児費や食費などを切

り詰めている。 

・  見知らぬ者が自宅を訪れ、断ったのに災害の際の義援金を執

拗に勧誘された。 

・  知人から執拗に宗教団体への入信の勧誘を受け、団体の施設

に何度も連れていかれ、寄附や物品購入をしてしまった。 

・  知人の高齢者の自宅に宗教団体の人間が来て勝手に拝むなど

してお金を要求された。 

・  悩みが解決できるという商品を電話で注文したところ、販売

元の寺院から連絡があり、供養を勧められて高額なお布施を要

求された。 

・  入信している宗教団体から定期的に協力金を求められ、支払

いを断ると不利益や不平等な扱いを受ける。 
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調査結果（調査不能と認めた主な事由） 

・ 情報提供者の連絡先が不明のため。 

・ 情報提供者が詳細を把握していないため。 

・ 情報提供者が聴取を拒否したため。 

・ 被勧誘者の協力が得られなかったため。 

・ 被勧誘者の健康状態から聴取困難のため。 

・ 被勧誘者が既に死亡しているため。 

 

（ウ）法律施行日前の事案と認められるもの等 
代表的な事例 

 

・  親が宗教団体から霊感等を用いた説明を受け商品購入の契約

をしてしまった。 

・  過去、宗教団体に対して献金するために借金したため、返済に

より生活が苦しい。 

・  宗教団体から霊感等の知見を用いた理由で脅されるなどして

献金させられた。 

・  知人の高齢者が、宗教団体に高額なお布施をしているので心

配。 

・  数十年前、宗教団体から霊感等の知見を用いた勧誘を受け、多

額の献金をしてしまった。 

・  家族が自己啓発団体に預貯金のほとんどを寄附してしまった

ようだ。 

・  家族が宗教団体へ献金するために多額の借金をしてしまい、

返済できなくなってしまった。 

・  鑑定を受けた霊能者から霊感等の知見を用いて脅され、お金

を振り込んだ。 

・  両親が入信している宗教団体に献金させられてきた。同じよ

うな境遇の２世信者が相談できる窓口があれば知りたい。 

・  約 20年前、宗教団体に入信していたところ、車で県外に連れ

ていかれて金銭を要求され、仕方なく支払った。 
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調査結果（法施行日前と認めた主な事由） 

・ 提供された情報内容から令和５年３月 31日以前における勧誘

行為と特定。 

・ 情報提供者、被勧誘者から事情聴取した結果、令和５年３月

31日以前における勧誘行為と特定。 

 

（３）調査の実態 

ア 調査期間 

  本章（１）に記載のとおり、受理した事件については、寄附勧誘対策室

の調査担当者が 

   ・ 情報提供者、被勧誘者等からの事情聴取 

   ・ 嫌疑法人等に関する情報収集（存在確認、代表者の人定特定） 

   ・ 不当な勧誘行為の事実の特定 

   ・ 勧誘を行った者の特定 

など、法に抵触する事実の裏付けに必要な証拠の収集を行っているとこ

ろ、各調査項目を履行するためには一定の時間を要する。 

これまでに処理した事件について、事件を受理してから処理を決定す

るまでの期間は図表５－７のとおりである。 

 

【図表５－７】調査期間 

 

 

60日未満 1 (2.3%) 0 (0.0%) 1 (1.2%) 3 (12.0%) 1 (5.0%) 4 (8.9%) 5 (3.8%)

60日～89日 2 (4.7%) 18 (42.9%) 20 (23.5%) 12 (48.0%) 8 (40.0%) 20 (44.4%) 40 (30.8%)

90日～119日 29 (67.4%) 8 (19.0%) 37 (43.5%) 5 (20.0%) 10 (50.0%) 15 (33.3%) 52 (40.0%)

120日～149日 11 (25.6%) 5 (11.9%) 16 (18.8%) 1 (4.0%) 1 (5.0%) 2 (4.4%) 18 (13.8%)

150日以上 0 (0.0%) 11 (26.2%) 11 (12.9%) 4 (16.0%) 0 (0.0%) 4 (8.9%) 15 (11.5%)

全体

2023年度 2024年度
累計

上半期 下半期 計 上半期 下半期

130

※　調査期間は、受理した日から処理を決定（決裁が完了）した日までの差で算出しており、閉庁日も含まれる。

計

43 42 85 25 20 45
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各期の調査期間について、2023 年度上半期は、処理件数 43 件のうち

「90 日～119 日」が 29 件（全体に占める割合 67.4 パーセント）で最も

多く、次いで「120日～149日」が 11件（同 25.6パーセント）、「60日～

89日」が２件（同 4.7パーセント）、「60日未満」が１件（同 2.3パーセ

ント）であり、同年度下半期は、処理件数 42件のうち「60日～89日」が

18 件（同 42.9 パーセント）と最も多く、次いで「150 日以上」が 11 件

（同 26.2パーセント）、「90 日～119日」が８件（同 19パーセント）、「120

日～149日」が５件（同 11.9パーセント）であった。 

  2024年度上半期は、処理件数 25件のうち「60日～89日」が 12件（同

48パーセント）で最も多く、次いで「90日～119日」が５件（同 20パー

セント）、「150日以上」が４件（同 16パーセント）、「60日未満」が３件

（同 12 パーセント）、「120 日～149 日」が１件（同４パーセント）であ

り、同年度下半期は、処理件数 20件のうち「90日～119日」が 10件（同

50 パーセント）と最も多く、次いで「60 日～89 日」が８件（同 40 パー

セント）、「60日未満」及び「120日～149日」が各１件（同各５パーセン

ト）であった。 

全ての期の累計は、処理件数 130件のうち「90 日～119日」が 52件（同

40パーセント）と最も多く、次いで「60日～89日」が 40件（同 30.8パ

ーセント）、「120 日～149 日」が 18 件（同 13.8 パーセント）、「150 日以

上」が 15 件（同 11.5 パーセント）、「60 日未満」が５件（同 3.8 パーセ

ント）であった。 

  全ての期を通じて 

・ 最も短い調査期間は 45日 

・ 最も長い調査期間は 278日 

   であり、時間を要す主な調査項目としては 

        ・ 情報提供者から調査への協力意向の取付け 

          全国の消費生活センター等からの情報については、相談

を受け付けたセンターを通じて意向確認を行うため、二重

の時間を要す。信仰心に関係する事案も多いため、調査への

協力可否を決断するまでに数箇月要す場合もある。 

        ・ 事情聴取を行う日程の調整 

          関係者の都合を踏まえた日程、聴取場所の調整が必要。 

電話聴取にあっても、聴取に相応の時間を要すことから、

日程の調整は必須。 

        ・ 関係機関、企業、団体等に対する各種照会 

          関係機関、企業、団体等に対して文書等により各種事項を
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照会した場合、回答を得るまでに数週間要す場合もある。 

        ・ 経過観察、関連動向の把握 

          情報の真偽を見極める上で、情報に基づく案件の経過観

察、対象法人等に関連する他の動向の把握を行う場合には、

一定の期間を要す。 

   などがある。 

 

イ 法人登記照会状況 

    調査によって対象法人等の名称、所在地等が判明した場合には、対象法

人等の登記事実について照会を実施している。 

    照会を実施した結果、登記情報を入手できた件数については、図表５－

８のとおり、2023年度上半期が 43件中 29件（全体に占める割合 67.4パ

ーセント）、同年度下半期が 42件中 35件（同 83.3パーセント）、2024年

度上半期が 25件中 18件（同 72パーセント）、同年度下半期が 20件中 12

件（同 60 パーセント）であり、全ての期の累計では 130 件中 94 件（同

72.3パーセント）であった。 

    なお、「登記なし」については、調査により対象法人等の名称が明確に

なったものの本照会により法人登記事実が確認できなかったもの、「不明」

については、調査によっても対象法人等を特定するための名称、俗称、所

在地等が判然とせず、登記事実の確認に至らなかったものの件数である。 

 

【図表５－８】法人登記の照会結果 

 
 

ウ 文書による照会等の実施状況 

  事件の調査については、法に基づき消費者庁長官が勧告、命令等の行政

上の措置の要否を適正に決定するために必要な証拠を収集するための行

政調査であるところ、調査に当たっては法第 13条の規定に基づく資料提

登記情報入手 29 (67.4%) 35 (83.3%) 64 (75.3%) 18 (72.0%) 12 (60.0%) 30 (66.7%) 94 (72.3%)

登記なし 2 (4.7%) 1 (2.4%) 3 (3.5%) 0 (0.0%) 1 (5.0%) 1 (2.2%) 4 (3.1%)

不明 12 (27.9%) 6 (14.3%) 18 (21.2%) 7 (28.0%) 7 (35.0%) 14 (31.1%) 32 (24.6%)

2023年度 2024年度
累計

上半期 下半期 計 上半期 下半期

130

計

照
会
結
果

処理件数 43 42 85 25 20 45
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供等の要請のほか、任意調査として文書による照会、協力要請等を行って

いる 38。 

 調査のために発出した文書の件数については、図表５－９のとおり、

2023 年度上半期に処理した事件においては５件、同年度下半期に処理し

た事件においては 44件（うち法第 13条の規定を根拠としたものが３件）、

2024年度上半期に処理した事件においては 52件、同年度下半期に処理し

た事件においては 11件であり、2024年度末までに 130件の事件を処理し

た中で、合計 112件の照会文書等を発出した。 

    文書の発出については、事件の内容・性質に応じて調査上の必要性及び

文書の内容を組織的に判断した上で行っており、事件によっては発出せ

ずに処理する場合がある一方、調査上の必要性から複数発出する場合も

ある。 

 

【図表５－９】照会文書等の発出件数 

 
     

エ 事情聴取の状況 

（ア）概況 
     嫌疑情報については、寄附の不当な勧誘に係る断片的、抽象的又は間

接的な内容である場合が多いため、事実を正確に把握するためには、情

報提供者を始め、勧誘を受けたとされる者からの事情聴取は重要な調

査項目である。 

     しかしながら、調査の端緒とする情報を受け付けている３つの窓口

については各々その特性が異なるため、調査を進展させるために事情

聴取が必須とされる事件であっても 

・ 情報提供者の連絡先が不明な場合 

・ 情報提供者と連絡が取れない場合 

・ 情報提供者等が消費者庁への調査協力を拒否した場合 

 
38 法第 13 条（内閣総理大臣への資料提供等） 
内閣総理大臣は、この法律の目的を達成するため必要があると認めるときは、関係行政機関の

長に対し、資料の提供、説明その他必要な協力を求めることができる。 

上半期 下半期 計 上半期 下半期 計

5 44 49 52 11 63 112

うち13条根拠 0 3 3 0 0 0 3

発出件数

2023年度 2024年度
累計
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    など、事情聴取の実施が困難な事件も一定数存在する。 

 

（イ）情報提供者に対する事情聴取の実施状況 
     図表５－10 は、各事件における情報提供者からの事情聴取の実施状

況である 39。 

     まず、2023年度上半期に処理した 43件の事件においては、電話によ

る「聴取実施」が１件（全体に占める割合 2.3パーセント）、「連絡先不

明、聴取拒否等」が 28 件（同 65.1パーセント）、情報の内容などから

事情聴取の必要性を認めなかったもの（以下「不実施」という。）40が 14

件（同 32.6パーセント）であり、同年度下半期に処理した 42件の事件

においては、「聴取実施」が 17件（同 40.5パーセント）、そのうち「面

会聴取」が５件（聴取実施に占める割合 29.4パーセント）、「電話聴取」

が 12件（同 70.6パーセント）、「連絡先不明、聴取拒否等」が 12件（全

体に占める割合 28.6パーセント）、「不実施」が 13件（同 31パーセン

ト）であった。 

     2024 年度上半期に処理した 25 件の事件においては、「聴取実施」が

14 件（同 56 パーセント）、そのうち「面会聴取」が８件（聴取実施に

占める割合 57.1 パーセント）、「電話聴取」が６件（同 42.9 パーセン

ト）、「連絡先不明、聴取拒否等」が７件（全体に占める割合 28パーセ

ント）、「不実施」が４件（同 16パーセント）であり、同年度下半期に

処理した 20件の事件においては、電話による「聴取実施」が８件（同

40 パーセント）、「連絡先不明、聴取拒否等」が 10 件（同 50 パーセン

ト）、「不実施」が２件（同 10パーセント）であった。 

全ての期の累計は、130件の事件のうち「聴取実施」が 40件（同 30.8

パーセント）、そのうち「面会聴取」が 13 件（聴取実施に占める割合

32.5 パーセント）、「電話聴取」が 27 件（同 67.5 パーセント）、「連絡

先不明、聴取拒否等」が 57 件（全体に占める割合 43.8 パーセント）、

「不実施」が 33件（同 25.4パーセント）であった。 

 

  

 
39 各事件における事情聴取の実施有無を表しているため、複数人から事情聴取した場合であっ
ても１件として計上している。 
40 「不実施」とするのは、調査の端緒とした情報に違法性を吟味出来る十分な内容が含まれてい
る場合などである。 
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【図表５－10】情報提供者に対する事情聴取の実施状況 

 
 

（ウ）被勧誘者に対する事情聴取の実施状況 
     図表５－11は、勧誘を受けたとされる者（以下「被勧誘者」という。）

からの事情聴取の実施状況である 41。 

2023 年度上半期に処理した 43 件の事件においては、「聴取実施」は

０件、「連絡先不明、聴取拒否等」が 29件（全体に占める割合 67.4パ

ーセント）、「不実施」が 14件（同 32.6パーセント）であり、同年度下

半期に処理した 42 件の事件においては、「聴取実施」が９件（同 21.4

パーセント）、そのうち「面会聴取」が２件（聴取実施に占める割合 22.2

パーセント）、「電話聴取」が７件（同 77.8パーセント）、「連絡先不明、

聴取拒否等」が 16件（全体に占める割合 38.1パーセント）、「不実施」

が 17件（同 40.5パーセント）であった。 

     2024 年度上半期に処理した 25 件の事件においては、「聴取実施」が

10 件（同 40 パーセント）、そのうち「面会聴取」が８件（聴取実施に

占める割合 80 パーセント）、「電話聴取」が２件（同 20 パーセント）、

「連絡先不明、聴取拒否等」が９件（全体に占める割合 36パーセント）、

「不実施」が６件（同 24パーセント）であり、同年度下半期に処理し

た 20件の事件においては、電話による「聴取実施」が３件（同 15パー

セント）、「連絡先不明、聴取拒否等」が 12件（同 60パーセント）、「不

実施」が５件（同 25パーセント）であった。 

全ての期の累計は、130件のうち「聴取実施」が 22件（同 16.9パー

セント）、そのうち「面会聴取」が 10 件（聴取実施に占める割合 45.5

 
41 「勧誘を受けたとされる者」（被勧誘者）とは、端緒となった情報の事案における当事者のこ
とであり、調査の結果、寄附の不当な勧誘行為を受けていない者も含んでいる。 

1 (2.3%) 17 (40.5%) 18 (21.2%) 14 (56.0%) 8 (40.0%) 22 (48.9%) 40 (30.8%)

〈面会聴取〉 〈0〉 〈5〉 〈(29.4%)〉 〈5〉 〈(27.8%)〉 〈8〉 〈(57.1%)〉 〈0〉 〈(0.0%)〉 〈8〉 〈(36.4%)〉 〈13〉 〈(32.5%)〉

〈電話聴取〉 〈1〉 〈(100.0%)〉 〈12〉 〈(70.6%)〉 〈13〉 〈(72.2%)〉 〈6〉 〈(42.9%)〉 〈8〉 〈(100.0%)〉 〈14〉 〈(63.6%)〉 〈27〉 〈(67.5%)〉

28 (65.1%) 12 (28.6%) 40 (47.1%) 7 (28.0%) 10 (50.0%) 17 (37.8%) 57 (43.8%)

14 (32.6%) 13 (31.0%) 27 (31.8%) 4 (16.0%) 2 (10.0%) 6 (13.3%) 33 (25.4%)

2023年度 2024年度
累計

上半期 下半期 計 上半期 下半期

20 45 130

計

聴取実施

連絡先不明、聴取拒否等

不実施

事件処理件数 43 42 85 25
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パーセント）、「電話聴取」が 12 件（同 54.5 パーセント）、「連絡先不

明、聴取拒否等」が 66件（全体に占める割合 50.8パーセント）、「不実

施」が 42件（同 32.3パーセント）であった。 

 

【図表５－11】被勧誘者に対する事情聴取の実施状況 

 

 

（エ）情報提供者と被勧誘者の相関関係 

図表５－12 は、情報提供者に対する事情聴取の実施有無等を踏まえ

た被勧誘者に対する事情聴取の実施状況である 42。 

     2023 年度上半期においては、情報提供者に対して「電話聴取」を実

施したものが１件あるが、被勧誘者については「連絡先不明、聴取拒否

等」のため聴取できなかった。また、情報提供者に対し事情聴取を「不

実施」とした 14件については、被勧誘者に対する事情聴取も「不実施」

であった。 

  同年度下半期においては、情報提供者に対して「面会聴取」を実施し

たものが５件あり、そのうち被勧誘者に対して「面会聴取」を実施した

ものが２件（情報提供者に対する面会聴取に占める割合 40パーセント）、

「不実施」が３件（同 60パーセント）であり、情報提供者に対して「電

話聴取」を実施した 12件については、そのうち被勧誘者に対して「電

話聴取」を実施したものが６件（情報提供者に対する電話聴取に占める

割合 50パーセント）、「連絡先不明、聴取拒否等」及び「不実施」が各

３件（同各 25パーセント）であった。また、情報提供者に対し事情聴

 
42 事情聴取の件数については、情報提供者と被勧誘者が同一人物の場合には双方に計上してお
り、また、一つの事件において複数の情報提供者又は被勧誘者から聴取した場合であっても、１
件として計上している。 

0 (0.0%) 9 (21.4%) 9 (10.6%) 10 (40.0%) 3 (15.0%) 13 (28.9%) 22 (16.9%)

〈面会聴取〉 〈0〉 〈(0.0%)〉 〈2〉 〈(22.2%)〉 〈2〉 〈(22.2%)〉 〈8〉 〈(80.0%)〉 〈0〉 〈(0.0%)〉 〈8〉 〈(61.5%)〉 〈10〉 〈(45.5%)〉

〈電話聴取〉 〈0〉 〈(0.0%)〉 〈7〉 〈(77.8%)〉 〈7〉 〈(77.8%)〉 〈2〉 〈(20.0%)〉 〈3〉 〈(100.0%)〉 〈5〉 〈(38.5%)〉 〈12〉 〈(54.5%)〉

29 (67.4%) 16 (38.1%) 45 (52.9%) 9 (36.0%) 12 (60.0%) 21 (46.7%) 66 (50.8%)

14 (32.6%) 17 (40.5%) 31 (36.5%) 6 (24.0%) 5 (25.0%) 11 (24.4%) 42 (32.3%)

2023年度 2024年度
累計

上半期 下半期 計 上半期 下半期

20 45 130

計

聴取実施

連絡先不明、聴取拒否等

不実施

事件処理件数 43 42 85 25
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取を「不実施」とした 13件については、そのうち被勧誘者に対して「電

話聴取」を実施したもの及び「連絡先不明、聴取拒否等」が各１件（情

報提供者に対する事情聴取不実施に占める割合各 7.7パーセント）で、

「不実施」は 11件（同 84.6パーセント）であった。 

     2024 年度上半期においては、情報提供者に対して「面会聴取」を実

施したものが８件あり、そのいずれも被勧誘者に対して「面会聴取」を

実施している。情報提供者に対して「電話聴取」を実施した６件につい

ては、そのうち被勧誘者に対して「電話聴取」を実施したもの、「連絡

先不明、聴取拒否等」、「不実施」が各２件（情報提供者に対する電話聴

取に占める割合各 33.3パーセント）であった。また、情報提供者に対

し事情聴取を「不実施」とした４件については、被勧誘者に対する事情

聴取も「不実施」であった。 

     同年度下半期においては、情報提供者に対して「電話聴取」を実施し

たものが８件あり、そのうち被勧誘者に対して「電話聴取」を実施した

ものが３件（同 37.5パーセント）、「連絡先不明、聴取拒否等」が２件

（同 25 パーセント）、「不実施」が３件（同 37.5 パーセント）であっ

た。また、情報提供者に対し事情聴取を「不実施」とした２件において

は、被勧誘者に対する事情聴取も「不実施」であった。 

     全ての期の累計は、情報提供者に対して「面会聴取」を実施した 13

件のうち、被勧誘者に対して「面会聴取」を実施したものが 10件（情

報提供者に対する面会聴取に占める割合 76.9 パーセント）、「不実施」

が３件（同 23.1パーセント）であり、情報提供者に対して「電話聴取」

を実施した 27件のうち、被勧誘者に対して「電話聴取」を実施したも

のが 11 件（情報提供者に対する電話聴取に占める割合 40.7 パーセン

ト）、「連絡先不明、聴取拒否等」及び「不実施」が各８件（同各 29.6

パーセント）であった。また、情報提供者について「連絡先不明、聴取

拒否等」であった 57件については、被勧誘者についても「連絡先不明、

聴取拒否等」であり、情報提供者に対し事情聴取を「不実施」とした 33

件のうち、被勧誘者に対して「電話聴取」を実施したもの及び「連絡先

不明、聴取拒否等」が各１件（情報提供者に対する事情聴取不実施に占

める割合各３パーセント）、「不実施」が 31 件（同 93.9 パーセント）

であった。 
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【図表５－12】事情聴取における情報提供者と被勧誘者の相関関係 

 
 

オ 被勧誘者の実態 

（ア）性別・年代 

被勧誘者の性別・年代については、図表５－13のとおり、2023年度

上半期に処理した事件においては、男性が10件（全体に占める割合23.3

パーセント）、そのうち年代別の内訳は、50 歳代１件（男性に占める割

合 10パーセント）、60歳代２件（同 20パーセント）、70歳代１件（同

10パーセント）、年齢不明６件（同 60パーセント）であり、女性が 23

件（全体に占める割合 53.5パーセント）、そのうち年代別の内訳は、30

歳代１件（女性に占める割合 4.3パーセント）、40歳代１件（同 4.3パ

ーセント）、50歳代２件（同 8.7パーセント）、60歳代１件（同 4.3パ

ーセント）、70歳代２件（同 8.7パーセント）、80歳代２件（同 8.7パ

ーセント）、年齢不明 14件（同 60.9パーセント）で、そのほか性別・

年齢不明が６件（全体に占める割合 14パーセント）、その他が４件（同

9.3パーセント）であった。 

同年度下半期に処理した事件においては、男性が 12 件（同 28.6 パ

ーセント）、そのうち年代別の内訳は、30歳代１件（男性に占める割合

8.3パーセント）、50歳代４件（同 33.3パーセント）、70歳代２件（同

16.7 パーセント）、80 歳代３件（同 25.0 パーセント）、年齢不明２件

面会聴取 0 2 (40.0%) 2 (40.0%) 8 (100.0%) 0 8 (100.0%) 10 (76.9%)

連絡先不明、聴取拒否等 0 0 0 0 0 0 0

不実施 0 3 (60.0%) 3 (60.0%) 0 0 0 3 (23.1%)

電話聴取 0 6 (50.0%) 6 (46.2%) 2 (33.3%) 3 (37.5%) 5 (35.7%) 11 (40.7%)

連絡先不明、聴取拒否等 1 (100.0%) 3 (25.0%) 4 (30.8%) 2 (33.3%) 2 (25.0%) 4 (28.6%) 8 (29.6%)

不実施 0 3 (25.0%) 3 (23.1%) 2 (33.3%) 3 (37.5%) 5 (35.7%) 8 (29.6%)

電話聴取

連絡先不明、聴取拒否等 28 (100.0%) 12 (100.0%) 40 (100.0%) 7 (100.0%) 10 (100.0%) 17 (100.0%) 57 (100.0%)

不実施

電話聴取 0 1 (7.7%) 1 (3.7%) 0 0 0 1 (3.0%)

連絡先不明、聴取拒否等 0 1 (7.7%) 1 (3.7%) 0 0 0 1 (3.0%)

不実施 14 (100.0%) 11 (84.6%) 25 (92.6%) 4 (100.0%) 2 (100.0%) 6 (100.0%) 31 (93.9%)

6 33

被勧誘者

不実施 14 13 27 4 2

10 17 57

被勧誘者

連絡先不明、聴取拒否等 28 12 40 7

8 14 27

被勧誘者

電話聴取 1 12 13 6

0 8 13

被勧誘者

面会聴取 0 5 5 8

2023年度 2024年度
累計

上半期 下半期 計 上半期 下半期 計
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（同 16.7 パーセント）であり、女性が 28 件（全体に占める割合 66.7

パーセント）、そのうち年代別の内訳は、30 歳代３件（女性に占める割

合 10.7 パーセント）、40 歳代２件（同 7.1 パーセント）、50 歳代７件

（同 25パーセント）、60歳代３件（同 10.7パーセント）、70歳代５件

（同 17.9 パーセント）、80 歳代１件（同 3.6 パーセント）、90 歳以上

２件（同 7.1パーセント）、年齢不明５件（同 17.9パーセント）で、そ

のほかその他が２件（全体に占める割合 4.8パーセント）であった。 

     2024年度上半期に処理した事件においては、男性が３件（同 12パー

セント）、そのうち年代別の内訳は、30歳代１件（男性に占める割合 33.3

パーセント）、70 歳代１件（同 33.3 パーセント）、年齢不明１件（同

33.3 パーセント）であり、女性が 19 件（全体に占める割合 76 パーセ

ント）、そのうち年代別の内訳は、20歳代１件（女性に占める割合 5.3

パーセント）、30歳代２件（同 10.5パーセント）、40歳代２件（同 10.5

パーセント）、50歳代３件（同 15.8パーセント）、60歳代１件（同 5.3

パーセント）、70 歳代６件（同 31.6 パーセント）、年齢不明４件（同

21.1 パーセント）で、そのほか性別・年齢不明が１件（全体に占める

割合４パーセント）、その他が２件（同８パーセント）であった。 

     同年度下半期に処理した事件においては、男性が 10 件（同 50 パー

セント）、そのうち年代別の内訳は、18歳・19歳が２件（男性に占める

割合 20パーセント）、30歳代１件（同 10パーセント）、40歳代３件（同

30 パーセント）、年齢不明４件（同 40 パーセント）であり、女性が６

件（全体に占める割合 30パーセント）、そのうち年代別の内訳は、60歳

代２件（女性に占める割合 33.3パーセント）、70歳代２件（同 33.3パ

ーセント）、80歳代１件（同 16.7パーセント）、年齢不明１件（同 16.7

パーセント）で、そのほか性別・年齢不明及びその他が各２件（全体に

占める割合各 10パーセント）であった。 

     全ての期の累計は、男性が 35件（同 26.9パーセント）、そのうち年

代別の内訳は、18歳・19歳が２件（男性に占める割合 5.7パーセント）、

30 歳代３件（同 8.6 パーセント）、40 歳代３件（同 8.6 パーセント）、

50歳代５件（同 14.3パーセント）、60歳代２件（同 5.7パーセント）、

70歳代４件（同 11.4パーセント）、80歳代３件（同 8.6パーセント）、

年齢不明 13件（同 37.1パーセント）であり、女性が 76件（全体に占

める割合 58.5パーセント）、そのうち年代別の内訳は、20歳代１件（女

性に占める割合 1.3 パーセント）、30 歳代６件（同 7.9 パーセント）、

40歳代５件（同 6.6パーセント）、50歳代 12 件（同 15.8パーセント）、

60歳代７件（同 9.2パーセント）、70歳代 15 件（同 19.7パーセント）、
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80歳代４件（同 5.3パーセント）、90歳以上２件（同 2.6パーセント）、

年齢不明 24件（同 31.6パーセント）で、そのほか性別・年齢不明が９

件（全体に占める割合 6.9 パーセント）、その他が 10 件（同 7.7 パー

セント）であった。 

 

【図表５－13】被勧誘者の性別・年代 

 
  

10 (23.3%) 12 (28.6%) 22 (25.9%) 3 (12.0%) 10 (50.0%) 13 (28.9%) 35 (26.9%)

18歳未満 0 0 0

18歳・19歳 0 2 〈20.0%〉 2 〈15.4%〉 2 〈5.7%〉

20歳代 0 0 0

30歳代 1 〈8.3%〉 1 〈4.5%〉 1 〈33.3%〉 1 〈10.0%〉 2 〈15.4%〉 3 〈8.6%〉

40歳代 0 3 〈30.0%〉 3 〈23.1%〉 3 〈8.6%〉

50歳代 1 〈10.0%〉 4 〈33.3%〉 5 〈22.7%〉 0 5 〈14.3%〉

60歳代 2 〈20.0%〉 2 〈9.1%〉 0 2 〈5.7%〉

70歳代 1 〈10.0%〉 2 〈16.7%〉 3 〈13.6%〉 1 〈33.3%〉 1 〈7.7%〉 4 〈11.4%〉

80歳代 3 〈25.0%〉 3 〈13.6%〉 0 3 〈8.6%〉

90歳以上 0 0 0

年齢不明 6 〈60.0%〉 2 〈16.7%〉 8 〈36.4%〉 1 〈33.3%〉 4 〈40.0%〉 5 〈38.5%〉 13 〈37.1%〉

23 (53.5%) 28 (66.7%) 51 (60.0%) 19 (76.0%) 6 (30.0%) 25 (55.6%) 76 (58.5%)

18歳未満 0 0 0

18歳・19歳 0 0 0

20歳代 0 1 〈5.3%〉 1 〈4.0%〉 1 〈1.3%〉

30歳代 1 〈4.3%〉 3 〈10.7%〉 4 〈7.8%〉 2 〈10.5%〉 2 〈8.0%〉 6 〈7.9%〉

40歳代 1 〈4.3%〉 2 〈7.1%〉 3 〈5.9%〉 2 〈10.5%〉 2 〈8.0%〉 5 〈6.6%〉

50歳代 2 〈8.7%〉 7 〈25.0%〉 9 〈17.6%〉 3 〈15.8%〉 3 〈12.0%〉 12 〈15.8%〉

60歳代 1 〈4.3%〉 3 〈10.7%〉 4 〈7.8%〉 1 〈5.3%〉 2 〈33.3%〉 3 〈12.0%〉 7 〈9.2%〉

70歳代 2 〈8.7%〉 5 〈17.9%〉 7 〈13.7%〉 6 〈31.6%〉 2 〈33.3%〉 8 〈32.0%〉 15 〈19.7%〉

80歳代 2 〈8.7%〉 1 〈3.6%〉 3 〈5.9%〉 1 〈16.7%〉 1 〈4.0%〉 4 〈5.3%〉

90歳以上 2 〈7.1%〉 2 〈3.9%〉 0 2 〈2.6%〉

年齢不明 14 〈60.9%〉 5 〈17.9%〉 19 〈37.3%〉 4 〈21.1%〉 1 〈16.7%〉 5 〈20.0%〉 24 〈31.6%〉

6 (14.0%) 6 (7.1%) 1 (4.0%) 2 (10.0%) 3 (6.7%) 9 (6.9%)

4 (9.3%) 2 (4.8%) 6 (7.1%) 2 (8.0%) 2 (10.0%) 4 (8.9%) 10 (7.7%)

※　「その他」には勧誘を受けたとされる者が複数人存在する事件を計上

全体 43 42 85 25 20 45 130

その他

計

男性

女性

性別・年齢不明

2023年度 2024年度
累計

上半期 下半期 計 上半期 下半期



 89  
 

（イ）居住都道府県 

被勧誘者が居住する都道府県については、図表５－14 及び図表５－

15のとおり、2023年度上半期に処理した事件（43件）の内訳は、埼玉

県（２件）、千葉県、東京都、神奈川県、長野県、愛知県（２件）、滋賀

県、鳥取県、愛媛県（２件）、高知県（２件）、福岡県、熊本県の 12都

県のほか、その他３件及び不明 24件であり、同年度下半期に処理した

事件（42件）の内訳は、北海道、岩手県、山形県、茨城県、栃木県、群

馬県、埼玉県（４件）、千葉県（２件）、東京都（３件）、神奈川県（２

件）、長野県、岐阜県、滋賀県、兵庫県（２件）、和歌山県、鳥取県、広

島県、山口県（２件）、佐賀県、熊本県（４件）の 20都道県のほか、そ

の他２件及び不明８件であった。 

     また、2024年度上半期に処理した事件（25件）の内訳は、北海道（２

件）、岩手県（２件）、宮城県、千葉県、東京都（５件）、神奈川県（３

件）、静岡県、滋賀県、大阪府（２件）、広島県、長崎県の 11都道府県

のほか、その他２件及び不明３件であり、同年度下半期に処理した事件

（20件）の内訳は、秋田県、千葉県（２件）、神奈川県（２件）、愛知県

（２件）、大阪府（２件）、兵庫県、佐賀県（２件）、熊本県、沖縄県（２

件）の９府県のほか、不明５件であった。 

 

【図表５－14】被勧誘者の居住都道府県 
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【図表５－15】被勧誘者の居住都道府県 

 

上半期 下半期 計 上半期 下半期 計

北海道 1 1 2 2 3

青森県 0 0 0

岩手県 1 1 2 2 3

宮城県 0 1 1 1

秋田県 0 1 1 1

山形県 1 1 0 1

福島県 0 0 0

茨城県 1 1 0 1

栃木県 1 1 0 1

群馬県 1 1 0 1

埼玉県 2 4 6 0 6

千葉県 1 2 3 1 2 3 6

東京都 1 3 4 5 5 9

神奈川県 1 2 3 3 2 5 8

新潟県 0 0 0

富山県 0 0 0

石川県 0 0 0

福井県 0 0 0

山梨県 0 0 0

長野県 1 1 2 0 2

岐阜県 1 1 0 1

静岡県 0 1 1 1

愛知県 2 2 2 2 4

三重県 0 0 0

滋賀県 1 1 2 1 1 3

京都府 0 0 0

大阪府 0 2 2 4 4

兵庫県 2 2 1 1 3

奈良県 0 0 0

和歌山県 1 1 0 1

鳥取県 1 1 2 0 2

島根県 0 0 0

岡山県 0 0 0

広島県 1 1 1 1 2

山口県 2 2 0 2

徳島県 0 0 0

香川県 0 0 0

愛媛県 2 2 0 2

高知県 2 2 0 2

福岡県 1 1 0 1

佐賀県 1 1 2 2 3

長崎県 0 1 1 1

熊本県 1 4 5 1 1 6

大分県 0 0 0

宮崎県 0 0 0

鹿児島県 0 0 0

沖縄県 0 2 2 2

その他 3 2 5 2 2 7

不明 24 8 32 3 5 8 40

計 43 42 85 25 20 45 130

※　「その他」は、複数の被勧誘者が含まれる事件

2023年度 2024年度
累計
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カ 情報提供者の実態 

（ア）情報提供者の身分 

     情報提供者の身分については、図表５－16 のとおり、類型化して整

理した。 

2023年度上半期に処理した事件においては、「被勧誘者本人」からの

情報提供が 15件（全体に占める割合 34.9パーセント）、「本人以外」の

者からの情報提供が 28 件（同 65.1 パーセント）で、本人以外の内訳

は、「配偶者」が５件（本人以外に占める割合 17.9パーセント）、「成人

の子」が４件（同 14.3パーセント）、「年齢不明の子」が５件（同 17.9

パーセント）、「兄弟姉妹」が３件（同 10.7 パーセント）、「その他の親

族」が５件（同 17.9パーセント）、「その他（友人、知人、代理人等）」

が６件（同 21.4パーセント）であり、同年度下半期に処理した事件に

おいては、「被勧誘者本人」からの情報提供が 12件（全体に占める割合

28.6 パーセント）、「本人以外」の者からの情報提供が 30 件（同 71.4

パーセント）で、本人以外の内訳は、「配偶者」及び「成人の子」が各

７件（本人以外に占める割合各 23.3パーセント）、「年齢不明の子」が

1 件（同 3.3 パーセント）、「兄弟姉妹」が３件（同 10 パーセント）、

「親」が２件（同 6.7パーセント）、「その他の親族」が３件（同 10パ

ーセント）、「その他」が７件（同 23.3パーセント）であった。 

     また、2024 年度上半期に処理した事件においては、「被勧誘者本人」

からの情報提供が 10 件（全体に占める割合 40 パーセント）、「本人以

外」の者からの情報提供が 15件（同 60パーセント）で、本人以外の内

訳は、「成人の子」が８件（本人以外に占める割合 53.3 パーセント）、

「その他」が７件（同 46.7パーセント）であり、同年度下半期に処理

した事件においては、「被勧誘者本人」からの情報提供が８件（全体に

占める割合 40 パーセント）、「本人以外」の者からの情報提供が 12 件

（同 60パーセント）で、本人以外の内訳は、「成人の子」が６件（本人

以外に占める割合 50パーセント）、「年齢不明の子」が 1件（同 8.3パ

ーセント）、「兄弟姉妹」及び「親」が各２件（同各 16.7パーセント）、

「その他」が１件（同 8.3パーセント）であった。 

     全ての期の累計は、「被勧誘者本人」からの情報提供が 45件（全体に

占める割合 34.6パーセント）、「本人以外」の者からの情報提供が 85件

（同 65.4パーセント）で、本人以外の内訳は、「配偶者」が 12件（本

人以外に占める割合 14.1 パーセント）、「成人の子」が 25 件（同 29.4

パーセント）、「未成年の子」は０件、「年齢不明の子」が７件（同 8.2

パーセント）、「兄弟姉妹」が８件（同 9.4 パーセント）、「親」が４件
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（同 4.7 パーセント）、「その他の親族」が８件（同 9.4 パーセント）、

「その他」が 21件（同 24.7パーセント）であった。 

 

【図表５－16】情報提供者の身分の類型 

 

 

（イ）性別・年代 

情報提供者（被勧誘者本人と重複する場合を除く。）の性別・年代に

ついては、図表５－17のとおり、2023年度上半期に処理した事件にお

いては、男性からの情報提供が 13 件（全体に占める割合 46.4 パーセ

ント）、そのうち年代別の内訳は、40歳代２件（男性に占める割合 15.4

パーセント）、50 歳代２件（同 15.4 パーセント）、年齢不明９件（同

69.2 パーセント）であり、女性からの情報提供が２件（全体に占める

割合 7.1パーセント）、そのうち年代別の内訳は、40歳代１件（女性に

占める割合 50パーセント）、年齢不明１件（同 50パーセント）で、そ

のほか性別・年齢不明からの情報提供が 13件（全体に占める割合 46.4

パーセント）であった。 

同年度下半期に処理した事件においては、男性からの情報提供が 16

件（同 53.3 パーセント）、そのうち年代別の内訳は、30 歳代１件（男

性に占める割合 6.3 パーセント）、40 歳代１件（同 6.3 パーセント）、

50 歳代２件（同 12.5 パーセント）、60 歳代４件（同 25 パーセント）、

70歳代１件（同 6.3パーセント）、年齢不明７件（同 43.8パーセント）

であり、女性からの情報提供が 13 件（全体に占める割合 43.3 パーセ

15 (34.9%) 12 (28.6%) 27 (31.8%) 10 (40.0%) 8 (40.0%) 18 (40.0%) 45 (34.6%)

28 (65.1%) 30 (71.4%) 58 (68.2%) 15 (60.0%) 12 (60.0%) 27 (60.0%) 85 (65.4%)

〈5〉 〈(17.9%)〉 〈7〉 〈(23.3%)〉 〈12〉 〈(20.7%)〉 〈0〉 〈(0.0%)〉 〈12〉 〈(14.1%)〉

成人 〈4〉 〈(14.3%)〉 〈7〉 〈(23.3%)〉 〈11〉 〈(19.0%)〉 〈8〉 〈(53.3%)〉 〈6〉 〈(50.0%)〉 〈14〉 〈(51.9%)〉 〈25〉 〈(29.4%)〉

未成年 〈0〉 〈(0.0%)〉 〈0〉 〈(0.0%)〉 〈0〉 〈(0.0%)〉

年齢不明 〈5〉 〈(17.9%)〉 〈1〉 〈(3.3%)〉 〈6〉 〈(10.3%)〉 〈1〉 〈(8.3%)〉 〈1〉 〈(3.7%)〉 〈7〉 〈(8.2%)〉

〈3〉 〈(10.7%)〉 〈3〉 〈(10.0%)〉 〈6〉 〈(10.3%)〉 〈2〉 〈(16.7%)〉 〈2〉 〈(7.4%)〉 〈8〉 〈(9.4%)〉

〈2〉 〈(6.7%)〉 〈2〉 〈(3.4%)〉 〈2〉 〈(16.7%)〉 〈2〉 〈(7.4%)〉 〈4〉 〈(4.7%)〉

〈5〉 〈(17.9%)〉 〈3〉 〈(10.0%)〉 〈8〉 〈(13.8%)〉 〈0〉 〈(0.0%)〉 〈8〉 〈(9.4%)〉

〈6〉 〈(21.4%)〉 〈7〉 〈(23.3%)〉 〈13〉 〈(22.4%)〉 〈7〉 〈(46.7%)〉 〈1〉 〈(8.3%)〉 〈8〉 〈(29.6%)〉 〈21〉 〈(24.7%)〉

2023年度 2024年度
累計

上半期 下半期 計 上半期 下半期 計

被勧誘者本人

本人以外

〈配偶者〉

〈子〉

〈兄弟姉妹〉

〈親〉

〈その他の親族〉

〈その他〉

45 130

※　「その他」は友人、知人、代理人等

全体 43 42 85 25 20
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ント）、そのうち年代別の内訳は、30歳代４件（女性に占める割合 30.8

パーセント）、40 歳代、50 歳代、60 歳代が各１件（同各 7.7 パーセン

ト）、70 歳代３件（同 23.1 パーセント）、年齢不明３件（同 23.1 パー

セント）で、そのほか性別・年齢不明からの情報提供が１件（全体に占

める割合 3.3パーセント）であった。 

     2024 年度上半期に処理した事件においては、男性からの情報提供が

８件（同 53.3パーセント）、そのうち年代別の内訳は、30歳代、40歳

代、50 歳代が各１件（男性に占める割合各 12.5 パーセント）、年齢不

明５件（同 62.5パーセント）であり、女性からの情報提供が７件（全

体に占める割合 46.7 パーセント）、そのうち年代別の内訳は、40 歳代

６件（女性に占める割合 85.7パーセント）、年齢不明１件（同 14.3パ

ーセント）であった。 

     同年度下半期に処理した事件においては、男性からの情報提供が５

件（全体に占める割合 41.7パーセント）、そのうち年代別の内訳は、30

歳代３件（男性に占める割合 60パーセント）、40歳代２件（同 40 パー

セント）であり、女性からの情報提供が５件（全体に占める割合 41.7

パーセント）、そのうち年代別の内訳は、40 歳代２件（女性に占める割

合 40パーセント）、50歳代１件（同 20パーセント）、年齢不明２件（同

40パーセント）で、そのほか性別・年齢不明からの情報提供が２件（全

体に占める割合 16.7パーセント）であった。 

     全ての期の累計は、男性からの情報提供が 42 件（同 49.4 パーセン

ト）、そのうち年代別の内訳は、30歳代５件（男性に占める割合 11.9パ

ーセント）、40 歳代６件（同 14.3 パーセント）、50 歳代５件（同 11.9

パーセント）、60 歳代４件（同 9.5 パーセント）、70 歳代１件（同 2.4

パーセント）、年齢不明 21件（同 50パーセント）であり、女性からの

情報提供が 27件（全体に占める割合 31.8パーセント）、そのうち年代

別の内訳は、30 歳代が４件（女性に占める割合 14.8 パーセント）、40

歳代 10 件（同 37 パーセント）、50 歳代２件（同 7.4 パーセント）、60

歳代１件（同 3.7パーセント）、70歳代３件（同 11.1パーセント）、年

齢不明７件（同 25.9パーセント）で、そのほか性別・年齢不明からの

情報提供が 16件（全体に占める割合 18.8パーセント）であった。 
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【図表５－17】情報提供者の性別・年代（被勧誘者本人と重複する場合を除く） 

 
 

 

  

13 (46.4%) 16 (53.3%) 29 (50.0%) 8 (53.3%) 5 (41.7%) 13 (48.1%) 42 (49.4%)

18歳未満 0 0 0

19歳・18歳 0 0 0

20歳代 0 0 0

30歳代 1 〈6.3%〉 1 〈3.4%〉 1 〈12.5%〉 3 〈60.0%〉 4 〈30.8%〉 5 〈11.9%〉

40歳代 2 〈15.4%〉 1 〈6.3%〉 3 〈10.3%〉 1 〈12.5%〉 2 〈40.0%〉 3 〈23.1%〉 6 〈14.3%〉

50歳代 2 〈15.4%〉 2 〈12.5%〉 4 〈13.8%〉 1 〈12.5%〉 1 〈7.7%〉 5 〈11.9%〉

60歳代 4 〈25.0%〉 4 〈13.8%〉 0 4 〈9.5%〉

70歳代 1 〈6.3%〉 1 〈3.4%〉 0 1 〈2.4%〉

80歳代 0 0 0

90歳以上 0 0 0

年齢不明 9 〈69.2%〉 7 〈43.8%〉 16 〈55.2%〉 5 〈62.5%〉 5 〈38.5%〉 21 〈50.0%〉

2 (7.1%) 13 (43.3%) 15 (25.9%) 7 (46.7%) 5 (41.7%) 12 (44.4%) 27 (31.8%)

18歳未満 0 0 0

19歳・18歳 0 0 0

20歳代 0 0 0

30歳代 4 〈30.8%〉 4 〈26.7%〉 0 4 〈14.8%〉

40歳代 1 〈50.0%〉 1 〈7.7%〉 2 〈13.3%〉 6 〈85.7%〉 2 〈40.0%〉 8 〈66.7%〉 10 〈37.0%〉

50歳代 1 〈7.7%〉 1 〈6.7%〉 1 〈20.0%〉 1 2 〈7.4%〉

60歳代 1 〈7.7%〉 1 〈6.7%〉 0 1 〈3.7%〉

70歳代 3 〈23.1%〉 3 〈20.0%〉 0 3 〈11.1%〉

80歳代 0 0 0

90歳以上 0 0 0

年齢不明 1 〈50.0%〉 3 〈23.1%〉 4 〈26.7%〉 1 〈14.3%〉 2 〈40.0%〉 3 〈25.0%〉 7 〈25.9%〉

13 (46.4%) 1 (3.3%) 14 (24.1%) 2 (16.7%) 2 (7.4%) 16 (18.8%)

12 27 85全体 28 30 58 15

性別・年齢不明

2023年度 2024年度
累計

上半期 下半期 計 上半期 下半期 計

男性

女性
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（ウ）居住都道府県 

情報提供者（被勧誘者本人と重複する場合を除く）が居住する都道府

県については、図表５－18及び図表５－19のとおり、2023年度上半期

に処理した事件（28 件）の内訳は、千葉県、東京都（６件）、静岡県、

愛知県、香川県、愛媛県の６都県のほか、不明 17件であり、同年度下

半期に処理した事件（30 件）の内訳は、山形県、茨城県、埼玉県、千

葉県（４件）、東京都（９件）、神奈川県、長野県、岐阜県、兵庫県、和

歌山県、鳥取県、岡山県、広島県、熊本県（２件）の 14 都県のほか、

不明４件であった。 

     また、2024年度上半期に処理した事件（15件）の内訳は、岩手県（２

件）、宮城県、千葉県、東京都（５件）、神奈川県、長野県（２件）、静

岡県、広島県、長崎県の９都県であり、同年度下半期に処理した事件（12

件）の内訳は、秋田県、神奈川県（４件）、兵庫県、佐賀県（２件）、沖

縄県（２件）の５県のほか、不明２件であった。 

 

【図表５－18】情報提供者の居住都道府県（被勧誘者本人と重複する場合を除く） 
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【図表５－19】情報提供者の居住都道府県（被勧誘者本人と重複する場合を除く） 

 

上半期 下半期 計 上半期 下半期 計

北海道 0 0 0

青森県 0 0 0

岩手県 0 2 2 2

宮城県 0 1 1 1

秋田県 0 1 1 1

山形県 1 1 0 1

福島県 0 0 0

茨城県 1 1 0 1

栃木県 0 0 0

群馬県 0 0 0

埼玉県 1 1 0 1

千葉県 1 4 5 1 1 6

東京都 6 9 15 5 5 20

神奈川県 1 1 1 4 5 6

新潟県 0 0 0

富山県 0 0 0

石川県 0 0 0

福井県 0 0 0

山梨県 0 0 0

長野県 1 1 2 2 3

岐阜県 1 1 0 1

静岡県 1 1 1 1 2

愛知県 1 1 0 1

三重県 0 0 0

滋賀県 0 0 0

京都府 0 0 0

大阪府 0 0 0

兵庫県 1 1 1 1 2

奈良県 0 0 0

和歌山県 1 1 0 1

鳥取県 1 1 0 1

島根県 0 0 0

岡山県 1 1 0 1

広島県 1 1 1 1 2

山口県 0 0 0

徳島県 0 0 0

香川県 1 1 0 1

愛媛県 1 1 0 1

高知県 0 0 0

福岡県 0 0 0

佐賀県 0 2 2 2

長崎県 0 1 1 1

熊本県 2 2 0 2

大分県 0 0 0

宮崎県 0 0 0

鹿児島県 0 0 0

沖縄県 0 2 2 2

不明 17 4 21 2 2 23

計 28 30 58 15 12 27 85

2023年度 2024年度
累計
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第６章．違法情報を看過しないための補完的な取組 
 

（１）関係情報の分析 

第４章(１)・(２)に記載のとおり、法を適切かつ着実に運用するため、嫌

疑情報の収集に万全を期すこととし、３つの窓口から各特性に応じた情報

を幅広く収集しているところ、その副次的効果として、嫌疑情報には該当し

ないものの「寄附」に関係・関連する多様な相談を把握できる状況にある。 

そこで、３つの窓口から受け付けた情報については、嫌疑情報以外のもの

（以下「関係情報」という。）も、内容を吟味した上で分析・整理し、法を

施行する上で理解すべき「寄附に関する社会情勢」の把握に努めている。 

 

ア 関係情報の類型化 

    関係情報の内容は多種多様であることから、効率的に整理し、その結果

を効果的に活用できるようにするため、当該情報の要旨（相談の主訴）に

基づき、図表６－１のとおり、類型化を図って整理している。 

 

【図表６－１】関係情報の類型 

 類型 代表的な事例 

１ 
寄附金の返金

等 

・ 宗教団体に寄附した金銭の返金を求めたい。 

・ 慈善団体に寄附した金銭の返金を求めたい。 

・ 団体を退会すると寄附した金銭は返金されるの

か知りたい。 

・ 寄附した金銭について、領収証が無い状態で返

金を求める方法を知りたい。 

・ 寄附した者の子でも金銭の返金を求められるの

か知りたい。 

・ 一旦は返金を求めない約束をしたが、寄附した

金銭の返金を求めることはできるのか知りたい。 

２ 
団体の入会、脱

退問題等 

・ 宗教団体への入会勧誘でつきまとわれた。 

・ 自治会に強制的に入会させられる。 

・ 宗教団体から家族を脱会させたい。 

・ 子供を宗教団体に入会させようとしている親が

いて心配。 

・ 慈善団体への寄附を止めたい。 

・ 寄附サイトの会員登録を解約したい。 
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 類型 代表的な事例 

３ 
団体への会費

の支払問題等 

・ 宗教団体の年会費を支払いたくない。 

・ 慈善団体への寄附の方法を変更したい。 

・ 宗教団体に支払う年会費の値下げを要求した

が、応じてもらえない。 

４ 

寄附に関する

商取引・契約問

題等 

・ マルチ商法の勧誘を受けた。 

・ 業者から寄附を求める架電があったが、訪問購

入が目的だった。 

・ 保護犬の譲渡に寄附金が必須なのは問題だ。 

・ 檀家料（布施）が高額で困っている。 

５ 
寄附を悪用し

た詐欺等 

・ 役所を騙って寄附を募る電話があった。 

・ 慈善団体を騙り食料の寄附を募る電話がきた。 

・ 慈善活動への寄附を求めるメールが届いた。 

・ ロマンス詐欺の被害に遭った。 

６ 
投資に関する

問題等 

・ 出資したが配当が滞っている。 

・ 投資に関する勧誘を受けた。 

７ 
法律に対する

要望意見 
〈別途記載〉 

８ 
消費者庁に対

する要望意見 
〈別途記載〉 

９ その他 

・ 会社から慈善活動の寄附を求められた。 

・ 祝花は寄附に当たるのか。 

・ 檀家料を支払わないのは違法なのか。 

・ 訪問で寄附を募るのは違法ではないのか。 

・ チャリティーチケットを購入したが、寄附金の

使途を確認したい。 

・ 遺産を宗教団体に寄附するのではないかと心配

している。 

・ 献金額の一般的な相場を知りたい。 

・ 危険な宗教団体かどうか知りたい。 
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７ 法律に対する要望意見の要旨 

(1) 

「不当寄附勧誘防止法」は、施行以前でも被害者が救済される法律と聞い

ている。判断基準が知りたい。 

返金交渉が困難な被害者なども救済すべきだ。 

(2) 
返金交渉について、解決は長引きかねないと覚悟していたが、幸いにも

示談し、回収もできた。新法の効果があったかもしれない。 

(3) 霊感商法などの取消権の時効を、せめて 20年にしてもらえないか。 

(4) 
友人の誘いで学生時代から宗教団体に所属し、お布施集めをしていた。

寄附法には何の効果もないと思う。 

(5) 
親が長年宗教団体に献金していたので、寄附法に期待したが時期的に取

り返せない。寄附法に意味はない。 

(6) 

 宗教団体にお金を払ってしまった人が、個々に返金の交渉や裁判を行う

のは不可能だと思うので、法律を作って返金させるなど国に対応してもら

いたい。 

 

８ 消費者庁に対する要望意見の要旨 

(1) 

 宗派内における資格を取得せず、また、伽藍及び法人格も持たずに寺院

名・法人名を使い分けて葬送法要を行うことで布施を徴し、生活費を稼い

でいる者がいる。宗務行政担当者や関連団体と検討の上、同種事案の発生

防止策を講じてもらいたい。 

(2) 

お布施とは信徒から進んでするものであり、教団側から勧誘するという

ことは集金目的の活動と言える。親が新興宗教団体の信者で苦労した。信

仰心を布施の徴収に利用する団体の税金を免除する必要はない。 

他にも集金目的の教団に困っている人が沢山いるはずなので、悪徳新興

宗教は調査して解散させてもらいたい。 

(3) 

地元の神社では、昔から近隣の事業者に対して寄附を募っていたが、最

近では少々離れた場所に居住する個人にも定期的に寄附を募ってくる。 

寄附の御礼はもらえるが、寄附の集め方は問題だと思う。取り締まって

もらいたい。 

(4) 
氏子を名乗る者が定期的に個人宅に対して寄附を募ってくる。しつこい

ので取り締まってもらいたい。 
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イ 類型別の受付件数 

関係情報の類型別受付件数については、図表６－２のとおり、類型化し

難い情報をまとめた「その他」を除くと、2023 年度上半期においては、

「団体の入会、脱退問題等」が 150件（全体に占める割合 20.2パーセン

ト）と最も多く、次いで「寄附に関する商取引・契約問題等」が 119 件

（同 16パーセント）、「寄附金の返金等」が 103件（同 13.9パーセント）、

「寄附を悪用した詐欺等」が 53件（同 7.1パーセント）、「団体への会費

の支払問題等」が７件（同 0.9パーセント）、「法律に対する要望意見」が

５件（同 0.7パーセント）、「投資に関する問題等」が３件（同 0.4パーセ

ント）であり、同年度下半期においては、「寄附金の返金等」が 220件（同

25.3 パーセント）と最も多く、次いで「寄附に関する商取引・契約問題

等」が 172 件（同 19.8 パーセント）、「団体の入会、脱退問題等」が 108

件（同 12.4パーセント）、「寄附を悪用した詐欺等」が 80件（同 9.2パー

セント）、「団体への会費の支払問題等」が５件（同 0.6パーセント）、「消

費者庁に対する要望意見」が４件（同 0.5パーセント）、「法律に対する要

望意見」が１件（同 0.1パーセント）であった。 

また、2024年度上半期においては、「寄附に関する商取引・契約問題等」

が 156 件（同 22.9 パーセント）と最も多く、次いで「寄附金の返金等」

が 133件（同 19.5パーセント）、「団体の入会、脱退問題等」が 108件（同

15.8 パーセント）、「寄附を悪用した詐欺等」が 47 件（同 6.9 パーセン

ト）、「団体への会費の支払問題等」が４件（同 0.6パーセント）であり、

同年度下半期においては、「寄附に関する商取引・契約問題等」が 83 件

（同 17.3 パーセント）と最も多く、次いで「団体の入会、脱退問題等」

が 75件（同 15.6パーセント）、「寄附金の返金等」が 68件（同 14.1パー

セント）、「寄附を悪用した詐欺等」が 27件（同 5.6パーセント）、「団体

への会費の支払問題等」が１件（同 0.2パーセント）であった。 

全ての期の累計は、「寄附に関する商取引・契約問題等」が 530件（同

19.1 パーセント）と最も多く、次いで「寄附金の返金等」が 524 件（同

18.9パーセント）、「団体の入会、脱退問題等」が 441件（同 15.9パーセ

ント）、「寄附を悪用した詐欺等」が 207件（同 7.5パーセント）、「団体へ

の会費の支払問題等」が 17件（同 0.6パーセント）、「法律に対する要望

意見」が６件（同 0.2パーセント）、「消費者庁に対する要望意見」が４件

（同 0.1 パーセント）、「投資に関する問題等」が３件（同 0.1 パーセン

ト）であった。 
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【図表６－２】関係情報の類型別受付件数 

 

 

ウ 情報提供者の類型 

情報提供者の身分の類型別件数については、図表６－３のとおり、各情

報の当事者である「本人」と当事者以外である「本人以外」では、全ての

期において「本人」が最も多く、2023 年度上半期が 526 件（全体に占め

る割合 70.9パーセント）、同年度下半期が 559件（同 64.3パーセント）、

2024年度上半期が 484件（同 71パーセント）、同年度下半期が 293件（同

60.9パーセント）であり、全ての期の累計は 1,862件（同 67.1パーセン

ト）であった。 

    「本人以外」の内訳については、全ての期において「子」の割合が最も

高く、2023年度上半期は 99件（本人以外に占める割合 45.8パーセント）、

同年度下半期は 138 件（同 44.4 パーセント）、2024 年度上半期は 83 件

（同 41.9 パーセント）、同年度下半期は 57 件（同 30.3 パーセント）で

あり、全ての期の累計は 377件（同 41.3パーセント）であった。 

    また、「子」以外の内訳で多いものは、2023年度上半期は「配偶者」が

37件（同 17.1パーセント）、次いで「友人、知人、代理人等」が 25件（同

11.6パーセント）、「兄弟姉妹」が 21件（同 9.7パーセント）であり、同

年度下半期は「友人、知人、代理人等」が 45 件（同 14.5 パーセント）、

次いで「配偶者」が 41 件（同 13.2パーセント）、「兄弟姉妹」が 27 件（同

8.7パーセント）であった。 

2024 年度上半期は「友人、知人、代理人等」が 26 件（同 13.1 パーセ

寄附金の返金等 103 (13.9%) 220 (25.3%) 323 (20.0%) 133 (19.5%) 68 (14.1%) 201 (17.3%) 524 (18.9%)

団体の入会、脱退問題等 150 (20.2%) 108 (12.4%) 258 (16.0%) 108 (15.8%) 75 (15.6%) 183 (15.7%) 441 (15.9%)

団体への会費の支払問題等 7 (0.9%) 5 (0.6%) 12 (0.7%) 4 (0.6%) 1 (0.2%) 5 (0.4%) 17 (0.6%)

寄附に関する商取引・契約問題等 119 (16.0%) 172 (19.8%) 291 (18.1%) 156 (22.9%) 83 (17.3%) 239 (20.6%) 530 (19.1%)

寄附を悪用した詐欺等 53 (7.1%) 80 (9.2%) 133 (8.3%) 47 (6.9%) 27 (5.6%) 74 (6.4%) 207 (7.5%)

投資に関する問題等 3 (0.4%) 0 (0.0%) 3 (0.2%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 3 (0.1%)

法律に対する要望意見 5 (0.7%) 1 (0.1%) 6 (0.4%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 6 (0.2%)

消費者庁に対する要望意見 0 (0.0%) 4 (0.5%) 4 (0.2%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 4 (0.1%)

その他 302 (40.7%) 280 (32.2%) 582 (36.1%) 234 (34.3%) 227 (47.2%) 461 (39.6%) 1,043 (37.6%)

全体 481 1,163 2,775

2024年度
累計

計上半期 下半期

742 870 1,612

計

682

2023年度
上半期 下半期
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ント）、次いで「配偶者」が 25件（同 12.6パーセント）、「親族（配偶者、

親、子及び兄弟姉妹以外の者）」が 22 件（同 11.1 パーセント）であり、

同年度下半期は「不明」が 34件（同 18.1パーセント）、次いで「配偶者」

が 27件（同 14.4パーセント）、「友人、知人、代理人等」が 24件（同 12.8

パーセント）であった。 

全ての期の累計は、「配偶者」が 130件（同 14.2パーセント）、次いで

「友人、知人、代理人等」が 120 件（同 13.1 パーセント）、「兄弟姉妹」

が 80件（同 8.8パーセント）であった。 

 

【図表６－３】情報提供者の身分の類型別件数 

 

 

エ 情報提供者別の関係情報の類型別件数 

（ア）当事者本人 

当事者本人から提供を受けた関係情報の主な類型については、図表

６－４のとおり、「その他」を除くと、全ての期において「寄附に関す

る商取引・契約問題等」が最も多く、2023年度上半期が 98件（本人か

ら提供された情報に占める割合 18.6パーセント）、同年度下半期が 147

件（同 26.3パーセント）、2024年度上半期が 133件（同 27.5パーセン

ト）、同年度下半期が 73 件（同 24.9 パーセント）、全ての期の累計は

451件（同 24.2パーセント）であった。 

   また、ほかの類型について、2023年度上半期は、「団体の入会、脱退

問題等」が 95件（同 18.1パーセント）、次いで「寄附金の返金等」が

45件（同 8.6パーセント）、「寄附を悪用した詐欺」が 43件（同 8.2パ

526 (70.9%) 559 (64.3%) 1,085 (67.3%) 484 (71.0%) 293 (60.9%) 777 (66.8%) 1,862 (67.1%)

216 (29.1%) 311 (35.7%) 527 (32.7%) 198 (29.0%) 188 (39.1%) 386 (33.2%) 913 (32.9%)

〈配偶者〉 〈37〉 〈(17.1%)〉 〈41〉 〈(13.2%)〉 〈78〉 〈(14.8%)〉 〈25〉 〈(12.6%)〉 〈27〉 (14.4%) 〈52〉 〈(13.5%)〉 〈130〉 〈(14.2%)〉

〈親〉 〈13〉 〈(6.0%)〉 〈24〉 〈(7.7%)〉 〈37〉 〈(7.0%)〉 〈17〉 〈(8.6%)〉 〈17〉 (9.0%) 〈34〉 〈(8.8%)〉 〈71〉 〈(7.8%)〉

〈子〉 〈99〉 〈(45.8%)〉 〈138〉 〈(44.4%)〉 〈237〉 〈(45.0%)〉 〈83〉 〈(41.9%)〉 〈57〉 (30.3%) 〈140〉 〈(36.3%)〉 〈377〉 〈(41.3%)〉

〈兄弟姉妹〉 〈21〉 〈(9.7%)〉 〈27〉 〈(8.7%)〉 〈48〉 〈(9.1%)〉 〈20〉 〈(10.1%)〉 〈12〉 (6.4%) 〈32〉 〈(8.3%)〉 〈80〉 〈(8.8%)〉

〈親族〉 〈15〉 〈(6.9%)〉 〈22〉 〈(7.1%)〉 〈37〉 〈(7.0%)〉 〈22〉 〈(11.1%)〉 〈17〉 (9.0%) 〈39〉 〈(10.1%)〉 〈76〉 〈(8.3%)〉

〈友人、知人、代理人等〉 〈25〉 〈(11.6%)〉 〈45〉 〈(14.5%)〉 〈70〉 〈(13.3%)〉 〈26〉 〈(13.1%)〉 〈24〉 (12.8%) 〈50〉 〈(13.0%)〉 〈120〉 〈(13.1%)〉

〈不明〉 〈6〉 〈(2.8%)〉 〈14〉 〈(4.5%)〉 〈20〉 〈(3.8%)〉 〈5〉 〈(2.5%)〉 〈34〉 (18.1%) 〈39〉 〈(10.1%)〉 〈59〉 〈(6.5%)〉

682 481 1,163 2,775

本人

本人以外

全体 742 870 1,612

2023年度 2024年度
累計

上半期 下半期 計 上半期 下半期 計
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ーセント）であり、同年度下半期は、「寄附金の返金等」が 106件（同

19パーセント）、次いで「団体の入会、脱退問題等」が 62件（同 11.1

パーセント）、「寄附を悪用した詐欺」が 61件（同 10.9パーセント）で

あった。 

   2024 年度上半期は、「寄附金の返金等」が 78 件（同 16.1 パーセン

ト）、次いで「団体の入会、脱退問題等」が 68件（同 14パーセント）、

「寄附を悪用した詐欺」が 44件（同 9.1パーセント）であり、同年度

下半期は、「団体の入会、脱退問題等」が 40件（同 13.7パーセント）、

次いで「寄附金の返金等」が 39件（同 13.3パーセント）、「寄附を悪用

した詐欺」が 16件（同 5.5パーセント）であった。 

全ての期の累計は、「寄附金の返金等」が 268 件（同 14.4 パーセン

ト）、次いで「団体の入会、脱退問題等」が 265 件（同 14.2 パーセン

ト）、「寄附を悪用した詐欺」が 164件（同 8.8パーセント）であった。 

 

【図表６－４】本人からの関係情報の類型別件数 

 

 

（イ）配偶者 

当事者の配偶者から提供を受けた関係情報の主な類型については、

図表６－５のとおり、「その他」を除くと、2023 年度上半期は、「団体

の入会、脱退問題等」が 11件（配偶者から提供された情報に占める割

合 29.7 パーセント）と最も多く、次いで「寄附金の返金等」が 10 件

（同 27パーセント）、「寄附に関する商取引・契約問題等」が４件（同

10.8パーセント）、「寄附を悪用した詐欺」が３件（同 8.1パーセント）

であり、同年度下半期は、「寄附金の返金等」が 16件（同 39パーセン

ト）と最も多く、次いで「団体の入会、脱退問題等」が６件（同 14.6

寄附金の返金等 45 (8.6%) 106 (19.0%) 151 (13.9%) 78 (16.1%) 39 (13.3%) 117 (15.1%) 268 (14.4%)

団体の入会、脱退問題等 95 (18.1%) 62 (11.1%) 157 (14.5%) 68 (14.0%) 40 (13.7%) 108 (13.9%) 265 (14.2%)

団体への会費の支払問題等 6 (1.1%) 4 (0.7%) 10 (0.9%) 3 (0.6%) 1 (0.3%) 4 (0.5%) 14 (0.8%)

寄附に関する商取引・契約問題等 98 (18.6%) 147 (26.3%) 245 (22.6%) 133 (27.5%) 73 (24.9%) 206 (26.5%) 451 (24.2%)

寄附を悪用した詐欺 43 (8.2%) 61 (10.9%) 104 (9.6%) 44 (9.1%) 16 (5.5%) 60 (7.7%) 164 (8.8%)

投資に関する問題 2 (0.4%) 0 (0.0%) 2 (0.2%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 2 (0.1%)

法律に対する要望意見 3 (0.6%) 1 (0.2%) 4 (0.4%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 4 (0.2%)

消費者庁に対する要望意見 0 (0.0%) 3 (0.5%) 3 (0.3%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 3 (0.2%)

その他 234 (44.5%) 175 (31.3%) 409 (37.7%) 158 (32.6%) 124 (42.3%) 282 (36.3%) 691 (37.1%)

上半期 下半期

本人全体 526 559 1,085

2023年度

計

2024年度
累計

計上半期 下半期

484 293 777 1,862
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パーセント）、「寄附に関する商取引・契約問題等」が４件（同 9.8パー

セント）、「団体への会費の支払問題等」が１件（同 2.4パーセント）で

あった。 

2024 年度上半期は、「寄附金の返金等」が８件（同 32 パーセント）

と最も多く、次いで「団体の入会、脱退問題等」が７件（同 28パーセ

ント）、「寄附に関する商取引・契約問題等」が２件（同８パーセント）、

「団体への会費の支払問題等」が１件（同４パーセント）であり、同年

度下半期は、「団体の入会、脱退問題等」が８件（同 29.6パーセント）

と最も多く、次いで「寄附金の返金等」が７件（同 25.9パーセント）、

「寄附に関する商取引・契約問題等」及び「寄附を悪用した詐欺」が各

１件（同各 3.7パーセント）であった。 

全ての期の累計は、「寄附金の返金等」が 41件（同 31.5パーセント）

と最も多く、次いで「団体の入会、脱退問題等」が 32件（同 24.6パー

セント）、「寄附に関する商取引・契約問題等」が 11件（同 8.5パーセ

ント）、「寄附を悪用した詐欺」が４件（同 3.1パーセント）、「団体への

会費の支払問題等」が２件（同 1.5パーセント）であった。 

 

【図表６－５】配偶者からの関係情報の類型別件数 

 

 

（ウ）当事者の親 

当事者の親から提供を受けた関係情報の主な類型については、図表

６－６のとおり、「その他」を除くと、全ての期において「団体の入会、

脱退問題等」が最も多く、2023 年度上半期が８件（親から提供された

情報に占める割合 61.5パーセント）、同年度下半期が 13件（同 54.2パ

ーセント）、2024年度上半期が５件（同 29.4パーセント）、同年度下半

寄附金の返金等 10 (27.0%) 16 (39.0%) 26 (33.3%) 8 (32.0%) 7 (25.9%) 15 (28.8%) 41 (31.5%)

団体の入会、脱退問題等 11 (29.7%) 6 (14.6%) 17 (21.8%) 7 (28.0%) 8 (29.6%) 15 (28.8%) 32 (24.6%)

団体への会費の支払問題等 0 (0.0%) 1 (2.4%) 1 (1.3%) 1 (4.0%) 0 (0.0%) 1 (1.9%) 2 (1.5%)

寄附に関する商取引・契約問題等 4 (10.8%) 4 (9.8%) 8 (10.3%) 2 (8.0%) 1 (3.7%) 3 (5.8%) 11 (8.5%)

寄附を悪用した詐欺 3 (8.1%) 0 (0.0%) 3 (3.8%) 0 (0.0%) 1 (3.7%) 1 (1.9%) 4 (3.1%)

投資に関する問題 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)

法律に対する要望意見 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)

消費者庁に対する要望意見 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)

その他 9 (24.3%) 14 (34.1%) 23 (29.5%) 7 (28.0%) 10 (37.0%) 17 (32.7%) 40 (30.8%)

配偶者全体 37 41 78

2023年度

25 27 52 130

2024年度
累計

上半期 下半期 計 上半期 下半期 計
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期が４件（同 23.5 パーセント）、全ての期の累計は 30 件（同 42.3 パ

ーセント）であった。 

また、ほかの類型について、2023 年度下半期は「寄附金の返金等」

が２件（同 8.3パーセント）、「寄附を悪用した詐欺」が１件（同 4.2パ

ーセント）であり、2024 年度上半期は「寄附金の返金等」が２件（同

11.8パーセント）、同年度下半期は「寄附金の返金等」が１件（同 5.9

パーセント）であった。 

全ての期の累計は、「寄附金の返金等」が５件（同７パーセント）、次

いで「寄附を悪用した詐欺」が１件（同 1.4パーセント）であった。 

 

【図表６－６】親からの関係情報の類型別件数 

 

 

（エ）当事者の子 

当事者の子から提供された関係情報の主な類型については、図表６

－７のとおり、「その他」を除くと、全ての期において「寄附金の返金

等」が最も多く、2023 年度上半期が 32件（子から提供された情報に占

める割合 32.3 パーセント）、同年度下半期が 68 件（同 49.3 パーセン

ト）、2024 年度上半期が 32 件（同 38.6 パーセント）、同年度下半期は

15件（同 26.3パーセント）、全ての期の累計は 147件（同 39パーセン

ト）であった。 

次いで多いのは「団体の入会、脱退問題等」で、2023 年度上半期が

25 件（同 25.3 パーセント）、同年度下半期が 20 件（同 14.5 パーセン

ト）、2024 年度上半期が 17 件（同 20.5 パーセント）、同年度下半期が

12件（同 21.1パーセント）であった。 

また、ほかの類型について、「寄附に関する商取引・契約問題等」が

寄附金の返金等 0 (0.0%) 2 (8.3%) 2 (5.4%) 2 (11.8%) 1 (5.9%) 3 (8.8%) 5 (7.0%)

団体の入会、脱退問題等 8 (61.5%) 13 (54.2%) 21 (56.8%) 5 (29.4%) 4 (23.5%) 9 (26.5%) 30 (42.3%)

団体への会費の支払問題等 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)

寄附に関する商取引・契約問題等 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)

寄附を悪用した詐欺 0 (0.0%) 1 (4.2%) 1 (2.7%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 1 (1.4%)

投資に関する問題 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)

法律に対する要望意見 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)

消費者庁に対する要望意見 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)

その他 5 (38.5%) 8 (33.3%) 13 (35.1%) 10 (58.8%) 12 (70.6%) 22 (64.7%) 35 (49.3%)

2023年度

親全体 13 24 37 17 17 34 71

2024年度
累計

上半期 下半期 計 上半期 下半期 計
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2023年度上半期は８件（同 8.1パーセント）、同年度下半期は８件（同

5.8 パーセント）、2024 年度上半期は 10 件（同 12 パーセント）、同年

度下半期は５件（同 8.8 パーセント）、「寄附を悪用した詐欺」が 2023

年度上半期は３件（同３パーセント）、同年度下半期は４件（同 2.9パ

ーセント）、2024 年度上半期は２件（同 2.4 パーセント）、同年度下半

期は２件（同 3.5パーセント）、「団体への会費の支払問題等」及び「法

律に対する要望意見」が 2023年度上半期に各１件（同各１パーセント）

であった。 

  全ての期の累計は、「寄附金の返金等」が最も多く 147件（同 39パー

セント）、次いで「団体の入会、脱退問題等」が 74件（同 19.6パーセ

ント）、「寄附に関する商取引・契約問題等」が 31件（同 8.2パーセン

ト）、「寄附を悪用した詐欺」が 11件（同 2.9パーセント）、「団体への

会費の支払問題等」及び「法律に対する要望意見」が各１件（同各 0.3

パーセント）であった。 

 

【図表６－７】子からの関係情報の類型別件数 

 

 

（オ）当事者の兄弟姉妹 

当事者の兄弟姉妹から提供された関係情報の主な類型については、

図表６－８のとおり、「その他」を除くと、2023 年度上半期は、「寄附

金の返金等」が５件（兄弟姉妹から提供された情報に占める割合 23.8

パーセント）と最も多く、次いで「団体の入会、脱退問題等」が４件（同

19パーセント）、「寄附に関する商取引・契約問題等」が１件（同 4.8パ

ーセント）であり、同年度下半期も、「寄附金の返金等」が 10件（同 37

パーセント）と最も多く、次いで「団体の入会、脱退問題等」が３件（同

寄附金の返金等 32 (32.3%) 68 (49.3%) 100 (42.2%) 32 (38.6%) 15 (26.3%) 47 (33.6%) 147 (39.0%)

団体の入会、脱退問題等 25 (25.3%) 20 (14.5%) 45 (19.0%) 17 (20.5%) 12 (21.1%) 29 (20.7%) 74 (19.6%)

団体への会費の支払問題等 1 (1.0%) 0 (0.0%) 1 (0.4%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 1 (0.3%)

寄附に関する商取引・契約問題等 8 (8.1%) 8 (5.8%) 16 (6.8%) 10 (12.0%) 5 (8.8%) 15 (10.7%) 31 (8.2%)

寄附を悪用した詐欺 3 (3.0%) 4 (2.9%) 7 (3.0%) 2 (2.4%) 2 (3.5%) 4 (2.9%) 11 (2.9%)

投資に関する問題 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)

法律に対する要望意見 1 (1.0%) 0 (0.0%) 1 (0.4%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 1 (0.3%)

消費者庁に対する要望意見 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)

その他 29 (29.3%) 38 (27.5%) 67 (28.3%) 22 (26.5%) 23 (40.4%) 45 (32.1%) 112 (29.7%)

2023年度

上半期 下半期 計

子全体 99 138 237 57 140 377

計

83

2024年度
累計

上半期 下半期
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11.1 パーセント）、「寄附に関する商取引・契約問題等」及び「寄附を

悪用した詐欺」が各１件（同各 3.7パーセント）であった。 

2024 年度上半期は、「団体の入会、脱退問題等」が５件（同 25 パー

セント）と最も多く、次いで「寄附金の返金等」が３件（同 15パーセ

ント）、「寄附に関する商取引・契約問題等」が１件（同５パーセント）

であり、同年度下半期は、「団体の入会、脱退問題等」が３件（同 25パ

ーセント）と最も多く、次いで「寄附金の返金等」が２件（同 16.7パ

ーセント）であった。 

全ての期の累計は、「寄附金の返金等」が 20 件（同 25 パーセント）

と最も多く、次いで「団体の入会、脱退問題等」が 15件（同 18.8パー

セント）、「寄附に関する商取引・契約問題等」が３件（同 3.8パーセン

ト）、「寄附を悪用した詐欺」が１件（同 1.3パーセント）であった。 

 

【図表６－８】兄弟姉妹からの関係情報の類型別件数 

 

 

（カ）当事者の親族 

当事者の親族（配偶者、親、子及び兄弟姉妹以外の者）から提供され

た関係情報の主な類型については、図表６－９のとおり、「その他」を

除くと、2023年度上半期は、「寄附金の返金等」が７件（親族から提供

された情報に占める割合 46.7パーセント）と最も多く、次いで「団体

の入会、脱退問題等」が２件（同 13.3パーセント）、「寄附に関する商

取引・契約問題等」及び「投資に関する問題」が各１件（同各 6.7パー

セント）であり、同年度下半期は、「寄附金の返金等」が 13件（同 59.1

パーセント）と最も多く、次いで「団体の入会、脱退問題等」が３件（同

13.6パーセント）、「寄附に関する商取引・契約問題等」が１件（同 4.5

寄附金の返金等 5 (23.8%) 10 (37.0%) 15 (31.3%) 3 (15.0%) 2 (16.7%) 5 (15.6%) 20 (25.0%)

団体の入会、脱退問題等 4 (19.0%) 3 (11.1%) 7 (14.6%) 5 (25.0%) 3 (25.0%) 8 (25.0%) 15 (18.8%)

団体への会費の支払問題等 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)

寄附に関する商取引・契約問題等 1 (4.8%) 1 (3.7%) 2 (4.2%) 1 (5.0%) 0 (0.0%) 1 (3.1%) 3 (3.8%)

寄附を悪用した詐欺 0 (0.0%) 1 (3.7%) 1 (2.1%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 1 (1.3%)

投資に関する問題 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)

法律に対する要望意見 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)

消費者庁に対する要望意見 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)

その他 11 (52.4%) 12 (44.4%) 23 (47.9%) 11 (55.0%) 7 (58.3%) 18 (56.3%) 41 (51.3%)

兄弟姉妹全体 21 27 48

2023年度 2024年度
累計

上半期 下半期 計

20 12 32 80

上半期 下半期 計
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パーセント）であった。 

2024年度上半期は、「寄附金の返金等」が 10件（同 45.5パーセント）

と最も多く、次いで「寄附に関する商取引・契約問題等」が２件（同 9.1

パーセント）、「団体の入会、脱退問題等」が１件（同 4.5パーセント）

であり、同年度下半期は、「団体の入会、脱退問題等」が７件（同 41.2

パーセント）と最も多く、次いで「寄附金の返金等」が３件（同 17.6

パーセント）であった。 

全ての期の累計は、「寄附金の返金等」が 33件（同 43.4パーセント）

と最も多く、次いで「団体の入会、脱退問題等」が 13件（同 17.1パー

セント）、「寄附に関する商取引・契約問題等」が４件（同 5.3パーセン

ト）、「投資に関する問題」が１件（同 1.3パーセント）であった。 

 

【図表６－９】親族からの関係情報の類型別件数 

 

 

（キ）当事者の友人、知人、代理人等 

当事者の友人、知人、代理人等から提供された関係情報の主な類型に

ついては、図表６－10のとおり、「その他」を除くと、2023年度上半期

は、「寄附に関する商取引・契約問題等」が６件（友人、知人、代理人

等から提供された情報に占める割合 24パーセント）と最も多く、次い

で「団体の入会、脱退問題等」が５件（同 20パーセント）、「寄附金の

返金等」が４件（同 16パーセント）、「寄附を悪用した詐欺」が３件（同

12 パーセント）、「法律に対する要望意見」が１件（同４パーセント）

であり、同年度下半期は、「寄附を悪用した詐欺」が 13件（同 28.9パ

ーセント）と最も多く、次いで「寄附に関する商取引・契約問題等」が

10件（同 22.2パーセント）、「寄附金の返金等」が３件（同 6.7パーセ

寄附金の返金等 7 (46.7%) 13 (59.1%) 20 (54.1%) 10 (45.5%) 3 (17.6%) 13 (33.3%) 33 (43.4%)

団体の入会、脱退問題等 2 (13.3%) 3 (13.6%) 5 (13.5%) 1 (4.5%) 7 (41.2%) 8 (20.5%) 13 (17.1%)

団体への会費の支払問題等 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)

寄附に関する商取引・契約問題等 1 (6.7%) 1 (4.5%) 2 (5.4%) 2 (9.1%) 0 (0.0%) 2 (5.1%) 4 (5.3%)

寄附を悪用した詐欺 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)

投資に関する問題 1 (6.7%) 0 (0.0%) 1 (2.7%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 1 (1.3%)

法律に対する要望意見 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)

消費者庁に対する要望意見 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)

その他 4 (26.7%) 5 (22.7%) 9 (24.3%) 9 (40.9%) 7 (41.2%) 16 (41.0%) 25 (32.9%)

親族全体 15 22 37

2023年度

上半期 下半期 計 計

22 17 39 76

2024年度
累計

上半期 下半期
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ント）、「団体の入会、脱退問題等」が１件（同 2.2パーセント）であっ

た。 

2024年度上半期は、「寄附に関する商取引・契約問題等」が８件（同

30.8 パーセント）と最も多く、次いで「団体の入会、脱退問題等」が

５件（同 19.2パーセント）、「寄附を悪用した詐欺」が１件（同 3.8パ

ーセント）であり、同年度下半期は、「寄附を悪用した詐欺」が６件（同

25 パーセント）と最も多く、次いで「寄附に関する商取引・契約問題

等」が４件（同 16.7パーセント）、「寄附金の返金等」及び「団体の入

会、脱退問題等」が各１件（同各 4.2パーセント）であった。 

全ての期の累計は、「寄附に関する商取引・契約問題等」が 28件（同

23.3パーセント）と最も多く、次いで「寄附を悪用した詐欺」が 23件

（同 19.2パーセント）、「団体の入会、脱退問題等」が 12件（同 10パ

ーセント）、「寄附金の返金等」が８件（同 6.7パーセント）、「法律に対

する要望意見」が１件（同 0.8パーセント）であった。 

 

【図表６－10】友人、知人、代理人等からの関係情報の類型別件数 

 

 

オ 関係法人等の類型 

（ア）類型の整理 

関係情報には、苦情、相談等の原因（対象）となり得る法人等（以下

「関係法人等」という。）の情報（名称、通称、俗称等）が含まれてい

る場合もあるため、第５章(２)ウと同様の整理により 

・ 宗教団体 

宗教法人を始め、自称他称を問わず宗教的な活動を行って

いる団体         

寄附金の返金等 4 (16.0%) 3 (6.7%) 7 (10.0%) 0 (0.0%) 1 (4.2%) 1 (2.0%) 8 (6.7%)

団体の入会、脱退問題等 5 (20.0%) 1 (2.2%) 6 (8.6%) 5 (19.2%) 1 (4.2%) 6 (12.0%) 12 (10.0%)

団体への会費の支払問題等 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)

寄附に関する商取引・契約問題等 6 (24.0%) 10 (22.2%) 16 (22.9%) 8 (30.8%) 4 (16.7%) 12 (24.0%) 28 (23.3%)

寄附を悪用した詐欺 3 (12.0%) 13 (28.9%) 16 (22.9%) 1 (3.8%) 6 (25.0%) 7 (14.0%) 23 (19.2%)

投資に関する問題 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)

法律に対する要望意見 1 (4.0%) 0 (0.0%) 1 (1.4%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 1 (0.8%)

消費者庁に対する要望意見 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)

その他 6 (24.0%) 18 (40.0%) 24 (34.3%) 12 (46.2%) 12 (50.0%) 24 (48.0%) 48 (40.0%)

友人、知人、代理人等全体 25 45 70

2023年度

26 24 50 120

2024年度
累計

上半期 下半期 計 上半期 下半期 計
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       ・ 宗教団体以外 

         企業、財団法人、社団法人、法人格のない任意団体など 

       ・ 不明 

         団体等の名称、種別等が不明なもの 

の３項目に類型化し、整理した 43。 

 

（イ）関係法人等の類型別関係情報受付件数 

関係法人等の類型別関係情報受付件数については、図表６－11 のと

おり、全ての期において「宗教団体」の件数が最も多く、2023 年度上

半期は 272 件（全体に占める割合 36.7 パーセント）、同年度下半期は

413件（同 47.5パーセント）であり、2024年度上半期は 292件（同 42.8

パーセント）、同年度下半期は 197件（同 41パーセント）であった。 

「宗教団体以外」は、2023 年度上半期は 241 件（同 32.5 パーセン

ト）、同年度下半期は 235 件（同 27 パーセント）であり、2024 年度上

半期は 231 件（同 33.9 パーセント）、同年度下半期は 174 件（同 36.2

パーセント）であった。 

団体等の名称、種別等が「不明」なものは、2023年度上半期は 229件

（同 30.9 パーセント）、同年度下半期は 222 件（同 25.5 パーセント）

であり、2024 年度上半期は 159 件（同 23.3 パーセント）、同年度下半

期は 110件（同 22.9パーセント）であった。 

全ての期の累計は、「宗教団体」が 1,174 件（同 42.3 パーセント）、

「宗教団体以外」は 881件（同 31.7パーセント）、「不明」は 720件（同

25.9パーセント）であった。 

 

【図表６－11】関係法人等の類型別関係情報受付件数 

 

 
43 苦情、相談等の対象となり得る法人等の類型については、受け付けた情報の内容のみにより
整理・分別しているため、消費者庁として客観的事実に基づいて認定したものではない。 

272 (36.7%) 413 (47.5%) 685 (42.5%) 292 (42.8%) 197 (41.0%) 489 (42.0%) 1,174 (42.3%)

241 (32.5%) 235 (27.0%) 476 (29.5%) 231 (33.9%) 174 (36.2%) 405 (34.8%) 881 (31.7%)

229 (30.9%) 222 (25.5%) 451 (28.0%) 159 (23.3%) 110 (22.9%) 269 (23.1%) 720 (25.9%)不明

累計

2,7751,163682 481全体 1,612

2023年度

上半期

2024年度

宗教団体

上半期 下半期 計下半期 計

742 870

宗教団体以外
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カ 関係法人等別の関係情報の類型 

（ア）宗教団体 

関係法人等が「宗教団体」の関係情報の類型別件数については、図表

６－12のとおり、「その他」を除くと、2023 年度上半期は、「寄附金の

返金等」が 91件（宗教団体の情報に占める割合 33.5パーセント）と最

も多く、次いで「団体の入会、脱退問題等」が 68 件（同 25 パーセン

ト）、「寄附に関する商取引・契約問題等」が 19件（同７パーセント）、

「団体への会費の支払問題等」が５件（同 1.8パーセント）、「法律に対

する要望意見」が４件（同 1.5パーセント）、「寄附を悪用した詐欺」が

１件（同 0.4パーセント）であり、同年度下半期は、「寄附金の返金等」

が 199件（同 48.2パーセント）と最も多く、次いで「団体の入会、脱

退問題等」が 60件（同 14.5パーセント）、「寄附に関する商取引・契約

問題等」が 18 件（同 4.4 パーセント）、「団体への会費の支払問題等」

及び「消費者庁に対する要望意見」が各３件（同各 0.7 パーセント）、

「寄附を悪用した詐欺」及び「法律に対する要望意見」が各１件（同各

0.2パーセント）であった。 

2024 年度上半期は、「寄附金の返金等」が 115 件（同 39.4 パーセン

ト）と最も多く、次いで「団体の入会、脱退問題等」が 51件（同 17.5

パーセント）、「寄附に関する商取引・契約問題等」が 32件（同 11パー

セント）、「団体への会費の支払問題等」が１件（同 0.3パーセント）で

あり、同年度下半期は、「寄附金の返金等」が 57件（同 28.9パーセン

ト）と最も多く、次いで「団体の入会、脱退問題等」が 36件（同 18.3

パーセント）、「寄附に関する商取引・契約問題等」が 15件（同 7.6パ

ーセント）、「寄附を悪用した詐欺」が２件（同１パーセント）であった。 

全ての期の累計は、「寄附金の返金等」が 462 件（同 39.4 パーセン

ト）と最も多く、次いで、「団体の入会、脱退問題等」が 215件（同 18.3

パーセント）、「寄附に関する商取引・契約問題等」が 84件（同 7.2パ

ーセント）、「団体への会費の支払問題等」が９件（同 0.8パーセント）、

「法律に対する要望意見」が５件（同 0.4パーセント）、「寄附を悪用し

た詐欺」が４件（同 0.3パーセント）、「消費者庁に対する要望意見」が

３件（同 0.3パーセント）であった。 
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【図表６－12】宗教団体に関する関係情報の類型別件数 

 

（イ）宗教団体以外 

関係法人等が「宗教団体以外」の関係情報の類型別件数については、

図表６－13のとおり、「その他」を除くと、2023年度上半期は、「団体

の入会、脱退問題等」が 76件（宗教団体以外の情報に占める割合 31.5

パーセント）と最も多く、次いで「寄附に関する商取引・契約問題等」

が 74件（同 30.7パーセント）、「寄附を悪用した詐欺」が 15件（同 6.2

パーセント）、「寄附金の返金等」が５件（同 2.1パーセント）、「団体へ

の会費の支払問題等」及び「投資に関する問題」が各２件（同各 0.8パ

ーセント）であり、同年度下半期は、「寄附に関する商取引・契約問題

等」が 67件（同 28.5パーセント）と最も多く、次いで「団体の入会、

脱退問題等」が 37件（同 15.7パーセント）、「寄附を悪用した詐欺」が

12件（同 5.1パーセント）、「寄附金の返金等」が 10件（同 4.3パーセ

ント）、「団体への会費の支払問題等」が２件（同 0.9パーセント）であ

った。 

2024年度上半期は、「寄附に関する商取引・契約問題等」が 61件（同

26.4 パーセント）と最も多く、次いで「団体の入会、脱退問題等」が

45 件（同 19.5 パーセント）、「寄附を悪用した詐欺」が 16 件（同 6.9

パーセント）、「寄附金の返金等」が 11件（同 4.8パーセント）、「団体

への会費の支払問題等」が３件（同 1.3パーセント）であり、同年度下

半期は「団体の入会、脱退問題等」が 33件（同 19パーセント）と最も

多く、次いで「寄附に関する商取引・契約問題等」が 29件（同 16.7パ

ーセント）、「寄附金の返金等」が６件（同 3.4パーセント）、「寄附を悪

用した詐欺」が３件（同 1.7 パーセント）、「団体への会費の支払問題

等」が１件（同 0.6パーセント）であった。 

寄附金の返金等 91 (33.5%) 199 (48.2%) 290 (42.3%) 115 (39.4%) 57 (28.9%) 172 (35.2%) 462 (39.4%)

団体の入会、脱退問題等 68 (25.0%) 60 (14.5%) 128 (18.7%) 51 (17.5%) 36 (18.3%) 87 (17.8%) 215 (18.3%)

団体への会費の支払問題等 5 (1.8%) 3 (0.7%) 8 (1.2%) 1 (0.3%) 0 (0.0%) 1 (0.2%) 9 (0.8%)

寄附に関する商取引・契約問題等 19 (7.0%) 18 (4.4%) 37 (5.4%) 32 (11.0%) 15 (7.6%) 47 (9.6%) 84 (7.2%)

寄附を悪用した詐欺 1 (0.4%) 1 (0.2%) 2 (0.3%) 0 (0.0%) 2 (1.0%) 2 (0.4%) 4 (0.3%)

投資に関する問題 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)

法律に対する要望意見 4 (1.5%) 1 (0.2%) 5 (0.7%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 5 (0.4%)

消費者庁に対する要望意見 0 (0.0%) 3 (0.7%) 3 (0.4%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 3 (0.3%)

その他 84 (30.9%) 128 (31.0%) 212 (30.9%) 93 (31.8%) 87 (44.2%) 180 (36.8%) 392 (33.4%)

2023年度 2024年度
累計

上半期 下半期 計 上半期 下半期 計

197 489 1,174「宗教団体」全体 272 413 685 292
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全ての期の累計は、「寄附に関する商取引・契約問題等」が 231件（同

26.2 パーセント）と最も多く、次いで「団体の入会、脱退問題等」が

191件（同 21.7パーセント）、「寄附を悪用した詐欺」が 46件（同 5.2

パーセント）、「寄附金の返金等」が 32件（同 3.6パーセント）、「団体

への会費の支払問題等」が８件（同 0.9パーセント）、「投資に関する問

題」が２件（同 0.2パーセント）であった。 

 

【図表６－13】宗教団体以外に関する関係情報の類型別件数 

 

 

（ウ）関係法人等不明 

関係法人等が「不明」の関係情報の類型別件数については、図表６－

14のとおり、「その他」を除くと、2023年度上半期は、「寄附を悪用し

た詐欺」が 37 件（関係法人等不明の情報に占める割合 16.2 パーセン

ト）と最も多く、次いで「寄附に関する商取引・契約問題等」が 26件

（同 11.4パーセント）、「寄附金の返金等」が７件（同 3.1パーセント）、

「団体の入会、脱退問題等」が６件（同 2.6パーセント）、「投資に関す

る問題」及び「法律に対する要望意見」が各１件（同各 0.4 パーセン

ト）であり、同年度下半期は、「寄附に関する商取引・契約問題等」が

87件（同 39.2パーセント）と最も多く、次いで「寄附を悪用した詐欺」

が 67件（同 30.2パーセント）、「寄附金の返金等」及び「団体の入会、

脱退問題等」が各 11件（同各５パーセント）、「消費者庁に対する要望

意見」が１件（同 0.5パーセント）であった。 

2024年度上半期は、「寄附に関する商取引・契約問題等」が 63件（同

39.6パーセント）と最も多く、次いで「寄附を悪用した詐欺」が 31件

寄附金の返金等 5 (2.1%) 10 (4.3%) 15 (3.2%) 11 (4.8%) 6 (3.4%) 17 (4.2%) 32 (3.6%)

団体の入会、脱退問題等 76 (31.5%) 37 (15.7%) 113 (23.7%) 45 (19.5%) 33 (19.0%) 78 (19.3%) 191 (21.7%)

団体への会費の支払問題等 2 (0.8%) 2 (0.9%) 4 (0.8%) 3 (1.3%) 1 (0.6%) 4 (1.0%) 8 (0.9%)

寄附に関する商取引・契約問題等 74 (30.7%) 67 (28.5%) 141 (29.6%) 61 (26.4%) 29 (16.7%) 90 (22.2%) 231 (26.2%)

寄附を悪用した詐欺 15 (6.2%) 12 (5.1%) 27 (5.7%) 16 (6.9%) 3 (1.7%) 19 (4.7%) 46 (5.2%)

投資に関する問題 2 (0.8%) 0 (0.0%) 2 (0.4%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 2 (0.2%)

法律に対する要望意見 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)

消費者庁に対する要望意見 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)

その他 67 (27.8%) 107 (45.5%) 174 (36.6%) 95 (41.1%) 102 (58.6%) 197 (48.6%) 371 (42.1%)

「宗教団体以外」全体 241 235 476

2023年度

上半期 下半期 計

2024年度
累計

上半期 下半期 計

231 174 405 881
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（同 19.5パーセント）、「団体の入会、脱退問題等」が 12件（同 7.5パ

ーセント）、「寄附金の返金等」が７件（同 4.4パーセント）であり、同

年度下半期は、「寄附に関する商取引・契約問題等」が 39 件（同 35.5

パーセント）と最も多く、次いで「寄附を悪用した詐欺」が 22件（同

20 パーセント）、「団体の入会、脱退問題等」が６件（同 5.5 パーセン

ト）、「寄附金の返金等」が５件（同 4.5パーセント）であった。 

全ての期の累計は、「寄附に関する商取引・契約問題等」が 215件（同

29.9パーセント）と最も多く、次いで「寄附を悪用した詐欺」が 157件

（同 21.8パーセント）、「団体の入会、脱退問題等」が 35件（同 4.9パ

ーセント）、「寄附金の返金等」が 30件（同 4.2パーセント）、「投資に

関する問題」、「法律に対する要望意見」及び「消費者庁に対する要望意

見」が各１件（同各 0.1パーセント）であった。 

 

【図表６－14】関係法人等不明に関する関係情報の類型別件数 

 

 

  

寄附金の返金等 7 (3.1%) 11 (5.0%) 18 (4.0%) 7 (4.4%) 5 (4.5%) 12 (4.5%) 30 (4.2%)

団体の入会、脱退問題等 6 (2.6%) 11 (5.0%) 17 (3.8%) 12 (7.5%) 6 (5.5%) 18 (6.7%) 35 (4.9%)

団体への会費の支払問題等 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)

寄附に関する商取引・契約問題等 26 (11.4%) 87 (39.2%) 113 (25.1%) 63 (39.6%) 39 (35.5%) 102 (37.9%) 215 (29.9%)

寄附を悪用した詐欺 37 (16.2%) 67 (30.2%) 104 (23.1%) 31 (19.5%) 22 (20.0%) 53 (19.7%) 157 (21.8%)

投資に関する問題 1 (0.4%) 0 (0.0%) 1 (0.2%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 1 (0.1%)

法律に対する要望意見 1 (0.4%) 0 (0.0%) 1 (0.2%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 1 (0.1%)

消費者庁に対する要望意見 0 (0.0%) 1 (0.5%) 1 (0.2%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 1 (0.1%)

その他 151 (65.9%) 45 (20.3%) 196 (43.5%) 46 (28.9%) 38 (34.5%) 84 (31.2%) 280 (38.9%)

「関係法人等不明」全体 229 222 451

2023年度

上半期 下半期

159 110 269 720

2024年度
累計

上半期 下半期
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（２）寄附に関する消費生活相談の傾向分析                  

～PIO-NET を利用した「寄附」に関する消費生活相談の傾向分析～ 

 

ア 概要 

    本分析は、全国の消費生活センター等において、2015年度から 2024年

度の間に、PIO-NET44へ登録された相談情報のうち、「寄附」に関係するも

のを抽出し、寄附に係る消費者問題の傾向について、消費者庁が独自に分

析したものである 45。 

    PIO-NETについては、各相談情報に対してその内容に応じて各種キーワ

ード 46が付与されているところであるが、「寄附」に関する相談に付与す

るキーワードについては、不当寄附勧誘防止法の施行に合わせて 2023年

度に一部改訂されたため、現行のキーワードを使用して 2022年度以前及

び 2023年度以降の相談を同一条件の下に抽出することはできない。また、

2021 年度にキーワードの改訂を行っているため、後述のキーワード集計

結果では、経年的な推移を単純に比較することはできない。 

    そこで、前記期間における相談情報のうち、「相談件名」又は「相談概

要」の項目に「寄附」又は同義語である「寄付」、「布施」、「献金」、「浄財」

及び「寄進」のいずれかの用語（以下「寄附関連用語」という。）が含ま

れているものを抽出した上で、付与された各種キーワード等を活用して

分析を行った。 

その結果、抽出した相談について、総数は 2020年度の件数が最も多く、

そのうち寄附の不当勧誘に関する内容を含む可能性が高い相談は 2022年

度の件数が最も多かった 47。 

 
44 PIO-NET（全国消費生活情報ネットワークシステム）とは、第４章（２）イでも記載したと
おり、国民生活センターと全国の消費生活センター等をネットワークで結び、消費者から消費生
活センターに寄せられる消費生活に関する苦情相談情報（消費生活相談情報）の収集を行ってい
るシステムである。地方公共団体は、消費生活に関する様々な相談を受け付ける窓口である消費
生活センターや消費生活相談窓口を設置している。消費生活センターの消費生活相談員が消費
者から受け付けた苦情や相談についての情報が登録されているのが PIO-NET である。PIO-
NET には、相談者と契約当事者の情報（「年齢」、「性別」、「職業」等）や、「受付年月日」、「相
談概要」などの項目が入力されている。 
45 国民生活センターから提供を受けた情報を基に消費者庁において独自に集計・分析した。 
46 キーワードについては、相談の内容から、消費生活相談の専門家である相談員が判断して選
択・入力し、入力内容と全体との整合性等を行政職員がチェック、決裁した上で、PIO-NET に
登録される。 
47 「寄附の不当勧誘に関する内容を含む可能性が高い相談」の定義については、後述ウ(オ)を参
照されたい。 
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イ 分析方法 

（ア）対象データ 

本分析においては、2015年度から 2024年度までの間に PIO-NETに登

録された情報のうち、前記の寄附関連用語が含まれた相談情報計

18,079件を対象とした 48。 

なお、本相談情報については、国民生活センターから提供を受けた受

付情報の範囲内で、消費者庁が独自に集計・分析したものである。 

 

（イ）キーワードの変更等に対する措置 

寄附に係るキーワードについては、2022 年度末までは商品キーワー

ドとして「祈とうサービス」及び「募金」が設定されていたが、2023年

度からは「募金」が廃止され、「寄附」が新設されるとともに、「祈とう

サービス」については定義変更がなされた。 

また、不当寄附勧誘防止法の施行に合わせて、内容等キーワードとし

て「不当寄附勧誘」、「配慮義務」及び「禁止行為」が新設された（詳細

は図表６－15に記載のとおり。）。 

そこで、過去の寄附関連相談の推移を分析するに際して、抽出条件の

連続性を担保するため、相談件名又は相談概要欄に寄附関連用語が含

まれるものを抽出した上で、二次的な傾向分析においてキーワードを

使用することとした。 

 

  

 
48 相談件名又は相談概要のいずれかに文字列“寄付”、“寄附”、“布施”、“献金”、“浄財”又は“寄進”
が含まれる相談情報（2015 年４月１日から 2025 年 3 月 31 日の間に受付、2025 年３月 31 日ま
でに PIO-NET に登録されたもの。）。 
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【図表６－15】キーワードの変遷 

種別 キーワード 2022年度末まで 2023年度から 

商品 

祈とう

サービ

ス 

・何らかの宗教的・呪術的な色彩があ

る役務を施すサービスの相談に付与。 

 ⇒ 占いアプリ・サイト、運命鑑定、     

霊視、手相占い、家系診断 

・何の役務も行わない献金、浄財等

（消費者問題としての側面があるもの）

に係る相談に付与。 

 ⇒ 宗教的・呪術的色彩のある 

清め、献金、浄財 

・何らかの宗教的・呪術的な色彩があ

る役務を施すサービスの相談に付与。 

 ⇒ 占いアプリ・サイト、運命鑑定、

霊視、手相占い、家系診断 

・何の役務も行わない献金、浄財等

（消費者問題としての側面があるもの）

に係る相談に付与。 

 ⇒ 宗教的・呪術的色彩のある 

清め、献金、浄財（定義変更） 

募金 

・物品販売を伴わない寄付集めに関

連する相談に付与 

（保健・福祉を目的とした寄付型のクラウドフ

ァンディングも含む） 

（廃止） 

寄附 （なし） 

（新設） 

・何の役務も行わない献金、浄財等

（消費者問題としての側面があるもの）

に係る相談に付与。 

 ⇒ 宗教的・呪術的色彩のある清 

め、献金、浄財 

・物品販売を伴わない寄附集め、寄

附、保健・福祉を目的とした寄附型の

クラウドファンディング、物品販売を伴

う寄附集めに関する相談に付与。 

内 容

等 

不当 

寄附 

勧誘 

（なし） 

（新設） 

不当寄附勧誘防止法に規定される

不当寄附勧誘に関連する相談に付

与。 

配慮 

義務 
（なし） 

（新設） 

不当寄附勧誘防止法第３条に規定

される配慮義務に違反する又は違反

する疑いのある寄附勧誘行為に関連

する相談に付与。 

禁止 

行為 
（なし） 

（新設） 

不当寄附勧誘防止法第４条及び第

５条に規定される寄附の勧誘に関する

禁止行為に当たる又は当たる疑いの

ある行為に関連する相談に付与。 

 



 118  
 

ウ 分析結果 

（ア）全体の傾向 

抽出した相談について、受け付けた年度及び選定した用語ごとに集

計した結果、各年度における寄附関連相談の累計件数については、図表

６－16 及び図表６－17 のとおり、2015 年度の 1,570 件から 2017 年度

の 1,323 件にかけて緩やかに減少した後、2018 年度の 1,735 件から

2020年度の 2,770件にかけて顕著な増加傾向を示し、2020年度は本調

査期間における最高値となっている。 

その後、2021年度に 2,004件と急減し、以降は減少傾向である。 

寄附関連の用語別でみると、各年度共に「寄付」の用語が含まれる相

談の件数が最も多く、その他の用語については、2022年度を除くと「布

施」が２番目に多く、次いで「献金」が多くなっている。 

顕著な特徴として、2022年度は「献金」の件数が前年度の約 10倍で

ある 353件に急増し、「布施」の 237件を上回っている。 

 

【図表６－16】寄附に関する相談の受付件数推移 

 

【図表６－17】寄附に関する相談の受付件数推移 

 

15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 平均

1,570 1,527 1,323 1,735 2,226 2,770 2,004 1,936 1,689 1,299 1,808

寄進 15 18 8 16 10 3 2 5 6 8 9

浄財 3 7 2 2 1 4 1 3 1 0 2

献金 54 50 24 31 27 11 33 353 98 60 74

布施 279 224 182 198 174 160 161 237 209 206 203

寄附 15 12 9 22 31 37 16 13 61 28 24

寄付 1,234 1,239 1,113 1,492 2,004 2,578 1,805 1,400 1,352 1,018 1,524

全用語

※　各用語別の件数は、当該用語が含まれた相談件数であるため、同一の相談が重複計上される場合もある。
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（イ）商品別分類の付与状況 

抽出した相談において、相談の主体となる商品・役務等を分類する

「商品別分類」については、図表６－18 のとおり、各年度において、

「他の保健・福祉 49」又は「役務その他 50」が最も多く付与されている。 

なお、2022 年度末をもって商品別分類「他の保健・福祉」に位置付

けられていた商品キーワード「募金」が廃止され、代替として新設され

たキーワードの「寄附」は、商品別分類「役務その他」に位置付けられ

たため、2023 年度以降における商品別分類「他の保健・福祉」は、付

与数の上位には位置付けられていない。 

 

（ウ）商品キーワードの付与状況 

商品・役務等の相談内容を分類するキーワードである「第１商品キー

ワード」は、図表６－19のとおり、2015年度から 2021年度までは「募

金」、2022年度のみ「祈とうサービス」、2023年度以降は「寄附」が各

年度において最も多く付与されている。 

なお、「祈とうサービス」については、2022 年度以外の年度において

も２番目又は３番目に多く付与されている。 

 

（エ）内容等キーワードの付与状況 

相談内容等を表すキーワードである「内容等キーワード 51」は、図表

６－20 のとおり、全ての年度において「信用性 52」が最も多く付与さ

 
49 商品別分類「他の保健・福祉」は、保健・衛生を保つために受ける役務、身体を美化するため
に受ける役務及びサービスのうち「保健・福祉一般」、「医療」、「理美容」、「浴場」、「衛生サービ
ス」、「健康関連サービス」、「保育」及び「老人福祉・サービス」に該当しないものである。 
保健を除く児童福祉や物品の販売を伴わない保健や 2022 年度末までは福祉のための寄付・募

金が含まれる。 
50 商品別分類「役務その他」は、「他の役務」に含まれるもので、サービス業のうち「金融・保
険サービス」、「運輸・通信サービス」、「教育サービス」、「教養・娯楽サービス」及び「保健・福
祉サービス」に該当しないものとなる。 
 消費者問題の側面を持つ献金や浄財等や 2023 年度に新設された商品キーワード「寄附」に係
るものは「役務その他」に含まれる。 
51 内容等キーワードは、予め示された標準キーワード表に記載されたものから付与され、成分・
素材を表す成分キーワード及び外国名を表す外国名キーワードと合わせて最大 11個まで付与す
ることができるため、１件の相談に複数の内容等キーワードが付与される場合もある。したがっ
て、相談件数と内容等キーワードの件数は一致しない。 
52 内容等キーワード「信用性」は、事業者等の信用性を問う相談などに付与される。 
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れており、２番目に多く付与されているキーワードについては、2015年

度及び 2016 年度は「電話勧誘」、2017 年度は「解約」、2018 年度から

2021 年度は「ＤＭ広告」、2022 年度は「返金」、2023 年度は「詐欺」、

2024年度は「インターネット通販」と年度により差異がある。 

特異な傾向として、2022年度は、「返金 53」の付与数が他の年度に比

較して多く、他の年度では付与数の上位 10項目に入っていない「開運

商法 54」が６番目の付与数となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
53 内容等キーワード「返金」は、消費者からの返金希望、返金をめぐるトラブル等に付与される。
例えば、契約している場合の返金には「解約」又は「クーリングオフ」を併せて付与することと
なる。 
54 内容等キーワード「開運商法」は、「購入しなければ不幸になる。購入すれば不幸から免れる」
という虚偽説明、「運勢が開ける」「幸福になる」というセールストークだけでなく「家系図をみ
て・・」「姓名判断をして・・」「相手をみて・・」といった場合にも広く付与される。商品だけ
でなく、占いや祈とうサービス等の役務にも付与される。 
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【図表６－18】商品別分類付与件数（上位 10項目）の推移 

 
 

 

  

商品別分類 付与数 商品別分類 付与数 商品別分類 付与数 商品別分類 付与数 商品別分類 付与数

1 役務その他 295 他の保健･福祉 375 他の保健･福祉 366 他の保健･福祉 645 他の保健･福祉 1072

2 他の保健･福祉 292 役務その他 244 役務その他 188 役務その他 223 放送･コンテンツ等 216

3 放送･コンテンツ等 138 放送･コンテンツ等 127 放送･コンテンツ等 114 放送･コンテンツ等 166 役務その他 180

4 商品一般 119 相談その他 98 商品一般 79 商品一般 106 商品一般 161

5 相談その他 107 商品一般 97 相談その他 69 屋外装備品 65 相談その他 91

6 冠婚葬祭 76 屋外装備品 78 冠婚葬祭 58 相談その他 64 屋外装備品 65

7 書籍･印刷物 67 冠婚葬祭 67 屋外装備品 56 冠婚葬祭 55 冠婚葬祭 47

8 屋外装備品 60 書籍･印刷物 54 土地 46 書籍･印刷物 38 書籍･印刷物 33

9 土地 50 他の教養娯楽品 31 書籍･印刷物 43 土地 32 土地 26

10 慣習･しきたり 34 土地 30 他の教養娯楽品 20 他の教養･娯楽 24 他の教養娯楽品 24

商品別分類 付与数 商品別分類 付与数 商品別分類 付与数 商品別分類 付与数 商品別分類 付与数

1 他の保健･福祉 1641 他の保健･福祉 941 役務その他 512 役務その他 736 役務その他 464

2 商品一般 201 商品一般 172 他の保健･福祉 458 商品一般 203 商品一般 154

3 役務その他 152 役務その他 148 商品一般 159 他の教養･娯楽 82 冠婚葬祭 88

4 放送･コンテンツ等 150 他の教養･娯楽 130 他の教養･娯楽 116 屋外装備品 62 屋外装備品 58

5 相談その他 85 相談その他 81 相談その他 78 他の教養娯楽品 56 他の行政サービス 48

6 他の保健衛生品 62 冠婚葬祭 62 他の教養娯楽品 74 食器･台所用品 45 他の教養･娯楽 47

7 冠婚葬祭 50 屋外装備品 43 屋外装備品 66 他の行政サービス 40 他の教養娯楽品 40

8 土地 33 他の教養娯楽品 39 冠婚葬祭 48 冠婚葬祭 39 相談その他 39

9 屋外装備品 32 他の行政サービス 28 書籍･印刷物 32 書籍･印刷物 36 食器･台所用品 25

10 文具･事務用品 30 土地 22 他の行政サービス 31 他の金融関連サービス 30 書籍･印刷物 25

※2021年度及び2023年度にキーワードの改訂を行っているため、経年的な推移を単純に比較することはできない。

15年度 16年度 17年度 18年度 19年度

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度
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【図表６－19】第１商品キーワード付与件数（上位 10項目）の推移 

 
 

 

  

商品KW 付与数 商品KW 付与数 商品KW 付与数 商品KW 付与数 商品KW 付与数

1 募金 283 募金 360 募金 356 募金 630 募金 1053

2 祈とうサービス 192 祈とうサービス 161 祈とうサービス 121 祈とうサービス 148 商品一般 161

3 商品一般 119 商品一般 97 商品一般 79 商品一般 106 祈とうサービス 115

4 相談その他 105 相談その他 97 相談その他 69 出会い系サイト 89 出会い系サイト 95

5 役務その他サービス 75 墓 73 墓 54 相談その他 61 相談その他 91

6 出会い系サイト 59 役務その他サービス 57 出会い系サイト 53 墓 59 他のデジタルコンテンツ 84

7 墓 59 出会い系サイト 51 他のデジタルコンテンツ 42 他のデジタルコンテンツ 46 墓 61

8 他のデジタルコンテンツ 47 他のデジタルコンテンツ 45 役務その他サービス 39 役務その他サービス 46 役務その他サービス 41

9 葬式 46 葬式 31 葬式 29 葬式 35 デジタルコンテンツ 28

10 書籍 39 他の冠婚葬祭 26 他の冠婚葬祭 26 デジタルコンテンツ 25 葬式 26

商品KW 付与数 商品KW 付与数 商品KW 付与数 商品KW 付与数 商品KW 付与数

1 募金 1630 募金 938 祈とうサービス 456 寄附 588 寄附 318

2 商品一般 201 商品一般 172 募金 450 商品一般 203 商品一般 154

3 祈とうサービス 96 祈とうサービス 94 商品一般 159 祈とうサービス 99 祈とうサービス 103

4 相談その他 83 相談その他 80 相談その他 75 墓 57 葬式 59

5 出会い系サイト 74 出会い系サイト･ｱﾌﾟﾘ 65 墓 63 出会い系サイト･ｱﾌﾟﾘ 48 墓 58

6 他のデジタルコンテンツ 58 教養・娯楽サービス 48 出会い系サイト･ｱﾌﾟﾘ 55 食器 42 他の行政サービス 48

7 保健衛生品その他 57 葬式 38 教養・娯楽サービス 43 他の行政サービス 40 相談その他 39

8 役務その他サービス 33 墓 36 役務その他サービス 36 相談その他 29 役務その他サービス 29

9 墓 30 役務その他サービス 33 葬式 31 葬式 29 他の冠婚葬祭 27

10 葬式 30 他の行政サービス 28 他の行政サービス 31 役務その他サービス 28 教養・娯楽サービス 25

※　2021年度及び2023年度にキーワードの改訂を行っているため、経年的な推移を単純に比較することはできない。

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度

15年度 16年度 17年度 18年度 19年度
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【図表６－20】内容等キーワード付与件数（上位 10項目）の推移 

 

 

（オ）寄附の不当勧誘に関する内容を含む可能性が高い相談情報の選別 

ａ 趣旨 
これまでに分析対象とした相談情報については、相談件名又は相

談概要欄に寄附関連用語が含まれてはいるものの、寄附の不当勧誘

に関する内容でない相談も相当数含まれている。 

そこで、付与された商品キーワード及び内容等キーワードを活用

し、寄附の不当勧誘に関する内容を含む可能性が高い相談情報（以下

「選別情報」という。）を選別し、分析することとした。 

 

ｂ 選別条件とするキーワードの整理 
2022 年度以前にあっては、宗教的・呪術的な色彩がある役務を施

すサービスや消費者問題としての側面を有する何の役務も行わない

内容等KW 付与数 内容等KW 付与数 内容等KW 付与数 内容等KW 付与数 内容等KW 付与数

1 信用性 379 信用性 415 信用性 348 信用性 622 信用性 889

2 電話勧誘 290 電話勧誘 232 解約 175 DM広告 400 DM広告 705

3 詐欺 240 解約 205 高価格・料金 172 インターネット通販 226 プライバシー 393

4 高価格・料金 236 高価格・料金 189 DM広告 168 プライバシー 216 インターネット通販 248

5 強引 203 プライバシー 180 強引 163 高価格・料金 212 詐欺 231

6 解約 196 詐欺 176 インターネット通販 160 解約 201 解約 223

7 プライバシー 167 インターネット通販 159 プライバシー 152 詐欺 174 返金 197

8 インターネット通販 164 DM広告 157 詐欺 144 強引 171 高価格・料金 192

9 返金 126 強引 151 電話勧誘 141 返金 168 強引 184

10 DM広告 123 返金 139 返金 131 電話勧誘 142 契約書・書面 165

内容等KW 付与数 内容等KW 付与数 内容等KW 付与数 内容等KW 付与数 内容等KW 付与数

1 信用性 1,274 信用性 721 信用性 403 信用性 427 信用性 252

2 DM広告 1,106 DM広告 513 返金 394 詐欺 265 インターネット通販 207

3 プライバシー 583 個人情報 361 高価格・料金 387 電話勧誘 256 解約 198

4 インターネット通販 265 インターネット通販 293 解約 372 解約 253 高価格・料金 196

5 詐欺 243 詐欺 263 インターネット通販 287 インターネット通販 232 返金 185

6 解約 201 解約 233 開運商法 258 返金 230 詐欺 171

7 契約書・書面 198 高価格・料金 192 詐欺 240 高価格・料金 206 個人情報 117

8 返金 175 返金 179 個人情報 170 強引 150 電話勧誘 115

9 高価格・料金 169 SNS 146 強引 168 SNS 133 SNS 112

10 強引 160 契約書・書面 134 SNS 152 個人情報 132 説明不足 109

※　2021年度及び2023年度にキーワードの改訂を行っているため、経年的な推移を単純に比較することはできない。

24年度

18年度 19年度

20年度 21年度 22年度 23年度

15年度 16年度 17年度

※　内容等キーワード「プライバシー」については、2021年度から｢個人情報（ｺｼﾞﾝｼﾞﾖｳﾎｳ）」に名称変更。
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献金・浄財等に係る相談情報には、商品キーワード「祈とうサービス」

が付与されていた。 

本分析に使用した相談情報にあっては、相談件名又は相談概要の

欄に寄附関連用語が含まれていることが前提であるため、2022 年度

までの相談情報のうち、商品キーワード「祈とうサービス」が付与さ

れたものは、宗教的・呪術的色彩を有した寄附等に関するトラブルと

して整理することができるため、同相談情報を選別情報とした。 

一方、2023 年度以降については、同年度から関係するキーワード

の定義変更等がなされ、何の役務も行わない献金・浄財等に係る相談

情報には商品キーワード「祈とうサービス」を付与せず、新設された

商品キーワード「寄附」を付与することとなった 55。 

また、不当寄附勧誘防止法の施行に伴い、2023 年度からは法に関

係する相談には新設された内容等キーワード「不当寄附勧誘」、「配慮

義務」又は「禁止行為」が付与されることとなったため、これらのキ

ーワードを活用することで、相談情報の選別が可能となる 56。 

そこで、2023年度及び 2024年度については、内容等キーワードに

「不当寄附勧誘」、「配慮義務」又は「禁止行為」が付与された相談に

加えて、商品キーワードに「祈とうサービス」及び「寄附」の双方が

付与された相談を選別情報とすることとし、2022 年度までの選別情

報（商品キーワード「祈とうサービス」が付与されたもの）に近似す

る暫定値とした。 

なお、以上の整理における商品キーワード及び内容等キーワード

の定義変更の概略及び相談情報の選別の概要については、図表６－

21及び図表６－22にそれぞれ示したとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 
55「祈とうサービス」と「寄附」の両要素を併せ持つ相談については、いずれの商品キーワー
ドも付与される。 
56 内容等キーワードに「不当寄附勧誘」、「配慮義務」又は「禁止行為」が付与される場合、商
品キーワードに「寄附」が付与される。 
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【図表６－21】商品キーワード及び内容等キーワードの定義変更の概略 

 

 

【図表６－22】相談情報の選別条件（概念図） 

  
 

ｃ 相談件数の推移 
各年度の相談情報について、前記ウ(オ)ｂに記載の条件により選

別した選別情報及び選別対象外の相談情報の件数の推移を図表６－

23及び図表６－24のとおり確認したところ、選別対象外の相談情報

については、ウ(ア)に記載した全体の受付件数（図表６－16 再掲）

とおおむね近似した傾向となった。一方、選別情報については、2015

年度の 211 件から 2021 年度の 99 件にかけておおむね減少傾向を示

種別 キーワード

何の役務も行わない献金・浄財等

不当寄附勧誘

配慮義務

禁止行為

商品

内容等

2022年度末まで 2023年度から

祈とうサービス

　何らかの宗教的・呪術的な色彩がある役務を施すサービス。

何の役務も行わない献金・浄財等 〈定義変更〉

寄附 （新設）

物品販売を伴わない寄附集め、寄附。

（新設）
不当寄附勧誘防止法に

関係する相談
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していたが、2022年度は 480件と急増している。 

なお、選別情報の 2022年度の月別受付状況を確認すると、図表６

－25 のとおり、７月から急増して９月に最高値の 100 件となり、10

月は 97件と高止まりした後、11月に 45件まで減少している。 

2023 年度以降については、キーワードの定義変更等がなされたた

め統計値としての完全性は維持できないものの、前記ウ(オ)ｂに記

載のとおり、関係するキーワードを活用して抽出した近似値は 2022

年度の 480 件から 2023 年度は 96 件まで急減し、2024 年度は 47 件

と、それぞれ 2021年度以前の件数と同水準以下に減少している。 

 

【図表６－23】選別した相談情報の受付件数の推移 

 

 

【図表６－24】選別した相談情報の受付件数の推移 

 

 

 

 

 

 

年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 平均

選別情報 211 170 136 152 118 98 99 480 96 47 161

対象外 1,359 1,357 1,187 1,583 2,108 2,672 1,905 1,456 1,593 1,252 1,647

全体 1,570 1,527 1,323 1,735 2,226 2,770 2,004 1,936 1,689 1,299 1,808
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【図表６－16】寄附に関する相談情報の受付件数の推移（再掲） 

 
 

【図表６－25】選別情報の 2022年度月別受付件数の推移 

 
 

ｄ 内容等キーワードの付与状況 
選別情報における内容等キーワードの付与状況については図表６

－26 のとおり、各年度において最も多く付与されている内容等キー

ワードは、2015 年度から 2021 年度までの間は「高価格・料金 57」、

2022年度は「開運商法」、2023年度は「配慮義務」、2024年度は「返

金」という状況である。 

      特異な傾向としては、「返金」の付与数について 2015年度から 2021

年度までは最多が 36 個、最少が 15 個であったが、2022 年度は 183

 
57 内容等キーワード「高価格・料金」は、価格・料金そのものに関する相談のうち、相対的にみ
て高いか否かにかかわらず、相談者が高いと申し出たものに付与される。 
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個に増加している。なお、2023年度には 17個に減少し、2024年度も

19個と 2021年度以前と同等の付与数となっている。 

       

【図表６－26】選別情報における内容等キーワードの付与状況（上位 10項目） 

 

 

（カ）内容等キーワード「不当寄附勧誘」等が付与された相談の件数 

2023 年度に新設された内容等キーワード「不当寄附勧誘」、「配慮義

務」又は「禁止行為」が付与された相談の受付状況については、図表６

－27のとおり、2023年度から 2024年度までの間に計 63件を受け付け

ており、内容等キーワードの付与数については、包括的キーワードの

「不当寄附勧誘」が８個、個別行為を示すキーワードの「配慮義務」が

41個、「禁止行為」が 28個であった。 

月別の相談受付件数をみると、2023年４月の 16件及び同年５月の 10

件以降は一桁又はゼロという状況で推移している。 

また、相談者の属性については、当事者本人からの相談が計 29 件、

内容等KW 付与数 内容等KW 付与数 内容等KW 付与数 内容等KW 付与数 内容等KW 付与数

1 高価格・料金 75 高価格・料金 54 高価格・料金 48 高価格・料金 58 高価格・料金 36

2 開運商法 68 開運商法 41 強引 35 開運商法 43 強引 35

3 強引 51 解約 36 開運商法 32 解約 39 解約 31

4 解約 47 強引 32 解約 24 強引 38 開運商法 20

5 返金 36 返金 29 返金 20 返金 25 返金 18

6 信用性 33 信用性 26 信用性 17 家庭訪販 19 信用性 17

7 家庭訪販 20 家庭訪販 18 家庭訪販 16 信用性 16 契約書・書面 16

8 詐欺 18 説明不足 17 契約書・書面 10 契約書・書面 12 家庭訪販 11

9 電話勧誘 17 詐欺 14 説明不足 8 説明不足 11 説明不足 10

10 不当請求 16 価格・料金 14 価格・料金 8 判断不十分者契約 11 電話勧誘 8

内容等KW 付与数 内容等KW 付与数 内容等KW 付与数 内容等KW 付与数 内容等KW 付与数

1 高価格・料金 33 高価格・料金 27 開運商法 202 配慮義務 32 返金 19

2 開運商法 21 強引 20 高価格・料金 196 高価格・料金 30 高価格・料金 18

3 強引 18 開運商法 18 返金 183 開運商法 28 開運商法 15

4 解約 17 解約 18 解約 81 禁止行為 23 配慮義務 9

5 信用性 17 返金 17 強引 74 強引 23 強引 8

6 返金 15 家庭訪販 15 信用性 38 解約 18 解約 8

7 販売態度 12 信用性 11 判断不十分者契約 23 返金 17 信用性 5

8 電話勧誘 7 説明不足 10 契約書・書面 22 信用性 16 禁止行為 5

9 問題勧誘 6 インターネット通販 7 次々販売 21 身障者関連 10 身障者関連 5

10 説明不足 5 問題勧誘 5 問題勧誘 20 家庭訪販 9 契約書・書面 4

※　2021年度及び2023年度にキーワードの改訂を行っているため、経年的な推移を単純に比較することはできない。

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度

15年度 16年度 17年度 18年度 19年度
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当事者以外からの相談が計 33件、関係不明の者からの相談が１件であ

った。 

これらの計 63件の相談情報について、それぞれの相談件名について

は、情報の受付年月と併せて図表６－28のとおり整理している。 

なお、上記のキーワードについては、法の要件に対して幅広く付与し

ているため、相談情報のみをもって直ちに不当寄附勧誘防止法に抵触

する事案が発生していると認定するものではない。 

 

【図表６－27】内容等キーワード「不当寄附勧誘」等が付与された相談の件数 

 

 

  

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 計

不当寄附勧誘 3 0 1 0 0 0 1 1 0 0 0 0 6

配慮義務 12 9 3 0 1 0 1 1 1 0 4 0 32

禁止行為 6 2 2 1 3 0 0 2 2 0 4 1 23

当事者本人 5 6 3 1 0 0 1 2 1 0 1 0 20

当事者以外 10 4 1 0 3 0 1 2 1 0 4 1 27

不明 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1

16 10 4 1 3 0 2 4 2 0 5 1 48

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 計

不当寄附勧誘 0 1 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 2 8

配慮義務 0 1 1 0 1 2 2 0 1 0 1 0 9 41

禁止行為 1 0 1 0 1 1 0 0 0 1 0 0 5 28

当事者本人 0 1 2 0 2 2 0 0 0 1 1 0 9 29

当事者以外 1 1 0 0 0 1 2 0 1 0 0 0 6 33

不明 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1

1 2 2 0 2 3 2 0 1 1 1 0 15 63計

累計

2023年度

キーワード
付与数

相談
件数

相談者

計

2024年度

キーワード
付与数

相談
件数

相談者
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【図表６－28】内容等キーワード「不当寄附勧誘」等が付与された相談件名一覧 

No 受付年月 相談件名 

１ 
2023年 

４月 

知人の話。自分も瞑想セミナーのｗｅｂ研修を受け

たがお布施の話になり宗教と気づいた。知人は精神修

行と耳を貸さない。 

２ 
2023年 

４月 
宗教団体からしつこい勧誘を受けている。 

３ 
2023年 

４月 

義母がファミリーレストランで宗教法人から掛け軸

を買う約束をしたが止めさせたい。別の宗教法人の寄

付請求にも困惑。対応は。 

４ 
2023年 

４月 

以前、宗教団体に献金するため銀行から借り入れた

が返済困難。他にも生活費等の支払いが苦しい。 

５ 
2023年 

４月 

妹が海外の宗教にはまり、何枚もカードを作っては

セミナーに通ったり外国の宗教者に会いに行く。家族

からも借金をしている。 

６ 
2023年 

４月 

施設に入所中の祖母が不安をあおられ宗教団体に高

額な寄付をしていたことが分かった。可能であれば返

金を求めたい。 

７ 
2023年 

４月 

固定電話に地震の寄付のため食器はないかと電話が

あった。後刻にはアクセサリーや個人情報も聞かれ不

審。断わりたいが対処法は。 

８ 
2023年 

４月 

ＳＮＳで知り合った女性に寄附を頼まれてネット銀

行から借金し４０万円を送金した。詐欺に遭ったよう

だがどうしたらいいか。 

９ 
2023年 

４月 

以前の職場で知り合った人から、宗教の勧誘を受け

て迷惑。更に借りた覚えの無いお金の返済を言われて

いる。対応は。 

10 
2023年 

４月 

宗教団体に１０００万円ほど供養で寄付をした。結

婚の話の時にも献金をしたが話が流れた。苦情を言い

たいし、相談先を知りたい。 

11 
2023年 

４月 

妻が、金融機関から多額の借金をし、印鑑や経典など

を新興宗教から購入したり先祖供養として謝礼を支払

っていたことを聞いた。 
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No 受付年月 相談件名 

12 
2023年 

４月 

高齢者の支援をしているものである。利用者が高額

な投資を行っている。また、ある宗教に月々１０万円の

お布施をしている。 

13 
2023年 

４月 

夫が精神修養講座に参加したり、団体に寄付金とし

てお金を支払っているようだ。止めさせる方法はない

か。信用性はあるのか。 

14 
2023年 

４月 

妻が宗教団体に加入し、自分が相続した財産を寄付

しているようだ。自分の財産ではないので苦情は言え

ないが、今後の対処は。 

15 
2023年 

４月 

兄が職場の同僚に勧誘され、宗教団体に通っている。

入会金やお布施など数回に亘り納めている。金額も大

きくなっている。心配だ。 

16 
2023年 

４月 

20 数年前宗教団体に洗脳させられ 100 万円を献金し

た。その後精神病になり入院。当時の勧誘者がまだいる

ので返金してほしい。 

17 
2023年 

５月 

高齢で認知症の疑いのある母が年金のほとんどを使

ってしまうので困っている。 

18 
2023年 

５月 

市役所の委託を受けている者だと名乗り、「世界の貧

困地域への寄附のため、洋服などを頂けないか」との電

話が架かってきた。 

19 
2023年 

５月 

妻が宗教に没頭し３年分の家計簿だけで１千万円の

寄付が見つかった。家計は圧迫されているので取り戻

し請求はできるか。 

20 
2023年 

５月 

妹が母の預金を引き出し、宗教団体に寄付している

ようだ。相談したい。 

21 
2023年 

５月 

近所の女性から宗教のしつこい勧誘を受け、施設に

連れていかれ複数回お金を払わされた。お金を返して

ほしい。 

22 
2023年 

５月 

先祖供養がなっていないと言われ藁をもつかむ思い

で 300 万円支払った。冷静に考えると騙されたと思う。

返金してほしい。 
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No 受付年月 相談件名 

23 
2023年 

５月 

亡父の葬儀を依頼した寺院から、今後の法要のお布

施金額を一方的に提示された。断ることはできないら

しい。対処方法を知りたい。 

24 
2023年 

５月 

海外支援の寄付で不用品を回収すると市の名前を騙

る電話が掛かってきた。不審であったために対応はし

なかった。情報提供する。 

25 
2023年 

５月 

ボランティア団体を名乗って電話があり、不用品を

取りに行くので寄付して下さいと言って一方的に電話

が切れた。 

26 
2023年 

５月 

祖父が宗教団体に多額の献金を行っているようだ。

取り戻せないか。 

27 
2023年 

６月 

先ほど男性に訪問され災害の際の義援金をお願いし

たいと訪問された。宗教の信者かもしれないが執拗だ

ったため情報提供したい。 

28 
2023年 

６月 

願掛けをしており、宗教団体に入信している。本部の

相談窓口に連絡するたびお金の話になり、支払いを求

められ困っている。 

29 
2023年 

６月 

亡き母が宗教に献金し、貧乏を極めた。教団に苦情を

言ったが、何も対応しない。弁護団を教えて。 

30 
2023年 

６月 

宗教２世でこれまでの累積献金額は１億円である。

手を切りたいので相談先を教えてほしい。 

31 
2023年 

７月 

新興宗教の準管理職の人から献金を強要され困って

いる。脱会したい。 

32 
2023年 

８月 

高齢者支援センターだが、高齢者宅に宗教の人が来

て、断っても勝手に拝み、お布施を要求し、小銭でも渡

さないと帰らない。 

33 
2023年 

８月 

母が宗教に洗脳され毎月２０万円程お布施してい

る。やめさせたい。 
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No 受付年月 相談件名 

34 
2023年 

８月 

高齢の母の家に宗教団体の人が出入りしているよう

で以前には寄付もしたようだ。出入りするのを止めさ

せたいので対策を知りたい。 

35 
2023年 

10月 

４０年ほど前から宗教団体と付き合い、壺の購入や

寄附などで高額を支払っていた。できることなら返金

してほしい。 

36 
2023年 

10月 

母は、25 年前に最近報道されている宗教団体に入り

10 年前に退会した。家族でも献金の返金の申請ができ

るか、相談窓口を聞く。 

37 
2023年 

11月 

開運グッズを購入し購入先の寺に電話をしたら、家

運が傾いていると不安を煽られ、お布施を要求された。

霊感商法ではないか。 

38 
2023年 

11月 

11 年前に勧誘を受けて宗教団体に入信。寄付、先祖

供養、壺と塔の置物購入などで 1,500万円を支払った。

返金してほしい。 

39 
2023年 

11月 

障害のある知人が宗教団体を脱退したのに、同団体

に所属している職場の同僚から献金名目のお金を請求

されて困っている。 

40 
2023年 

11月 

甥が世間を騒がせている宗教団体に加入して高齢の

祖父母に高額のつぼ等を売っている。家族関係は壊れ

ており何とか改善したい。 

41 
2023年 

12月 

20 年前に宗教団体に多額の寄付をさせられた。取り

戻したい。 

42 
2023年 

12月 

母が宗教団体へ献金をしていたようで、多額の借金

があるようだ。返済に苦労しているが、何処か相談する

所は有るだろうか。 

43 
2024年 

２月 

入会している宗教団体に５００万円以上寄附してき

たが取り戻したい。また、宗教についてもどこかに相談

したい。 

44 
2024年 

２月 

当市に住んでいる高齢の母が地元の神社で占っても

らい、家族に災いが起こる等と言われ定期的に寄付を

しているようだ。 
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No 受付年月 相談件名 

45 
2024年 

２月 

昔から両親が信仰している宗教に献金させられてい

た。生活が破綻して母親と家をでたが、残った父と友人

家族が利用されていて心配。 

46 
2024年 

２月 

別居している父親が誰かに「運気が悪い」と言われ、

そこに寄付をしようとして自宅を売ろうとしている。

やめさせたい。 

47 
2024年 

２月 

他界した母親がある宗教に財産を寄付させられてい

たことが分かった。できれば、その財産を取り戻した

い。相談窓口を知りたい。 

48 
2024年 

３月 

母は１０年前から宗教団体に入信しており、当時か

ら月に１～２万円の寄付をしていた。母から「家を売却

して寄付する」と言われた。 

49 
2024年 

４月 

同居の母が、最近何かの宗教に入会し、高額のお金を

支払ったようである。また新たにお金を要求され、困っ

ている。 

50 
2024年 

５月 

母が宗教に洗脳されていて貯金から寄付を繰り返し

ている。今後の両親の生活が心配である。行政として対

応すべきだ。 

51 
2024年 

５月 

自宅に「寄付をお願いします」と２回、訪問があった。

何の寄付か分からず断ったが、最近町内で寄付を募る

ようなことはあるか。 

52 
2024年 

６月 

兄の入信をきっかけに家族が宗教に入信し、団体に

言われるがままに高額な寄附を繰り返した。不当な寄

附なので返金を求めたい。 

53 
2024年 

６月 

夫婦で宗教に入っているが、高額な寄付金を強要さ

れて困っている。宗教被害の相談窓口を紹介してほし

い。信仰はやめたくない。 

54 
2024年 

８月 

兄と社長に強引に宗教に誘われて不本意ながら入信

したが多額の寄付を強いられ妻が嫌がり離婚した。脱

会後も寄付を強いられている。 

55 
2024年 

８月 

７年前に８年間ずっと高額なお布施をしていたお寺

と縁を切った。総額で 800万円位は渡している。返金希

望。 
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No 受付年月 相談件名 

56 
2024年 

9月 

自分の子供が地元地域の駅前で宗教法人をかたる数

人に囲まれ寄付を求められた。その際に命に係わる脅

迫をされた。 

57 
2024年 

9月 

カルト教団問題について耳にした。市で適切な対応

や支援をしてほしい。相談窓口や対応策について教え

てほしい。 

58 
2024年 

9月 

宗教団体への寄付について。現在の宗教は続けたい

が、生活困窮しているのに少額だからと寄付を求めら

れて困っている。 

59 
2024年 

10月 

別居中の母が、カルト宗教にはまり母と同居のＢ型

事業所に通う兄の給料を搾取している。家庭裁判所に

相談したいがつながらない。 

60 
2024年 

10月 

高齢の母は私が生まれた頃から宗教に傾倒し今まで

に家一軒建つくらいのお布施をしている。今後どう対

応していけばいいだろうか。 

61 
2024年 

12月 

他県に住む高齢で認知症の母は生活が困窮している

にもかかわらず宗教団体に毎年お布施を渡している。

霊感商法に該当するか。 

62 
2025年 

1月 

職場の先輩に連れられて、よく当たるという先生に

１５回通い、その度不安を煽られてお布施を強制的に

払った。返金してほしい。 

63 
2025年 

2月 

某宗教団体の元信者である。行政等相談窓口は必要

な生活費までも献金しようとする信者に対して寄附を

やめるよう助言して欲しい。 

 

（３）警察に対する協力要請 

政府は、「旧統一教会」（世界平和統一家庭連合）について社会的に指摘さ

れている問題に関し、悪質商法などの不法行為の相談、被害者の救済を目的

として、関係省庁間で情報を共有するとともに、被害者への救済機関等のあ

っせんなど関係省庁による連携した対応を検討するため、法務大臣の主宰

により、令和４年８月から「旧統一教会」問題関係省庁連絡会議 58を開催し

 
58 「「旧統一教会」問題関係省庁連絡会議」については、令和６年１月 11 日をもって廃止
され、同会議における決定事項については同年１月 16 日付けで発足した「「旧統一教会」問
題に係る被害者等への支援に関する関係閣僚会議」に引き継がれている。 
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ている。 

同連絡会議の構成員には、消費者庁次長のほか警察庁生活安全局長も含

まれており、警察庁においては、「適切な警察相談対応」、「違法行為の取締

り」などを一層推進することとし、都道府県警察に対し 

・ 「旧統一教会」問題に関連する相談を受理等した場合には、相談内容

に応じて、関係部署、関係機関等と連携の上、適切に対応 

・ 寄せられた相談や通報において、刑罰法令に抵触する行為が認められ

る場合は、法と証拠に基づき、迅速かつ適正に捜査を推進 

するよう指示をしている。 

   そこで消費者庁においては、寄附の不当な勧誘に係る被害者等が被害の

申告又は相談を行う先として身近な行政機関である警察署、交番等を選択

する可能性は十分あり得ると推察し、警察において当該被害申告等を受け

付けた場合の対処要領などについて、改めて消費者庁から実務を担当する

都道府県警察本部の担当課に対して教示するなど、消費者庁の取組に対す

る協力要請等を行うこととした。 

 

ア 各都道府県警察本部担当課に対する協力要請 

    各都道府県警察に対する法の周知については、警察庁生活安全局から

書面にて行われているところ、これに加えて 

     ・ 成立経緯、運用方法の詳細を含めて法の周知を再徹底 

     ・ 違法情報の把握要領、把握した場合の対処要領の教示 

     ・ 寄附勧誘対策室との連絡窓口の構築 

   などを確実に行うため、図表６－29 のとおり、寄附勧誘対策室職員が各

都道府県警察本部に直接赴き、担当課の幹部職員に協力要請等を行った。 

 

【図表６－29】都道府県警察に対する協力要請実施状況 

     都道府県警察 担当課 実施日 実施者 

1 北海道警察本部 生活安全部生活経済課 R5.11.2 補佐 

2 青森県警察本部 生活安全部生活保安課 R5.9.21 室長 

3 岩手県警察本部 生活安全部生活環境課 R5.9.22 室長 

4 宮城県警察本部 生活安全部生活環境課 R5.8.29 室長 

5 秋田県警察本部 生活安全部生活環境課 R5.9.22 室長 

6 山形県警察本部 生活安全部生活環境課 R5.8.28 室長 

7 福島県警察本部 生活安全部生活環境課 R5.8.29 室長 

8 警 視 庁 生活安全部生活経済課 R5.7.27 室長 
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 都道府県警察 担当課 実施日 実施者 

9 茨城県警察本部 生活安全部生活環境課 R5.12.15 室長 

10 栃木県警察本部 生活安全部生活環境課 R5.11.17 室長 

11 群馬県警察本部 生活安全部生活環境課 R 5 . 8 . 9 室長 

12 埼玉県警察本部 生活安全部生活経済課 R 5 . 8 . 1 室長 

13 千葉県警察本部 生活安全部生活経済課 R 5 . 8 . 3 室長 

14 神奈川県警察本部 生活安全部生活経済課 R5.7.28 室長 

15 新潟県警察本部 生活安全部生活保安課 R5.8.10 室長 

16 山梨県警察本部 生活安全部生活安全捜査課 R5.12.8 室長 

17 長野県警察本部 生活安全部生活環境課 R5.11.7 室長 

18 静岡県警察本部 生活安全部生活保安課 R5.8.21 室長 

19 富山県警察本部 生活安全部生活安全企画課 R5.11.8 室長 

20 石川県警察本部 生活安全部生活安全捜査課 R6.10.31 室長 

21 福井県警察本部 生活安全部生活環境課 R6.10.30 室長 

22 岐阜県警察本部 生活安全部生活環境課 R5.8.22 室長 

23 愛知県警察本部 生活安全部生活経済課 R5.8.21 室長 

24 三重県警察本部 生活安全部生活環境課 R 5 . 9 . 5 室長 

25 滋賀県警察本部 生活安全部生活環境課 R5.7.12 室長 

26 京都府警察本部 生活安全部生活保安課 R5.7.11 室長 

27 大阪府警察本部 生活安全部生活経済課 R5.7.11 室長 

28 兵庫県警察本部 生活安全部生活経済課 R5.10.30 室長 

29 奈良県警察本部 生活安全部生活環境課 R5.7.11 室長 

30 和歌山県警察本部 生活安全部生活環境課 R 5 . 9 . 6 室長 

31 鳥取県警察本部 生活安全部生活安全企画課 R6.2.28 室長 

32 島根県警察本部 生活安全部生活安全企画課 R6.2.27 室長 

33 岡山県警察本部 生活安全部生活安全捜査課 R5.10.31 室長 

34 広島県警察本部 生活安全部生活環境課 R5.10.19 補佐 

35 山口県警察本部 生活安全部生活環境課 R5.10.19 補佐 

36 徳島県警察本部 生活安全部生活安全企画課 R 6 . 2 . 8 室長 

37 香川県警察本部 生活安全部生活安全捜査課 R 6 . 2 . 9 室長 

38 愛媛県警察本部 生活安全部生活環境課 R5.11.28 補佐 

39 高知県警察本部 生活安全部生活安全企画課 R5.11.29 補佐 

40 福岡県警察本部 生活安全部生活経済課 R 6 . 7 . 5 室長 
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 都道府県警察 担当課 実施日 実施者 

41 佐賀県警察本部 生活安全部生活安全企画課 R6.12.9 室長 

42 長崎県警察本部 生活安全部生活安全捜査課 R6.11.6 室長 

43 熊本県警察本部 生活安全部生活環境課 R5.10.2 補佐 

44 大分県警察本部 生 活 安 全 部 保 安 課 R5.11.21 室長 

45 宮崎県警察本部 生活安全部生活環境課 R5.11.22 室長 

46 鹿児島県警察本部 生活安全部生活環境課 R5.10.3 補佐 

47 沖縄県警察本部 生活安全部生活保安課 R5.6.29 参事官 

 

イ 幹部警察官に対する寄附法講義 

    法の周知、消費者庁の取組に対する協力要請などの実効性を一層高め

るため、第一線で活動する幹部警察官に対して直接教養を行う機会を得

るべく、関係機関に働き掛けを行い、令和６年度からは警察大学校（警部

任用科 59）並びに各管区警察学校及び北海道警察学校（いずれも警部補任

用科 60）の入校生に対して不当寄附勧誘防止法に係る講義を実施してい

る。当該講義の資料及び実施状況はそれぞれ図表６－30 及び図表６－31

のとおりである。 

 

【図表６－30】警察官に対する講義資料（抜粋） 

 

 
59 警部任用科は、警部昇任者（予定者を含む。）に対し、警察署の課長等として必要な知識及び
技能を修得させるための教養を行う課程。 
60 警部補任用科は、警部補昇任者（予定者を含む。）に対し、警察署の係長等として必要な知識
及び技能を習得させるための教養を行う課程。 
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【図表６－31】警察官に対する講義実施状況 (令和６年度) 

 実施場所 主な受講警察 実施日 受講者数 

１ 

警察大学校 全都道府県警察 

R6.5.14 約 60人 

２ R6.8.29 約 80人 

３ R6.10.31 約 70人 

４ R7.2.4 約 70人 

５ 
北海道警察学校 北海道 

R6.12.13 約 50人 

６ R7.1.31 約 60人 

７ 

東北管区警察学校 
青森、岩手、宮城

秋田、山形、福島 

R6.6.4 約 60人 

８ R6.9.12 約 60人 

９ R6.11.22 約 70人 

10 R7.2.6 約 80人 

11 

関東管区警察学校 

茨城、栃木、群馬 

埼玉、警視庁 

千葉、神奈川 

新潟、山梨、長野

静岡 

R6.5.8 約 260 人 

12 R6.7.2 約 270 人 

13 R6.9.12 約 230 人 

14 R6.11.11 約 290 人 

15 R7.1.27 約 240 人 

16 

中部管区警察学校 
富山、石川、福井 

岐阜、愛知、三重 

R6.5.30 約 80人 

17 R6.8.22 約 80人 

18 R6.11.8 約 90人 

19 R7.1.22 約 110 人 

20 

近畿管区警察学校 

滋賀、京都、大阪

兵庫、奈良 

和歌山 

R6.5.10 約 90人 

21 R6.6.25 約 110 人 

22 R6.10.11 約 100 人 

23 R6.11.21 約 120 人 

24 R7.2.21 約 120 人 

25 

中国四国管区 

警察学校 

鳥取、島根、岡山 

広島、山口、徳島 

香川、愛媛、高知 

R6.6.11 約 70人 

26 R6.9.25 約 80人 

27 R6.11.28 約 90人 

28 R7.1.17 約 90人 

29 

九州管区警察学校 

福岡、佐賀、長崎 

熊本、大分、宮崎 

鹿児島、沖縄 

R6.7.5 約 100 人 

30 R6.10.1 約 80人 

31 R6.12.10 約 100 人 

32 R7.2.14 約 110 人 

延べ実施回数 32回 累計受講者 約 3,570人 
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第７章．不当寄附勧誘防止法に関する意見聴取 
 
不当寄附勧誘防止法については、附則第５条において、法律施行後２年を目途

として、それまでの法の施行状況及び経済社会情勢の変化を勘案しつつ、所要の

検討を加えることとされている。この検討に当たっては、参議院の附帯決議にお

いて「不当な勧誘行為による被害者、被害対策に携わる弁護士等関係者を含む多

様な者の意見を聴取しつつ、検討を進めること。」とされている。これを踏まえ、

消費者庁において、法附則第５条に基づく法の規定の検討に向け、法の施行状況

及び経済社会情勢の変化について適切に把握するための対応の一環として、令

和７年６月～７月にかけて、多様な方々を対象に法に関する意見聴取を実施し

た。本章では、当該意見聴取の概要及び聴取された法に関する主な意見について

紹介する。 
 

（１）意見聴取の実施方法及び実施状況 

   前記の参議院の附帯決議を踏まえ、意見聴取を実施すべき対象について

は、①被害対策に携わる弁護士、②不当な勧誘行為による被害者（以下「被

害者」という。）、③その他関係団体の３つのカテゴリーに大別した上で、そ

れぞれに該当する団体及び被害者のうち意見聴取への協力に同意いただけ

た者に対して、意見を聴取することとした。実施時期については、法の全面

施行から２年が経過した令和７年６月以降を目途とし、それまでの法の施

行状況及び経済社会情勢の変化の適切な把握に資するものとした。 
   なお、意見聴取については、仮に公開の上で実施した場合、個人及び法人

等の権利利益を害するおそれがあること及び率直な意見聴取の場の確保が

困難になるおそれがあることなどが懸念されたため、非公開の上で、寄附勧

誘対策室の職員がこれを実施した。 
   実施状況の詳細は、図表７－１のとおりである。 

 

【図表７－１】意見聴取の実施状況 

カテゴリー 実施対象 実施日 

被害対策に

携わる弁護

士 

全国霊感商法対策弁護士連絡会 令和７年６月 27日 

全国統一教会（世界平和統一家庭連合）被

害対策弁護団 

令和７年６月 25日 
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被害者 （計８名の方から協力を得られた 61。） 令和７年６月～７

月 

その他関係

団体 

 

公益財団法人日本宗教連盟 令和７年７月４日 

特定非営利活動法人セイエン 令和７年７月 15日 

公益財団法人日本非営利組織評価センタ

ー 

令和７年７月 14日 

社会福祉法人中央共同募金会 令和７年７月 14日 

日本赤十字社 令和７年７月 24日 

 

（２）法に関する各団体等の主な意見 62 

   意見聴取において、各団体及び被害者から寄せられた法に関する主な意

見は以下に記載のとおりである 63。なお、掲載している各意見については各

団体及び被害者から寄せられたものであり、消費者庁の見解ではないこと

に留意されたい。くわえて、具体的な被害事例に言及している意見について、

当該事例はあくまでも各団体及び被害者から紹介されたものであり、消費

者庁として客観的事実に基づき被害を認定したものではない点にも留意さ

れたい。 
   また、意見聴取の実施に当たっては、対象者に対して、消費者庁から法施

行後の状況に関する情報提供を適宜行った。具体的には、被害対策に携わる

弁護士には本報告書第２章～第６章までの内容を予め提供し、その他の意

見聴取先については意見聴取冒頭において法施行後の概況を寄附勧誘対策

室の職員から簡潔に説明した 64。 
ア 全国霊感商法対策弁護士連絡会 

・全国霊感商法対策弁護士連絡会では、電話での相談窓口を毎週火・木

曜日に設けており、１回当たりおよそ４～５件程度の相談がある。不

当寄附勧誘防止法施行後の相談事例について紹介する。 

① 祈祷師から洗脳を受け、祈祷料として 1,000万円以上交付したが、

その後も脅迫まがいのメールが送られてくるため、金銭を取り戻

 
61 被害対策に携わる弁護士から紹介を受け、実際に被害に遭った当事者のほか、被害者の家族
といった方々から話を伺った。 
62 意見聴取先に照会し、公表について了承を得た内容を掲載している。 
63 各団体及び被害者の意見の趣旨・意図を損なうことがないよう、可能な限り発言内容のまま
記載している。 
64 被害対策に携わる弁護士に対しては、提供する情報が対外未公表のものであったことから、
守秘義務を交わした上での情報提供とした。 
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して個人情報の悪用も防ぎたいとの事例 

② 宗教団体の幹部が頻繁に自宅を訪問して来て、執拗に参拝や行事

への参加を求められ困っているため、脱会したいとの事例 

③ 自己啓発本をきっかけに 2022 年頃に宗教団体に入会し、月会費

や儀式料等数十万円を交付してきたが、続ける価値がないので、

脱会したいとの事例 

④ 宗教団体との間で、2006年頃に騙し取られた金銭の半額程度を返

金するとの和解がなされた後、更に残額も返金されることになっ

たが、誹謗中傷があったとのあらぬ理由で結局残額の返金がされ

なくなったため、返金を求めたいという事例 

⑤ 2010 年頃に子がうつ病になったことをきっかけに宗教団体に相

談に行ったところ、配偶者と子が洗脳を受け、配偶者と子の関係

が破綻したことから、子を守るために配偶者と離婚したいとの事

例 

⑥ 30年前に入信した宗教団体から金銭を騙し取られたが、金銭交付

の証拠が残っておらず、せめて借入れ分の返金と精神的苦痛に基

づく慰謝料を請求したいとの事例 

⑦ 親が宗教団体に所属していることから幼少期にいじめに遭い、障

害を負うようになったため、親に損害賠償請求をした上、自らの

名前を変えたいとの事例 

⑧ 2019年頃に宗教団体から不安をあおられ供養料として計1,000万

円以上を交付したため返金を求めたいとの事例 

⑨ 配偶者の両親が宗教団体の信者で、配偶者は脱会した元信者であ

るが、無理矢理入信させられたことで精神を病んだことから、義

両親に損害賠償請求をした上で縁も切りたいとの事例 

⑩ 2000 年頃から 2010 年頃にかけて、宗教団体に不安をあおられた

ことなどを受けて計数千万円を交付したため、返金を求めたいと

の事例 

⑪ 親が宗教団体の信者で、幼少期に活動に参加させられたことがあ

るが、一貫して信仰心を持ったことがないため、当該宗教団体と

の一切の関係と連絡を絶ちたいとの事例 

⑫ 2021年頃、宗教団体から、良い結婚相手が見つかると言われイベ

ントに参加したが、それを機に不安をあおられるなどして計数百

万円を交付したため、返金を求めたいとの事例 

以上のごとき事例の解決に当たって、不当寄附勧誘防止法は活用し

にくい。条文について一工夫することを検討していただきたい。 
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・全国霊感商法対策弁護士連絡会では、不当寄附勧誘防止法が成立した

令和４年 12 月 10 日付けで声明文を公表しており、当時から法律に

関する重要な不足点があることを述べてきた。これに沿って改めて

コメントさせていただきたい。具体的には、次の４点である。 

①家族被害の救済について、法第 10条の債権者代位権行使の特例規

定が設けられたわけだが、この制度は要件が狭く、取消の範囲も狭

いため、家族被害の救済につながらない。実際、今回貴庁から提供

いただいた法の運用状況をみても、適用事例は確認できない。被害

の実態をみると、献金被害に遭って生活破綻した高齢の親の面倒

を子供がみるという問題がある。こうした被害状況を踏まえ、家族

による親の献金行為の差し止めなどをもう少し柔軟にできるよう

な法制度が必要と考える。 

②行政措置の関係でいうと、配慮義務違反に対する法第６条に基づ

く勧告については、かなり抑制的行使にとどまっているものと理

解した。例えば、貴庁から提供いただいた資料にある調査事例のう

ち、４分間の勧誘行為は禁止行為としての退去妨害行為があった

とは認められないとした事例があったが、自由な意思を抑圧する

ものとして配慮義務違反があったと評価できないか。もっと行政

側の方で踏み込んだ行政なりの解釈をもって積極的に処分するこ

ともあってよいのではないかと思う。 

③法第４条の禁止行為規定の適用対象が狭い。具体的には、柱書の

「寄附の勧誘をするに際し」に関しては、例えば宗教団体によって

入信時に困惑させるような言動があり、それから時間が経って寄

附勧誘が行われる場合に、本法の適用対象となるのか疑問である。

また、第６号の「必要不可欠」についても、逐条解説で範囲を広げ

るような解釈が示されているが、その解説自体が「必要不可欠」と

いうものと整合していないと考えられる。 

④最大の問題点は、個人への寄附が法の適用対象に含まれていない

ことである。不当な献金勧誘が、法人又は代表者若しくは管理者の

定めのある任意団体によって行われるのではなく、そうした団体

の幹部個人によって行われた場合には、この法律で被害防止が図

られないことになってしまう。法に違反していると疑われる法人

が法人格を失った場合においても、同様の問題が顕在化するおそ

れがある。 
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・不当寄附勧誘防止法に関連して問題提起したく、私が担当した事例の

１つを紹介したい。被害者である女性は 15年にわたって宗教団体か

ら精神的支配を受け継続的に献金を要求されていた。この際、献金の

原資について、法第５条では借入れや不動産売却により献金の原資

を調達することを禁止しているが、この被害者の場合は、寄附の原資

を集めるべく、働くことを求められ、昼の仕事に加え、夜も仕事に就

きダブルワークさせられていた。このほか、男性と関係をもって稼ぐ

ことまでさせられていた。こうした、法第５条では補足できないひど

い被害事例もあることを紹介したい。 

 

・不当寄附勧誘防止法の適用対象外となる事例として、外形上祈祷サー

ビスという役務を提供しながら献金勧誘を行っている被害事例があ

る。こうした事例に関して、役務提供という有償行為である以上不当

寄附勧誘防止法は適用されず消費者契約法の適用対象となるが、他

方で消費者契約法には行政措置規定がなく行政側から違反法人等に

介入できないというアンバランスさがある。これについては、何らか

の対応が必要ではないだろうか。 

 

・不当寄附勧誘防止法については、個人への寄附に適用されないこと、

法第４条第６号の規定のうち「必要不可欠」の要件が厳しいことが問

題と考えている。この問題意識の背景として、実際、私が担当した被

害事例を３件紹介したい。１つ目はネットで知った占い師に必要を

迫られ献金した事例、２つ目は整体院を行っている個人に前世の悪

行を理由に献金の必要を迫られ献金した事例、３つ目はカウンセラ

ーから洗脳・脅迫を受けて献金された事例となっている。いずれも相

手方が個人のケースであり、なおかつ法第４条第６号の「必要不可欠」

の要件を満たすことが困難な事例となっている。 

 

・消費者契約法では行政処分規定がない一方で、不当寄附勧誘防止法に

は行政処分規定が設けられ、そうした意味で非常に画期的で期待度

の高い法律であり、評価に値すると考える。 

 

・令和６年７月 11日の最高裁判決を非常に重視していただきたい。当

該判例では、宗教団体による献金勧誘行為の違法性の判断基準が示

されており、そこで法第３条の配慮義務が一部引用された。他方で、

同判例で示された念書の無効は、不当寄附勧誘防止法の対象にする



 145  
 

勧誘時の配慮義務を越えるものである。本来、献金の返金請求をしな

いとする念書を書かせる行為は、献金返金時の寄附者の正当な権利

行使を妨害するものである。念書以外にも、寄附者やその支援者を誹

謗中傷し、結果的に寄附者の返金請求を泣き寝入りさせて権利行使

を萎縮させるといった例もあるところ、こうした法人等側の悪質行

為についても、配慮義務の対象にするなど、法の規制対象に含まれる

ように手当される必要があるのではないか。この際、法務省の「ビジ

ネスと人権」にかかる取組、すなわち法務省人権擁護局では、企業に

おける人権尊重の取組強化に資するため、「ビジネスと人権に関する

調査研究」報告書（令和６年３月改訂）65 を作成して公表している

が、同報告書が参考になると考える。営利法人でさえ人権配慮に係る

ガイドラインなどが示されているくらいなのだから、非営利法人に

ついても寄附勧誘及び返金請求行為に当たって、寄附者の権利侵害

が生じないようにするため、正当な権利行使を妨害しないことを配

慮義務に含ませるなどの措置を、検討すべきである。 

 

・「拝み屋」と呼ばれるような、個人で霊感的手法を用いて金銭を要求

する者も出てきているため、個人による寄附勧誘行為にも法が適用

できるよう検討すべきではないか。 

 

・不当寄附勧誘防止法における寄附の射程範囲に関していうと、令和６

年７月 11日に最高裁が示した献金勧誘行為の違法性判断基準につい

て、令和７年３月には、地方裁判決において、物品購入に当たっても

当該物品の客観的価値が乏しく宗教的価値が専らであるなど、金銭

支払いの趣旨が献金と判断される場合にも同基準が適用されるとい

った見解も示された。こうした事情も考慮した上で今後検討された

い。 

 

・家族による被害救済のため、難しいとは理解しての上でだが、かつて

の準禁治産制度を参考に、被害者の家族が代わって献金被害額の返

還請求を行ったり、財産を管理したりすることが可能となるような

制度設計について検討されたい。関連して、審判前保全処分と類似の

制度も有効であると思う。高齢者の人権との兼ね合いもあり、弁護士

会内でも議論が平行線となっているのだが、実効的な家族被害の救

 
65 https://www.moj.go.jp/content/001417137.pdf  

https://www.moj.go.jp/content/001417137.pdf
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済に必要と考えている。 

 

イ 全国統一教会（世界平和統一家庭連合）被害対策弁護団 

・不当寄附勧誘防止法について、被害に対する一定の抑止効果は働いて

いると考えられ、その意味で一定の評価はできる。他方で、被害者の

救済には現場でほとんど使われておらず、被害者救済という意味で

は著しく不十分な法律である。被害救済の交渉・調停に当たっても、

その根拠として民法の不法行為に基づいて違法性を主張し立証して

おり、本法の取消権を主張したことはない。 

 

・献金勧誘被害の現在の実態を踏まえると、本法の内容は、その被害実

態に合致したものとなっていない。霊感商法が一番ひどく、恐喝や詐

欺まがいの行為が横行していた 1980年代当時の被害であれば、本法

第４条第６号が適用される余地も考えられた。しかしながら、現在の

被害実態は加害者側の団体が正体を隠しながら長時間、長期間の働

きかけを加えることで、献金することが自分や家族の不幸を避ける

ために必要なものだという教義をまず信じ込ませ、その思い込みに

つけ込み献金させるというものである。したがって、献金勧誘に当た

って、必ずしも霊感により告知して必要不可欠だというふうに勧誘

するというものではない。また、先祖供養などの名目で直接海外の関

係団体に寄附させるという手口も現在主流となっており、この点は

本法の要件不備というよりは海外の法人及び団体との関係になって

くるが、そうした事情もあり被害回復が困難になっているところも

ある。 

 

・本法の制定に際して、被害者の生の声を聴く時間と量が圧倒的に少な

かった。だからこそ、被害の事態を正確に把握できていないまま、被

害実態に即していない法律が制定されたのだと考える。被害者の意

見を継続的に聞くため、検討会等を開いて検討してほしい。 

 

・不当寄附勧誘防止法第１条に関して言えば、法の適用範囲について、

現行の「法人等（法人又は法人でない社団若しくは財団で代表者若し

くは管理人の定めがあるもの）」では狭く、もう少し拡張する必要が

あると考える。宗教法人が法人格を失ったとしても、宗教団体として

は存続し、宗教上の教義に基づき継続して被害を発生させるものと

考えられるが、そうした被害が発生した場合に、本法が適用されるか
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どうか疑問である。もちろん、権能なき社団・財団の要件を満たせば

適用されるのだが、そのためには被害者側での立証を要することを

考えると、実際に適用されるかどうか疑問である。少なくとも、幹部

としての個人まで対象に含めるといった措置をとらないと、被害の

捕捉は困難だと思う。こうした法の適用対象の不備によって、法律が

機能しなくなるという事態は避けなくてはならない。 

 

・不当寄附勧誘防止法第３条の配慮義務に関しては、本法の策定に当た

って最後に盛り込まれた部分であるが、結果として最もありがたか

った規定であった。令和６年７月 11日の最高裁判決において、本法

の配慮義務規定が引用され、宗教団体、信者としての一般的な配慮義

務として認められた判例ができ、それを手がかりに過去の事案につ

いても不法行為の違法性を主張できるようになった。ただし、具体的

な基準・要件などは不明であり、実際にどう機能するかについては今

後の裁判例の蓄積を待つ必要があり、直ちに違法性が認められるも

のではなく、即座に被害救済に結びつくものではない。本来、第４条

などと同様の禁止行為にされるべきと考えている。 

 

・不当寄附勧誘防止法第４条に関して言えば、端的に言うと要件が厳し

く実務上は使用が困難になっている。特に本条柱書の「困惑」及び第

６号の「必要不可欠」の要件が非常に厳しい。被害実態としては、宗

教団体が信者に対して教義を教え込み、寄附者本人に寄附すること

への責任感や使命感を持たせた上で、あくまでも自らの意思に基づ

き献金をさせるという手口をとっている。こうしたケースにおいて

は困惑しているとはいえず、本法の適用は困難だと思う。例えば、「正

常な判断ができない状態にあることに乗じた」といった文言にする

必要があると思う。 

 

・不当寄附勧誘防止法第 10条については、家族や２世被害の救済を趣

旨として設けられたものと思うが、その要件が非常に厳しく、周りで

適用された事例を聞いたことがなく、被害救済に全く役に立ってい

ない。債権者代位権という制度自体、そもそも無資力などの要件を満

たす必要があるというハードルがあることも踏まえると、別の制度・

枠組みを用いないと、被害救済には結びつかないと考える。 

 

・貴庁から提供あった不当寄附勧誘防止法の詳細な運用状況について
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拝見したが、そもそも被害として寄せられる相談件数が少ないと感

じた。その理由について考えると、本年３月に東京地裁が示した宗教

法人をめぐる裁判における決定では、周囲の信者との人間関係、献金

後に領収書が発行されないことによる立証の困難さ、が要因になっ

て被害が顕在化していないと述べており、これは原因にあると思う。

また、この点に関して他の弁護士による分析についても紹介すると、

被害相談が寄せられない要因として次の５つが考えられている。 

① 献金が正しい行為と信じ込み、自主的に献金してしまうという心  

理状態 

② 霊感に対する恐怖心が植え込まれているために被害を訴えるこ

とが困難 

③ 自分を責める心理状態の中に置かれるので、加害者への責任追求

に気持ちが向かない 

④ 家の中にある財産に手をつけて献金をしたことへの負い目 

⑤ 加害者である宗教団体に弱みを握られている 

 こうした被害者の心理状態を背景に、被害件数があまり上がってこ

ないのではないかと思われる。 

 

・被害の一例として、長期間にわたって宗教団体による献金勧誘被害を

受けてきた女性の被害例を紹介するが、基本的に、不当寄附勧誘防止

法の要件の範囲内に収まらないかたちで被害に遭っている。要は、献

金勧誘の前段階で宗教団体が正体を隠したうえで教義を伝道し、そ

の結果、献金をする際にはもはや困惑していない状態になっている

というのが被害の実態である。この宗教団体においては、先輩信者の

方がより信仰対象である神に近い存在として敬われることから、基

本的に団体内で上から言われたことには従うというような精神状態

に信者は陥っており、使命感で献金を繰り返すことになる。個々の勧

誘行為の態様のみを切り取って要件充足性判断をしても意味をなさ

ない。したがって、こうした被害を的確に捕捉し、また被害を予防す

るためにも、法の条文において、要件を厳格に定めるのではなく、適

切な判断が困難な状況に置かれた者への寄附勧誘を禁止するという

ようなある程度包括的な規定を置いた方が、被害実態に即した規制

となるし、法の活用の幅が広がると思う。 

 

・2023年 12月に日弁連から出された「霊感商法等の悪質商法により個

人の意思決定の自由が阻害される被害に関する実効的な救済及び予
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防のための立法措置を求める意見書」に基づいて意見を述べる。日弁

連から貴庁に対して要望がなされているものである。これはこれま

での霊感商法等による被害の実態について、蓄積された裁判例も踏

まえた上で提言されたものである。霊感商法等においては、違法な勧

誘行為により、判断基準そのものが不当に変えられてしまうことで

生ずる被害がある。判断基準を変えられてしまうと、出捐時には加害

者による脅しや不安を煽る等の行為はなくても、また、被害者の内心

においても畏怖も困惑もない状態で、むしろ積極的な意思に基づい

て、出捐してしまうことがある。このような場合、人生や家族の生活

に甚大な影響を及ぼす重大な被害となり得る。裁判では、違法に判断

基準を変える勧誘行為についても不法行為に当たるとされ、それと

相当因果関係に立つ損害の賠償が命じられてきた。意見書では、不当

寄附勧誘防止法（及び関連する消費者契約法）に関する喫緊の課題と

して、立証義務が被害者側に課されていることや、「困惑」要件が障

害となっていること等を挙げながら、被害実態に合わせて次の３点

を法律に盛り込むべきことを主張している。 

① 正体や目的を隠した勧誘の禁止 

② 助言の機会を奪うことの禁止  

③ 寄附の勧誘を受ける個人が合理的に判断することができない事

情があることを利用するなどの不当勧誘の禁止（「つけ込み型不

当勧誘」の禁止） 

 ぜひとも２年後見直しに当たって、これらを盛り込み、被害救済・被

害予防のために利用できる法律にしなければならない。貴庁の処分

状況をみると、被害者に「困惑」がないために不処分となっている事

例がほとんどである。これは、被害救済においても被害予防において

も、現行法では不十分であることの証左であり、まさにこれも立法事

実となる。実効的な被害救済や予防が図られ、信教の自由や意思決定

の自由が保障されつつも、消費者を保護する社会になっていくこと

を切に願う。そのために法改正は必要不可欠である。 

 

・法テラスの霊感商法等対応ダイヤルにも関わっており、実際に現場で

相談を受けている立場から本法について意見を述べる。まず、情報提

供のアクセスについて考えたときに、消費者庁に設けられている専

用ウェブフォームを実際に私も使ってみたが、操作に難しい点が多

く、若い人でウェブに慣れている人であれば支障ないだろうが、そう

でない人であればウェブからの情報提供は困難ではないかと思った。 
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・消費生活センターについては国民の間で非常に浸透している機関で

あるので情報収集窓口の１つとしてはいいと思うが、他方でここに

来る相談は消費生活相談であって、不当寄附勧誘防止法違反に該当

する被害情報が直接寄せられるというわけではないだろうから、そ

の意味で情報収集に漏れがあるのではないか。 

 

・一方で、消費者庁の本法のＨＰでは、同法にかかわる事案の相談先、

あるいは調査端緒として、法テラスの霊感商法等対応ダイヤルを紹

介しているが、同ダイヤルは、あくまでもオペレーターが相談先を選

別する機関であって、相談自体を受けることはできないものとなっ

ている。また、本法の対象となり得る事案については、消費者庁より、

同ダイヤルに電話をしてくることが多いと思われるが、知り得る限

り、不当寄附勧誘防止法に関する被害情報の窓口として同ダイヤル

から消費者庁を紹介された例は１件もないと思う。したがって、消費

者庁における法運用上、不当寄附勧誘防止法に該当する案件につい

て当該ダイヤルが本法の情報窓口になっているとも思えない。 

 

・ただし、霊感商法等対応ダイヤルに寄せられた情報や相談は、本法の

より良い運用及び立法目的の達成のために活用できるのではないか

と考える。おそらく、当該ダイヤルが現在の献金勧誘被害の相談の最

前線になっており、この手の被害状況が最も集約される場所と考え

る。したがって、ここに集約される被害情報をどう活用するかは、非

常に重要と感じる。省庁間での連携が難しいという側面もあるのか

と思うが、法務省とぜひ緊密な連携をとってもらい、情報を吸い上げ

ていただきたい。 

  例えば過去のオウム真理教の事例を振り返っても、社会問題とし

て当時顕在化する前から、相談情報の集約時点においては既に問題

が明らかになっていたと思う。しかし、現在、霊感ダイヤルに寄せら

れた情報は抽象化されて公表され、共有されるにとどまり、分析をす

る、あるいは問題がありそうな相談事例について、注意して集約する、

などということが行われていない。したがって、そうした相談情報を

継続的に抽象化することなく責任をもって集約し、省庁間で共有す

ることで、問題となっている団体が世間で明らかとなり、被害防止に

つながるのではないかと思う。（せっかく最前線の情報が集まってい

るので、積極的に生かしてほしい。） 
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・消費者庁から提供のあった具体的な被害状況とそれに対する対応記

録を拝見したが、被害者本人が困惑していないことから嫌疑なしと

して調査が終えられた事案が多いように感じた。通報は、不当と思わ

れる寄附勧誘であることに気付きそれに抵抗することのできた、本

法が予定する被害であることの自覚がある人から寄せられているの

だと思う。一方で、実際には、本法が予定する被害であることの自覚

がなく、単に困り事として、消費者庁につながらない窓口に相談する

被害者のほうが圧倒的に多いはずであり、そうした方々からは本法

の被害であるといって、消費者庁などに情報が寄せられたり、相談が

来たりすることはない。その意味で、寄せられた被害情報の集積は重

要であり、事件調査が行われて、被害者本人が困惑していないために

不当寄附勧誘の事実なしとされた案件であっても、不当寄附勧誘行

為がなかったということではないので、そういった形態の寄附勧誘

を行っている旨の相談があった団体としての情報が引き継がれ集積

されていっているのか。対応が後手に回らないよう、こうした情報を

収集するだけでなく、引き継いでいき、さらに活用することについて、

よく検討していただきたい。 

 

・有識者や被害者などの関係者が恒常的ないし継続的に意見交換でき

るような検討会といった場を、大げさなものとまではいわないので、

設けていただければいいと思う。また、今回のようなヒアリングにつ

いても、２年に一度といわずに、もう少し高頻度で継続的に実施いた

だければ、法のより良い活用に資すると考える。現場感覚に基づく

我々弁護団の意見を、ぜひ活用いただければと思う。 

 

ウ 不当な勧誘行為による被害者 

（ア）被害実態に関する内容 

・献金勧誘被害について、数億円単位など、金額が大きい被害が報道で

は取り上げられがちだが、自分のように、数百万円くらいの被害が多

いのではないかと思うので、そのような被害にもっと目を向け、救済

を図ってもらいたい。 

 

・不当寄附勧誘防止法の規定では、悪質な寄附の勧誘行為によって寄附

者を困惑させることを禁止しているが、自分が被害を受けた宗教団

体からの献金勧誘被害に関して言えば、寄附に至るそもそものきっ
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かけである入信に至るまでの勧誘行為が違法であった。長期間にわ

たって宗教団体の信者であることを隠しながら近づき、人間の深層

心理を巧みに扱いながら人間関係を構築され、先祖因縁などが問題

と刷り込まれた結果、入信に至ってしまった。入信しマインドコント

ロール下に陥った状態においては、寄附勧誘に際してもはや困惑な

どせず、寄附して当然という心理状態になってしまい、むしろその際

の悩みとしては、金銭の工面をどうするかという点に尽きることに

なる。 

 

・マインドコントロールが解け、ようやく不当な献金勧誘被害に遭って

いたことに気が付いたとしても、そこからは精神状態が不安定な

日々が続き、心の整理がつくまで大変しんどかった。特に、自らが宗

教団体の信者として加害者に加担しさらなる被害者を増やしていた

ことに気付いた時には、その罪悪感で胸がいっぱいであった。 

 

・マインドコントロールから抜け出すには、カウンセラーや牧師などの

専門家の協力が必要。自分も実体験として、カウンセラーや同じ境遇

にいた元被害者との話を通して、徐々に自分の被害に気付くことが

でき、金銭被害回復を弁護士に相談することができた。 

 

・献金勧誘被害に遭って家計困窮に陥った過去の被害者が年金の積み

立てもないまま高齢になり、生活維持のためにその子供世代が苦労

するという間接的な被害状況をよく聞く。そうした高齢者は生活保

護に頼ることになり、すなわち貴重な税金が投入されることになっ

てしまうという、大変腹立たしい事態が生じている。本来は不当な寄

附勧誘を行った法人等が補填をすべきではないのか。こうした事情

も鑑みれば、家族による被害救済が少しでも認められるような制度

があればよいのではないかと思う。 

 

・宗教２世にとっての献金勧誘被害は間接的なものとなっており、具体

的には、親が宗教団体の教義に基づき借金をしてまで献金をしたり、

長期間にわたって高額献金を続けた末に無年金状態となった結果、

その借金の返済、生活費の補填及び親の介護といったことを２世で

ある子供が担うケースが生じているというのが被害の実態である。

また、家庭内での詐欺的行為による被害も生じており、例えば、親が

宗教団体の教義に基づいて、子供の預金通帳や身分証などを無断で
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使用して献金の原資を確保するという被害が広く生じている。 

  こうした親の献金勧誘被害が子供世代にまで波及するという２世

の被害に関して、不当寄附勧誘防止法では救済の対象とされておら

ず、実効的な家族の被害救済が不可能となっている。親の宗教団体へ

の精神的隷属により家庭全体が疲弊するという実態を知ってほしい。 

 

・不当寄附勧誘防止法施行後にあった、宗教２世の被害実例を紹介する。

母親が宗教団体からの献金勧誘被害を受けている宗教２世の話であ

るが、母親自身は被害を認識していないため、２世被害者が法テラス

に母親の被害状況について相談しても、母親の献金行為である以上

対応困難とされてしまった。他方で、母親は継続的に献金を行って、

経済的に困窮している状況に陥っており、２世被害者はそうした親

の被害を止めることも出来ないまま親の生活を支援しなければなら

ないという、非常に不合理かつ不条理な状況に追いやられている。こ

のような２世世代の被害者が数多く存在するので、どうにか救済し

てもらいたい。 

 

・宗教団体からの献金勧誘被害は、単に金銭的被害にとどまらず、入信

までの不当な勧誘による被害、家庭内で生じる問題、精神面での被害

など、その性質・内容は多岐にわたるものとなっている。他方で、不

当寄附勧誘防止法において着目されているのは専ら金銭的被害のみ

となっているのが、歯がゆく感じる。 

 

・宗教団体による不当な献金勧誘の被害実態として、非常に計画的かつ

悪質なやり方で信者の財産を余すことなく献金させるようにしてい

るひどい団体もある。信者が亡くなってしまうと財産は相続され宗

教団体からは手が出せなくなるので、存命中に本人からお金を取り

尽くそうとするような、宗教とは思えない非常に悪質な被害の実情

があった。こうした悪質な被害を防げるようにしていただきたい。 

 

・自分が被害を受けた宗教団体に関して言えば、その教義において他者

からの財産の収奪行為を正当化する内容が含まれており、悪質な組

織体制は今もなお残存していると考えている。不当寄附勧誘防止法

違反がないという事実が宗教団体による被害がないということの裏

付けに利用されることもある。宗教団体の悪質性が２世世代に継承

され新たな被害を生み出さないためにも、不当寄附勧誘防止法につ
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いてより実効性のあるものにブラッシュアップされたい。 

 

（イ）法律の規定及びその効果に関する内容 

・不当寄附勧誘防止法については、総論として、規制内容が被害の実態

に即しておらず、実効性を欠いていると考える。 

 

・不当寄附勧誘防止法について、法人等による不当寄附勧誘行為の再発

抑止効果が一定程度あると考える。他方で、宗教２世の立場としては、

本法による２世被害者の救済は困難だと考える。 

 

・令和６年７月 11日の最高裁判決の存在は、被害者救済のために大き

な意義があると思っている。 

 

・令和６年７月 11日の最高裁判決において、献金勧誘行為の違法性判

断基準が示され、そこで不当寄附勧誘防止法第３条の配慮義務規定

が援用されたことは、大変意義があった。 

 

・不当寄附勧誘防止法第２条に関して言えば、法における「寄附」の定

義について、「高額の商品」の形を取っている物が含められるべきと

考える。実際にあった被害として、宗教団体から献金勧誘被害を受け

ていた自分の母親は、当該団体から信仰とは直接関係のない宝石や

健康食品などの不要な高額商品を購入させられていた。この点、令和

７年３月に東京地裁は、客観的交換価値が乏しく、宗教的価値が専ら

である場合の金銭支出についても配慮義務の存在する寄附の場合と

同様に違法性を判断すべきとの見解を示しているということも踏ま

えれば、そうした不当な物品販売行為は禁止するべきと考える。 

 

・不当寄附勧誘防止法第３条に関して言えば、マインドコントロール下

の人間にとっては自分が「自由な意思」を抑圧されているなど思わな

いし、被害を自分事として認識できない。この点はまさに法律以前の

問題であり、宗教団体からマインドコントロールを受けた者は、マイ

ンドコントロールから脱却しない限り、自分が受けた行為が法律に

違反していると認識できない。 

 

・不当寄附勧誘防止法第３条の配慮義務に関して言えば、被害実態を踏

まえると、配慮義務にとどまらず、罰則を伴う禁止事項とすべき。令



 155  
 

和６年７月 11日の最高裁判決においても、当該条文の一部を引用し

た上で、こうした配慮がなく社会通念上相当な範囲を逸脱していれ

ば不法行為上違法と評価されるとしている。ただし、具体的にどうい

った行為が行われるのが違法と評価されるのか明らかではないため、

どのような行為をしてはならないか、あるいは、どのような状況であ

れば勧誘してはならないかといった具体例が多く示されることが望

ましい。 

  例えば、自分が把握している宗教団体による被害実例を踏まえれ

ば、高齢者の健康状態の考慮、法人等が個人の現金や自宅・土地の権

利書といった重要書類を預かることの禁止、寄附金の返還請求をし

ない旨の合意書等の取り付けの禁止などは法の規定に盛り込まれる

べきと考える。 

 

・不当寄附勧誘防止法第３条第３号に関して言えば、寄附勧誘の際の配

慮義務に留めず、寄附した財産の使途を誤認させるような表示を一

般的な禁止行為にするべきである。使途を誤認させる情報が社会に

あるだけで被害者は増えるので、そのような情報の存在自体を遮断

すべき。実際の被害として使途を明らかにされずに献金を求められ

てきたが、実際の使途を聞いていれば献金しなかったであろうと思

う。 

 

・不当寄附勧誘防止法第４条に関して言えば、条文柱書の「寄附の勧誘

をするに際し」について、被害実態を踏まえると実効性に疑問がある。

宗教団体による被害の実情として、長期間にわたって教義を伝道し、

その教義が深く内面化された信者に対して献金をルーティンのよう

に求められるわけだが、そうした被害事例においては都度献金の勧

誘説得があるわけではなく、もはや献金の勧誘に際して困惑状態に

陥るという精神状態にはない。不当な寄附勧誘は点ではなく線とし

て捉えるべき。こうした被害を現在の規定内容でカバーされるのか

疑わしい。 

 

・不当寄附勧誘防止法第４条第６号に関して言えば、被害実態としては、

被害者側は献金の使い道を知らずに加害者側から世界平和や家族の

幸せのためとポジティブな動機付けを受けてこれを誤認し信じて自

由意志で献金に至るという状態。条文にあるような「困惑」もしてお

らず、また「寄附をすることが必要不可欠」とも言われていない。そ
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のように巧妙に勧誘をしてくる宗教団体による被害の実情もあるの

で、条文は実態と合っていない。また、これに関して、薬事法を参考

に、例えば「この寄附による効果は科学的に実証することはできませ

ん」と必ず言わせるようなことも可能なのではないか。 

 

・不当寄附勧誘防止法第５条に関して言えば、法律で借入れによる寄附

をするための資金調達の要求は禁止されているが、被害実態として、

直接的な原資にならずとも生活維持のために間接的に借入れをする

ケースもあり、親が献金したことで子が奨学金を借り生活費に充て

るという間接的な被害もある。こうした間接的な被害も含めて規制

されるよう改正されたい。 

 

・不当寄附勧誘防止法第５条に関して、自分が被害を受けた宗教団体に

ついて言えば、宗教上の行動として、信者である主婦にサラ金などで

借金をさせるというものがあった。この際、信者は宗教団体からマイ

ンドコントロールを受けていることから、被害を受けているという

発想が湧かない状況であった。 

 

・不当寄附勧誘防止法第５条に関して言えば、現在の規定では、居住用

の建物又は敷地や、生活維持に欠かせない事業用資産を売却させて

寄附金の原資を調達させる行為を禁止しているが、実際にあった被

害として、自宅の庭の延長にある土地を売却し、その代金を法人等に

領得されたケースがあった。また、借入れによって寄附金の原資を調

達させる行為も禁止しているが、これに関して、借入れではなく家族

名義の資金を無断で使用して献金するという被害もあった。こうし

た被害事例は、現在の第５条における禁止規定の内容で手当てされ

ているのか疑問であり、含められるように禁止行為として明記すべ

き。 

 

・不当寄附勧誘防止法第８条に関して、そもそも被害の根底にはマイン

ドコントロールがあるので、法律があっても被害を取り消すという

発想が出てこない。自分は 10年ほど前に被害に気づき返金請求した

が、当時周りの同様の境遇にあった人たちで私のように返金請求し

ていた人はいなかった。 

 

・不当寄附勧誘防止法第８条及び第９条の取消権に係る規定に関して
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言えば、寄附の意思表示の「取消し」については「無効」とし、取消

権の時効はなくすべきと考える。 

 

・不当寄附勧誘防止法第９条の取消権の行使期間については短いと思

う。マインドコントロールが解け被害に気付くきっかけというもの

は千差万別。家族の働きかけを通じて弁護士、牧師、大学教授といっ

た方からの話を受けて何年もかかって宗教団体から脱会するという

ケースもある。また、被害者の息子・娘世代ができるのも１つのきっ

かけだ。いずれにせよ、マインドコントロールからの脱却は、これま

で人生をかけて献金していた自分自身の否定にもつながるため、心

の整理に時間を要することから、被害に気付いたとしても直ちに返

金請求には至れない。したがって、取消権の行使期間については、「無

期」若しくは有期だとしても「20年」にする必要があると思う。 

 

・不当寄附勧誘防止法第９条に関して言えば、取消権の行使期間が短す

ぎると考える。自分の経験も踏まえれば、宗教における教義などを信

じ込まされている状態から脱却するためには相当の期間を要すると

考えるところ、関係する支援団体及び専門家からの意見も伺いつつ、

脱却に要する期間を客観的なデータに基づき把握した上で、行使期

間の設定が行われるべき。 

 

・不当寄附勧誘防止法第９条に関して言えば、自分は宗教団体からの被

害に気付き当該団体から脱会した後、しばらくの間精神状態が不安

定な日々が続いた。そのような状況下において、どこに相談すべきか、

被害の証拠として何を示すか、といったことなど思うにも至らなか

った。このような被害実態を踏まえれば、被害に気付いてから３年以

内に被害者が取消権を主張することは大変なことだと思う。 

 

・不当寄附勧誘防止法第 10条に関して言えば、自分の養育費の確保に

限らず献金被害に遭い生活困難に陥った親の生活維持まで図れるよ

うにするため、家族が親に代わって献金を取り消せるように改正さ

れたい。こうした親は、生活困難になった理由が高額献金である以上

生活保護の受給も難しく、結果としてその生計維持の負担は子が背

負うことになる。こうした家族の被害を救済する観点からも、見直し

が必要。 
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・不当寄附勧誘防止法第 10条に関して言えば、家族による親の献金の

取消は極めて困難である。そもそも債権者代位権については適用に

当たって高いハードルがあり、その上返金請求できる範囲も限定的

である。長期間にわたって高額献金を続けた結果、老後の生活資金が

十分にない親の生活維持のための負担を２世である子供世代が担う

という被害が生じている一方で、本法に規定されている家族の返金

請求可能範囲について親の介護や扶養のための費用までは含まれて

おらず、実質的な家族の被害救済が図られていない。 

 

・不当寄附勧誘防止法第 10条に関して言えば、宗教２世の被害実態と

しては親の献金被害を止めることも出来ないまま高齢の親の生活を

支えなければならない状況に陥っているところ、これも鑑みれば、よ

り広く、家族が被害者に代わって献金の取消権の行使ができるよう

に措置されるべき。法第 10条の策定に当たっては、国会において財

産権及び被害者本人の権利との兼ね合いも考慮されながら議論され

た上で現在の法の規定になったと承知しているが、実効的な被害救

済のためにそうした制約を超えた何らかの措置が講じられないのか

と思う。 

 

・不当寄附勧誘防止法第 10条に関して言えば、実際問題、中学生や高

校生が親の返金請求を代位することなど果たしてできるのか、法制

定当初から疑問であった。そのような事例は皆無だと思う。 

 

・不当寄附勧誘防止法第 10条の債権者代位権の特例規定に関して言え

ば、特に当事者の子供が行使しようとすると大変難しいという問題

があると思う一方、自分のように成人している子の場合には親の被

害救済を図るに当たって当該特例は使えない。自分は高齢の親が被

った献金勧誘被害の状況が判明した時には、既に親は生活費にも事

欠き老後の資金がない状態で、しかも認知の衰えのため状況把握も

できず、自ら返還請求もできない状態であった。こうしたケースにお

いて、子供が親の老後資金の返還請求をできるような法律があれば

よいと考える。また、そのように生活が困難な状況になる前に献金を

し続けている事実が発覚した場合、本人の意思にかかわらず、後見契

約などによって弁護士等に財産管理を委ねられるようになればよい

とも思う。 
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・不当寄附勧誘防止法第 10条に関して未成年者による債権者代位権の

行使について言えば、現実的には行使困難であり実効性に欠けてい

る。実際、日弁連が 2023年に出した意見書においてもこの点は主張

されており、そちらも参照されたい。この際、国会の附帯決議におい

て、未成年者の子の援助の充実が掲げられているが、これも十分尊重

の上対応していただきたい。なお、厚生労働省から「宗教の信仰等に

関係する児童虐待等への対応に関するＱ＆Ａ」が公表されており、こ

の内容をみると、児童が保護者に対する扶養請求権等を保全するた

め保護者に代わって不当寄附勧誘防止法上の取消権等を行使する必

要がある場合には、児童相談所が弁護士会等の関係機関と連携の上

対応することとされているが、児童相談所の業務状況なども鑑みれ

ば、現実的に児童相談所主導でこのような対応を行うことは困難で

はないかと考える。消費者庁等の関係省庁が児童相談所等の問い合

わせに対応したり、実務的な支援を行う等、現場への支援をお願いし

たい。また、法第 11条に基づき、公費に基づく支援制度を措置いた

だきたい。 

 

・不当寄附勧誘防止法第 11条に関して言えば、宗教団体からの被害を

受けている現役信者・元信者に対し積極的にアウトリーチしていく

ことが重要。現役信者は教義に反することはできないので、寄附をや

められるように公的機関に相談しようなどとは思いもしないし、元

信者はこれまでの被害を直視することが難しいので、自分から相談

をする心理的ハードルが高い。積極的に公的機関から介入していけ

るようにすべき。 

   

・不当寄附勧誘防止法第 11条に関して言えば、そもそも支援機関への

相談にまで至るケースが少ない。被害に気付いたとしても、心の準備

に相当の時間を要することも背景にある。10 年ほど前の話にはなる

が、病院にかかった者については献金は自己責任として帰されたし、

警察に相談しても民事に係ることなので介入困難として相手にされ

ないケースもあった。家族会等に参加して被害を受けているかもし

れないと知るきっかけがあったとしても、そこからマインドコント

ロールが解けて返金請求に至るまでに 20～30年かかる人もいる。い

ずれにせよ、関係機関の積極的な支援なしに返金請求に至るのは困

難。消費者庁においても、被害者に積極的に介入された方がいいと思

う。 
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  自分は高齢者の生活相談を受ける仕事に就いているが、虐待保護

や振り込め詐欺などの相談は受けるが、宗教団体からの献金勧誘被

害に関する相談はない。だまされる高齢者は多いと思う。市町村レベ

ルでも体制が整っていないのに、果たして県レベルで体制が整備さ

れているか疑問である。 

 

（ウ）消費者庁における法運用及び周知・啓発の取組に関する内容 

・法律が被害の実態に即した内容になっていない点には問題があるが、

消費者庁における不当寄附勧誘防止法の運用及び周知・啓発の取組

については、やれるべきことを全てやられてきたのではないかと思

う。強いて言えば、周知・啓発について、法人等に献金する際には銀

行振り込みが主な手段となるところ、例えば銀行のＡＴＭでの振り

込み前の画面において、不当な寄附勧誘行為への注意喚起を促せば、

洗脳状態で献金している者にも情報が届くのではないか。 

 

・不当寄附勧誘防止法の周知・啓発について、寄附を募る全国のあらゆ

る法人等向けに説明会を実施しているとのことだが、今後とも継続

的な実施をお願いしたい。その際には、どういった属性の法人・団体

が参加していて、逆にどういった属性の法人・団体は参加していない

のかチェックしておく必要はあるかと思う。 

 

・不当寄附勧誘防止法の周知啓発に関するこれまでの取組について言

えば、「不当な寄附勧誘に心当たりあれば通報を」と言われても、マ

インドコントロール下にある被害者にとっては被害に心当たりなど

ない。自分が被害を受けた宗教団体の手口を踏まえれば、不当寄附勧

誘防止法に規定している不当な寄附勧誘行為のうち、「恋愛感情等に

乗ずるもの」以外の行為は全て当てはまっていると思う。ただし、マ

インドコントロールの状態にあり被害を認知していない被害者に対

しては、そういったメッセージは響かない。 

  また、周知のターゲットについて、自分が被害を受けた宗教団体に

ついて言えば、加害対象が若年層化しており、大学生はもはや遅く、

高校生がターゲットとなっている。また、宗教団体が正体を隠した上

で高校の教師に流布した内容を、教師がそれに気付かずに生徒であ

る高校生に伝播して被害が広がっていくという話も聞く。大学に入

っても、スポーツサークルなど、怪しいとも思わないような場所で勧

誘が行われている。 
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・不当寄附勧誘防止法の周知・啓発の取組について、ポスターの掲示や

パンフレットの展開を全国的に広く実施しているとのことだが、こ

れまで現物を見た記憶がない。町内の掲示板などもっと生活に身近

なところへ掲示した方が気づかれやすいのではないか。また、公民館

にパンフレットを置いているとのことだが、そうした施設では膨大

な種類のパンフレットが置かれていることから、どうしても紛れ込

んでしまい気づかれにくいと思われる。 

 

・不当な寄附の勧誘は規制対象となっているが、被害実態としては高額

な物品を購入させられることも多く、寄附ではないからと諦めてし

まう人も多いのではないかと思う。ポスター等で周知・啓発を行う際

には、消費者契約法とあいまって霊感を用いた被害を防止している

ということがもっと分かりやすいようにすれば、泣き寝入りする人

は減るのではないかと思う。 

 

・不当寄附勧誘防止法の周知・啓発について、特に若年層は法律に疎く、

普段の生活から遠い存在と認識していると思われる。したがって、も

し若年層が霊感商法や献金勧誘被害に遭ったとしても、精神論で片

付けられたり知らなかった自分が悪いからと思ったりしやすく、被

害実態が表に出てこない可能性がある。そういった不当な行為は法

律で禁止されていることを、法教育と合わせて若年層に啓発する必

要があると思う。 

 

・不当寄附勧誘防止法の周知・啓発について、２世児童の救済の観点で

申し上げれば、児童の被害状況を察知し実際に対応するのは児童相

談所、警察及び地方自治体の児童虐待関連部署といった関係機関の

担当者であると考えられるところ、実際に対応するこうした関係者

が不当寄附勧誘防止法第 10条などの内容を把握していない限り、本

法による被害救済にはつながらないと思う。したがって、このような

関係者に、消費者庁等の関係省庁が児童相談所等の問い合わせに対

応したり、実務的な支援を行うこと等と合わせて、法の内容が周知さ

れることが重要であると考える。 

 

・不当寄附勧誘防止法の運用状況について、行政措置にまで至る事案が

なく、匿名情報につき十分な調査に至れない事案も多いなど、歯がゆ
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いところがあるのではと感じた。巧妙な被害実態を踏まえれば行政

措置０件にならざるを得ず、また、加害者側からの干渉を受けて恐怖

や泣き寝入りに陥った結果、被害者としてはなかなか声を上げづら

く、そういった事情もあってこうした２年間の運用状況になってい

るのではないかと思った。一方で、行政措置の件数が増えればよいと

いうわけでもなく、被害がないのであればそれが一番。 

 

・不当寄附勧誘防止法の運用に当たって、情報収集の際に匿名での情報

提供が相当程度あり調査に行き詰る場面が多々あるとのことだが、

被害者視点で考えると、そもそも相談先が信用できるかどうか不安

な状態で相談しているので、詳細情報を明かさずに匿名で情報を寄

せるのだと思う。 

 

・消費者庁の寄附の不当勧誘に係る情報収集について、ウェブサイトに

専用フォームを設けているとのことだが、スマートフォンの扱いに

慣れていない高齢者がアクセスするのは困難だと思う。ネット検索

でも不慣れな高齢者がなるべくアクセス容易になるように、検索時

に入力することで専用フォームが検索トップに出てくるような端的

な 10文字以内の用語があればいい。また、そうしたワードがあれば、

それを広く周知すると、フォームへのアクセス数が増え、相談の書き

込みも増えると思う。 

 

・不当寄附勧誘防止法に係る情報受付窓口の１つである法テラスの霊

感商法等対応ダイヤルについては、開設当初は相談員が不慣れであ

ったこともあり、たらい回しになるなど対応が悪いとの話を聞いて

いた。実際の被害者として自分は相談員向けの講習会に講師として

参加したこともあり、そうした中で、当初のような相談窓口に対する

悪評は少なくなっている。 

 

・宗教団体からの献金勧誘被害の相談については、専門家の弁護士や臨

床心理士でさえ対応が困難だと思っている。したがって、公的機関の

相談窓口に被害者や元信者を配置して相談を受け付けられるように

するほか、被害者や元信者が相談に乗る民間機関の相談先を増やす

といった取組が大事なのではないかと思う。また、救済が縦割りにな

ってしまっている印象であり、相談先については、相談したい内容ご

とに分かりやすくまとめたものを、関係省庁や地方公共団体等と連
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携して作成・公表してほしい。 

 

・情報の受付窓口を複数設けているとのことだが、そもそも被害に気付

かないと意味がないし、被害に気付いた方についても情報提供に至

るまでの心のケアが必要。牧師、心理カウンセラーなど、心のケアを

行う方々を通じて情報を集めるというのも有効な手段かと思う。 

 

・不当寄附勧誘防止法に関する相談受付に関して、被害者に限らず周り

の家族や知人でも相談可能であることを周知することが適当と考え

る。被害実態を踏まえれば、被害者本人はそもそも被害に気付いてい

ないケースもあり、そうした被害を救済するためには周囲で気が付

いた家族や恋人などの働きかけが必要となってくる。 

  また、相談のハードルを下げることも重要と考える。被害者本人か

らすると、当初からは想定していなかった事態にいつの間にか陥る

ことになるため、少しでも不安に思ったら相談いただくようにして

もらえれば、早期に被害に気付くことができるかもしれない。 

 

・不当寄附勧誘防止法の運用について、今後寄せられる相談件数は減少

していき、相談が寄せられない日々が続く中で体制維持が困難にな

ることもあるのかと思われるが、他方で隠れた被害もあると思うの

で、ぜひ継続的な法運用をお願いしたい。この点、霊感商法による被

害が甚大であった 1980～90年代には報道でもこの問題がよく取り上

げられており社会的関心も高かったが、新規性に乏しい内容である

こともあってか、それ以降は被害が残存しているにもかかわらず報

道ではすっかり取り上げられなくなった。ただ、人の命や生活にかか

わる問題である以上、継続的な対応が必要であると考える。 

 

（エ）その他の内容 

・不当寄附勧誘防止法に実効性があったのかどうか、今回の見直しに当

たって統計的に調査していただきたい。献金勧誘による被害額の推

定も併せて実施し、法の実効性の検証をされるべきと考える。 

 

・見直し規定は重要な規定であると考えているので、私のような被害者

の意見をよく聞いて、きちんと上まで共有して、実効性ある法律にし

てもらいたい。 

 



 164  
 

・不当寄附勧誘防止法の見直しに関して、河野元大臣は何かしらの検討

会を設けることを国会で明言されている。これも踏まえ、被害者及び

弁護士が参加する形式の検討会を設置し、被害実態を十分踏まえた

上で、実効性を高める法改正の在り方について議論されることを望

む。 

 

・「救済法」などと制定当時は報道されていたが、実際にこの法律を使

っている人はいるのかと疑問に思う。こういった法律はこのような

ものかとも思うが、もう少し身近なものとなってほしい。法律の内容

が難しく身近に感じられない。 

 

・献金は証拠が残らない形で行わされることも多く、団体側は献金の事

実を認めないこともあるため、寄附を募る事業者側が受領した献金

等の記録を残しておくことを法律で義務づけることも検討してよい

のではないか。 

 

・憲法との兼ね合いで難しいのは承知の上だが、過去の被害にも不当寄

附勧誘防止法が適用されるのが本来は望ましい。自分が被害を受け

た宗教団体について言えば、高額献金被害が 1990年代～2000年代中

盤～後半までの期間に集中して発生していたところ、これが今も問

題となって残っている状況。また、幼少期に親と同様に宗教団体の教

義を教え込まれた２世にとっても、自分の被害に気付くまでには相

当の時間を要するため、被害に気付いた時には法的時効が既に到来

しており救済の道が閉ざされているケースがほとんどである。 

 

・不当寄附勧誘防止法の見直しに当たっては、消費者契約法の改正も含

めてだが、日弁連から 2023年に出されている３本の意見書の提言内

容などを参照していただきたい。具体的に検討いただきたい事項は、

以下のとおりである。 

① 正体や目的を隠した勧誘・助言の機会を奪うこと・「つけ込み型

不当勧誘」の禁止 

② 家族等第三者による取消権を行使できる制度の検討 

③ 被扶養者等を保護するための債権者代位権制度の検討  

④ 不当寄附勧誘防止法違反が疑われる被害状況について把握し

ている被害者以外の家族や周囲の関係者などが、加害者である

団体などに対して違法行為が疑われる旨を書面送付できるよ
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うにする制度の創設 

 

・不当寄附勧誘防止法成立時における参議院での附帯決議のうち 10番

目及び 11番目の項目において、親族間の問題、心の悩み及び宗教２

世を含む子供が抱える問題等の解決に向けた支援体制の構築、成人

した宗教２世の支援体制の構築及び本法での被害救済の適用対象外

となった被害者等への支援についての検討が掲げられたが、これを

具体化していただきたい。 

 

・参議院の附帯決議において、被害者等の支援団体に対する支援を検討

し、措置することを定められているところ、支援団体が自前で活動す

るには限界もあるので、この点消費者庁の所管ではないと理解して

いるが、適当な府省庁において適切な措置がとられるようにお願い

したい。 

 

エ 公益財団法人日本宗教連盟 

・神道、キリスト教、仏教、新宗教の各宗派において、不当寄附勧誘防

止法の施行後以降、同法に係る訴訟を提起された事例は、知り得る限

りにおいては把握しておらず、同法に関する問題は生じていない状

況。 

 

・当連盟が主催した、各地の宗教法人役員及び事務担当者向けの不当寄

附勧誘防止法に関する説明会に消費者庁にも協力いただいたが、新

法について一定程度の理解が図られ、漠然とした不安をもった宗教

法人関係者の不安の解消につながり、効果があった。 

 

・証拠が確認できていないので不確かな話にはなるのだが、宗教法人に

対して数十万円寄進をした方のご遺族から、不当寄附勧誘防止法の

内容を踏まえてなのか、不当な勧誘であったと主張を受け返金請求

を受けた事例を聞いたことがある。なお、相応の寄附を受けた際には

領収書を発行することが徹底されており、当該事例においても過去

の領収書を全て確認したところ、領収書記載の合計額と比べて遺族

からの請求額は過大なものとなっていたとのこと。いずれにせよ、過

去の領収書の確認作業は非常に煩雑であり、大変だったと聞く。 

 

・経済的に脆弱な教会に対して、信者の方で生前中あるいは死後に寄附



 166  
 

する意向を示される方がいると遺贈や贈与契約を結ぶことになるの

だが、そうした場合、法定相続人が当該寄附に納得せずいざこざが生

じる事例は、不当寄附勧誘防止法制定前からある。最近では信託銀行

が入るようになったためだいぶ問題はなくなったが、不当寄附勧誘

防止法の成立によって、そうした相続人の方々が親や祖父母の寄附

に対する不平・不満を言いやすくなった側面はあると思い、情報はき

ちんと残して争いの種は作らないように注意喚起しているところ。

なお、宗教法人関係者には、信者に対して密室で遺贈や贈与の約束は

しないように言っている。 

 

・遺族の方から弁護士を立てて信者である親が支払った寄附金の返金

請求を受けた事例は聞く。その際、不当寄附勧誘防止法が出来たこと

によって、同法が悪用されているわけではないが、そうした寄附金の

返金請求が後押しされていると感じる。 

 

・不当寄附勧誘防止法第４条第６号に関して言えば、宗教法人の活動は

霊感その他合理的に実証不可能な能力を用いることに他ならないた

め、これを用いて不安をあおる又は不安を抱いていることに乗じて

寄附を勧誘することを禁止する法があることは、我々宗教法人にと

って活動しづらくなっている面はあるし、イメージダウンが否めな

い面もある。 

 

・宗教法人の運営に当たっては、信者の方に寄附やお布施、浄財といっ

たものをお願いする場面もあるが、そういったものについては必ず

領収書を出すことや帳簿をつけることを徹底するように、各所を回

って研修会や講習会を開き、宗教法人関係者に対して指導するよう

にしている。 

 

・檀家組織や信徒組織などで信者の在り方というのは異なってくると

ころ、ここ 30年程の間にみられる変化として、古くからの信者の子

供世代や孫世代における信仰文化の希薄化がある。これを背景に、信

者である祖父母が自らの信仰心で進んで行った寄附金を、信仰に無

理解な子供世代が不愉快に思い、不当な勧誘行為があったとして当

該寄附金の返金を請求するというケースも生じている。こうした場

合において、当時に寄附者本人が不安をあおられて寄附を行ったの

か、あるいは純粋に自らの意思で寄附を行ったのかについては合理
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的な証明が難しく、そうした事情もあって、実際には訴訟に発展する

ことを避けるために法人側が折れるケースが非常に多い。御家庭の

事情も重々承知しているが、お寺等がなくならないように頑張って

いる中で、厳しい状況にはある。純粋に信心をもってお布施等を行っ

ていただいていた祖父母や両親の気持ちも尊重していただければと

思う面がある。 

 

・宗教法人の運営に当たって、信者から進んで寄附や寄進を受けること

は恒常的にされてきた。他方、不当寄附勧誘防止法による直接的な影

響かどうかという点は別として、ここ数年、信者の家族の方で同様の

信心がない方と、信者からいただいた寄附金についていざこざが生

じるケースがよくある。基本的には信者が信仰心をもって行ったも

のであるので、大体は示談や和解で済んでいる。いずれにせよ、信仰

心というものを理解してほしいとまではいわないが、宗教界に限ら

ず、様々な法人等で、寄附にはそれぞれの流儀といったものがあると

思うし、少なくとも把握する限りにおいて、（加盟する）宗教法人に

よる寄附勧誘で不当寄附勧誘防止法第４条等に定めている内容に違

反となるものはない。こういった点（それぞれの法人等が持つ特有の

流儀や文化）について、理解が広がればとは思う。 

 

・不当寄附勧誘防止法は寄附を募るあらゆる法人等に対して不当な寄

附勧誘行為を規制する建付けとなっているが、一般企業と寺社を同

じフィールドで語ることはできないと考える。例えば、税制上では、

宗教法人が宗教活動に伴って得られた寄附金は「本体事業収入」とみ

なされ一般企業における寄附とは異なり非課税となっている。また、

宗教上の寄附についても、その性格上「donation」と言えるものもあ

れば、「charity」と言えるものもあり、寄附の性質は日本と海外とで

異なるといった事情もある。こうした多様な背景事情があるにもか

かわらず、不当寄附勧誘防止法では「寄附」を一括りに扱っている点

に問題があると思っており、今後同法に関するどのような事例がで

るのか不安に感じている。 

 

・不当寄附勧誘防止法第４条第６号に関して言えば、消費者契約法の平

成 30年改正において衆議院での修正時に追記された内容をそのまま

流用しているが、不当寄附勧誘防止法の立案当時も申し上げたとお

り、この内容を流用したことは大変遺憾である。そもそも、「霊感そ
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の他の合理的に実証することが困難な特別な能力による知見」との

記載ぶりについて、法律用語として複雑すぎる。当該部分の内容は

我々宗教法人が提供する全てに関係するものであるが、霊感自体は

悪いものではなく、それを濫用することがだめなのであるから、この

ことを法律上でもより分かりやすく明記すべき。 

 

・不当寄附勧誘防止法第４条第６号に関してさらに言えば、霊感という

法律的に実証困難なものをキーワードとして定義していること自体

に問題があると考えている。個人によって感覚も違えば、宗教毎にも

性質が異なるものであるため、単に一つの言葉で定義することに無

理がある。にもかかわらず、法律上でこのように書かれると、その解

釈次第で法律が濫用される恐れがあるほか、霊感自体を用いること

が悪いという宗教に対する偏見に結び付けられるおそれがあり誠に

遺憾。 

 

・法律の適用には単に、「霊感による合理的に、、、」とするのではなく、

「霊感を濫用し、合理的に、、、」という解釈をガイドライン等で徹底

してほしい。また、同種の新法を制定の折には、誤解の無いよう「霊

感を濫用し、、、」とされたい。 

 

・宗教法人は公益性を有する性格上、訴訟ごとを嫌う性質がある。そう

した中で、不当寄附勧誘防止法に関する返金請求を受けたときの対

応について、寄附時の個人の意思を確認・立証する手段がないという

点は悩ましく思う。例えば、信者の方から寄附を受ける際に、マイン

ドコントロールを受けていないといった内容について確認の上自署

いただくといった対応ができないか。いずれにせよ、何らかの措置を

検討しないと、訴訟に発展した際に、宗教法人側として対応できず泣

き寝入りに陥ってしまうことになる。また、寄附においても電子決済

が一般化した中で、個人の意思の任意性を証拠として残す手段も考

えないといけない。 

 

・不当寄附勧誘防止法第 10条に関して言えば、被害者の家族が代位行

使できる返金請求権の範囲を婚姻費用・扶養費等に相当する分に限

定することで、当該制度が濫用され家族による不当な返金請求が行

われないようセキュリティがかけられているものと認識している。

当該制度の内容について、個人及び法人いずれの側にも理解が広ま
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ることが望ましい。 

 

・要因は様々だが、宗教に対するイメージが悪くなっていることを背景

に、宗教法人へのお布施が少なくなっているほか、寺社を支援すると

いう文化が希薄化している。そうした状況の中、不当寄附勧誘防止法

をみて寄附の勧誘を更にしづらくなっている宗教法人関係者もいる

のではないかと懸念されるところ、法人運営側の関係者が同法の内

容をよく知っておくようにすることが重要と考える。このままでは

宗教法人の基盤が揺らいでいくのではないかという危惧がある。 

 

・社会において政教分離が誤った解釈をされている節があり、国や行政

機関が公的な領域から宗教関係者を排除するような流れがある。そ

もそも公教育においても宗教を教えることができないものとされて

いるが、本来であれば、カルト問題も含めて教育した上で宗教の善し

悪しの分別がつくようにされたい。こうした背景もあって宗教に対

するイメージが様々に錯綜している中において、霊感というワード

を用いた法律ができることは、より一層宗教そのものが悪いという

イメージを植え付けることにつながりかねず、大変遺憾である。「霊

感」という言葉を法律から削除することも検討してほしい。 

 

オ 特定非営利活動法人セイエン 

・法の制定時であるが、不当寄附勧誘防止法はあらゆる法人等が規制の

対象となるにもかかわらず、宗教法人以外のＮＰＯ等への意見聴取

の機会が設けられなかったことは不十分な議論だったと評価せざる

を得ない。一般的な規範を定めるには立法事実に乏しかったと思わ

れるし、諸外国における制度の比較検討などが十分に行われるべき

であった。他方で、当時の諸情勢を鑑みれば、被害者救済のための早

急な法整備が必要であった点にも理解はできる。 

 

・消費者庁における不当寄附勧誘防止法の運用自体には、現状問題なく、

妥当なものであると評価でき、消費者庁における取組の成果が実っ

ているのではないかと思われる。 

 

・法附則第５条がある以上、消費者庁として検討を行う必要があること

は否定しないが、現時点においては改正すべき事項は我々の考えで

は存在しないと思われるし、これ以上の規制の強化には反対する。 
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・法附則第５条に係る検討に際して検討会を立ち上げる場合には、その

構成員にＮＰＯ関係者も含めた上で議論していただきたい。 

 

・法制定当時、宗教団体のみならずＮＰＯも含めた寄附勧誘に係る一般

的な禁止規範が策定される動きがあることを把握し、新法が制定さ

れることによって各地のファンドレイジングの活動が不当に制限さ

れ萎縮するといった副作用が生じることが非常に懸念された。その

ため、こうした新法による副作用を最小化するため、連日活動してい

た。他方で、寄附勧誘被害に遭った被害者を救済するための立法措置

であるという新法制定の趣旨については理解できるところではあっ

たので、被害者救済等に向けた動きを阻害しないように細心の注意

を払っていた。 

  こうした活動の結果もあって、当時の国会における法案審議にお

いて、新法の施行・運用に当たっては寄附文化の醸成に配慮するとい

った総理及び大臣の答弁もあり、実際に法第 12条においても法運用

上の配慮義務として、法人等の活動において寄附が果たす役割の重

要性に配慮することが盛り込まれたのはよかった。 

 

・消費者庁において不当寄附勧誘防止法の運用上の制度として創設さ

れた「執行アドバイザー制度」に関して言えば、アドバイザーとして

各界の有識者が就任する中で、その一人として日本ＮＰＯセンター

の理事である萩原なつ子氏が選定されたことは評価に値する。 

 

・消費者庁における不当寄附勧誘防止法の運用について、２年間の運用

結果として法に基づき勧告・命令を行った事案は０件であったとこ

ろ、これに対する評価は一概には申し上げがたいが、少なくとも同法

に違反するようなＮＰＯがなかったことが明らかとなり安心してい

る。 

 

・不当寄附勧誘防止法の制定によって、寄附者である国民が悪質な寄附

勧誘に対して気を付けるようにするといった問題意識の向上につな

がった面があると思う。 

 

・法制定当時において、新法の制定・施行によってＮＰＯ等の活動の萎

縮につながることを懸念しており、特に公益認定法の第 17条をベー
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スにした上で寄附勧誘に当たっての配慮義務を定めることがないよ

うに主張してきた。公益認定法の当該規定は、非常に漠然とした寄附

の募集に関する禁止行為を定めたものとなっているところ、もしこ

れを準用する形で新法が制定されていれば、ＮＰＯ等の活動に支障

が生じることが予想された。一方で、現行の不当寄附勧誘防止法の規

定はいい塩梅で制定されたものという印象をもっており、現状にお

いて、ＮＰＯ等の活動に過度な萎縮が生じているといった事態は確

認されていない。したがって、現行法の内容で妥当なものだと認識し

ている。 

 

・不当寄附勧誘防止法の第３条に関して言えば、制定当時から第４条と

同様に禁止行為にするべきだという意見もあったが、ＮＰＯ側の立

場から申し上げると、特に同条第３号の寄附金の使途誤認がないよ

うにするという規定については、もし厳格化した場合、実際に寄附を

募る団体が適切に対応するのは至難の業であると思う。特に誤認に

ついては勧誘を受ける寄附者個人の主観によるところも大きいため、

これも踏まえれば寄附金の使途誤認を完全に防ぐことは理論上不可

能であると考える。例えば、寄附の募集時点においては子ども食堂の

運営のために寄附を募っていたとしても、その後震災被害が発生し、

その迅速な復興のために寄附金を転用するといった活動事案もある

かと考えられる。こうした事例において、もし寄附金の使途誤認を法

律で厳格に規制された場合には、そういった慈善活動を行っている

団体の活動の萎縮につながりかねない上に、社会全体における公益

性を損なうことにまでつながると思う。そのため、現行法の規制をこ

れ以上厳しくすることは避けていただきたい。禁止行為化により、行

政処分の対象になるであるとか取消しの対象になるとかではなく、

あたかも一切の転用等が禁止であるということによる萎縮効果が相

当に懸念される。 

 

・寄附勧誘被害の抑制のためには、法によって寄附を募る側の法人の不

当な行為を規制することとあわせて、国民向けに寄附に関する教育

を推進することなどを通じて、寄附をする側の個人の寄附リテラシ

ーの向上を図るべきであると考える。 

 

カ 公益財団法人日本非営利組織評価センター 

・寄附や助成金を受ける非営利組織（ＮＰＯ）の組織運営について信頼
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性を評価する新制度として 2025年４月に「グッドギビングマーク制

度」を創設し、当該制度の設計に当たって不当寄附勧誘防止法の内容

を参照させていただいた。６月以降申請の受付を開始しており、８月

末以降から審査結果を随時出す見込みである。現時点で想定以上の

申請を受け付けており、今後認証団体が増えてＮＰＯの組織運営に

ついて信頼性の可視化が進み、寄附者が安心して寄附できる社会が

実現されるよう努めてまいりたい。 

 

・申請に当たっては、当法人で作成した申請ガイドブックを熟読いただ

いた上でこれに同意いただくことになるのだが、このガイドブック

内において制度上の審査基準の１つとして募金目的の明示及び寄附

結果の報告を掲げており、この審査基準を満たす上で不当寄附勧誘

防止法を十分理解していることを要求している。ガイドブック内で

は不当寄附勧誘防止法に規定されている配慮義務及び禁止行為の概

要の紹介もしており、こうした我々の取組がＮＰＯにおける同法の

理解の広まりに貢献できればよいと考えている。 

 

・不当寄附勧誘防止法が制定される以前から、ＮＰＯの信頼性を評価す

る制度として「グッドガバナンス認証制度」を運用しており、当該制

度の運用上でも非営利法人の寄附活動に関する審査をしていた。そ

の際には、領収書の発行や寄附の目的・使途の明示といった寄附を募

るに当たって行った方がよいことは示せていたが、逆にどういった

寄附の募集方法は不適切なのかということは具体的に示せていなか

ったのが課題であった。この点、不当寄附勧誘防止法が制定されたこ

とで、寄附勧誘に当たって行ってはいけないことを明確に示すこと

ができるようになったのは大変良かった。 

 

・「グッドギビングマーク制度」の運用上、ＮＰＯからの認証申請に対

して審査を行うところ、その審査基準として寄附を募る際に寄附目

的の明示及び寄附結果の報告を行っていることを満たす必要がある

ものとしている。これを審査する際には、申請団体から提出された直

近の募金に関する書類の確認及びオンライン面談を実施している。

なお、書類の受付に当たっては、具体的に必要な書類について厳格な

指定は設けておらず、例えば当該団体のウェブサイト上での募金案

内のページなど幅広く受け付けることとしており、他の提出書類を

含めて総合的に確認することとしている。 
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  このほか、過去５年以内に行政処分を受けた経歴の有無及び不当

寄附勧誘防止法に関連するクレームを受けた経歴の有無といった事

項も申請に当たって事業者に報告を求めており、あった場合にはそ

の時期や内容、当時の対応といった詳細について確認するようにし

ている。なお、審査は現在進めているところだが、その過程で、不当

寄附勧誘防止法に関連するクレームがあったと申告を受けた事例は

ない。 

 

・制度の認証に当たっては、対象事業者が不適切な団体でないかどうか

確認するため行政処分の履歴や民事訴訟の履歴の有無といったこと

を従来から確認するようにしているが、寄附をめぐる訴訟について

はスラップ訴訟のような事例もあって、ＮＰＯ法人自体に非がある

かどうかの線引きが難しい面があった。また、従来から寄附活動に関

する審査のポイントの１つとして、ファンドレイジングに関しての

倫理規定のようなものを設けているかどうかという点も確認してい

たが、実際にそういった規定を設けている団体はほとんどなかった。 

そうした中で不当寄附勧誘防止法が制定されたこと、「グッドギビ

ングマーク制度」の審査基準に不当寄附勧誘防止法の理解を設けた

ことで、「グッドギビングマーク」はＮＰＯが同法の趣旨をちゃんと

理解した上で募金活動を行っていることを示すことができ、関係法

令を遵守した上で活動しているというわかりやすいアピールポイン

トを示すことができるようになったのではと考える。また、ＮＰＯが

不当な寄附勧誘行為を行わないように意識を高めるツールの１つと

して不当寄附勧誘防止法が機能した側面もあると考えており、こう

した点で同法が非常に役立ったと考えられる。 

 

・長年ファンドレイジング業界に携わってきた関係者の視点からみて

も、不当寄附勧誘防止法ができたことは業界において非常にインパ

クトが大きかったと思う。法の制定当時にはどういった影響が今後

生じるのか非常に懸念されていた印象がある。 

 

・ＮＰＯ業界では、マンスリーサポートといった毎月定額での継続寄附

をいただける方を増やしたいと思っているところ、その募集はＮＰ

Ｏが委託した事業者が行う。募集団体自体は自らの活動に共感と理

解をいただいた上で寄附してもらいたいという思いが強い一方で、

商談などに長けている委託事業者はそういった共感を得ることより
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も寄附を集めることに主眼がおかれる傾向にある。そうした面もあ

って、不当寄附勧誘防止法の制定以前から一定数のクレームが募金

者から寄せられていた状況であったが、こうした中で新法によって

委託事業者を通じた従来の寄附勧誘行為が規制対象とされ、寄附を

集めにくくなるといった影響があるのではと非常に不安視していた。

特に公益団体は社会からの信頼性がその活動において重要となって

いるところ、新法によって勧告や命令を受けた場合には、団体として

の信頼に傷が付きその後の活動に支障が生じる心配もあった。 

  ただ、この２年間法律に基づく勧告・命令といった件数が０件であ

ったことは、安心材料となった。新法成立当時には、従来から受けて

いた寄附に関する些細な苦情があった場合にはただちに法律違反と

なり、今後の寄附活動に支障が生じるほか助成金の返還を求められ

るといった弊害が及ぶ事態に陥るのではと心配していたが、結果と

して同法の施行によってそういった弊害は生じないものであると理

解し安心している。 

 

・今後とも、寄附者及び寄附を募る法人・団体のいずれ側へも教育や研

修などを通じて寄附に関するリテラシーを高めていただくことが重

要であると考える。 

 

・ＮＰＯ業界では新法制定前には自団体の活動への悪影響が生じない

か不安視する動きがあったが、実際に法が制定されたことで、自分た

ちが行ってきた通常の寄附勧誘行為は法律上問題ないことを理解し、

逆に自信をもって活動できることにつながったのではないかと思う。 

他方で、最近ではＮＰＯ内において不当寄附勧誘防止法への関心

が薄くなっていると感じる。背景としては、同法の内容が業界に広く

定着したからというより、通常の寄附勧誘行為が規制対象とならな

いことが理解されたことから、自分たちの活動には問題ないと考え

無関心になったのだと考えられる。しかし、先ほども申し上げた委託

事業者や寄附の募集をする構成員が自らの実績欲しさに退去妨害な

どの不当な勧誘を行う危険性は今後も否定できない。そうした意味

で、消費者庁による法の周知・啓発活動については今後とも継続的に

実施される必要があると考える。 

 

・遺贈寄附については近年盛んになっているが、これを募る団体におい

ては不当寄附勧誘防止法の内容をしっかり理解した上で、同法を一
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種のガイドラインとして活用し、これに違反するような勧誘行為を

行っていないことを後から証明できるよう準備するといった形で、

法を活用することができるのではないかと思う。遺贈寄附をめぐっ

ては寄附者の遺族との間で返金トラブルが生じるおそれもあるとこ

ろ、不当寄附勧誘防止法を遵守していることを示すことで、そうした

トラブルの回避・対処に役立てられるのではないかと考えられる。 

 

・不当寄附勧誘防止法の制定・施行を受けて、ＮＰＯが行う寄附勧誘行

為についてのクレームが増えたといった影響は、知り得る限り把握

していない。 

 

キ 社会福祉法人中央共同募金会  

・法律制定当初においては、新法の成立によって通常の募金運動にも支

障が生じるのではないかという心配はあったが、従来通りの募金へ

の協力の呼びかけの範囲内であれば法律上問題はないとの認識の上

で、全国の関係者に新法に関する正しい理解が広まるように、情報誌

を通じて周知した。 

  なお、新法の運用から１年が経過した令和６年４月に、周知対象と

した全国の関係者に新法に関する問題や支障が生じていないか聞き

取りを行ったが、特に問題があったとの報告はなかった。 

 

・新法ができる以前から、ボランティア活動も通じながら行っている共

同募金運動における寄附への協力依頼に対して、断りづらいであっ

たり、寄附金が何に使われているのかわかりづらいといった声が一

定数寄せられていた。そうした中で新法が制定されたが、それをきっ

かけにそうした批判や苦情が増えたという印象はない。 

 

・共同募金運動における寄附への協力依頼は新法の規制対象外である

と認識しており、なおかつ社会福祉法の規定に基づき従来から寄附

金の使途や結果を公開していたので、新法の制定を受けて募金運動

の方法を変えることはなかった。 

 

・共同募金運動における個人からの募金とは異なり、ＮＰＯなどでも募

られている遺贈寄附は一般的に相当程度の額であるところ、寄附者

の判断能力に問題があったと寄附者の遺族との間で寄附金返還に係

るトラブルが生じないか、業界全体で心配している節はあったよう



 176  
 

に思う。なお、共同募金会でも遺贈寄附を募っているが、少なくとも

新法の制定以後、そのような遺族とのトラブルが生じた事例は聞い

ていない。 

 

ク 日本赤十字社 

・法人向け及び個人向けに寄附を募っているが、不当寄附勧誘防止法の

成立・施行によって活動に支障が生じたという影響はなく、一般の寄

附者の方から同法に関連する問い合わせを受けたこともない。 

 

・不当寄附勧誘防止法の成立・施行を受けて寄附者との間で寄附金の返

金に係るトラブルが増えたというような影響も確認されておらず、

やはり同法によって活動に支障は生じていない。 

 

（３）総括 

   前記の各団体等からの意見について、その内容ごとに分類すると、寄せら

れた主な意見としては以下のとおり整理される。 
ア 法の実効性及び改正の必要性に関する意見 

   ・法の制定・施行によって被害に対する一定の抑止効果が働いており、評

価に値する。 

   ・消費者契約法には行政措置規定がなかった一方で、不当寄附勧誘防止法

にはこれが設けられた点が評価できる。 

   ・これまでの法の運用状況及び法の内容などを踏まえれば、現時点で不当

寄附勧誘防止法を改正すべき事項はなく、また通常の寄附勧誘活動に

支障が生じないようにするためにも、これ以上規制を強化するべきで

はない。 

・法律が被害の実態に即しておらず、実効性に欠けており、被害実態を踏

まえた早急な法改正が必要と考える。 

・実際の被害救済の現場において、法がほとんど活用されていない。 

・被害の立証義務が被害者側に課せられていることを、被害救済上での課

題の１つとなっている。 

・不当寄附勧誘防止法では、宗教２世被害者の救済は困難である。 

・法の２年後検討に当たって、法の実効性があったかどうかなどについ

て、統計調査を行うべき。 

 

イ 消費者庁における法運用に関する意見 

・消費者庁での法運用については、やれるべきことが十分果たされ、妥当
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なものであった。 

・通常の寄附勧誘を行う団体の視点からみて、法に基づく勧告・命令が０

件であったことは、通常の寄附勧誘を行う上でも一定数寄せられてし

まう寄附に関する些細な苦情などを受けてただちに法律違反となるわ

けではないことの裏付けにもなっていると考えられ、法が通常の寄附

勧誘を行う団体の活動を阻害していないことも確認でき、安心につな

がった。 

・端緒情報の収集について、そもそも被害に気づいていない当事者からは

情報が寄せられない。 

・寄せられている相談件数が少なく、その要因として被害者が抱える様々

な心理状態が影響している。 

・匿名情報が寄せられる原因の１つに、相談先が信用できるかどうか不安

に思う被害者心理がある。 

・消費者庁のウェブフォームについて、高齢者などのデジタル機器の扱い

に不慣れな人間にとっては情報提供が困難である。 

・被害救済のために、相談のハードルを下げ少しでも不安に思ったら相談

いただくようにすることが重要である。 

・献金勧誘被害の相談に適切に対応できるよう、実際の被害者などを相談

機関に配置するといった措置をとることが重要である。 

・情報収集に当たっては、法務省などの関係省庁と緊密な連携をとること

を求める。 

・消費生活センターについては、不当寄附勧誘防止法違反に関する被害情

報が寄せられるとは考えにくく、情報窓口の１つとしてはあまり機能

していないのではないか。 

・法テラスの霊感商法ダイヤルについて、消費者庁のウェブサイトの通報

窓口を相談者に紹介された事例を把握しておらず、情報窓口の１つと

してはあまり機能していないのではないか。 

・嫌疑なしとして調査を終えた事案について、それを放置することなく、

適切に引き継いで被害防止のために活用すべき。 

・法第３条の配慮義務違反の認定についてかなり抑制的な運用にとどま

っており、もっと積極的に行使すべき。 

・今後相談件数が減少したとしても、法運用を継続することを求める。 

 

ウ 消費者庁における法の周知・啓発に関する意見 

・法に関する法人等向けの説明会について、一定の効果がある。 
・法に関する法人等向けの説明会について、法の定着を図るためにも継続
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的な実施を求める。 

・不当寄附勧誘防止法に関するポスターやパンフレットについて、目にし

たことがない。 
・被害者本人にとっては、自分が被害に遭っていることを認識できていな

い状況に陥っているケースもあり、そうした状況下で不当な寄附勧誘

に関する注意喚起を行っても、被害者本人に響くことはない。 
・被害実態としては、寄附に限らず高額商品を購入させるケースもあると

ころ、消費者契約法とあいまって被害を防止しているという点をもっ

と分かりやすいように周知すべき。 

・被害実態を踏まえ、被害者に直接アクセスできるよう、銀行での入出金

の際に不当な寄附勧誘行為への注意喚起を促すのも１つの手段ではな

いか。 

・被害に遭っている家庭内における未成年の児童の救済に結び付ける観

点から、被害状況を察知し実際に対応する児童相談所、警察及び地方自

治体などの関係機関の担当者に法の内容を周知すべき。 
・若年層に対する法の周知・啓発が必要である。 

・新たな寄附勧誘被害を抑制するためにも、国民向けに寄附に関する教育

を推進することなどを通じて、寄附をする側の個人の寄附リテラシー

の向上を図るべき。 

 

エ 献金勧誘被害の実態に関する意見 

・献金勧誘に至るまでに、宗教団体から教義を伝道されマインドコントロ

ール下に陥った結果、献金勧誘時点ではもはや困惑に陥るような状態

とはなっておらず、自分が被害に遭っていることに気が付けない状態

になっている。 

・被害者が被害に気づくためには、家族やカウンセラーなどの専門家の協

力が必要であり、また、被害に気づいた後にも精神的に不安的な状態に

陥ることから、被害からの回復のためそうした関係者の支援が必要で

ある。 

・被害者自らもまた被害に加担していたことに後から気づいた場合には、

これによる罪悪感も相まって、心の整理に相当な時間を要する。 

・献金勧誘被害に遭い生活維持困難に陥った親の子供が、高齢の親の生活

を支えるために苦労するという間接的な被害が生じている。 

・献金勧誘被害は単に金銭的被害にとどまらず、家庭内でのトラブルや精

神的被害といった側面もあるなど、その実態は多岐にわたる。 

・被害者が若年層化している。 
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オ 寄附をめぐる社会情勢に関する意見 

   ・宗教界においては、知り得る限り、法に関して訴訟にまで至り問題とな

った事案は生じていない。 

   ・法の成立前から宗教法人と信者の遺族との間で寄附金に関するトラブ

ルが生じていたところ、法の成立によって遺族側が親や祖父母が行っ

た寄附に対する不平・不満を言いやすくなった可能性がある。 

   ・近年、宗教信者の子供や孫世代において、信仰文化の希薄化が進んでお

り、こうした事情も背景にあって、信者の遺族による寄附金関連のトラ

ブルが生じている。 

   ・宗教法人において、信者の遺族との間で寄附金に関するトラブルが生じ、

過去の領収書の確認といった煩雑な事務作業が生じるなど、対応に苦

労した事例もある。 

   ・宗教法人が信者の遺族から不当な勧誘があったと主張され寄附金の返

還請求を受けた場合において、寄附当時に信者が寄附を自由意思で行

ったものかどうか証明することが困難であることから、訴訟に発展す

ることを避けるために法人側が折れるケースが非常に多く困っている。 

   ・各地の宗教法人関係者に対して、信者から寄附を受領した際には領収書

の交付及び帳簿への記録を徹底するように指導しており、寄附金に関

するトラブルの防止に努めている。 

   ・宗教信者が行った寄附について、信仰に無理解な子供世代などの家族か

ら返還請求を受ける状況を鑑みると、純粋な信仰心で寄附を行った信

者の気持ちがもっと尊重されるようになることを望む。 

   ・ＮＰＯの信頼性を評価する認証制度の設計に際して、不当寄附勧誘防止

法が役に立った。 

   ・不当寄附勧誘防止法の制定までは、寄附勧誘に当たって法人・団体が行

ってはならない行為は必ずしも明確に定められていなかったところ、

法の制定によりこれが明文化された。 

   ・ＮＰＯや公益法人が通常の寄附勧誘を行うに当たって、不当寄附勧誘防

止法の施行による弊害といったものは生じていない。また、通常の寄附

への協力の呼びかけの範囲内であれば法律上問題はないと理解してい

る。 

   ・ＮＰＯや公益法人が行う通常の寄附勧誘に対するクレームや苦情の問

い合わせなどは、不当寄附勧誘防止法が制定される以前から一定数あ

った。なお、不当寄附勧誘防止法の制定を受けてそうしたクレームなど

が増えるといった悪影響は確認されていない。 
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   ・不当寄附勧誘防止法が制定・施行されたことで、通常の寄附勧誘を行う

法人・団体が同法を遵守していることをアピールできるようになった

という意味で、法が役に立った面があると考えられる。 

   

カ 令和６年７月 11日の最高裁判決に関する意見 

・法第３条の配慮義務規定が一部引用された上で、宗教団体やその信者に

よる献金勧誘行為の違法性判断基準が最高裁判決で示されたことを評

価する。 

・最高裁判決で示された念書の無効に関する判示部分においては不当寄

附勧誘防止法の条文が引用されていないが、こうした寄附勧誘に際し

て寄附者の正当な権利行使を妨害するような行為も、不当寄附勧誘防

止法における規制対象に含まれるべき。 

・最高裁判決で献金勧誘行為の違法性判断基準が示されたが、具体的な基

準や要件などは不明であり、被害救済に結び付けるためには今後の裁

判例の蓄積を待つ必要がある。 

 

キ 法の各規定の内容に関する意見 

（ア）法第１条に関する意見 

・法の適用対象に個人による寄附勧誘を含めるべき。 

 

（イ）法第２条に関する意見 

・高額商品を不当な価格で販売するといったケースのように、外形上は

物品購入の体をなしていても、実質的には献金と同視できる行為に

ついては、法の適用対象に含まれるべき。 

・寄附には様々な性質のものがあり一言で表現することは困難である

ため、法律上で「寄附」を一括りに扱っている点には問題がある。 

 

（ウ）法第３条に関する意見 

・第４～５条と同様に、禁止行為にすべき。 

・第４～５条と異なり、禁止行為にすべきではない。 

・正体や目的を隠した勧誘行為を禁止すべき。 

 

（エ）法第４条に関する意見 

    ・柱書「困惑」の要件が厳しい。 
・柱書「寄附の勧誘をするに際し」について、射程範囲が狭く、寄附勧

誘に至る前に宗教団体が行う入信勧誘時の行為まで範囲に含めるべ
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き。 

・第４号に関して、寄附者が自由な意思決定を行えるようにするため、

現行の規定を緩和するなどして、助言を求める機会を遮断する行為

を禁止すべき。 

・第６号の「必要不可欠」の要件が厳しい。 

・第６号の霊感等の内容を含む規定は、霊感等自体が悪いものという宗

教に対するイメージダウンにつながりかねず、宗教団体が活動しづ

らくなることが懸念されるため、霊感等自体ではなくその濫用が問

題であることを法律上明記するべき。 

・第６号の規定について、消費者契約法の内容がそのまま流用されたこ

とは残念。 

・要件を厳格に定めずに包括的な規定を設けた方が、活用機会の幅が広

がり法の実効性が高まると考える。 

・寄附者が合理的に判断することができない事情があることにつけ込

んで不当に寄附勧誘を行うことを禁止すべき。 

 

（オ）法第５条に関する意見 

・寄附者に働かせて寄附のための資金調達をさせることなどを禁止行

為に含めるべき。 

・寄附者が家族名義の資金を無断で使用して寄附に充てる行為を禁止

すべき。 

・借入れについて、寄附のための資金調達に限らず、寄附勧誘被害に遭

った結果として生活維持困難になったことから生活費の補填のため

に行われるという間接的な被害もある。 

 

（カ）法第８条・第９条に関する意見 

・寄附の意思表示の取消権について、「取消し」ではなく「無効」にす

るべき。 

・取消権の行使期間が短いため、もっと長く、あるいは、無期にすべき。 

・取消権の適切な行使期間を、客観的なデータに基づき把握した上で定

めるべき。 

 

（キ）法第 10条に関する意見 

・債権者代位権の要件そのものが厳しいこともあり、被害救済に役立っ

ていない。 

・未成年による債権者代位権の行使は困難である。 
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・家族による取消権の適用範囲が限定されていることが課題であり、家

族被害の救済のために、生活維持のための費用を保全するためにも

利用できるようにするなど適用範囲を拡大すべき。 

・かつての準禁治産制度を参考に、家族が被害者に代わって、献金被害

額の返還請求や被害者の財産管理を可能とする制度を設計すること

を要望する。 

 

（ク）法第 11条に関する意見 

・自分から相談に行くことが困難な被害者として、被害を認知していな

い状態にある者及び被害に気付き精神不安定な状態にある者に対し

て、公的機関から積極的に介入できるようにすべき。 

・未成年が被害者である親の献金勧誘被害に関して債権者代位権の行

使をするためには弁護士の支援が必要になるところ、金銭面での制

約が生じないよう、公費に基づく支援制度の措置をお願いしたい。 

 

（ケ）法第 12条に関する意見 

・法運用上の配慮義務として、法人等の活動において寄附が果たす役割

の重要性に配慮することが法の規定に盛り込まれたのはよかった。 

・法第 12条の具体的措置として設けられた執行アドバイザー制度にお

いて、ＮＰＯ関係の有識者をアドバイザーの一人として選定された

ことは評価できる。 

 

ク その他 

・不当寄附勧誘防止法と同様に、消費者契約法にも行政措置規定を導入

し、有償行為を伴う献金勧誘被害に対する実効的な措置を講ずるべき。 

・寄附を募る法人等に、受領した寄附金の記録を残しておくことを法律で

義務付けるべき。 

・被害状況を把握している被害者以外の関係者が、加害団体等に対して不

当寄附勧誘防止法違反の疑いがある旨を書面送付できる制度を創設す

べき。 

・不当寄附勧誘防止法について、法施行以前の被害にも適用されるのが望

ましい。 

・附帯決議に定められた、宗教２世等の支援体制の構築、不当寄附勧誘防

止法の適用対象外となった被害者等への支援、被害者等の支援団体へ

の支援の具体化を望む。 

・有識者や被害者へのヒアリングを継続的に実施することを求める。 
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・法案の策定に当たって、被害者の生の声を十分聴いていなかったほか、

あらゆる法人等が規制の対象となるにもかかわらず、宗教法人以外の

ＮＰＯ等の意見聴取の機会が設けられず、不十分な議論であった。 

・法案の策定に当たって、あらゆる法人等の寄附勧誘行為を規制対象とす

る上での立法事実が乏しかった。 

 

  



 184  
 

第８章．経済社会情勢の変化等に関する資料 
 

前述のとおり、不当寄附勧誘防止法については、法附則第５条において、法律

施行後２年を目途として、それまでの法の施行状況及び経済社会情勢の変化を

勘案しつつ、所要の検討を加えることとされている。これを踏まえ、消費者庁に

おいて、法附則第５条に基づく法の規定の検討に向け、法の施行状況及び経済社

会情勢の変化について適切に把握するための対応の一環として、委託事業によ

り、法に関する裁判例等の調査・整理・分析（資料１参照）並びに法の施行及び

寄附勧誘に関する意識調査（資料２参照）を実施した。本章では、当該調査等の

報告書について紹介する。 

 



消
費
者

庁
  
消
費
者
政
策
課

  
寄
附
勧
誘
対
策
室

  
御
中

不
当

寄
附
勧
誘
防
止
法
等
に
関
す
る
裁
判

例
等
の
調
査
・整

理
・

分
析
事
業
報
告
書

森
・濱

田
松
本
法
律
事
務
所
外
国
法
共
同
事
業

年
 

月
 

日
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2

1.
調
査
の
目
的
対
象

(1
)

目
的

法
人
等
に
よ
る
寄
附
の
不
当
な
勧
誘
の
防
止
等
に
関
す
る
法
律
（
令
和
 4

 年
法
律
 1

05
 号

。
以
下
「
不
当
寄
附
勧
誘
防
止
法
」
と
い
う
。
）
が
令
和
 4

 年
 1

2 
月
に

成
立
し
た
と
こ
ろ
、
同
法
が
寄
附
及
び
そ
の
勧
誘
に
対
す
る
司
法
判
断
又
は
私
人
間
の
紛
争
解
決
に
与
え
た
影
響
は
必
ず
し
も
明
ら
か
で
は
な
い
。
そ
こ
で
、
本
事

業
は
不
当
寄
附
勧
誘
防
止
法
の
規
定
に
つ
い
て
適
用
の
あ
っ
た
裁
判
例
、
民
事
調
停
、

A
D

R（
以
下
「
裁
判
例
等
」
と
い
う
。
）
の
ほ
か
、
寄
附
及
び
そ
の
勧
誘
に

関
し
て
の
裁
判
例
等
に
つ
い
て
調
査
し
、
寄
附
及
び
そ
の
勧
誘
に
つ
い
て
の
司
法
判
断
等
を
整
理
す
る
こ
と
で
、
不
当
寄
附
勧
誘
防
止
法
に
関
す
る
論
点
を
明
ら
か

に
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
（
以
下
「
本
件
目
的
」
と
い
う
。
）。

(2
)

対
象

W
ES

TL
A

W
 J

A
PA

N
、

TK
C

 ロ
ー
ラ
イ
ブ
ラ
リ
ー
、
第
一
法
規
法
情
報
総
合
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
、
判
例
秘
書
、
裁
判
所
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
に
お
け
る
デ
ー
タ
ベ
ー
ス

を
主
と
し
て
、
補
足
的
に
ジ
ュ
リ
ス
ト
、
判
例
タ
イ
ム
ズ
等
の
判
例
評
釈
、
消
費
者
法
ニ
ュ
ー
ス
、
日
経
テ
レ
コ
ン
、
日
経
バ
リ
ュ
ー
サ
ー
チ
の
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
も
参

照
し
、
本
件
目
的
に
関
連
す
る
裁
判
例
を
対
象
と
す
る
。

調
査
対
象
の
期
間
は
過
去
 2

0 
年
（
平
成
 1

6 
年
 3

 月
 3

1 
日
～
令
和
 6

 年
 1

2 
月
 3

1 
日
）
ま
で
と
す
る
。
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3

2.
調
査
方
法

(1
)

裁
判
例
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
を
利
用
し
た
裁
判
例

W
ES

TL
A

W
 J

A
PA

N
、

TK
C

 ロ
ー
ラ
イ
ブ
ラ
リ
ー
、
第
一
法
規
法
情
報
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
（

D
1-

La
w
）、

判
例
秘
書
の
 

4 
つ
の
裁
判
例
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
を
用
い

て
、
裁
判
例
の
検
索
を
実
施
し
た
。
当
該
検
索
の
際
の
キ
ー
ワ
ー
ド
及
び
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
ご
と
の
ヒ
ッ
ト
件
数
は
、
以
下
の
表
記
載
の
と
お
り
で
あ
る
。
各
デ
ー
タ
ベ

ー
ス
に
お
け
る
検
索
ヒ
ッ
ト
裁
判
例
の
重
複
を
除
外
し
た
の
ち
、
す
べ
て
の
裁
判
例
に
つ
い
て
、
以
下
の
①
～
⑦
の
観
点
か
ら
関
連
性
を
確
認
し
た
。

①
不
当
寄
附
勧
誘
防
止
法
の
規
定
が
直
接
争
わ
れ
た
裁
判
例
等

②
 寄
附
に
関
し
民
法
又
は
消
費
者
契
約
法
に
よ
る
無
効
又
は
取
消
し
が
争
わ
れ
、
不
当
寄
附
勧
誘
防
止
法
の
趣
旨
、
立
法
目
的
又
は
立
法
経
緯
を
斟
酌
し
判
断

し
た
裁
判
例
等

③
 寄
附
の
勧
誘
に
関
す
る
不
法
行
為
責
任
が
争
わ
れ
、
不
当
寄
附
勧
誘
防
止
法
の
趣
旨
、
立
法
目
的
又
は
立
法
経
緯
を
斟
酌
し
判
断
し
た
裁
判
例
等
（
例
：
最

判
令
和
 6

 年
 7

 月
 1

1 
日
（
令
和
 4

 年
（
受
）

22
81

 号
））

④
 寄

附
の
勧
誘
行

為
に
関
し
そ
の
違
法
性
が
争
わ
れ
、
専
ら
寄
附
の
勧
誘
行
為
の
態
様
に
つ
い
て
い
か
な
る
も
の
が
正
当
又
は
不
当
で
あ
る
か
判
断
が
示

さ
れ
た
裁
判
例
等
（
不
当
寄
附
勧
誘
防
止
法
を
判
断
基
準
に
含
む
も
の
に
限
ら
な
い
）

⑤
 契
約
の
有
効
性
や
賠
償
責
任
等
が
争
わ
れ
た
も
の
に
お
い
て
、
主
た
る
要
素
で
は
な
く
と
も
寄
附
・
献
金
等
が
当
該
紛
争
の
事
情
の
一
つ
の
要
素
と
し
て
判

断
基
準
と
さ
れ
た
裁
判
例
等

⑥
扶
養
義
務
等
に
係
る
定
期
金
債
権
に
つ
い
て
、
配
偶
者
や
子
が
債
権
者
代
位
権
（
民
法
第
 4

23
 条

）
を
行
使
し
た
裁
判
例
等

⑦
 寄
附
の
勧
誘
に
関
す
る
不
法
行
為
責
任
が
争
わ
れ
、
寄
附
の
勧
誘
に
当
た
っ
て
使
用
者
責
任
（
民
法
第
 7

15
 条

）
等
の
組
織
性
の
有
無
に
つ
い
て
判
断
し
た

裁
判
例
等

参
考
 

不
当
寄
附
勧
誘
防
止
法
に
つ
い
て
言
及
は
あ
る
も
の
の
同
法
が
判
断
の
考
慮
要
素
と
し
て
は
用
い
ら
れ
て
い
な
い
裁
判
例
等

キ
ー
ワ
ー
ド

検
索
日
時

裁
判
例
数

不
当
寄
附
勧
誘
防
止
法
 o

r 法
人
等
に
よ
る
寄
附
の
不
当
な
勧
誘
の
防
止
等
に
関
す
る
法
律

20
24

/1
0/

11
・

W
es

tla
w

 Ja
pa

n：
2 
件
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4

・
判
例
秘
書
：

2 
件

・
D

1-
La

w
：

2 
件

・
TK

C
：

2 
件

（
寄
附
 o

r 
寄
付
 o

r 
献
金
 o

r 
義
援
金
 o

r 
募
金
 o

r 
お
布
施
 o

r 
寄
贈
 o

r 
寄
進
）
 a

nd

勧
誘
 a

nd
 違

法

20
24

/1
0/

28
・

W
es

tla
w

 Ja
pa

n：
26

0 
件

・
判
例
秘
書
：

22
4 
件

・
D

1-
La

w
：

22
7 
件

・
TK

C
：

26
8 
件

（
寄

附
 
or

 寄
付

 
or

 献
金

 
or

 義
援

金
 

or
 募

金
 

or
 お

布
施

 
or

 寄
贈

 
or

 寄
進
）
 

an
d

（
契
約
 o

r 
合
意
 o

r 
遺
言
 o

r 
遺
贈
）
 a

nd
 （

有
効
 o

r 
無
効
）

※
民
事
裁
判
例
の
み
を
対
象

※
事
件
名
：
損
害
賠
償
 o

r 
返
還
／
事
件
名
検
索
が
用
い
る
こ
と
が
で
き
な
い
デ
ー
タ
ベ
ー
ス

に
お
い
て
は
「

an
d（

損
害
賠
償
事
件
 o

r 返
還
事
件
）」

を
追
加

20
24

/1
0/

28
・

W
es

tla
w

 Ja
pa

n：
45

8 
件

・
判
例
秘
書
：

28
5 
件

・
D

1-
La

w
：

26
7 
件

・
TK

C
：

27
8 
件

（
寄

附
 
or

 寄
付

 
or

 献
金

 
or

 義
援

金
 

or
 募

金
 

or
 お

布
施

 
or

 寄
贈

 
or

 寄
進
）
 

an
d

（
契
約
 o

r 
合
意
 o

r 
遺
言
 o

r 
遺
贈
）
 a

nd
 （

有
効
 o

r 
無
効
）

※
刑
事
裁
判
例
の
み
を
対
象

20
24

/1
0/

11
・

W
es

tla
w

 Ja
pa

n：
31

 件

・
判
例
秘
書
：

62
 件

・
D

1-
La

w
：

48
 件

・
TK

C
：

55
 件

定
期
金
 a

nd
 （

代
位
 o

r 4
23

 条
）

20
24

/1
0/

11
・

W
es

tla
w

 Ja
pa

n：
11

 件

・
判
例
秘
書
：

14
 件

・
D

1-
La

w
：

13
 件

・
TK

C
：

13
 件

扶
養
 a

nd
 （

代
位
 o

r 4
23

 条
）

20
24

/1
0/

18
・

W
es

tla
w

 Ja
pa

n：
12

2 
件

・
判
例
秘
書
：

12
7 
件
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5

・
D

1-
La

w
：

11
7 
件

・
TK

C：
11

6 
件

定
期
給
付
 a

nd
 （

代
位
 o

r 4
23

 条
）

20
24

/1
0/

11
・

W
es

tla
w

 Ja
pa

n：
4 
件

・
判
例
秘
書
：

4 
件

・
D

1-
La

w
：

3 
件

・
TK

C
：

3 
件

継
続
的
給
付
 a

nd
 （

代
位
 o

r 4
23

 条
）

20
24

/1
0/

11
・

W
es

tla
w

 Ja
pa

n：
2 
件

・
判
例
秘
書
：

10
 件

・
D

1-
La

w
：

5 
件

・
TK

C
：

6 
件

（
寄
附
 o

r 
寄
付
 o

r 
献
金
 o

r 
義
援
金
 o

r 
募
金
 o

r 
お
布
施
 o

r 
寄
贈
 o

r 
寄
進
）
 a

nd

不
法
行
為
 a

nd
 （

使
用
者
責
任
 o

r 
事
業
の
執
行
 o

r 7
15

 条
）

20
24

/1
1/

1
・

W
es

tla
w

 Ja
pa

n：
20

6 
件

・
判
例
秘
書
：

19
1 
件

・
D

1-
La

w
：

21
2 
件

・
TK

C
：

25
4 
件

(2
)G

oo
gl

e 検
索

を
利
用
し
た
民
事
調
停
、

A
D

R
 調

査

以
下
の
検
索
ク
エ
リ
を
用
い
て
、
令
和
 6

 年
 1

2 
月
 5

 日
～

17
 日

に
、

G
oo

gl
e 検

索
に
よ
る
公
表
事
例
調
査
を
実
施
し
、
検
索
結
果
上
位
 1

0 
個
の
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト

の
フ
ァ
ー
ス
ト
ペ
ー
ジ
を
確
認
し
、
民
事
調
停
、

A
D

R 
に
関
す
る
記
述
の
調
査
を
実
施
し
た
。

①
検
索
ク
エ
リ

[キ
ー
ワ
ー
ド

] a
nd

 A
D

R
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6

[キ
ー
ワ
ー
ド

] a
nd

 民
事
調
停

[キ
ー
ワ
ー
ド

] a
nd

 仲
裁

②
対

象
[キ

ー
ワ
ー
ド

]一
覧

裁
判
例
で
出
て
き
た
宗
教
法
人
等
の
固
有
名
詞
、
合
計
 5

4 
個
。

(3
)

消
費
者
法
ニ
ュ
ー
ス
を
利
用
し
た
公
表
情
報
調
査

一
般
社
団
法
人
消
費
者
法
ニ
ュ
ー
ス
発
行
会
議
が
提
供
す
る
「
判
例
和
解
速
報
」
に
つ
い
て
、
令
和
 6

 年
 1

2 
月
 4

 日
に
、
次
の
キ
ー
ワ
ー
ド
で
検
索
し
、
平

成
 1

6 
年
 3

 月
 3

1 
日
以
降
の
該
当
す
る
事
例
を
調
査
し
た
。
上
記

(1
)記

載
の
①
～
⑦
の
点
が
問
題
と
な
る
事
例
と
し
て
、
東
京
高
判
平
成
 2

0 
年
 9

 月
 1

0 
日

（
N

o.
43

-1
）
を
確
認
し
た
。

キ
ー
ワ
ー
ド
：
寄
附
 o

r 
寄
付
 o

r 
献
金
 o

r 
義
援
金
 o

r 
募
金
 o

r 
お
布
施
 o

r 
寄
贈
 o

r 
寄
進

(4
)

国
民
生
活
セ
ン
タ
ー
紛
争
解
決
委
員
会
が
公
表
す
る
重
要
消
費
者
紛
争
解
決
手
続
の
公
表
情
報
調
査

国
民
生
活
セ
ン
タ
ー
が
定
期
的
に
公
表
す
る
「
国
民
生
活
セ
ン
タ
ー
Ａ
Ｄ
Ｒ
の
実
施
状
況
と
結
果
概
要
に
つ
い
て
」
を
平
成
 2

6 
年
度
第
 1

 回
か
ら
令
和
 6

 年
度
第
 2

 回
ま
で
を
対
象
と
し
て
、
次
の
キ
ー
ワ
ー
ド
で
検
索
し
、
該
当
す
る
事
例
を
調
査
し
た
が
、
上
記

(1
)記

載
の
①
～
⑦
の
点
が
問
題
と
な
る
事
例
は
見
当
た
ら

な
か
っ
た
。

キ
ー
ワ
ー
ド
：
寄
附
 o

r 
寄
付
 o

r 
献
金
 o

r 
義
援
金
 o

r 
募
金
 o

r 
お
布
施
 o

r 
寄
贈
 o

r 
寄
進

(5
)

日
経
バ
リ
ュ
ー
サ
ー
チ
を
利
用
し
た
調
査

株
式
会
社
日
本
経
済
新
聞
社
が
提
供
す
る
「
日
経
バ
リ
ュ
ー
サ
ー
チ
」
を
用
い
て
、
令
和
 6

 年
 1

2 
月
 1

0 
日
に
、
次
の
キ
ー
ワ
ー
ド
及
び
検
索
対
象
で
検
索
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し
、
平
成
 1

6 
年
 3

 月
 3

1 
日
以
降
の
該
当
す
る
事
例
を
調
査
し
た
が
、
民
事
調
停
や

A
D

R
 に

関
し
、
上
記

(1
)記

載
の
①
～
⑦
の
点
が
問
題
と
な
る
事
例
は
見
当

た
ら
な
か
っ
た
。

キ
ー
ワ
ー
ド
：
（

[裁
判
例
で
出
て
き
た
宗
教
法
人
等
の
固
有
名
詞

]）
 

an
d 

（
A

D
R 

or
 民

事
調
停
 

or
 仲

裁
）

検
索
対
象
：

日
本
経
済
新
聞
朝
刊
、
日
本
経
済
新
聞
夕
刊
、
日
本
経
済
新
聞
電
子
版
、
日
経
産
業
新
聞
、
日
経
 

M
J（

流
通
新
聞
）、

日
経
地
方
経
済
面
、
日
経
ヴ
ェ
リ
タ
ス

、
日
経
プ
ラ
ス
ワ
ン
、
日
経
速
報
ニ
ュ
ー
ス
、
日
経
ニ
ュ
ー
ス
ア
ー
カ
イ
ブ
、
プ
レ
ス
リ
リ
ー
ス
、
日
経
 B

iz
 ト

レ
ン
ド
、

N
IK

K
EI

 M
ob

ili
ty
、

N
IK

K
EI

 G
X
、

N
IK

K
EI

 F
T 

th
e W

or
ld

(6
)

日
経
テ
レ
コ
ン
を
利
用
し
た
調
査

株
式
会
社
日
本
経
済
新
聞
社
が
提
供
す
る
「
日
経
テ
レ
コ
ン
」
を
用
い
て
、
令
和
 6

 年
 1

2 
月
 2

0 
日
に
、
次
の
キ
ー
ワ
ー
ド
及
び
検
索
対
象
で
検
索
し
、
平
成

16
 年

 3
 月

 3
1 
日
以
降
の
該
当
す
る
事
例
を
調
査
し
た
が
、
民
事
調
停
や
 A

D
R

 に
関
し
、
上
記

(1
)記

載
の
①
～
⑦
の
点
が
問
題
と
な
る
事
例
は
見
当
た
ら
な
か
っ

た
。 キ

ー
ワ
ー
ド
：

（
[裁

判
例
で
出
て
き
た
宗
教
法
人
等
の
固
有
名
詞

]）
 a

nd
 （

A
D

R
 o

r 
民
事
調
停
 o

r 
仲
裁
）

検
索
対
象
：

日
本
経
済
新
聞
朝
刊
、
日
本
経
済
新
聞
夕
刊
、
日
経
産
業
新
聞
、
日
経
Ｍ
Ｊ
（
流
通
新
聞
）、

日
本
経
済
新
聞
電
子
版
、
日
本
経
済
新
聞
電
子
版
セ
ク
シ
ョ
ン

、
N

IK
K

EI
 

Fi
na

nc
ia

l、
日
経
ヴ
ェ
リ
タ
ス
、
日
経
金
融
新
聞
、
日
経
地
方
経
済
面
、
日
経
プ
ラ
ス
ワ
ン
、
日
経
マ
ガ
ジ
ン
、
日
本
経
済
新
聞
号
外
、
日
本
経

済
新
聞
（
明
治
か
ら
戦
後
）
、

N
IK

K
EI

 P
rim

e、
N

IK
K

EI
 M

ob
ili

ty
、

N
IK

K
EI

 G
X

 | 
G

re
en

 T
ra

ns
fo

rm
at

io
n、

N
IK

K
EI

 T
ec

h 
Fo

re
sig

ht
、

N
IK

K
EI

 D
ig

ita
l 

G
ov

er
na

nc
e、

N
IK

K
EI

 F
T 

th
e 

W
or

ld
、
朝
日
新
聞
、
毎
日
新
聞
、
読
売
新
聞
、
産
経
新
聞
、
共
同
通
信
ニ
ュ
ー
ス
、
時
事
通
信
ニ
ュ
ー
ス
、
ロ
イ
タ
ー
通
信

ニ
ュ
ー
ス
、

N
H

K
 

ニ
ュ
ー
ス
、
北
海
道
新
聞
、
十
勝
毎
日
新
聞
、
室
蘭
民
報
、
東
奥
日
報
、
デ
ー
リ
ー
東
北
、
岩
手
日
報
、
河
北
新
報
、
石
巻
か
ほ
く
、
秋

田
魁
新
報
、
山
形
新
聞
、
福
島
民
報
、
福
島
民
友
新
聞
、
茨
城
新
聞
、
下
野
新
聞
、
上
毛
新
聞
、
埼
玉
新
聞
、
千
葉
日
報
、
東
京
新
聞
、
神
奈
川
新
聞
、
新
潟
日
報

、
北
日
本
新
聞
、
北
國
新
聞
・
富
山
新
聞
、
福
井
新
聞
、
山
梨
日
日
新
聞
、
信
濃
毎
日
新
聞
、
岐
阜
新
聞
、
静
岡
新
聞
、
伊
豆
新
聞
、
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中
日
新
聞
、
伊
勢
新
聞
、
京
都
新
聞
、
大
阪
日
日
新
聞
、
神
戸
新
聞
、
奈
良
新
聞
、
紀
伊
民
報
、
日
本
海
新
聞
、
山
陰
中
央
新
報
、
山
陽
新
聞
、
中
国
新
聞
、
山
口
新
聞

、
徳
島
新
聞
、
四
国
新
聞
、
愛
媛
新
聞
、
高
知
新
聞
、
西
日
本
新
聞
、
佐
賀
新
聞
、
長
崎
新
聞
、
熊
本
日
日
新
聞
、
大
分
合
同
新
聞
、
宮
崎
日
日
新
聞
、
南
日
本
新

聞
、
琉
球
新
報
、
沖
縄
タ
イ
ム
ス
、
化
学
工
業
日
報
、
日
刊
工
業
新
聞
、

Fu
jiS

an
ke

i B
us

in
es

s 
i.、

中
部
経
済
新
聞
、
日
刊
自
動
車
新
聞
、
鉄
鋼
新
聞
、
日
刊
産
業

新
聞
、
電
子
デ
バ
イ
ス
産
業
新
聞
、
日
刊
電
波
新
聞
、
ク
リ
ア
リ
ー
フ
総
研
、
金
属
産
業
新
聞
、
コ
ン
ク
リ
ー
ト
新
聞
、
日
刊
木
材
新
聞
、
日
刊
建
設
工
業
新
聞

、
建
設
通
信
新
聞
、
建
通
新
聞
、
設
工
業
新
聞
、
北
海
道
建
設
新
聞
、
建
設
新
聞
、
佐
賀
建
設
新
聞
、
長
崎
建
設
新
聞
、
鹿
児
島
建
設
新
聞
、
関
西
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

情
報
、
日
刊
不
動
産
経
済
通
信
、
商
業
施
設
新
聞
、
住
宅
新
報
、
週
刊
住
宅
、
住
宅
産
業
新
聞
、
日
本
農
業
新
聞
、
農
業
共
済
新
聞
、
農
村
ニ
ュ
ー
ス
、
農
経
新

聞
、
日
刊
水
産
経
済
新
聞
、
水
産
タ
イ
ム
ス
、
み
な
と
新
聞
、
環
境
新
聞
、

Th
e 

W
as

te
 M

an
ag

em
en

t、
水
道
産
業
新
聞
、
電
気
新
聞
、
ガ
ス
エ
ネ
ル
ギ
ー
新

聞
、
原
子
力
産
業
新
聞
、
新
エ
ネ
ル
ギ
ー
新
聞
、
石
油
通
信
、
プ
ロ
パ
ン
・
ブ
タ
ン
ニ
ュ
ー
ス
、
リ
ム
総
研
エ
ネ
ル
ギ
ー
ニ
ュ
ー
ス
、
石
油
化
学
新
聞
、
ケ
ム
ネ

ッ
ト
東
京
、
塗
料
報
知
、
ゴ
ム
報
知
新
聞
、

Sh
oe

s 
Po

st 
O

N
LI

N
E、

交
通
新
聞
、
観
光
経
済
新
聞
、
旅
行
新
聞
、

D
ai

ly
 C

ar
go

 電
子
版
、

A
vi

at
io

n 
W

ire
、

W
IN

G
 D

A
IL

Y
、
輸
送
経
済
、
東
京
交
通
新
聞
、
日
本
海
事
新
聞
、
日
刊
海
事
プ
レ
ス
、
日
本
食
糧
新
聞
、
食
品
産
業
新
聞
、
食
品
新
聞
、
日
刊
食
品
通
信
、
食
料

醸
界
新
聞
、
冷
食
タ
イ
ム
ス
、
酪
農
乳
業
速
報
、
日
刊
薬
業
、
薬
事
日
報
、
薬
事
ニ
ュ
ー
ス
、
流
通
ジ
ャ
ー
ナ
ル
、
日
刊
ド
ラ
ッ
グ
ス
ト
ア
、
薬
局
新
聞
、
病
院

新
聞
、
日
本
歯
科
新
聞
、
ニ
ッ
ポ
ン
消
費
者
新
聞
、
健
康
産
業
流
通
新
聞
、
週
刊
粧
業
、
粧
業
日
報
、
週
刊
粧
業
・
訪
販
ジ
ャ
ー
ナ
ル
、
日
用
品
化
粧
品
新
聞
、

H

＆
BC

 
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
ニ
ュ
ー
ス
、
通
販
新
聞
、
訪
販
ニ
ュ
ー
ス
、
日
本
流
通
産
業
新
聞
、
日
本
ネ
ッ
ト
経
済
新
聞
、
日
本
事
務
機
新
聞
、
電
経
新
聞
、
週
刊

B
CN

、
日
本
情
報
産
業
新
聞
、
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
産
業
新
聞
、
文
化
通
信
速
報
版
、
映
像
新
聞
、
日
本
証
券
新
聞
、
株
式
新
聞
、
日
刊
商
品
投
資
特
報
、
ニ
ッ
キ
ン

、
保
険
毎
日
新
聞
、
新
日
本
保
険
新
聞
生
保
版
・
損
保
版
、
新
日
本
保
険
新
聞
速
報
版
、
都
政
新
報
、
会
議
所
ニ
ュ
ー
ス
、
東
商
新
聞
、
納
税
通
信
、
税
理
士
新

聞
、
税
と
経
営
、
労
働
新
聞
、
シ
ル
バ
ー
新
報
、
繊
研
新
聞
、
繊
維
ニ
ュ
ー
ス
、
科
学
新
聞
、
日
本
教
育
新
聞
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3.
論
点
整
理
表

論
点

整
理

原
告
、
被
告
及
び
関
係
者

1 
宗
教
団
体

(1
)

原
告
：

・
信
者
（
又
は
元
信
者
。
以
下
同
じ
）
及
び
そ
の
承
継
人
（

N
o.

1-
1～

1-
3、

4-
1、

4-
2、

5、
9、

10
、

11
-1
、

11
-2
、

12
、

14
、

17
、

19
-1
、

19
-2
、

18
-1
、

18
-2
、

22
、

26
、

23
、

24
-1
、

24
-2
、

25
、

27
-1
、

27
-2
、

28
、

30
、

31
-1
、

31
-2
、

32
-1
、

32
-2
、

33
、

34
-

1、
34

-2
、

35
、

36
、

38
、

41
、

42
、

43
-1
、

43
-2
、

44
-1
、

44
-2
、

45
、

46
）

・
信
者
の
家
族
・
親
族
（

N
o.

2、
13
、

19
-1
、

19
-2
、

27
-1
、

27
-2
、

35
）

・
開
運
商
法
業
者
か
ら
僧
侶
を
紹
介
さ
れ
た
者
（

N
o.

8）

・
信
者
の
友
人
（

N
o.

27
-1
、

27
-2
）

・
信
者
の
息
子
の
友
人
（

N
o.

29
）

・
人
生
相
談
会
参
加
者
（

N
o.

37
）

・
鑑
定
等
の
勧
誘
を
受
け
た
者
（

N
o.

39
）

(2
)

被
告
：

・
宗
教
団
体
関
連
会
社
（

N
o.

45
）

・
宗
教
団
体
（

N
o.

1-
1～

1-
3、

2、
4-

1、
4-

2、
8、

10
、

14
、

16
-1
、

16
-2
、

18
-1
、

18
-2
、

19
-1
、

19
-2
、

22
、

23
、

24
-1
、

24
-2
、

25
、

27
-1
、

27
-2
、

28
、

29
、

30
、

31
-1
、

31
-2
、

32
-1
、

32
-2
、

34
-1
、

35
、

36
、

37
、

38
、

39
、

40
-2
、

41
、

42
、

44
-1
、

44
-

2、
43

-1
、

45
、

46
）

・
宗
教
団
体
の
代
表
者
（

N
o.

8、
16

-1
、

16
-2
、

26
、

36
、

37
）

・
信
者
・
会
員
（

N
o.

1-
1～

1-
3、

2、
5、

9、
10
、

11
-1
、

11
-2
、

12
、

14
、

19
-1
、

19
-2
、

29
、

33
、

35
、

37
、

38
、

40
-2
、

42
、
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44
-1
、

44
-2
、

45
、

46
）

・
宗
教
団
体
の
上
部
団
体
（

N
o.

8、
16

-2
、

23
、

25
、

29
）

※
そ
の
他
、
原
告
が
宗
教
団
体
、
被
告
が
地
方
自
治
体
の
裁
判
例
も
存
在
す
る
（

N
o.

3）

2
高
齢
者
・
要
介
護
者
等
を
対
象
と
す
る
施
設
・
団
体

(1
)

原
告
：

・
障
害
者
共
同
生
活
援
助
支
援
事
業
等
の
事
業
を
行
う
特
定
非
営
利
活
動
法
人
（

N
o.

7-
1、

7-
2）

・
親
の
タ
ー
ミ
ナ
ル
ケ
ア
の
た
め
に
施
設
に
金
銭
を
寄
附
し
た
者
（

N
o.

22
）

(2
)

被
告
：

・
死
因
贈
与
者
が
預
金
を
有
し
て
い
た
信
金
（

N
o.

7-
1、

7-
2）

・
介
護
・
医
療
関
連
事
業
を
営
む
株
式
会
社
（

N
o.

 2
2）

3
そ
の
他
の
団
体

(1
)

原
告
：

・
会
員
（

N
o.

6）

・
美
術
品
寄
付
者
の
相
続
人
（

N
o.

13
）

・
鑑
定
サ
ー
ビ
ス
利
用
者
（

N
o.

14
）

・
開
運
商
法
の
利
用
者
（

N
o.

16
-1
、

16
-2
）

・
「
セ
ッ
シ
ョ
ン
」
を
受
け
る
サ
ー
ビ
ス
利
用
者
（

N
o.

15
）

10
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・
動
物
保
護
団
体
へ
の
寄
附
者
及
び
寄
附
を
呼
び
掛
け
た
者
（

N
o.

21
）

・
気
功
及
び
整
体
事
業
を
目
的
と
す
る
株
式
会
社
と
の
間
で
受
講
契
約
を
締
結
し
た
者
（

N
o.

26
）

(2
)

被
告
：

・
セ
ミ
ナ
ー
等
の
企
画
・
運
営
等
を
行
う
一
般
社
団
法
人
及
び
そ
の
代
表
者
（

N
o.

6）

・
美
術
館
の
運
営
等
を
行
う
財
団
（

N
o.

13
）

・
鑑
定
サ
ー
ビ
ス
提
供
会
社
及
び
そ
の
代
表
者
（

N
o.

14
）

・
「
セ
ッ
シ
ョ
ン
」
を
勧
誘
す
る
法
人
及
び
そ
の
代
表
者
（

N
o.

15
）

・
開
運
商
法
事
業
者
及
び
そ
の
代
表
者
（

N
o.

16
-2
）

・
ダ
イ
ヤ
モ
ン
ド
販
売
事
業
者
の
代
表
者
（

N
o.

17
）

・
動
物
保
護
団
体
及
び
そ
の
代
表
者
（

N
o.

21
）

・
気
功
及
び
整
体
事
業
を
行
う
株
式
会
社
及
び
そ
の
代
表
者
（

N
o.

 2
6）

寄
附

勧
誘

行
為

の
主

体

と
認
め
ら
れ
た
範
囲

1
信

者
又
は
会
員
個
人
が
寄
附
勧
誘
行
為
の
主
体
で
あ
る
と
し
て
、
被
告
に
法
的
責
任
が
認
め
ら
れ
た
事
例
（
複
数
の
信
者
又
は
会

員
が
共
同
で
寄
附
勧
誘
行
為
の
主
体
と
し
て
法
的
責
任
が
認
め
ら
れ
た
場
合
も
含
む
）

N
o.

5、
11

-1
、

11
-2
、

12
、

18
-1
、

18
-2
、

19
-1
、

19
-2
、

27
-1
、

27
-2
、

30
、

31
-1
、

31
-2
、

32
-1
、

32
-2
、

33
、

34
-1
、

34
-2
、

36
、

39
、

40
-1
、

40
-2
、

41
、

42
、

43
-1
、

43
-2
、

44
-1
、

44
-2
、

45
、

46

2
団
体
の
代
表
者
個
人
が
寄
附
勧
誘
行
為
の
主
体
で
あ
る
と
し
て
、
被
告
に
法
的
責
任
が
認
め
ら
れ
た
事
例
（
信
者
又
は
会
員
と
共

同
で
寄
附
勧
誘
行
為
の
主
体
と
し
て
法
的
責
任
が
認
め
ら
れ
た
場
合
も
含
む
）

・
宗
教
法
人
の
代
表
役
員
で
あ
る
被
告
が
、
鑑
定
の
方
法
等
の
要
諦
を
作
成
し
、
代
表
役
員
と
し
て
同
要
諦
に
従
っ
て
易
断
鑑
定
を
す

る
よ
う
指
導
す
る
な
ど
し
、
鑑
定
会
の
活
動
実
績
の
報
告
を
さ
せ
、
獲
得
し
た
祈
願
料
に
応
じ
て
等
級
を
設
け
手
当
が
変
動
す
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る
仕
組
み
を
構
築
す
る
な
ど
し
て
お
り
、
勧
誘
員
の
違
法
な
祈
願
勧
誘
行
為
が
代
表
役
員
の
構
築
し
た
体
制
に
必
然
的
に
由
来
す
る

こ
と
な
ど
を
理
由
に
、
法
的
責
任
が
認
め
ら
れ
た
。
（

N
o.

26
、

36
）。

・
代
表
役
員
は
、
被
告
Ｙ

1 
教
所
属
の
鑑
定
師
ら
が
、
人
生
相
談
会
に
訪
れ
た
相
談
者
を
不
安
や
恐
怖
に
陥
れ
、
こ
れ
に
よ
り
相
談
者

に
高
額
の
祈
願
料
を
支
払
う
よ
う
に
仕
向
け
る
方
法
を
記
載
し
た
マ
ニ
ュ
ア
ル
で
あ
る
「
■
■
■
■
」
を
作
成
し
、
研
修
に
お
い
て
、

鑑
定
師
候
補
者
に
対
し
、
こ
れ
を
身
に
付
け
る
よ
う
指
導
し
て
い
た
ば
か
り
か
、
本
件
規
則
を
も
作
成
し
、
こ
れ
に
よ
り
、
鑑
定
師
ら
が

、
人
生
相
談
会
に
お
い
て
、
高
額
の
祈
願
料
を
取
得
し
な
け
れ
ば
、
自
ら
の
地
位
を
喪
失
し
た
り
、
収
入
を
上
げ
る
こ
と
が
で
き
な
い

シ
ス
テ
ム
を
構
築
し
た
な
ど
を
理
由
に
、
法
的
責
任
が
認
め
ら
れ
た
（

N
o.

37
）。

3 
 法

人
が
寄
附
勧
誘
行
為
の
主
体
で
あ
る
と
し
て
、
被
告
に
法
的
責
任
が
認
め
ら
れ
た
事
例

法
人
に
つ
い
て
寄
附
勧
誘
行
為
の
主
体
性
が
問
題
と
な
っ
た
裁
判
例
と
し
て
は
 

N
o.

18
-1
、

19
-1
、

19
-2
、

26
、

36
、

38
 
等
が
あ

る
。
こ
の
う
ち
、

N
o.

18
-1

 の
裁
判
例
で
は
、
勧
誘
主
体
が
宗
教
法
人
の
一
組
織
で
あ
る
こ
と
を
理
由
と
し
て
、

N
o.

19
-2

 で
は
勧
誘
行

為
が
法
人
の
組
織
的
活
動
で
あ
る
こ
と
を
理
由
と
し
て
、
法
人
自
体
の
不
法
行
為
責
任
が
認
め
ら
れ
て
い
る
。
ま
た
、

N
o.

36
 の

裁
判

例
で
は
、
使
用
者
責
任
を
判
断
す
る
ま
で
も
な
く
、
法
人
自
体
の
不
法
行
為
責
任
が
認
め
ら
れ
て
い
る
。

他
方
で
、

N
o.

12
 

の
裁
判
例
で
は
、
原
告
は
、
被
告
ら
に
よ
る
教
化
等
の
行
為
が
、
ａ
会
に
対
す
る
献
金
等
を
勧
誘
す
る
と
い
う

統
一
的
な
目
的
の
下
、
組
織
一
体
と
な
っ
て
行
わ
れ
た
も
の
で
あ
る
か
ら
、
被
告
ら
の
各
勧
誘
行
為
に
は
関
連
共
同
性
が
あ
り
、
全
体

と
し
て
共
同
不
法
行
為
が
成
立
す
る
と
主
張
し
た
が
、
裁
判
所
は
、
「
違
法
と
の
評
価
を
し
得
な
い
勧
誘
等
の
行
為
を
し
た
の
み
で
あ

る
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
違
法
と
認
め
ら
れ
る
個
別
の
勧
誘
行
為
と
の
関
連
共
同
性
を
認
め
れ
ば
、
本
来
認
め
ら
れ
る
べ
き
勧
誘
等
の
行

為
を
不
当
に
制
限
す
る
こ
と
と
な
り
、
妥
当
で
は
な
」
く
、
違
法
と
認
め
ら
れ
る
各
勧
誘
行
為
に
関
与
し
た
と
認
め
ら
れ
る
被
告
ら
の

限
度
で
、
共
同
不
法
行
為
責
任
を
負
う
と
い
う
べ
き
で
あ
る
と
し
て
、
法
人
と
の
共
同
不
法
行
為
を
否
定
し
て
い
る
。
ま
た
、

N
o.

14
 の

裁
判
例
で
は
、
「
特
定
の
宗
教
団
体
や
そ
の
信
者
に
お
い
て
他
者
に
献
金
等
を
す
る
よ
う
求
め
る
こ
と
は
、
社
会
的
に
相
当
な
範
囲
内
の

も
の
で
あ
る
限
り
、
宗
教
活
動
の
一
環
と
し
て
許
容
さ
れ
る
も
の
で
あ
る
と
こ
ろ
、
原
告
の
上
記
指
摘
を
踏
ま
え
て
も
、
被
告
Ｙ
1 

団

体
に
つ
き
、
個
々
の
事
案
の
事
実
関
係
に
応
じ
て
、
社
会
的
に
相
当
な
範
囲
を
超
え
る
勧
誘
活
動
が
な
さ
れ
た

12
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13

と
し
て
違
法
と
評
価
さ
れ
る
こ
と
が
あ
る
と
い
う
に
と
ど
ま
り
、
一
般
に
、
被
告
Ｙ
1
 団

体
や
そ
の
信
者
に
お
い
て
、
組
織
的
な
資

金
獲
得
活
動
と
し
て
社
会
的
に
相
当
な
範
囲
を
超
え
る
違
法
な
活
動
を
し
て
い
た
と
ま
で
認
め
る
こ
と
が
で
き
る
証
拠
は
な
い
。
」
と

し
て
、
法
人
と
の
共
同
不
法
行
為
を
否
定
し
て
い
る
。

寄
附
勧
誘
行
為
の
内
容

1
献
金
又
は
寄
附
の
勧
誘

・
献
金
又
は
寄
附
（

N
o.

1-
1～

1-
3、

2、
4-

1、
4-

2、
5、

9、
11

-1
、

11
-2
、

12
、

17
、

18
-1
、

18
-2
、

19
-1
、

19
-2
、

20
-1
、

20
-2
、

20
-3
、

22
、

27
-1
、

27
-2
、

28
、

30
、

31
-1
、

31
-2
、

32
-1
、

32
-2
、

33
、

34
-1
、

34
-2
、

38
、

40
-1
、

40
-2
、

41
、

43
-1
、

43
-2
、

44
-

2、
45
、

46
）

・
お
布
施
（

N
o.

24
-1
、

24
-2
）

・
義
援
金
（
被
災
し
た
ペ
ッ
ト
と
そ
の
飼
い
主
の
た
め
の
義
援
金
 N

o.
21
）

・
基
金
（
建

立
基

金
N

o.
23
、

祈
祷

院
建

設
基

金
N

o.
40

-2
）

・
罰
金
（

N
o.

20
-1
、

20
-2
、

20
-3
）

2
物
品
等
の
購
入
の
勧
誘

・
縁
起
物
、
仏
像
そ
の
他
置
物
（

N
o.

 1
-1
～

1-
3、

4-
1、

4-
2、

8、
18

-1
、

18
-2
、

38
、

41
、

43
-1
、

43
-2
）

・
念
珠
そ
の
他
法
具
（

N
o.

9、
18

-1
、

18
-2
、

23
、

34
-1
、

34
-2
）

・
装
飾
品
・
宝
飾
品
（

N
o.

8、
9、

11
-1
、

11
-2
、

18
-1
、

18
-2
、

27
-1
、

27
-2
、

46
）

・
壺
（

N
o.

5、
27

-2
、

38
、

41
、

43
-1
、

43
-2
）

・
印
鑑
（

N
o.

9、
27

-1
、

27
-2
、

40
-2
、

41
、

46
）

・
経
典
、
教
本
そ
の
他
書
物
（

N
o.

4-
1、

4-
2、

9、
25
、

32
-1
、

32
-2
、

33
、

43
-1
、

43
-2
）

・
人
参
茶
、
そ
の
他
飲
食
物
（

N
o.

1-
1～

1-
3、

N
o.

18
-1
、

18
-2
、

27
-1
、

27
-2
、

43
-1
、

43
-2
）

・
絵
画
・
額
（

N
o.

9、
27

-1
、

27
-2
、

30
、

46
）

・
布
団
（

N
o.

 2
7-

1、
27

-2
）
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・
位
牌
、
お
札
（

N
o.

33
）

・
家
系
譜
・
親
族
系
譜
（

N
o.

1-
1～

1-
3、

9、
34

-1
、

34
-2
）

3
役
務
の
提
供
の
勧
誘

・
セ
ミ
ナ
ー
・
イ
ベ
ン
ト
等
の
参
加
費
・
受
講
料
等
（

N
o.

6、
9、

11
-1
、

11
-2
、

15
、

18
-1
、

18
-2
、

23
、

26
、

27
-1
、

27
-2
、

34
-1
、

34
-2
）

・
祈
祷
、
祈
願
そ
の
他
儀
式
（

N
o.

8、
11

-1
、

11
-2
、

18
-1
、

18
-2
、

30
、

33
、

36
、

37
、

43
-1
、

43
-2
）

・
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
受
講
料
（

N
o.

18
-1
、

18
-2
、

27
-2
）

・
鑑
定
（

N
o.

14
、

37
、

39
）

・
墓
地
・
墳
墓
等
（

N
o.

23
）

・
祭
壇
製
作
費
用
（

N
o.

16
-1
、

16
-2
）

・
供
養
（

N
o.

8、
11

-1
、

11
-2
、

23
、

25
、

30
、

33
）

・
相
談
（

N
o.

30
）

・
神
棚
設
置
（

N
o.

30
）

4
遺
贈
又
は
死
因
贈
与
の
勧
誘

・
死
因
贈
与
（

N
o.

7-
1、

7-
2）

5
貸
付
金
の
勧
誘

・
貸
付
金
（

N
o.

29
、

34
-1
、

34
-2
）

14
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15

6 
そ
の
他

・
結
婚
式
の
渡
航
費
用
、
そ
の
他
の
旅
費
・
交
通
費
（

N
o.

11
-1
、

11
-2
、

30
、

34
-1
、

34
-2
、

45
-1
、

45
-2
）

・
買
い
物
代
金
等
（

N
o.

20
-1
～

20
-3
）

・
生
活
し
て
い
た
宿
泊
施
設
の
家
賃
、
光
熱
費
及
び
食
費
等
（

N
o.

18
-1
、

18
-2
）

寄
附

勧
誘

行
為

等
の

違

法
性
の
判
断
基
準

1 
寄
附
勧
誘
行
為
の
違
法
性
の
判
断
基
準

(1
)

最
高
裁
に
お
け
る
寄
附
勧
誘
行
為
の
違
法
性
の
判
断
基
準

「
献
金
勧
誘
行
為
に
つ
い
て
は
、
こ
れ
に
よ
り
寄
附
者
が
献
金
を
す
る
か
否
か
に
つ
い
て
適
切
な
判
断
を
す
る
こ
と
に
支
障
が
生
ず

る
な
ど
し
た
事
情
の
有
無
や
そ
の
程
度
、
献
金
に
よ
り
寄
附
者
又
は
そ
の
配
偶
者
等
の
生
活
の
維
持
に
支
障
が
生
ず
る
な
ど
し
た
事
情

の
有
無
や
そ
の
程
度
、
そ
の
他
献
金
の
勧
誘
に
関
連
す
る
諸
事
情
を
総
合
的
に
考
慮
し
た
結
果
、
勧
誘
の
在
り
方
と
し
て
社
会
通
念

上
相
当
な
範
囲
を
逸
脱
す
る
と
認
め
ら
れ
る
場
合
に
は
、
不
法
行
為
法
上
違
法
と
評
価
さ
れ
る
と
解
す
る
の
が
相
当
で
あ
る
。
そ
し

て
、
上
記
の
判
断
に
当
た
っ
て
は
、
勧
誘
に
用
い
ら
れ
た
言
辞
や
勧
誘
の
態
様
の
み
な
ら
ず
、
寄
附
者
の
属
性
、
家
庭
環
境
、
入
信

の
経
緯
及
び
そ
の
後
の
宗
教
団
体
と
の
関
わ
り
方
、
献
金
の
経
緯
、
目
的
、
額
及
び
原
資
、
寄
附
者
又
は
そ
の
配
偶
者
等
の
資
産
や
生

活
の
状
況
等
に
つ
い
て
、
多
角
的
な
観
点
か
ら
検
討
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
と
い
う
べ
き
で
あ
る
。
」

（
N

o.
1-

1）

(2
)

最
高
裁
以
前
の
下
級
審
裁
判
例
に
お
け
る
寄
附
勧
誘
行
為
の
違
法
性
の
判
断
基
準

上
記
の
 N

o.
1-

1 
の
最
高
裁
以
前
の
下
級
審
裁
判
例
で
も
、
最
高
裁
と
同
様
に
「
社
会
通
念
上
相
当
な
範
囲
を
逸
脱
す
る
」
か

否
か
で
判
断
さ
れ
て
い
る
が
、
具
体
的
な
考
慮
要
素
に
つ
い
て
は
個
別
の
事
案
に
よ
っ
て
異
な
る
。

ア
勧
誘
に
用
い
ら
れ
た
言
辞
や
勧
誘
の
態
様
に
着
目
し
た
も
の

・
害
悪
の
告
知
や
心
理
的
な
圧
力
（
畏
怖
）
な
ど
、
心
理
状
態
に
つ
け
込
ん
だ
行
為
を
考
慮
し
た
も
の
（

N
o.

1-
3、

5、
8、

9、

10
、

11
-1
、

11
-2
、

12
、

18
-1
、

18
-2
、

23
、

24
-1
、

24
-2
、

25
、

27
-1
、

27
-2
、

28
、

30
、

31
-1
、

31
-2
、

32
-1
、

32
-2
、

33
、

34
-1
、

34
-2
、

35
、

36
、

37
、

39
、

40
-1
、

40
-2
、

41
、

42
、

43
-1
、

43
-2
、

45
、

46
）
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・
個
々
の
勧
誘
行
為
の
違
法
性
を
判
断
す
る
に
あ
た
っ
て
は
、
当
該
勧
誘
行
為
の
み
な
ら
ず
、
従
前
の
勧
誘
行
為
に
よ
っ
て
形
成

さ
れ
た
不
安
や
恐
怖
心
な
ど
の
影
響
も
踏
ま
え
て
判
断
す
べ
き
で
あ
る
と
し
た
も
の
（

N
o.

12
）

・
宗
教
の
教
義
を
伝
道
し
、
そ
の
信
者
と
な
る
よ
う
教
化
育
成
し
て
い
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
そ
の
こ
と
を
伏
せ
て
不
安
を
あ
お
る

勧
誘
を
し
て
い
た
こ
と
を
き
わ
め
て
重
要
な
要
素
に
当
た
る
と
し
た
も
の
（

N
o.

18
-1
）

・
対
象
者
が
帰
依
す
る
か
否
か
を
決
断
す
る
前
に
、
対
象
者
に
対
し
て
当
該
宗
教
の
教
義
に
つ
い
て
、
少
な
く
と
も
そ
の
概
要
を

説
明
し
、
対
象
者
が
自
由
意
思
で
帰
依
す
る
か
否
か
の
選
択
を
す
る
機
会
を
与
え
て
お
く
こ
と
が
必
要
で
あ
り
、
そ
う
し
た
機

会
を
与
え
な
い
伝
道
・
教
化
活
動
は
、
方
法
に
お
い
て
相
当
性
を
欠
く
も
の
と
し
た
も
の
（

N
o.

27
-2
）

イ
勧

誘
に

用
い
ら
れ
た
言
辞
や
勧
誘
の
態
様
以
外
の
も
の
を
考
慮
し
た
も
の

・
原
告
の
収
入
、
資
産
状
況
、
生
活
状
態
（

N
o.

1-
3、

6、
9、

10
、

12
、

18
-1
、

18
-2
、

23
、

28
、

30
、

31
-1
、

31
-2
、

32
-1
、

33
、

34
-1
、

34
-2
）

・
他
の
宗
教
団
体
等
に
お
け
る
宗
教
活
動
等
の
際
に
も
一
般
的
に
伴
う
こ
と
の
あ
る
範
囲
内
の
支
出
か
否
か
（

N
o.

18
-1
、

18
- 2

、
30
、

33
、

43
-1
、

43
-2
）

・
原
告
の
入
会
後
退
会
ま
で
の
言
動
、
判
断
能
力
・
精
神
状
態
（

N
o.

6）
・
原
告
は
、
教
義
に
疑
問
を
持
つ
機
会
や
、
第
三
者
か
ら
の
客
観
的
な
意
見
を
聴
取
す
る
機
会
も
奪
わ
れ
た
ま
ま
、
次
の
教
化
過
程

に
進
ま
ざ
る
を
得
な
い
心
境
に
さ
せ
ら
れ
、
教
義
に
対
す
る
論
証
・
批
判
の
契
機
を
与
え
ら
れ
な
い
ま
ま
、
宗
教
団
体
の
教
義

を
信
仰
さ
せ
ら
れ
る
に
至
っ
た
こ
と
、
ま
た
、
被
告
信
者
ら
の
伝
道
・
教
化
活
動
は
、
教
義
の
布
教
等
、
純
粋
な
宗
教
的
目
的

に
よ
る
も
の
と
は
認
め
ら
れ
ず
、
金
銭
を
集
め
る
目
的
も
相
当
程
度
有
し
て
い
た
こ
と
（

N
o.

27
-2
）

2 
そ
の
他
の
行
為
の
違
法
性
の
判
断
基
準

(1
)

宗
教
行
為
の
対
価
を
請
求
す
る
行
為
の
違
法
性
の
判
断
基
準

・
祈
祷
そ
の
他
の
宗
教
的
行
為
に
付
随
し
て
そ
の
対
価
の
支
払
を
求
め
る
行
為
は
、
そ
の
性
質
上
、
祈
祷
等
の
内
容
に
合
理
性
が

16
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な
い
と
か
、
成
果
が
認
め
ら
れ
な
い
な
ど
の
理
由
に
よ
り
直
ち
に
違
法
と
な
る
も
の
で
は
な
い
。
し
か
し
な
が
ら
、
そ
れ
に
伴
う

金
銭
請
求
が
、
相
手
方
の
窮
迫
、
困
惑
、
悩
み
、
不
安
、
恐
怖
等
に
乗
じ
、
殊
更
に
そ
の
不
安
、
恐
怖
心
を
煽
っ
た
り
、
自
分
に
特

別
な
能
力
が
あ
る
よ
う
に
装
い
、
そ
の
旨
信
じ
さ
せ
た
り
す
る
な
ど
の
不
相
当
な
方
法
で
行
わ
れ
、
そ
の
結
果
、
相
手
方
が
正
常

な
判
断
が
妨
げ
ら
れ
た
状
態
で
、
不
当
に
過
大
な
金
銭
を
支
払
っ
た
よ
う
な
場
合
に
は
、
社
会
的
に
相
当
な
範
囲
を
逸
脱
し
た
違

法
な
行
為
と
し
て
、
不
法
行
為
が
成
立
す
る
（

N
o.

8）
。

・
金
員
の
出
捐
を
伴
う
儀
式
等
を
受
け
る
こ
と
を
勧
誘
す
る
に
際
し
て
、
特
定
の
宗
教
を
信
じ
る
者
が
、
当
該
宗
教
団
体
に
お
け
る
教

義
等
に
基
づ
く
、
科
学
的
に
証
明
し
得
な
い
様
な
事
象
、
存
在
、
因
果
関
係
等
を
理
由
と
す
る
よ
う
な
吉
凶
禍
福
を
説
き
、
儀
式
等
を

受
け
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
そ
う
し
た
吉
凶
禍
福
を
一
定
程
度
有
利
に
解
決
す
る
こ
と
が
で
き
る
な
ど
と
信
者
等
に
説
明
す
る
こ
と
に

つ
い
て
も
、
そ
の
説
明
内
容
が
お
よ
そ
科
学
的
に
証
明
で
き
な
い
こ
と
な
ど
を
理
由
と
し
て
、
直
ち
に
虚
偽
と
断
じ
、
あ
る
い
は
違

法
と
評
価
す
る
こ
と
も
す
べ
き
で
は
な
い
し
、
あ
ら
か
じ
め
信
者
等
の
境
遇
や
悩
み
等
を
把
握
し
た
上
で
、
そ
う
し
た
悩
み
等
を
解
決

す
る
手
段
と
し
て
、
金
員
の
出
捐
を
含
む
宗
教
的
教
義
の
具
体
的
実
践
を
勧
誘
す
る
こ
と
も
、
直
ち
に
違
法
と
評
価
さ
れ
る
も
の

で
は
な
い
。
し
か
し
な
が
ら
、
上
記
の
よ
う
な
行
為
が
、
信
者
等
を
い
た
ず
ら
に
不
安
に
陥
れ
た
り
、
畏
怖
さ
せ
た
り
し
た
上
で
、

そ
の
よ
う
な
心
理
状
態
に
つ
け
込
ん
で
行
わ
れ
、
社
会
一
般
的
に
信
者
等
の
自
由
な
意
思
に
基
づ
く
も
の
と
は
い
え
な
い
よ
う
な
態

様
で
行
わ
れ
た
も
の
で
あ
る
場
合
や
、
信
者
等
の
社
会
的
地
位
や
資
産
状
況
等
に
照
ら
し
て
不
相
当
な
多
額
の
金
員
を
支
出
さ
せ

る
な
ど
、
社
会
的
に
考
え
て
一
般
的
に
相
当
と
認
め
ら
れ
る
範
囲
を
著
し
く
逸
脱
す
る
も
の
で
あ
る
場
合
な
ど
に
は
、
そ
の
よ
う
な

行
為
は
、
反
社
会
的
な
も
の
と
評
価
さ
れ
、
公
序
良
俗
に
反
す
る
も
の
と
し
て
、
違
法
な
も
の
に
な
る
と
し
た
（

N
o.

30
）。

(2
)

鑑
定
の
対
価
を
請
求
す
る
行
為
の
違
法
性
の
判
断
基
準

・
鑑
定
の
対
価
を
請
求
す
る
行
為
は
、
当
該
鑑
定
の
内
容
に
合
理
性
が
な
い
と
か
、
成
果
が
認
め
ら
れ
な
い
な
ど
の
理
由
で
、
直
ち

に
違
法
な
行
為
と
な
る
も
の
で
は
な
い
が
、
鑑
定
を
勧
誘
す
る
こ
と
が
不
当
な
目
的
に
基
づ
い
て
お
り
、
不
当
な
手
段
に
よ
っ
て

鑑
定
の
勧
誘
が
な
さ
れ
、
相
手
方
が
正
常
な
判
断
を
妨
げ
ら
れ
た
状
態
で
不
当
に
過
大
な
金
銭
を
鑑
定
の
対
価
と
し
て
支
払
っ
た
よ

う
な
場
合
に
は
、
鑑
定
の
名
目
で
対
価
を
請
求
す
る
行
為
は
社
会
的
に
相
当
な
範
囲
を
著
し
く
逸
脱
し
た
違
法
な
行

17
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18

為
と
な
る
と
い
う
べ
き
で
あ
る
と
し
た
（

N
o.

15
）。

寄
附

金
の

実
際

の
使

用
・
被
災
し
た
ペ
ッ
ト
と
そ
の
飼
い
主
の
た
め
の
事
業
及
び
義
援
金
の
目
的
に
沿
う
限
り
に
お
い
て
、
支
出
の
時
期
、
方
法
や
相
手
方
、

金
額
等
を
含
め
て
宗
教
団
体
本
部
の
合
理
的
な
裁
量
に
委
ね
ら
れ
る
性
質
の
も
の
と
い
う
こ
と
が
で
き
、
義
援
金
を
寄
付
し
た
者
と

の
関
係
に
お
い
て
宗
教
団
体
本
部
又
は
そ
の
管
理
者
に
不
法
行
為
責
任
を
問
わ
れ
る
法
的
な
義
務
の
違
反
の
問
題
が
生
じ
得
る
の

は
、
そ
の
裁
量
の
範
囲
の
逸
脱
又
は
そ
の
濫
用
が
あ
っ
た
場
合
で
あ
る
と
い
う
べ
き
で
あ
る
。
宗
教
団
体
本
部
が
そ
の
事
業
に
関
す

る
義
援
金
の
支
出
や
管
理
の
在
り
方
に
つ
い
て
有
す
る
合
理
的
な
裁
量
の
範
囲
を
超
え
る
も
の
と
は
い
え
ず
、
そ
の
裁
量
の
範
囲
の

逸
脱
又
は
そ
の
濫
用
が
あ
っ
た
と
は
認
め
が
た
い
と
判
断
し
て
、
不
法
行
為
責
任
を
否
定
し
た
（

N
o.

21
）。

用
途

が
寄

附
者

と
の

関

係
で

不
法

行
為

と
な

る

基
準

合
意
（
意
思
表
示
）
の
有

効
性
の
判
断
基
準

1 
不
起
訴
合
意
の
有
効
性
（
公
序
良
俗
な
ど
）

(
1)

最
高
裁
に
お
け
る
不
起
訴
合
意
の
有
効
性
（
公
序
良
俗
違
反
の
有
無
）

の
判
断
基
準

「
特
定
の
権
利
又
は
法
律
関
係
に
つ
い
て
裁
判
所
に
訴
え
を
提
起
し
な
い
こ
と
を
約
す
る
私
人
間
の
合
意
（
以
下
「
不
起
訴
合
意

」
と
い
う
。
）
は
、
そ
の
効
力
を
一
律
に
否
定
す
べ
き
も
の
で
は
な
い
が
、
裁
判
を
受
け
る
権
利
（
憲
法
 3

2 
条
）
を
制
約
す
る
も
の

で
あ
る
こ
と
か
ら
す
る
と
、
そ
の
有
効
性
に
つ
い
て
は
慎
重
に
判
断
す
べ
き
で
あ
る
。
そ
し
て
、
不
起
訴
合
意
は
、
そ
れ
が
公
序
良
俗

に
反
す
る
場
合
に
は
無
効
と
な
る
と
こ
ろ
、
こ
の
場
合
に
当
た
る
か
ど
う
か
は
、
当
事
者
の
属
性
及
び
相
互
の
関
係
、
不
起
訴
合
意

の
経
緯
、
趣
旨
及
び
目
的
、
不
起
訴
合
意
の
対
象
と
な
る
権
利
又
は
法
律
関
係
の
性
質
、
当
事
者
が
被
る
不
利
益
の
程
度
そ
の
他
諸
般

の
事
情
を
総
合
考
慮
し
て
決
す
べ
き
で
あ
る
」
（

N
o.

1-
1）

(2
)

下
級
審
裁
判
例
に
お
け
る
不
起
訴
合
意
の
有
効
性
（
公
序
良
俗
違
反
の
有
無
）
の
判
断
基
準

不
起
訴
合
意
の
有
効
性
が
争
わ
れ
た
下
級
審
の
裁
判
例
で
も
、
公
序
良
俗
違
反
に
該
当
す
る
か
ど
う
か
が
争
わ
れ
て
い
る
。
こ
の

公
序
良
俗
違
反
の
有
無
は
、
個
々
の
事
案
に
応
じ
て
総
合
考
慮
に
よ
っ
て
判
断
さ
れ
て
い
る
。
例
え
ば
、

N
o.

4-
1 

の
裁
判
例
で
は
、

不
起
訴
合
意
の
目
的
、
控
訴
人
（
原
告
）
の
心
理
状
態
、
控
訴
人
に
対
す
る
意
思
確
認
及
び
説
明
の
有
無
、
合
意
内
容
（
一
方
的

に
不
利
な
内
容
か
）
、
合
意
の
も
た
ら
す
結
果
等
の
事
情
を
考
慮
し
て
、
公
序
良
俗
違
反
を
肯
定
し
、
不
起
訴
合
意
を
無
効
と
判
断
し

て
い
る
。
他
方
、

N
o.

45
-2

 の
裁
判
例
で
は
、
合
意
の
作
成
の
際
の
録
音
テ
ー
プ
よ
り
発
言
に
畏
怖
し
て
い
る
よ
う
な
様
子
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は
見
受
け
ら
れ
な
い
と
し
て
、
公
序
良
俗
違
反
を
否
定
し
不
起
訴
合
意
を
有
効
と
判
断
し
て
い
る
。
ま
た
、

N
o.

10
 の

裁
判
例
で
は

、
原
告
が
、
①
本
件
念
書
作
成
当
時
、
被
告
Ｙ

1 
団
体
か
ら
の
脱
退
を
考
え
て
い
た
こ
と
を
窺
わ
せ
る
証
拠
は
な
い
こ
と
、
②
神
と

の
契
約
を
解
く
こ
と
は
で
き
な
い
と
の
文
言
が
、
原
告
に
と
っ
て
害
悪
の
告
知
に
当
た
る
と
は
に
わ
か
に
認
め
難
い
こ
と
、

③
公
証
人
は
、
認
証
手
続
を
行
う
に
当
た
り
、
意
思
表
示
者
に
対
し
十
分
な
意
思
確
認
を
行
っ
て
い
る
と
通
常
解
さ
れ
る
こ
と
等
を

併
せ
考
慮
し
、
原
告
が
、
被
告
Ｙ

2 
か
ら
の
強
迫
に
よ
っ
て
、
本
件
念
書
の
作
成
に
応
じ
た
と
の
主
張
は
採
用
で
き
な
い
と
し
て
、

強
迫
に
よ
る
不
起
訴
合
意
無
効
の
主
張
を
排
斥
し
、
さ
ら
に
、
宗
教
団
体
の
信
者
が
そ
の
教
義
に
従
う
こ
と
は
、
ま
さ
に
宗
教
的
行

為
の
実
践
そ
の
も
の
な
の
で
あ
っ
て
、
原
告
が
進
ん
で
被
告
Ｙ

1 
団
体
の
教
義
に
従
っ
て
振
る
舞
っ
て
い
た
と
し
て
も
、
そ
の
こ
と

を
も
っ
て
公
序
良
俗
違
反
の
根
拠
に
は
な
ら
な
い
の
で
あ
る
か
ら
、
原
告
が
本
件
念
書
の
作
成
ま
で
の
間
に
献
金
等
と
し
て
 

30
00

 

万
円
を
超
え
る
支
出
を
し
て
い
た
こ
と
を
考
慮
し
て
も
、
本
件
念
書
に
お
け
る
原
告
の
意
思
表
示
が
公
序
良
俗
に
違
反
す
る
と
認

め
る
に
は
足
り
な
い
と
し
た
。

2
解
決
金
の
支
払
い
合
意
の
有
効
性

解
決
金
の
支
払
い
の
合
意
の
有
効
性
が
争
わ
れ
た
下
級
審
の
裁
判
例
に
は
、
公
序
良
俗
違
反
に
該
当
す
る
か
ど
う
か
が
争
わ
れ
た
も

の
が
あ
る
。
公
序
良
俗
違
反
の
有
無
は
、
個
々
の
事
案
に
応
じ
て
総
合
考
慮
に
よ
っ
て
判
断
さ
れ
て
い
る
。
例
え
ば
、

N
o.

2 
の
裁
判
例

で
は
、

30
0 
万
円
の
解
決
金
の
支
払
い
合
意
（
本
件
合
意
）
に
つ
い
て
、
信
義
則
及
び
公
序
良
俗
に
反
し
無
効
か
と
い
う
点
も
争
わ
れ

た
が
、
本
件
合
意
が
解
決
金
 3

00
 万

円
の
支
払
に
よ
っ
て
填
補
さ
れ
な
い
損
害
に
つ
い
て
被
告
ら
を
免
責
さ
せ
る
内
容
の
も
の
で
も
な

い
こ
と
か
ら
す
る
と
、
被
告
ら
に
よ
り
違
法
に
引
き
出
さ
れ
た
金
員
を
原
資
と
し
て
宗
教
法
人
に
献
金
が
行
わ
れ
た
こ
と
を
踏
ま
え
、

30
0 
万
円
の
限
度
で
解
決
金
を
支
払
う
こ
と
と
し
た
合
意
の
内
容
が
、
信
義
則
に
反
す
る
も
の
で
あ
る
と
も
、
公
序
良
俗
に
反
す
る
と

も
い
う
こ
と
は
で
き
な
い
と
し
た
。

3
不
返
還
合
意
の
有
効
性
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不
返
還
合
意
の
有
効
性
が
争
わ
れ
た
下
級
審
の
裁
判
例
で
も
、
公
序
良
俗
違
反
に
該
当
す
る
か
ど
う
か
が
争
わ
れ
た
も
の
が
あ

り
、
公
序
良
俗
違
反
の
判
断
は
、
個
々
の
事
案
に
応
じ
た
総
合
考
慮
に
よ
っ
て
判
断
さ
れ
て
い
る
。
例
え
ば
、

N
o.

11
-1

 
の
裁
判
例

で
は
、
原
告
が
そ
の
他
の
献
金
の
返
還
請
求
を
含
む
請
求
を
し
な
い
こ
と
を
約
す
る
旨
の
本
件
清
算
条
項
が
含
ま
れ
た
本
件
合
意
書
の
有

効
性
が
問
題
と
な
っ
た
が
、
裁
判
所
は
、
①
本
件
合
意
書
の
作
成
過
程
に
つ
い
て
、
原
告
が
■
■
と
■
■
を
被
告
 

Y
5 

に
返
品
し
、
被

告
 

Y
5 

が
原
告
の
し
た
献
金
合
計
 

20
3 

万
円
を
原
告
に
返
金
す
る
こ
と
に
つ
い
て
だ
け
話
し
合
っ
て
お
り
、
そ
の
他
の
献
金
に
関
し

て
は
話
し
合
わ
れ
な
か
っ
た
こ
と
、
ま
た
、
②
被
告
 Y

1 
団
体
の
信
者
に
お
い
て
、
献
金
は
天
に
捧
げ
た
も
の
で
あ
っ
て
返
金
を
求
め

る
こ
と
が
で
き
な
い
と
認
識
し
て
お
り
、
原
告
は
 2

03
 万

円
の
返
金
を
受
け
た
後
も
 D

 と
■
■
結
婚
式
を
す
る
意
思
を
表
明
し
て
い

る
こ
と
か
ら
す
る
と
、
原
告
に
は
、
本
件
合
意
書
を
取
り
交
わ
し
た
当
時
、
そ
の
他
の
献
金
に
関
し
て
返
金
を
求
め
る
と
い
う
考
え
す

ら
な
く
、
本
件
合
意
書
は
、
そ
の
よ
う
な
状
況
下
で
、
そ
の
内
容
に
つ
い
て
説
明
さ
れ
ず
、
原
告
の
意
思
も
確
認
さ
れ
な
い
ま
ま
、
署

名
押
印
さ
れ
た
も
の
で
あ
る
と
認
定
し
た
。
そ
の
上
で
、
本
件
清
算
条
項
は
、
原
告
に
お
い
て
そ
の
他
の
献
金
に
関
し
て
返
金
を
求
め

る
考
え
す
ら
な
か
っ
た
こ
と
に
乗
じ
て
、
何
ら
の
説
明
も
な
し
に
原
告
に
そ
の
他
の
献
金
に
関
す
る
請
求
権
を
放
棄
さ
せ
る
も
の
で
あ

っ
て
、
そ
の
他
の
献
金
の
金
額
が
少
な
く
と
も
 

36
2 

万
円
に
上
る
こ
と
も
考
慮
す
る
と
、
公
序
良
俗
に
反
し
無
効
と
い
う
べ
き
で
あ

る
と
判
断
し
た
（
な
お
、
同
判
断
は
控
訴
審
（

N
o.

11
-2
）
で
も
是
認
さ
れ
て
い
る
。
）
。

4 
遺
贈
又
は
死
因
贈
与
の
有
効
性

遺
贈
又
は
死
因
贈
与
の
有
効
性
が
争
わ
れ
た
下
級
審
の
裁
判
例
で
も
、
公
序
良
俗
違
反
に
該
当
す
る
か
ど
う
か
が
争
わ
れ
た
も
の
が

あ
る
。
公
序
良
俗
違
反
の
有
無
は
、
個
々
の
事
案
に
応
じ
て
総
合
考
慮
に
よ
っ
て
判
断
さ
れ
て
い
る
。

例
え
ば
、

N
o.

7-
1 

の
裁
判
例
で
は
、
本
件
死
因
贈
与
契
約
は
、
控
訴
人
に
お
い
て
本
件
身
元
保
証
契
約
に
基
づ
く
支
援
受
託
費
用
を

Ｃ
か
ら
受
領
し
な
が
ら
、
こ
れ
に
上
乗
せ
す
る
形
で
Ｃ
の
死
後
に
そ
の
不
動
産
を
除
く
全
財
産
を
無
償
で
取
得
す
る
こ
と
を
内
容
と
す
る

も
の
で
あ
り
、
ま
た
、
そ
の
締
結
に
際
し
て
、
控
訴
人
代
表
者
か
ら
Ｃ
に
対
し
、
本
件
身
元
保
証
契
約
に
付
加
す
る
形
で
本
件
死
因
贈

与
契
約
の
締
結
を
勧
め
る
理
由
に
つ
い
て
合
理
的
に
理
解
可
能
な
説
明
が
さ
れ
た
と
は
い
え
ず
、
か
え
っ
て
、
控
訴
人
に
身
元
保
証
人

を
引
き
受
け
て
も
ら
わ
な
け
れ
ば
困
る
と
考
え
て
い
た
で
あ
ろ
う
Ｃ
に
対
し
、
そ
の
死
亡
時
や
判
断
能
力
喪
失
時
に
備

20
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21

え
た
対
処
方
策
の
一
つ
に
な
る
か
の
よ
う
な
不
正
確
で
誤
解
を
招
く
説
明
が
さ
れ
た
結
果
と
し
て
締
結
さ
れ
た
も
の
で
あ
る
、
と
認

定
し
た
上
、
こ
の
よ
う
な
本
件
死
因
贈
与
契
約
の
内
容
及
び
そ
の
締
結
の
経
緯
に
照
ら
す
と
、
本
件
死
因
贈
与
契
約
は
、
い
わ
ば
社
会

的
弱
者
と
さ
れ
る
高
齢
者
に
身
元
保
証
を
提
供
す
る
代
わ
り
に
合
理
的
な
理
由
も
な
い
ま
ま
そ
の
死
亡
時
の
不
動
産
を
除
く
全
財
産

を
無
償
で
譲
渡
さ
せ
る
こ
と
に
よ
り
控
訴
人
が
利
益
を
得
る
も
の
で
あ
っ
て
、
暴
利
行
為
と
評
し
う
る
も
の
で
あ
り
、
そ
の
効
力
を
そ

の
ま
ま
承
認
す
る
こ
と
は
社
会
正
義
に
も
と
る
結
果
と
な
る
か
ら
、
公
序
良
俗
に
反
し
無
効
で
あ
る
と
し
た
。

寄
附

勧
誘

行
為

の
不

法

行
為
の
成
否
／
無
効
・
取

消
の

成
否

に
つ

い
て

の

判
断

1 
不
法
行
為
の
成
否

(
1
)

寄
附
勧
誘
行
為
の
不
法
行
為
の
成
否

ア
肯
定
例

・
N

o.
5：

指
導
者
に
よ
る
占
い
を
受
け
さ
せ
、
そ
の
者
に
対
し
、
同
人
の
不
安
や
恐
怖
を
煽
る
な
ど
し
た
上
で
、
場
合
に
よ
っ
て

は
借
金
を
さ
せ
て
ま
で
、
霊
的
な
効
果
が
あ
る
な
ど
と
告
げ
て
壺
を
買
わ
せ
る
な
ど
し
て
被
告
団
体
の
信
者
と
し
た
上
で
、
財
産
を

保
持
す
る
こ
と
は
悪
で
あ
り
、
こ
れ
を
被
告
団
体
の
た
め
に
拠
出
す
る
こ
と
が
善
で
あ
る
と
の
考
え
を
絶
対
的
教
え
と
し
て
、

信
者
の
資
産
の
多
寡
に
か
か
わ
ら
ず
、
被
告
団
体
の
信
者
に
対
し
て
過
大
な
金
銭
の
拠
出
を
強
要
す
る
ほ
か
、
活
動
資
金
を
獲

得
す
る
た
め
の
事
業
活
動
に
つ
き
無
償
労
働
を
強
い
る
と
い
っ
た
こ
と
が
行
わ
れ
て
い
た
こ
と
に
つ
い
て
、（

共
同
）
不
法
行
為

を
認
め
た
。

・
N

o.
9：

各
原
告
に
つ
い
て
、
個
別
の
献
金
や
物
品
購
入
等
に
つ
い
て
の
勧
誘
行
為
を
検
討
し
て
、
一
部
に
つ
い
て
、
社
会
通
念

に
照
ら
し
て
相
当
と
認
め
ら
れ
る
範
囲
を
逸
脱
し
て
い
た
行
為
と
し
て
、
勧
誘
行
為
の
違
法
性
を
認
め
た
。

・
N

o.
11

-1
：
家
族
の
病
気
に
関
す
る
不
安
を
あ
お
ら
れ
て
家
系
図
を
作
成
す
る
こ
と
を
決
め
、
被
告
Ｙ

3 
の
も
と
で
家
系
図
を
作

成
し
、
家
族
の
不
幸
が
先
祖
の
因
縁
に
よ
る
も
の
で
は
な
い
か
と
の
不
安
を
あ
お
ら
れ
て
教
会
に
通
う
よ
う
に
な
り
、
さ
ら
に

、
教
会
に
お
い
て
、
ビ
デ
オ
や
講
義
、
講
師
と
の
会
話
に
よ
っ
て
、
家
族
が
地
獄
で
苦
し
ん
で
い
る
と
の
不
安
や
恐
怖
心
を
あ

お
ら
れ
続
け
る
中
で
、
先
祖
供
養
や
■
■
結
婚
式
を
受
け
る
こ
と
と
し
、
こ
れ
ら
の
献
金
を
し
た
こ
と
が
認
め
ら
れ
る
と
し
て

、
被
告
Ｙ

1 
団
体
の
信
者
に
お
い
て
、
原
告
が
教
会
に
通
う
に
当
た
り
原
告
に
受
講
料
の
支
払
を
求
め
る
こ
と
や
、
原
告
に
先
祖

供
養
や
■
■
結
婚
式
に
関
す
る
献
金
を
求
め
る
こ
と
は
、
社
会
的
に
相
当
な
範
囲
を
逸
脱
し
た
行
為
と
し
て
違
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法
と
評
価
せ
ざ
る
を
得
な
い
と
し
た
。

・
N

o.
12
：
原
告
が
鬱
病
で
あ
る
こ
と
を
知
り
な
が
ら
、
マ
ン
シ
ョ
ン
を
売
却
し
て
納
め
な
け
れ
ば
原
告
の
持
病
が
治
ら
な
い
な
ど

と
述
べ
、
原
告
の
不
安
感
を
殊
更
に
助
長
さ
せ
て
献
金
の
勧
誘
を
し
た
も
の
で
あ
る
か
ら
、
マ
ン
シ
ョ
ン
を
売
却
し
て
有
功
す

る
よ
う
勧
誘
し
、

13
00

 万
円
を
有
功
と
し
て
支
払
わ
せ
た
行
為
は
、
原
告
の
自
由
な
意
思
決
定
を
阻
害
す
る
も
の
で
あ
っ
て
、

か
つ
、
原
告
の
資
産
状
況
及
び
生
活
状
況
に
照
ら
し
明
ら
か
に
過
大
な
も
の
と
い
え
、
違
法
で
あ
る
と
し
た
。
ま
た
、
借
入
を
し

な
け
れ
ば
献
金
を
す
る
た
め
の
資
産
が
な
い
よ
う
な
状
況
の
下
で
、
そ
の
こ
と
を
知
り
な
が
ら
借
入
を
し
て
献
金
を
す
る
よ
う

勧
誘
す
る
行
為
、
母
名
義
の
口
座
か
ら
引
き
出
し
て
献
金
を
勧
誘
す
る
行
為
、
銀
行
か
ら
借
り
入
れ
を
行
っ
て
い
る
こ
と
を
知

り
な
が
ら
原
告
の
財
産
を
全
て
献
金
す
る
よ
う
勧
誘
す
る
行
為
、
キ
ャ
ッ
シ
ン
グ
に
よ
る
借
り
入
れ
を
し
て
献
金
す
る
よ
う
勧

誘
す
る
行
為
は
、
い
ず
れ
も
勧
誘
を
受
け
る
者
の
資
産
状
況
及
び
生
活
状
況
に
照
ら
し
て
過
大
な
支
出
を
さ
せ
る
も
の
で
あ
る

こ
と
は
明
ら
か
で
あ
っ
て
、
社
会
通
念
上
相
当
と
認
め
ら
れ
る
範
囲
を
逸
脱
し
た
も
の
と
い
え
、
違
法
で
あ
る
と
し
た
。

・
N

o.
16

-2
：
原
告
に
対
し
、
被
告
Ｙ

3 
寺
の
自
称
Ｄ
に
依
頼
し
て
 6

0 
日
間
加
持
祈
祷
等
を
行
う
こ
と
に
よ
り
、
原
告
が
別
れ
た
恋

人
と
復
縁
し
、
合
計
 8

00
0 
万
円
も
の
賞
金
の
宝
く
じ
に
当
選
す
る
こ
と
も
で
き
る
な
ど
、
必
ず
良
縁
と
金
運
に
恵
ま
れ
る

こ
と
、
及
び
そ
の
加
持
祈
祷
の
た
め
の
祭
壇
製
作
費
用
（
材
料
費
）
と
し
て
 

10
8 

万
円
も
必
要
で
あ
る
な
ど
と
誤
信
さ
せ
、

祭
壇
製
作
費
用
の
名
目
で
本
件
送
金
を
さ
せ
た
行
為
は
、
本
件
送
金
の
額
（

10
8 
万
円
）
を
み
て
も
、
い
わ
ゆ
る
運
勢
占
い
に
お

い
て
社
会
通
念
上
相
当
と
し
て
許
容
さ
れ
る
範
囲
を
超
え
、
不
当
に
高
額
な
祈
祷
代
や
祭
壇
費
用
を
支
払
わ
せ
た
も
の
で
あ

る
と
認
め
ら
れ
る
か
ら
、
被
告
Ｙ

1 
の
原
告
に
対
す
る
上
記
行
為
は
、
詐
欺
に
当
た
り
、
違
法
と
い
う
こ
と
が
で
き
る
と
し

た
。

・
N

o.
18

-1
：
勧
誘
団
体
が
Ｘ
で
あ
る
こ
と
等
を
告
知
し
た
平
成
 

16
 年

 
4 

月
ま
で
の
勧
誘
、
教
化
は
、
社
会
的
に
相
当
と
認
め

ら
れ
る
範
囲
を
明
ら
か
に
逸
脱
す
る
も
の
と
認
め
る
こ
と
が
で
き
、
こ
の
こ
と
は
、
個
々
の
献
金
等
の
支
出
が
不
法
行
為
に

当
た
る
か
ど
う
か
を
判
断
す
る
に
あ
た
っ
て
、
き
わ
め
て
重
要
な
要
素
と
な
る
。
告
知
の
後
は
、
一
審
原
告
は
一
審
被
告
 

Y

に
よ
る
献
金
や
献
身
行
為
等
の
勧
誘
が
一
審
被
告
Ｙ
の
教
義
に
よ
る
こ
と
を
理
解
し
て
い
た
と
認
め
ら
れ
る
か
ら
、
告
知
の

22
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後
の
個
々
の
献
金
等
の
支
出
や
、
献
身
行
為
は
、
個
々
の
行
為
に
よ
る
支
出
額
や
行
為
の
内
容
等
が
社
会
的
に
不
相
当
と
認
め

ら
れ
る
か
ど
う
か
を
検
討
し
た
上
で
、
不
法
行
為
に
当
た
る
か
ど
う
か
を
判
断
す
る
。
そ
し
て
、
通
常
の
信
仰
活
動
と
し
て
の

献
金
の
範
囲
を
超
え
て
い
る
も
の
に
つ
い
て
、
不
法
行
為
責
任
を
認
め
た
。

・
N

o.
19

-1
、

19
-2
：
被
告
宗
教
団
体
が
、
専
業
主
婦
で
あ
る
Ａ
に
対
し
て
夫
（
原
告
）
の
財
産
な
ど
を
意
思
に
反
し
て
で
も
献
金

す
る
よ
う
指
示
し
、
被
告
が
、
献
金
の
原
資
は
本
人
の
財
産
で
は
な
く
原
告
の
財
産
で
あ
り
、
原
告
の
意
思
に
反
し
て
出
捐
さ

れ
た
こ
と
に
つ
い
て
認
識
し
て
い
た
も
の
に
つ
い
て
不
法
行
為
責
任
を
認
め
た
。

・
N

o.
20

-3
：
客
観
的
に
存
在
す
る
証
拠
（
メ
ー
ル
等
）
を
基
本
と
し
て
、
諸
般
の
事
情
を
総
合
的
に
考
慮
し
て
検
討
し
、
原
告

Ｘ
1 
は
、
Ａ
会
内
に
お
い
て
、
被
告
Ｙ

1、
被
告
Ｙ

2 
及
び
被
告
Ｙ

3 
か
ら
、
性
格
、
生
活
態
度
等
を
捉
え
て
問
題
視
さ
れ
、
特
に

Ｍ
の
三
女
で
あ
る
Ｐ
が
原
告
Ｘ

1 
に
連
れ
ら
れ
て
Ｒ
村
に
行
っ
た
後
に
特
定
疾
患
を
発
症
し
た
こ
と
を
殊
更
に
問
題
視
さ
れ
る

こ
と
等
に
よ
り
、
精
神
的
に
屈
服
さ
せ
ら
れ
て
い
た
で
あ
ろ
う
こ
と
が
推
認
さ
れ
る
と
し
て
、
精
神
的
屈
服
下
に
あ
っ
た
状
態

で
本
来
支
払
う
必
要
が
な
い
に
も
か
か
わ
ら
ず
金
員
の
支
払
を
余
儀
な
く
さ
れ
た
金
銭
や
慰
謝
料
に
つ
い
て
不
法
行
為
責
任
を

認
め
た
。

・
N

o.
27
：
被
告
信
者
ら
の
伝
道
・
教
化
活
動
は
、
教
義
の
布
教
等
の
純
粋
な
宗
教
的
目
的
に
基
づ
く
も
の
で
は
な
く
、
対
象
者
に

献
金
及
び
無
償
の
物
品
販
売
活
動
等
を
行
わ
せ
る
と
共
に
、
そ
の
よ
う
な
行
為
を
す
る
信
者
を
再
生
産
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、

経
済
的
利
益
を
獲
得
す
る
こ
と
に
目
的
が
あ
っ
た
と
推
認
す
る
の
が
相
当
で
あ
り
、
伝
道
・
教
化
活
動
の
目
的
は
不
当
な
も
の

で
あ
る
と
の
評
価
を
免
れ
ず
、
被
告
信
者
ら
の
伝
道
・
教
化
活
動
は
、
不
当
な
目
的
に
も
と
づ
き
、
相
当
性
を
欠
い
た
方
法
に

よ
っ
て
行
わ
れ
、
結
果
的
に
対
象
者
の
信
教
の
自
由
（
信
じ
る
か
否
か
を
選
択
す
る
自
由
）
を
侵
害
し
た
と
判
断
し
た
。

・
N

o.
30
：
当
初
の
相
談
時
か
ら
、
水
子
や
先
祖
の
未
成
仏
霊
が
取
り
憑
い
て
い
る
こ
と
、
そ
れ
ら
の
未
成
仏
霊
が
抱
え
て
い
る
問

題
の
原
因
で
あ
る
こ
と
、
未
成
仏
霊
を
清
め
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
こ
と
な
ど
を
告
げ
て
、
儀
式
を
さ
せ
、
儀
式
後
も
、
な
お

、
パ
ワ
ー
ア
ッ
プ
と
称
し
て
頻
回
に
儀
式
が
必
要
で
あ
る
と
告
げ
、
様
々
な
害
悪
を
回
避
す
る
た
め
に
は
必
要
で
あ
る
と
信
じ

込
ま
せ
て
、
い
た
ず
ら
に
不
安
に
陥
れ
た
り
、
畏
怖
さ
せ
た
も
の
で
あ
り
、
自
由
な
意
思
に
基
づ
く
も
の
と
は
い
え

23
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な
い
よ
う
な
態
様
で
行
わ
れ
た
も
の
で
あ
る
と
し
て
、
不
法
行
為
を
認
め
た
。

・
N

o.
31

-2
：
原
告
ら
に
対
し
て
行
っ
た
伝
道
活
動
は
、
宗
教
性
や
入
信
後
の
実
践
内
容
を
秘
匿
し
て
行
わ
れ
た
も
の
で
、
自
由
意

思
を
歪
め
て
信
仰
へ
の
隷
属
に
導
く
不
正
な
も
の
で
あ
り
、
教
化
活
動
は
、
家
族
等
と
の
交
流
を
断
絶
さ
せ
、
金
銭
拠
出
の
不

足
が
信
仰
の
怠
り
で
あ
り
救
済
の
否
定
に
つ
な
が
る
と
教
え
て
信
仰
を
維
持
さ
せ
、
特
異
な
宗
教
的
実
践
を
継
続
さ
せ
よ
う
と

す
る
不
正
な
も
の
で
あ
る
こ
と
、
ま
た
、
不
公
正
な
伝
道
・
教
化
活
動
は
、
原
告
ら
に
財
産
を
差
し
出
さ
せ
、
原
告
ら
を
集
金

活
動
に
従
事
さ
せ
る
と
い
う
特
異
な
宗
教
的
実
践
を
強
制
す
る
も
の
で
あ
り
、
客
観
的
に
み
れ
ば
、
宗
教
団
体
が
経
済
的
利
益

を
獲
得
す
る
目
的
で
行
わ
れ
た
と
い
わ
ざ
る
を
え
な
い
こ
と
か
ら
、
伝
道
・
教
化
活
動
が
、
社
会
的
相
当
性
の
範
囲
か
ら
著
し

く
逸
脱
す
る
民
事
上
違
法
な
行
為
と
認
定
し
た
。

・
N

o.
32

-1
：
各
献
金
勧
誘
行
為
に
つ
い
て
、
原
告
の
不
安
や
恐
怖
心
を
助
長
す
る
よ
う
な
勧
誘
行
為
が
さ
れ
た
こ
と
を
理
由
と
し

て
、
不
法
行
為
を
認
め
た
。

・
N

o.
32

-2
：
面
談
に
お
い
て
、
原
告
に
自
分
の
財
産
や
遺
産
が
全
て
な
く
な
る
ま
で
献
金
す
る
よ
う
に
執
拗
に
求
め
、
そ
れ
を
果

た
さ
な
い
と
原
告
の
子
供
に
危
害
が
及
ぶ
な
ど
を
告
げ
た
こ
と
を
認
め
、
一
部
の
献
金
に
つ
い
て
不
法
行
為
を
認
め
た
。

・
N

o.
33
：
各
支
払
勧
誘
行
為
に
つ
い
て
、
原
告
の
不
安
な
い
し
恐
怖
心
を
煽
り
、
不
相
当
に
高
額
な
支
払
を
さ
せ
た
こ
と
を
理
由

と
し
て
、
社
会
的
に
相
当
と
認
め
ら
れ
る
範
囲
を
逸
脱
し
た
も
の
と
し
て
違
法
と
認
め
た
。

・
N

o.
34

-1
：
献
金
等
の
行
為
に
つ
い
て
、
原
告
の
自
由
な
意
思
決
定
を
不
当
に
制
約
し
て
、
高
額
の
献
金
を
さ
せ
て
い
る
も
の
で

あ
り
、
社
会
的
に
相
当
な
範
囲
を
逸
脱
す
る
違
法
な
行
為
と
認
め
た
。

・
N

o.
34

-2：
献
金
等
の
行
為
に
つ
い
て
、
原
告
の
自
由
な
意
思
決
定
を
不
当
に
制
約
し
て
献
金
を
勧
誘
す
る
も
の
で
あ
る
か
ら
、
か
か

る
勧
誘
行
為
は
違
法
な
行
為
と
認
め
た
。

・
N

o.
36
：
原
告
に
対
し
、
こ
の
ま
ま
で
は
死
に
至
る
な
ど
不
吉
な
事
実
を
次
々
と
告
げ
て
不
安
を
殊
更
に
煽
る
な
ど
し
て
、
高
額

の
祈
願
料
等
の
支
払
を
求
め
、
金
額
の
高
さ
に
躊
躇
す
る
原
告
に
対
し
て
突
き
放
す
よ
う
な
態
度
を
と
り
、
さ
ら
に
原
告
の
不

安
を
煽
り
、
原
告
に
お
い
て
正
常
な
判
断
が
妨
げ
ら
れ
た
状
態
で
、
祈
願
料
等
名
下
に
著
し
く
高
額
の
金
員
を
支
払
わ
せ
た
も

の
で
あ
る
と
し
て
、
社
会
的
に
相
当
な
範
囲
を
逸
脱
し
た
違
法
な
行
為
と
認
め
た
。
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・
N

o.
37
：
易
断
名
下
に
、
も
っ
ぱ
ら
財
産
的
利
益
を
得
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
、
原
告
の
窮
迫
や
困
惑
に
乗
じ
て
、
原
告
の
不
安

や
恐
怖
心
を
あ
お
る
よ
う
な
こ
と
を
申
し
向
け
、
祈
願
料
等
名
下
に
不
相
当
に
高
額
の
金
員
を
支
払
わ
せ
た
も
の
で
あ
る
と
し

て
、
一
連
の
献
金
勧
誘
行
為
を
社
会
的
相
当
性
を
著
し
く
逸
脱
し
た
不
法
行
為
と
認
め
た
。

・
N

o.
38
：
被
告
宗
教
団
体
へ
の
献
金
原
資
と
す
る
意
図
を
秘
し
て
、
当
時
は
被
告
宗
教
団
体
の
教
義
を
信
仰
す
る
意
思
を
有
し
な

か
っ
た
原
告
に
対
し
、
祈
願
礼
式
の
資
金
名
目
で
金
員
の
提
供
を
勧
誘
し
た
と
推
認
す
べ
き
で
あ
る
し
、
被
告
宗
教
法
人
も
、

信
者
の
意
図
を
知
り
な
が
ら
、
原
告
か
ら
の
金
員
の
提
供
実
現
に
協
力
し
た
と
推
認
す
べ
き
で
あ
っ
て
、
こ
の
よ
う
な
行
為
が

原
告
の
信
仰
の
自
由
を
侵
害
す
る
違
法
な
行
為
で
あ
る
こ
と
は
い
う
ま
で
も
な
い
と
し
て
、
不
法
行
為
を
認
め
た
。

・
N

o.
39
：
被
告
ら
に
よ
る
勧
誘
は
、
原
告
ら
の
悩
み
、
弱
み
に
乗
じ
て
、
そ
の
不
安
や
畏
怖
を
煽
り
、
家
族
に
不
幸
が
及
ぶ
の
で
は

な
い
か
と
の
気
持
ち
を
利
用
し
て
、
一
種
の
マ
イ
ン
ド
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
の
状
態
に
お
き
、
先
祖
祭
り
を
行
う
決
断
を
さ
せ
た
も

の
で
あ
っ
て
、
著
し
く
高
額
な
先
祖
祭
り
の
費
用
を
支
出
さ
せ
る
こ
と
を
正
当
化
す
る
事
情
は
見
出
せ
な
い
こ
と
、
原
告
ら
は

主
婦
で
あ
っ
た
り
パ
ー
ト
の
薬
剤
師
で
あ
る
な
ど
、
そ
の
収
入
状
況
か
ら
す
れ
ば
 1

30
0 
万
円
は
き
わ
め
て
高
額
な
負
担
で
あ

り
、
そ
の
夫
名
義
の
口
座
か
ら
お
金
を
引
き
出
し
た
り
、
金
融
機
関
か
ら
借
入
を
し
て
ま
で
先
祖
祭
り
を
行
っ
て
お
り
、
余
剰

資
産
を
つ
ぎ
込
ん
だ
も
の
で
は
な
く
、
原
告
ら
が
正
常
な
判
断
能
力
を
有
す
る
状
態
に
あ
っ
た
の
で
あ
れ
ば
、
到
底
こ
れ
に
応
じ

た
は
ず
は
な
い
か
ら
、
被
告
を
始
め
と
す
る
本
件
組
織
の
構
成
員
が
先
祖
の
因
縁
等
の
話
を
持
ち
出
し
い
た
ず
ら
に
不
安
を
煽

る
こ
と
に
よ
っ
て
原
告
ら
が
自
由
な
意
思
に
よ
っ
て
判
断
で
き
な
い
よ
う
な
精
神
状
態
に
し
て
い
た
こ
と
は
明
ら
か
で
あ
る
こ

と
な
ど
と
し
て
、
先
祖
祭
り
及
び
そ
の
勧
誘
を
含
む
本
件
組
織
の
一
連
の
行
為
全
体
が
社
会
的
に
相
当
な
範
囲
を
逸
脱
し
た
違

法
な
も
の
と
認
め
た
。

・
N

o.
40

-2
：
大
部
分
の
献
金
に
つ
い
て
は
違
法
性
を
否
定
し
た
も
の
の
、
原
告
に
対
し
、
献
金
を
し
な
け
れ
ば
、
色
情
因
縁
を
解

消
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
な
ど
不
安
を
あ
お
っ
て
献
金
を
迫
り
、
自
宅
マ
ン
シ
ョ
ン
を
売
却
さ
せ
、
自
宅
マ
ン
シ
ョ
ン
の
売
買

代
金
を
被
告
宗
教
法
人
に
献
金
し
な
け
れ
ば
、
色
情
因
縁
を
解
消
す
る
こ
と
が
で
き
ず
、
新
し
い
出
発
を
す
る
こ
と
が
で
き
な

い
な
ど
と
不
安
を
あ
お
り
、
著
し
く
過
大
な
献
金
を
さ
せ
た
と
し
て
、
社
会
的
に
相
当
な
範
囲
を
逸
脱
す
る
違
法
な
行
為
と
認

定
し
た
。
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・
N

o.
41
：
献
金
を
し
な
い
こ
と
に
よ
る
害
悪
を
告
知
し
た
り
、
心
理
的
な
圧
力
を
掛
け
た
事
実
が
あ
る
か
ど
う
か
を
基
準
に
、
献

金
行
為
の
大
部
分
に
つ
い
て
、
不
法
行
為
性
を
認
め
た
。

・
N

o.
42
：
本
件
献
金
の
勧
誘
は
、
う
つ
状
態
な
い
し
統
合
失
調
症
で
あ
っ
た
原
告
に
対
し
、
不
安
を
あ
お
り
、
恐
怖
心
を
抱
か
せ
る

な
ど
し
た
上
、
そ
の
よ
う
な
心
理
状
態
の
中
で
献
金
を
決
意
さ
せ
る
も
の
で
あ
っ
た
と
い
う
こ
と
が
で
き
、
こ
の
こ
と
に
、
献

金
額
が
き
わ
め
て
高
額
で
、
原
告
の
ほ
ぼ
全
財
産
に
当
た
る
も
の
で
あ
っ
た
こ
と
を
も
総
合
す
れ
ば
、
本
件
献
金
は
、
原
告
の
自

由
な
意
思
に
基
づ
く
も
の
で
あ
っ
た
と
い
う
こ
と
が
で
き
な
い
。
し
た
が
っ
て
、
本
件
献
金
の
勧
誘
は
、
社
会
的
に
相
当
な
も

の
と
認
め
ら
れ
る
範
囲
を
逸
脱
す
る
も
の
と
し
て
、
違
法
な
も
の
で
あ
り
、
不
法
行
為
が
成
立
す
る
も
の
と
い
う
べ
き
と
し
て

、
不
法
行
為
の
成
立
を
認
め
た
。

イ
否
定
例

・
N

o.
1-

3：
①
被
告
個
人
ら
が
、
原
告
Ｘ

1 
に
対
し
、
献
金
を
し
な
い
こ
と
に
よ
る
具
体
的
な
害
悪
を
告
知
し
た
と
認
め
る
こ
と
は

で
き
な
い
、
②
原
告
Ｘ

1 
が
、
そ
れ
に
よ
り
殊
更
に
不
安
や
恐
怖
心
を
発
生
又
は
助
長
さ
せ
ら
れ
、
自
由
な
意
思
決
定
を
阻
害

さ
れ
る
に
至
っ
た
と
ま
で
は
認
め
る
こ
と
が
で
き
な
い
、
③
献
金
の
金
額
が
多
額
で
あ
る
こ
と
の
み
か
ら
、
直
ち
に
、
原
告
Ｘ

1 
が
被
告
Ｙ

1 
連
合
の
信
者
ら
に
自
由
な
意
思
決
定
を
阻
害
さ
れ
て
、
原
告
Ｘ

1 
の
資
産
状
況
、
生
活
状
況
に
照
ら
し
て
過
大
な

献
金
を
行
っ
た
も
の
と
認
め
る
こ
と
も
で
き
な
い
と
し
た
上
、
仮
に
、
被
告
個
人
ら
が
原
告
Ｘ

1 
に
対
し
、
献
金
等
を
行
う
よ

う
一
定
程
度
の
勧
誘
行
為
を
行
っ
て
い
た
と
し
て
も
、
そ
れ
が
宗
教
団
体
の
信
者
ら
が
、
信
者
等
に
対
し
、
宗
教
的
教
義
の
実

践
を
勧
誘
す
る
行
為
と
し
て
、
社
会
的
相
当
性
を
逸
脱
し
た
も
の
と
は
認
め
ら
れ
な
い
と
し
て
、
不
法
行
為
責
任
を
否
定
し
た

。

・
N

o.
17
：
「
原
告
Ｘ

2 
が
、
Ａ
や
原
告
Ｘ

3 
の
求
め
、
指
示
に
応
じ
て
、

50
00

 万
円
以
上
の
金
員
を
奉
納
し
た
可
能
性
が
あ
る

（
甲
Ｂ

1）
と
し
て
も
、
そ
の
全
額
を
奉
納
し
て
い
る
か
ど
う
か
は
明
ら
か
で
は
な
い
し
、
ま
た
、
そ
も
そ
も
、
原
告
Ｘ

2 
は
、
月

1 
回
程
度
、
○
○
会
に
通
っ
て
い
た
に
す
ぎ
ず
、
上
記
奉
納
を
求
め
ら
れ
、
こ
れ
に
応
じ
て
い
た
と
さ
れ
る
平
成
 2

5 
年
 2

月
か
ら
同
年
 4

 月
ま
で
は
、
単
に
電
話
で
そ
の
指
示
、
勧
誘
を
受
け
た
に
す
ぎ
ず
、
違
法
な
強
要
や
詐
欺
に
わ
た
る
よ
う
な
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行
為
で
あ
っ
た
と
ま
で
認
め
が
た
い
。
ま
た
、
信
者
で
あ
る
原
告
Ｘ

2 
が
、
教
祖
で
あ
る
Ａ
の
言
葉
自
体
を
あ
る
程
度
重
く
受

け
止
め
た
に
せ
よ
、
原
告
Ｘ

2 
は
、
原
告
Ｘ

1 
と
比
較
し
、
強
い
抑
圧
や
支
配
下
に
あ
っ
た
も
の
と
ま
で
は
認
め
ら
れ
な
い
。

現
に
、
被
告
Ｙ
ら
と
一
緒
に
生
活
す
る
よ
う
に
な
っ
た
際
も
、
原
告
Ｘ

2 
は
、
被
告
Ｙ
に
対
し
、
臆
す
る
こ
と
な
く
、
返
金
を
求

め
た
と
述
べ
て
お
り
（
甲
Ｂ

7・
6 
頁
）
、
原
告
Ｘ

2 
が
あ
る
程
度
の
自
由
意
思
を
有
し
て
い
た
こ
と
に
鑑
み
て
も
、
原
告
Ｘ

2 
か

ら
違
法
に
奉
納
金
を
詐
取
又
は
喝
取
し
た
と
は
認
め
が
た
い
。
」
と
し
て
、
不
法
行
為
責
任
を
否
定
し
た
。

・
N

o.
18

-1
：
団
体
が
Ｘ
で
あ
る
こ
と
等
を
告
知
し
た
後
の
支
出
で
、
教
義
に
基
づ
く
献
金
で
あ
っ
て
、
そ
の
金
額
も
他
の
宗
教
団

体
等
に
お
け
る
宗
教
活
動
等
の
際
に
も
一
般
的
に
み
ら
れ
る
範
囲
内
の
支
出
に
と
ど
ま
り
、
ま
た
、
一
審
原
告
が
一
審
被
告
 Y

Ｙ
の
教
義
に
基
づ
く
献
金
で
あ
る
こ
と
を
理
解
し
て
い
た
も
の
に
つ
い
て
は
、
不
法
行
為
責
任
を
否
定
し
た
。

・
N

o.
23
：
支
出
勧
誘
行
為
に
つ
い
て
、
不
安
や
恐
怖
心
の
発
生
を
企
図
し
、
あ
る
い
は
、
不
安
や
恐
怖
心
を
助
長
し
て
、
自
由
な

意
思
決
定
を
不
当
に
阻
害
し
て
、
原
告
ら
に
支
出
さ
せ
る
な
ど
、
被
告
ら
又
は
被
告
職
員
等
に
社
会
的
相
当
性
を
逸
脱
し
た
違

法
な
行
為
が
あ
っ
た
と
認
め
る
こ
と
は
で
き
な
い
。

・
N

o.
24

-1
：
宗
教
団
体
の
関
係
者
か
ら
社
会
通
念
上
相
当
と
認
め
ら
れ
る
範
囲
を
逸
脱
し
た
行
為
を
受
け
て
そ
の
自
由
意
思
を
抑

圧
さ
れ
金
銭
的
出
捐
を
強
制
さ
れ
た
事
情
は
な
く
、
当
時
、
信
仰
心
か
ら
自
己
の
自
発
的
な
意
思
に
よ
り
御
布
施
を
し
た
こ
と

を
認
め
て
、
不
法
行
為
責
任
を
否
定
し
た
。

・
N

o.2
5：

職
員
等
か
ら
殊
更
に
脅
さ
れ
て
意
思
の
自
由
を
奪
わ
れ
る
な
ど
の
社
会
的
相
当
性
を
逸
脱
す
る
行
為
が
な
か
っ
た
こ
と

を
理
由
と
し
て
、
不
法
行
為
責
任
を
否
定
し
た
。

・
N

o.
28
：
献
金
等
に
際
し
て
の
勧
誘
行
為
は
、
そ
も
そ
も
の
献
金
の
存
在
が
認
め
ら
れ
な
い
か
、
又
は
、
献
金
等
が
あ
っ
た
と
し

て
も
、
当
該
献
金
等
は
、
い
ず
れ
も
違
法
な
勧
誘
行
為
に
よ
っ
て
原
告
が
欺
罔
脅
迫
さ
れ
、
畏
怖
誤
信
さ
れ
た
こ
と
に
よ
り
行

わ
れ
た
も
の
と
は
認
め
る
こ
と
が
で
き
な
い
と
し
て
、
不
法
行
為
責
任
を
否
定
し
た
。

・
N

o.
32

-2
：
原
告
に
よ
っ
て
記
載
さ
れ
た
手
紙
や
報
告
書
の
内
容
は
、
被
告
ら
か
ら
先
祖
因
縁
の
恐
ろ
し
さ
を
告
げ
ら
れ
畏
怖
し

た
結
果
、
被
告
に
 

3 
億
円
を
献
金
し
た
と
す
る
原
告
の
供
述
と
は
容
易
に
は
整
合
し
な
い
も
の
で
あ
る
か
ら
、
同
供
述
を
容

易
に
信
用
す
る
こ
と
は
で
き
ず
、
そ
の
他
に
同
主
張
を
認
め
る
に
足
り
る
証
拠
は
な
い
と
し
て
、
不
法
行
為
責
任
を
否
定
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し
た
。

・
N

o.
35
：
各
献
金
の
金
額
は
全
体
と
し
て
高
額
で
あ
る
と
い
え
る
も
の
の
、
本
件
各
献
金
の
際
の
被
告
宗
教
団
体
の
信
者
ら
に
よ

る
献
金
勧
誘
行
為
の
内
容
及
び
態
様
が
特
定
で
き
ず
、
こ
れ
に
よ
っ
て
殊
更
に
不
安
に
陥
れ
る
な
ど
原
告
の
自
由
な
意
思
決
定

が
制
約
さ
れ
て
い
た
と
は
認
め
ら
れ
ず
、
ま
た
、
本
件
各
献
金
が
原
告
の
真
意
に
反
し
た
も
の
で
あ
っ
た
と
い
う
事
情
も
見
当

た
ら
な
い
か
ら
、
被
告
宗
教
団
体
の
信
者
ら
が
、
本
件
各
献
金
の
際
、
原
告
に
対
し
、
そ
の
態
様
及
び
結
果
が
社
会
通
念
上
相

当
な
範
囲
を
超
え
る
よ
う
な
違
法
な
勧
誘
行
為
を
し
た
と
は
認
め
ら
れ
な
い
と
し
て
、
不
法
行
為
責
任
を
否
定
し
た
。

(2
)

物
品
購
入
の
勧
誘
行
為
（
物
品
販
売
）
の
不
法
行
為
の
成
否
（
上
記

(1
)で

寄
附
勧
誘
行
為
に
含
め
て
又
は
そ
れ
と
あ
わ
せ
て
不
法

行
為
の
成
否
を
判
断
し
て
い
る
も
の
を
除
く
）

寄
附
又
は
献
金
の
勧
誘
行
為
の
ほ
か
、
物
品
等
の
購
入
の
勧
誘
行
為
に
つ
い
て
不
法
行
為
の
成
否
を
判
断
し
て
い
る
裁
判
例
も
存

在
す
る
（
寄
附
又
は
勧
誘
行
為
に
含
め
て
又
は
そ
れ
と
あ
わ
せ
て
不
法
行
為
の
成
否
を
判
断
し
て
い
る
裁
判
例
は
除
く
。
）。

こ
れ

に
つ
い
て
は
、
以
下
の
と
お
り
、
不
法
行
為
を
認
め
た
裁
判
例
と
否
定
し
た
裁
判
例
が
存
在
す
る
。

ア
肯
定
例

・
N

o.
18

-1
：
勧
誘
主
体
が
Ｘ
で
あ
る
こ
と
等
を
告
知
す
る
前
の
勧
誘
、
教
化
は
、
社
会
的
に
相
当
と
認
め
ら
れ
る
範
囲
を
明
ら
か

に
逸
脱
す
る
も
の
で
あ
り
、
Ｘ
で
あ
る
こ
と
な
ど
が
知
ら
さ
れ
て
い
れ
ば
、
一
審
原
告
は
、
念
珠
や
指
輪
、
高
麗
人
参
茶
等

を
購
入
し
な
か
っ
た
可
能
性
が
大
き
く
、
指
輪
代
と
し
て
み
る
と
著
し
く
高
額
と
は
い
え
な
い
場
合
の
よ
う
に
、
そ
の
金
額

が
不
相
当
に
高
額
で
あ
る
か
否
か
に
か
か
わ
ら
ず
、
ま
た
、
相
応
の
対
価
を
受
け
取
っ
て
い
た
と
し
て
も
（
指
輪
等
）
不
法

行
為
が
成
立
す
る
と
し
た
。（

原
審
 N

o.
18

-2
 で

は
、
原
告
の
懸
念
を
強
調
し
て
、
原
告
を
し
て
畏
怖
な
い
し
誤
信
さ
せ
た
上
で

、
念
珠
を
購
入
さ
せ
た
り
、
受
講
の
中
断
、
勧
誘
主
体
に
つ
い
て
の
告
知
の
前
後
を
問
わ
ず
、
各
時
点
に
お
け
る
原
告
の
収

入
、
生
活
状
況
等
に
比
し
て
著
し
く
高
額
な
物
品
の
販
売
行
為
に
つ
い
て
は
、
不
法
行
為
が
成
立
す
る
余
地
が
あ
る
と
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い
う
理
由
で
、
一
定
の
支
出
に
つ
い
て
不
法
行
為
責
任
を
認
め
て
い
た
。
）

・
N

o.
34

-1
：
念
珠
の
購
入
等
に
つ
い
て
、
原
告
の
不
安
を
あ
お
る
も
の
で
あ
り
、
原
告
の
自
由
な
意
思
決
定
を
不
当
に
制
約
し
て

、
社
会
的
に
相
当
な
範
囲
を
逸
脱
す
る
違
法
な
行
為
と
し
て
、
不
法
行
為
責
任
を
認
め
た
。

・
N

o.
34

-2
：
絵
画
の
購
入
等
に
つ
い
て
、
原
告
の
先
祖
の
因
縁
に
対
す
る
不
安
を
あ
お
り
、
自
由
な
意
思
決
定
を
不
当
に
制
約
し

て
、
絵
画
の
購
入
を
迫
る
も
の
で
あ
る
と
い
え
る
か
ら
、
社
会
的
に
相
当
な
範
囲
を
逸
脱
し
た
違
法
な
行
為
と
し
て
、
不
法
行

為
責
任
を
認
め
た
。

・
N

o.
44

-2
：
原
告
は
、
一
年
余
り
の
期
間
に
合
計
 

60
0 

万
円
に
の
ぼ
る
献
金
を
行
っ
て
お
り
、
被
告
ら
の
献
金
勧
誘
行
為
が
な

け
れ
ば
、
経
済
的
破
綻
が
見
え
て
い
る
献
金
を
す
る
こ
と
は
考
え
が
た
い
と
し
、
献
金
が
原
告
の
自
由
な
意
思
に
基
づ
い
た

も
の
と
は
い
え
な
い
と
し
て
、
一
部
の
献
金
に
対
す
る
勧
誘
行
為
は
社
会
的
に
相
当
な
範
囲
を
超
え
た
違
法
な
行
為
と
言
わ

ざ
る
を
得
な
い
と
し
て
損
害
賠
償
責
任
を
認
め
た
。

・
N

o.
43

-1
：
原
告
は
、
特
に
裕
福
と
い
う
わ
け
で
は
な
く
、
つ
つ
ま
し
く
暮
ら
し
て
い
た
こ
と
は
、
被
告
ら
も
十
分
に
承
知
し
て

い
た
の
で
あ
る
か
ら
、
そ
の
よ
う
な
原
告
に
対
し
て
、
財
産
全
部
を
む
し
り
取
る
よ
う
な
形
で
高
額
の
物
品
等
を
購
入
さ
せ
た

り
、
献
金
を
求
め
た
り
す
る
こ
と
は
、
社
会
的
に
相
当
な
範
囲
内
の
行
為
で
あ
る
と
い
う
こ
と
は
で
き
な
い
、
と
し
て
不
法
行

為
責
任
を
認
め
た
。

・
N

o.
 

45
：
物
品
の
購
入
に
つ
い
て
は
消
滅
時
効
の
主
張
を
認
め
請
求
に
理
由
が
な
い
と
判
断
し
て
い
る
が
、
一
部
の
献
金
行

為
に
つ
い
て
は
、
原
告
の
夫
の
病
気
に
対
す
る
不
安
を
あ
お
っ
た
り
、
原
告
の
先
祖
の
恨
み
の
強
さ
な
ど
を
理
由
と
し
て
、
原

告
を
畏
怖
さ
せ
、
勧
誘
の
様
態
、
目
的
、
結
果
等
に
照
ら
し
て
、
社
会
的
相
当
性
を
逸
脱
し
た
違
法
な
行
為
と
認
め
た
。

イ
否
定
例

・
N

o.
27

-2
：
信
者
の
近
親
者
ら
に
対
す
る
物
品
の
販
売
に
つ
い
て
、
顧
客
の
需
要
を
明
に
又
は
暗
に
聞
き
出
し
た
上
で
、
そ
の
需

要
に
合
致
す
る
と
思
わ
れ
る
商
品
に
つ
い
て
そ
の
特
性
を
説
明
し
購
入
を
促
す
と
い
う
も
の
で
あ
っ
て
、
通
常
の
販
売
活
動
と

何
ら
変
わ
る
も
の
で
は
な
い
か
ら
、
商
品
そ
れ
自
体
の
価
値
が
乏
し
い
と
か
、
商
品
の
価
格
が
価
値
に
見
合
っ
た
金
額
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よ
り
著
し
く
高
額
で
あ
る
と
か
、
商
品
の
特
性
に
つ
い
て
著
し
い
誇
張
表
現
が
あ
る
な
ど
、
顧
客
を
欺
罔
す
る
よ
う
な
方
法
に

よ
る
場
合
で
な
け
れ
ば
、
そ
れ
自
体
何
ら
違
法
性
を
問
わ
れ
る
も
の
で
は
な
い
と
い
う
べ
き
で
あ
る
と
述
べ
て
、
不
法
行
為
責

任
を
否
定
し
た
。

・
N

o.
32

-1
、

32
-2
：
物
品
を
購
入
す
る
よ
う
執
拗
に
言
わ
れ
た
と
し
て
も
、
原
告
の
不
安
や
恐
怖
心
を
助
長
す
る
勧
誘
行
為
が
さ

れ
た
と
認
め
る
に
足
り
る
証
拠
は
な
い
と
し
て
、
違
法
性
を
否
定
し
た
。

(3
)

役
務
の
提
供
の
勧
誘
行
為
（
役
務
の
提
供
）
の
不
法
行
為
の
成
否
（
上
記

(1
)で

寄
附
勧
誘
行
為
に

含
め
て
又
は
そ
れ
と
あ
わ

せ
て
不
法
行
為
の
成
否
を
判
断
し
て
い
る
も
の
を
除
く
）

寄
附
又
は
献
金
の
勧
誘
行
為
の
ほ
か
、
役
務
の
提
供
の
勧
誘
行
為
に
つ
い
て
不
法
行
為
の
成
否
を
判
断
し
て
い
る
裁
判
例
も
存
在

す
る
（
寄
附
又
は
勧
誘
行
為
に
含
め
て
又
は
そ
れ
と
あ
わ
せ
て
不
法
行
為
の
成
否
を
判
断
し
て
い
る
裁
判
例
は
除
く
。
）
。
こ
れ
に
つ

い
て
は
、
以
下
の
と
お
り
、
不
法
行
為
を
認
め
た
裁
判
例
と
否
定
し
た
裁
判
例
が
存
在
す
る
。

ア
肯

定
例

・
N

o.
14
：
鑑
定
サ
ー
ビ
ス
に
つ
い
て
、
サ
ー
ビ
ス
の
効
用
及
び
費
用
な
ど
に
つ
い
て
正
常
な
判
断
を
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
状
態

に
陥
っ
て
メ
ー
ル
の
や
り
取
り
を
繰
り
返
し
、
そ
の
結
果
、
ポ
イ
ン
ト
購
入
の
た
め
に
自
身
の
生
活
水
準
に
比
し
て
多
額
の
金

銭
を
支
出
す
る
に
至
る
会
員
と
の
関
係
に
お
い
て
は
、
本
件
各
サ
イ
ト
で
提
供
さ
れ
る
サ
ー
ビ
ス
は
、
も
っ
ぱ
ら
金
銭
を
支
払

わ
せ
る
と
い
う
不
当
な
目
的
の
下
、
心
理
的
に
正
常
な
判
断
が
で
き
な
い
状
態
に
陥
ら
せ
る
不
当
な
手
段
に
よ
っ
て
、
不
当
に
過

大
な
金
銭
を
支
払
わ
せ
て
い
る
も
の
と
い
う
ほ
か
な
く
、
そ
の
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
行
為
は
社
会
的
に
相
当
な
範
囲
を
著
し
く
逸

脱
し
た
違
法
な
行
為
と
な
る
と
し
て
、
違
法
性
を
認
め
た
。

・
N

o.
26
：
被
告
〇
〇
は
、
「
〇
〇
パ
ワ
ー
」
に
客
観
的
な
科
学
的
・
医
学
的
な
裏
付
け
が
あ
り
、
確
実
に
病
気
が
治
療
で
き
る
か
の

よ
う
に
、
虚
偽
の
内
容
を
含
ん
だ
詐
欺
的
な
宣
伝
を
す
る
こ
と
に
よ
り
各
活
動
を
行
っ
て
い
る
こ
と
、
ま
た
、
〇
〇
パ
ワ
ー
の

存
在
を
前
提
と
す
る
各
活
動
を
、
真
摯
な
治
療
等
の
目
的
で
行
っ
て
い
た
と
は
い
え
な
い
こ
と
等
か
ら
、
セ
ミ
ナ
ー
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の
受
講
費
用
に
つ
い
て
、
社
会
的
相
当
性
を
逸
脱
し
て
い
る
と
し
て
、
不
法
行
為
責
任
を
認
め
た
。

・
N

o.
34

-1
：
被
告
の
教
義
及
び
そ
れ
に
関
連
し
て
先
祖
の
因
縁
を
植
え
付
け
ら
れ
た
原
告
の
不
安
を
殊
更
に
あ
お
り
、
自
由
な
意

思
決
定
を
不
当
に
制
約
し
て
セ
ミ
ナ
ー
へ
の
参
加
を
勧
誘
し
た
も
の
で
あ
る
か
ら
、
か
か
る
勧
誘
行
為
は
社
会
的
に
相
当
な
範

囲
を
逸
脱
し
た
違
法
な
行
為
で
あ
る
と
し
て
、
不
法
行
為
責
任
を
認
め
た
。

イ
否
定
例

・
N

o.
6：

被
告
法
人
へ
の
入
会
時
点
に
お
け
る
原
告
の
社
会
生
活
上
及
び
経
済
生
活
上
の
経
験
、
被
告
法
人
へ
の
入
会
後
退
会
す

る
ま
で
の
間
の
原
告
の
行
動
、
原
告
の
判
断
能
力
を
損
な
わ
せ
る
よ
う
な
害
悪
を
告
知
し
た
と
も
認
め
ら
れ
な
い
こ
と
な
ど
の

事
情
に
照
ら
せ
ば
、
原
告
が
被
告
法
人
に
入
会
し
、
本
件
各
支
払
を
し
た
の
は
、
原
告
の
主
体
的
か
つ
自
発
的
な
意
思
決
定
に

よ
る
も
の
で
あ
っ
て
、
被
告
ら
の
行
為
が
原
告
に
よ
る
自
由
な
意
思
決
定
を
不
当
に
侵
害
し
た
も
の
と
は
認
め
が
た
い
こ
と
、

本
件
各
支
払
の
総
額
は
多
額
で
あ
る
も
の
の
、
被
告
法
人
に
入
会
時
に
お
け
る
原
告
の
保
有
資
産
額
も
多
額
で
あ
っ
た
こ
と
、

原
告
が
Ａ
及
び
自
己
の
遊
興
等
の
た
め
に
多
額
の
支
出
を
行
っ
て
い
た
こ
と
、
原
告
は
本
件
各
支
払
の
原
資
を
借
入
等
に
よ
っ

て
調
達
し
た
も
の
で
は
な
い
こ
と
、
被
告
法
人
に
お
け
る
地
位
に
も
相
応
の
事
業
性
な
い
し
収
益
性
が
認
め
ら
れ
る
こ
と
に
鑑

み
れ
ば
、
合
理
的
な
範
囲
内
で
の
支
出
で
あ
っ
た
と
い
う
こ
と
が
で
き
る
こ
と
等
の
事
情
を
総
合
的
に
考
慮
す
る
と
、
本
件
各

支
払
に
か
か
る
被
告
ら
の
行
為
に
違
法
性
が
あ
る
と
ま
で
は
認
め
ら
れ
な
い
と
し
て
、
不
法
行
為
責
任
を
否
定
し
た
。

・
N

o.
15
：
セ
ッ
シ
ョ
ン
の
勧
誘
行
為
に
つ
い
て
、
依
頼
に
あ
た
り
意
思
決
定
に
対
す
る
不
当
な
干
渉
を
し
た
な
ど
と
評
価
す
る
こ

と
は
困
難
で
あ
り
、
○
○
セ
ッ
シ
ョ
ン
を
依
頼
し
た
者
が
心
身
に
対
す
る
何
ら
か
の
効
果
を
得
る
こ
と
は
あ
り
得
な
い
な
ど
と

ま
で
は
い
え
ず
、
そ
の
よ
う
な
内
容
の
み
を
も
っ
て
、
○
○
セ
ッ
シ
ョ
ン
が
社
会
的
相
当
性
を
著
し
く
逸
脱
し
て
違
法
で
あ
る

な
ど
と
断
ず
る
こ
と
は
で
き
な
い
な
ど
と
し
て
、
違
法
性
を
否
定
し
た
。

・
N

o.
21
：
他
の
宗
教
団
体
等
に
お
け
る
宗
教
活
動
等
の
際
に
も
一
般
的
に
み
ら
れ
る
範
囲
内
の
支
出
、
献
身
期
間
外
の
宿
泊
施
設

で
の
生
活
に
必
要
な
費
用
に
つ
い
て
は
、
不
法
行
為
責
任
を
否
定
し
た
。
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・
N

o.
30
：
自
宅
に
神
棚
を
作
り
、
既
に
所
有
し
て
い
た
仏
像
や
御
札
を
奉
る
こ
と
自
体
は
、
社
会
通
常
上
一
般
的
な
行
為
で
あ
り

、
新
た
に
作
っ
た
神
棚
も
、
そ
の
規
模
は
通
常
の
も
の
よ
り
大
き
い
と
し
て
も
、
既
に
被
告
が
持
っ
て
い
た
神
仏
の
像
等
の
安

置
の
た
め
で
あ
る
以
上
、
社
会
通
常
一
般
的
な
行
為
の
範
疇
を
出
る
も
の
で
は
な
い
な
ど
と
し
て
、
不
法
行
為
責
任
を
否
定
し

た
。

・
N

o.
33
：
各
支
払
は
、
悩
み
を
抱
え
る
者
が
悩
み
事
を
相
談
す
る
対
価
と
し
て
、
あ
る
い
は
、
先
祖
供
養
、
水
子
供
養
、
お
祓
い

と
い
っ
た
宗
教
的
行
為
に
参
加
し
そ
れ
に
伴
う
献
金
と
し
て
、
世
上
よ
く
行
わ
れ
る
程
度
の
も
の
で
あ
っ
て
、
不
相
当
に
高
額

と
い
う
わ
け
で
は
な
い
か
ら
、
標
記
の
各
支
払
に
関
す
る
被
告
の
勧
誘
行
為
等
が
社
会
的
に
相
当
と
認
め
ら
れ
る
範
囲
を
逸
脱

し
た
も
の
と
ま
で
は
い
え
な
い
と
し
て
、
不
法
行
為
責
任
を
否
定
し
た
。

(4
)

寄
附
の
前
提
と
な
る
財
産
の
引
出
行
為
の
不
法
行
為
の
成
否

上
記

(1
)な

い
し

(3
)以

外
に
も
、
寄
附
の
前
提
と
な
る
財
産
の
引
出
行
為
に
つ
い
て
不
法
行
為
の
成
否
を
判
断
し
て
い
る
裁
判
例
も

存
在
す
る
。
例
え
ば
、
裁
判
例
 

N
o.

2 
は
、
被
告
Ｐ

3 
ら
は
、
預
金
の
引
出
し
を
亡
Ｐ

6 
の
承
諾
を
得
な
い
ま
ま
行
っ
て
い
る
と
認

め
ら
れ
る
と
し
て
、
被
告
Ｐ

3 
ら
は
、
当
該
引
出
し
に
つ
き
、
亡
Ｐ

6 
の
相
続
人
で
あ
る
原
告
ら
に
対
し
、
民
法
 7

19
 条

 1
 項

に
基
づ

く
損
害
賠
償
責
任
を
負
う
と
し
て
財
産
引
出
行
為
の
不
法
行
為
を
肯
定
し
た
（
た
だ
し
、
被
告
宗
教
団
体
が
被
告
Ｐ

3 
 
ら
に
対
し

て
、
親
族
に
無
断
で
、
又
は
虚
偽
の
目
的
を
述
べ
て
、
当
該
親
族
の
預
金
を
引
出
し
て
献
金
す
る
よ
う
に
指
示
を
し
た
事
実
を
推

認
す
る
こ
と
は
で
き
ず
、
ほ
か
に
、
被
告
Ｙ
が
被
告
Ｐ

3 
ら
に
対
し
て
、
親
族
に
無
断
で
、
又
は
虚
偽
の
目
的
を
述
べ
て
、
当
該
親
族

の
預
金
を
引
き
出
し
て
献
金
を
す
る
よ
う
に
指
示
を
し
た
事
実
を
認
め
る
に
足
り
る
証
拠
は
な
い
と
し
て
、
被
告
宗
教
団
体
の
共
同

不
法
行
為
は
否
定
し
た
。
）。

ま
た
、
裁
判
例
 

N
o.

19
-2

 
は
、
宗
教
団
体
が
、
組
織
的
活
動
と
し
て
、
信
者
の
財
産
状
態
を
把
握
し

た
上
で
、
未
亡
人
に
対
し
て
は
、
献
金
に
よ
っ
て
夫
を
救
い
、
夫
の
家
系
を
救
う
と
い
う
使
命
の
た
め
に
、
夫
の
財
産
を
夫
の
意

思
に
反
し
て
内
緒
で
献
金
す
る
等
の
名
目
で
交
付
さ
せ
て
お
り
、
こ
れ
を
受
け
て
専
業
主
婦
で
あ
る
Ａ
が
行
っ
た
献
金
等
に
つ
い

て
、
そ
の
原
資
が
原
告
の
財
産
で
あ
り
、
原
告
の
意
思
に
反
し
て
出
捐
さ
れ
た
こ
と
を
認
識
し
て
い
た
と
認
め
ら
れ
る
と
し
て
、

上
記
出
捐
に
つ
い
て
、
組
織
的
な
不
法
行
為
と
し
て
原
告
に
対
す
る
損
害
賠
償
責
任
を
負
う
と
述
べ
て
不
法
行
為
責
任
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を
認
め
た
。

2
役
員
等
の
第
三
者
に
対
す
る
損
害
賠
償
責
任
（
会
社
法
 4

29
 条

 1
 項

）
の
成
否

上
記

(1
)な

い
し

(4
)は

民
法
 7

09
 条

の
不
法
行
為
の
成
否
を
判
断
し
て
い
る
裁
判
例
で
あ
る
が
、
そ
れ
以
外
に
も
法
人
の
役
員
に
つ

い
て
会
社
法
 4

29
 条

 1
 項

の
損
害
賠
償
責
任
の
成
否
を
判
断
し
た
裁
判
例
も
存
在
す
る
。
例
え
ば
、
裁
判
例
 N

o.
14

 は
、
被
告
 Y

1 

の
代
表
取
締
役
で
あ
る
被
告
 Y

2 
が
、

Y
1 
に
よ
る
違
法
な
事
業
を
是
正
す
べ
き
役
員
と
し
て
の
義
務
が
あ
っ
た
に
も
か
か
わ
ら
ず
、

こ
れ
を
怠
っ
た
も
の
と
し
て
、
被
告
 Y

1 
の
代
表
取
締
役
と
し
て
会
社
法
 4

29
 条

 1
 項

に
基
づ
く
損
害
賠
償
責
任
を
認
め
た
。
ま
た

、
裁
判
例
 N

o.
16

-2
 は

、
被
告
 Y

1 
の
代
表
取
締
役
で
あ
る
 Y

2 
が
、
被
告
 Y

1 
の
代
表
取
締
役
と
し
て
職
務
を
執
行
す
る
に
当
た
り

、
悪
意
又
は
重
過
失
に
よ
っ
て
、
被
告

Y
1 
の
従
業
員
ら
に
、
開
運
商
法
に
か
か
る
詐
欺
を
実
行
さ
せ
、
そ
の
結
果
、
原
告
に
本
件
送

金
額
及
び
手
数
料
の
合
計
 1

08
 万

 5
20

0 
円
を
支
出
さ
せ
た
と
認
め
ら
れ
る
と
し
て
、
会
社
法
 4

29
 条

 1
 項

に
基
づ
く
損
害
賠
償
責
任

を
認
め
た
。

3
無
効
・
取
消
の
成
否

寄
附
又
は
献
金
に
つ
い
て
錯
誤
等
を
理
由
に
無
効
・
取
消
が
主
張
さ
れ
た
裁
判
例
も
存
在
す
る
が
、
調
査
し
た
裁
判
例
の
限
り
で
は

い
ず
れ
も
否
定
さ
れ
て
い
る
。
例
え
ば
、
裁
判
例
 N

o.
 2

4-
2 
で
は
、
原
告
ら
は
い
ず
れ
も
、
被
告
の
教
義
の
内
容
、
思
想
、
活
動
等
を

理
解
し
、
こ
れ
に
賛
同
し
て
自
ら
被
告
に
金
銭
を
贈
与
す
る
意
思
を
も
っ
て
御
布
施
を
し
た
こ
と
が
認
め
ら
れ
る
の
で
あ
り
、
本
件
御

布
施
の
交
付
に
つ
き
、
法
律
行
為
の
要
素
に
錯
誤
が
あ
っ
た
と
認
め
る
こ
と
は
で
き
な
い
と
し
、
原
告
ら
の
錯
誤
の
主
張
は
、
被
告
代
表

者
が
自
ら
説
く
浄
化
の
精
神
と
は
か
け
離
れ
た
存
在
で
あ
り
、
信
仰
の
対
象
と
し
て
ふ
さ
わ
し
く
な
い
人
物
だ
と
思
う
よ
う
に
な
っ
た

と
い
う
事
後
的
な
心
境
の
変
化
な
い
し
信
仰
の
喪
失
を
い
う
も
の
に
す
ぎ
ず
、
こ
れ
を
も
っ
て
錯
誤
と
解
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
と
し

て
錯
誤
に
よ
る
取
消
を
否
定
し
て
い
る
。
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使
用

者
責

任
の

成
否

の

判
断
基
準

1 
宗
教
団
体
の
信
者
ら
の
不
法
行
為
に
対
す
る
使
用
者
責
任

使
用
者
性
に
つ
い
て
は
、
実
質
的
な
指
揮
監
督
関
係
と
い
う
枠
組
み
の
下
で
判
断
し
て
い
る
裁
判
例
が
多
い
。
事
業
の
執
行
性
に

つ
い
て
は
、
個
別
具
体
的
に
判
断
基
準
を
示
し
て
認
定
し
て
い
る
裁
判
例
は
見
当
た
ら
な
い
が
、
後
述
の
 

2(
2)
の

裁
判

例
N

o.
8、

16
- 

2 
 

な
ど
で
示
さ
れ
て
い
る
事
業
の
執
行
性
の
判
断
基
準
（
そ
の
行
為
の
外
形
を
客
観
的
に
観
察
し
た
と
き
に
、
そ
れ
が
被
告
の
事
業
に

関
し
て
行
わ
れ
た
と
認
め
ら
れ
る
か
）
は
基
本
的
に
当
て
は
ま
る
も
の
と
考
え
ら
れ
る
。

・
宗
教
団
体
は
、
そ
の
信
者
が
第
三
者
に
加
え
た
損
害
に
つ
い
て
、
当
該
信
者
と
の
間
に
雇
用
等
の
契
約
関
係
が
あ
る
場
合
は
も
ち

ろ
ん
、
こ
れ
が
な
い
場
合
で
あ
っ
て
も
、
当
該
信
者
に
対
す
る
直
接
又
は
間
接
の
指
揮
監
督
関
係
を
有
し
て
お
り
、
か
つ
、
加
害

行
為
が
当
該
宗
教
団
体
の
宗
教
的
活
動
等
の
事
業
の
執
行
等
に
つ
き
な
さ
れ
た
も
の
と
認
め
ら
れ
る
と
き
は
、
民
法
 7

15

条
 

1 
項
所
定
の
使
用
者
責
任
を
負
う
と
い
う
べ
き
で
あ
る
と
し
、
献
金
等
の
勧
誘
行
為
に
つ
い
て
、
法
人
の
職
員
で
あ
る
伝
道

部
長
だ
け
で
な
く
、
宗
教
団
体
の
信
者
と
の
間
で
も
使
用
者
責
任
を
認
め
た
（

N
o.

9、
11

-1
、

11
-2
）
。

・
被
告
信
者
ら
が
一
部
の
原
告
ら
に
対
し
て
行
っ
た
伝
道
・
教
化
活
動
は
、
■
■
教
会
の
実
践
活
動
と
し
て
行
わ
れ
た
こ
と
を
理
由

に
、
使
用
者
責
任
を
認
め
た
（

N
o.

 2
7-

2）
。

・
信
者
の
不
法
行
為
は
、
宗
教
教
義
の
実
践
と
し
て
行
わ
れ
た
こ
と
が
明
ら
か
で
あ
る
こ
と
を
理
由
に
、
使
用
者
責
任
を
認
め
た

（
N

o.
31

-2
）
。

・
■
■
教
域
に
は
、
被
告
か
ら
、
被
告
の
教
域
長
が
派
遣
さ
れ
る
な
ど
、
実
質
は
被
告
を
構
成
す
る
組
織
の
一
部
で
あ
る
と
認
め
ら

れ
る
か
ら
、
■
■
教
域
の
主
導
下
で
行
わ
れ
た
Ｕ

1 
 と

の
面
談
に
お
け
る
不
法
行
為
に
つ
い
て
、
使
用
者
責
任
を
認
め
た

（
N

o.
32

-2
）
。

・
勧
誘
や
教
義
の
伝
道
、
教
育
等
を
目
的
と
し
て
活
動
し
て
い
る
こ
と
は
明
ら
か
で
あ
り
、
ま
た
、
被
告
の
信
者
ら
が
所
属
す
る
信

徒
会
の
行
為
だ
け
を
比
較
し
て
も
、
各
信
徒
会
間
で
も
全
国
的
に
高
度
な
組
織
的
一
体
性
が
あ
る
こ
と
が
推
認
さ
れ
る
。
さ

ら
に
、
信
者
ら
が
原
告
ら
に
行
っ
た
勧
誘
行
為
等
の
結
果
と
し
て
支
出
さ
れ
た
献
金
が
被
告
に
帰
属
し
て
い
る
こ
と
な
ど
か
ら
、
被
告

の
信
者
と
被
告
の
間
に
は
、
指
揮
監
督
関
係
が
あ
っ
た
も
の
と
認
め
る
の
が
相
当
で
あ
る
（

N
o.

34
-1
）
。

・
被
告
が
鑑
定
師
の
研
修
を
受
け
さ
せ
た
上
、
鑑
定
師
に
任
命
し
て
い
た
こ
と
、
被
告
の
指
示
に
よ
り
人
生
相
談
会
が
開
催
さ
れ
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て
い
た
こ
と
、
人
生
相
談
会
に
お
い
て
鑑
定
士
は
被
告
の
指
示
に
従
い
人
生
相
談
を
行
っ
て
い
た
こ
と
な
ど
の
諸
事
情
に
鑑
み
、
被
告

と
被
告
鑑
定
士
ら
と
の
間
に
実
質
的
な
指
揮
監
督
関
係
及
び
事
業
執
行
性
を
認
め
た
（

N
o.

37
）。

・
宗
教
団
体
は
、
そ
の
信
者
が
第
三
者
に
加
え
た
損
害
に
つ
い
て
、
当
該
信
者
と
の
間
に
雇
用
等
の
契
約
関
係
が
な
い
場
合
で
あ

っ
て
も
、
当
該
信
者
に
対
す
る
直
接
又
は
間
接
の
指
揮
監
督
関
係
を
有
し
て
お
り
、
か
つ
、
加
害
行
為
が
当
該
宗
教
団
体
の
宗

教
的
活
動
等
の
事
業
の
執
行
等
に
つ
き
な
さ
れ
た
も
の
と
認
め
ら
れ
る
と
き
は
、
民
法
 

71
5 

条
所
定
の
使
用
者
責
任
を
負
う
も

の
と
い
う
べ
き
で
あ
る
。
ま
た
、
宗
教
団
体
の
信
者
が
、
当
該
宗
教
団
体
と
別
個
の
信
者
組
織
を
構
成
し
、
各
信
者
が
、
当
該

信
者
組
織
の
意
思
決
定
に
従
っ
て
宗
教
的
活
動
又
は
こ
れ
に
付
随
す
る
活
動
を
行
う
場
合
に
お
い
て
も
、
当
該
宗
教
団
体
と
信

者
組
織
が
実
質
的
に
一
体
で
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
場
合
、
あ
る
い
は
、
当
該
宗
教
団
体
と
信
者
組
織
と
の
間
に
実
質
的
な
指
揮

監
督
関
係
が
認
め
ら
れ
る
場
合
に
は
、
当
該
宗
教
団
体
は
、
上
記
信
者
組
織
の
意
思
決
定
に
従
っ
た
信
者
に
よ
る
加
害
行
為
に

つ
い
て
も
使
用
者
責
任
を
負
う
と
解
す
べ
き
で
あ
る
（

N
o.

41
）。

・
宗
教
団
体
の
信
者
が
不
法
行
為
に
よ
り
、
他
人
に
損
害
を
被
ら
せ
た
場
合
、
そ
の
宗
教
団
体
は
、
信
者
と
の
間
に
雇
用
等
の
契
約

関
係
が
な
く
て
も
、
実
質
的
な
指
揮
監
督
関
係
に
あ
り
、
か
つ
、
そ
の
不
法
行
為
が
当
該
宗
教
団
体
の
事
業
の
執
行
に
つ
い
て
行

わ
れ
た
も
の
で
あ
る
と
き
は
、
民
法
 7

15
 条

に
基
づ
く
使
用
者
責
任
を
負
う
と
い
う
べ
き
で
あ
る
。
そ
こ
で
、
こ
れ
を
本
件
に
つ

い
て
見
る
に
、
不
法
行
為
と
評
価
で
き
る
本
件
各
献
金
等
勧
誘
行
為
は
い
ず
れ
も
、
被
告
□
□
教
会
の
信
者
に
よ
っ
て
行
わ
れ
て

い
る
こ
と
は
明
ら
か
で
あ
る
上
、
本
件
献
金
等
勧
誘
行
為
は
い
ず
れ
も
、
被
告
□
□
教
会
の
教
義
に
も
と
づ
き
あ
る
い
は
そ
の
実

践
と
い
う
べ
き
行
為
で
あ
っ
て
、
明
示
な
い
し
黙
示
の
被
告
□
□
教
会
の
指
揮
監
督
の
も
と
で
行
わ
れ
て
い
た
被
告
〇
〇
教
会
の

事
業
の
執
行
の
一
貫
で
あ
っ
た
と
い
う
べ
き
で
あ
る
し
、
そ
の
献
金
は
、
結
局
は
被
告
□
□
教
会
の
収
入
と
な
っ
て
い
る
と
認
め

る
の
が
相
当
で
あ
っ
て
、
そ
の
利
益
も
被
告
□
□
教
会
に
帰
属
し
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
（

N
o.

 4
5）
。

・
宗
教
団
体
は
、
信
者
が
第
三
者
に
加
え
た
損
害
に
つ
い
て
、
当
該
信
者
と
の
間
に
直
接
の
雇
用
関
係
が
な
く
て
も
、
当
該
信
者

に
対
し
て
直
接
又
は
間
接
の
指
揮
監
督
関
係
を
有
し
て
お
り
、
か
つ
、
当
該
加
害
行
為
が
当
該
宗
教
法
人
の
宗
教
活
動
等
の
事

業
の
執
行
に
つ
き
さ
れ
た
も
の
と
認
め
ら
れ
る
と
き
は
、
民
法
 

71
5 

条
に
よ
り
使
用
者
責
任
を
負
う
と
解
す
る
の
が
相
当
で
あ

る
（

N
o.

46
）
。
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2 
宗
教
団
体
（
宗
派
等
）
の
下
部
団
体
（
寺
院
等
）
に
属
す
る
住
職
や
信
者
ら
の
不
法
行
為
に
対
す
る
使
用
者
責
任

(1
)

使
用
者
性

使
用
者
性
に
つ
い
て
は
、
実
質
的
な
指
揮
監
督
関
係
と
い
う
枠
組
み
の
下
で
判
断
し
て
い
る
裁
判
例
が
多
い
。

・
被
告
宗
教
団
体
（
宗
派
）
の
代
表
役
員
で
あ
る
管
長
は
、
そ
の
被
包
括
宗
教
法
人
で
あ
る
寺
院
の
住
職
を
任
免
し
、
ま
た
、
懲
戒

処
分
と
し
て
、
被
告
宗
教
団
体
（
宗
派
）
に
属
す
る
教
師
（
僧
侶
）
に
つ
い
て
、
除
名
、
罷
免
、
降
級
、
戒
告
を
行
う
権
限
を

有
し
て
い
る
こ
と
か
ら
す
れ
ば
、
被
告
宗
教
団
体
（
宗
派
）
は
、
そ
の
被
包
括
宗
教
法
人
で
あ
る
被
告
宗
教
団
体
（
寺
）
に
対

し
、
実
質
的
な
指
揮
監
督
権
限
を
有
す
る
と
い
え
る
と
し
て
、
被
包
括
宗
教
法
人
で
あ
る
被
告
宗
教
団
体
（
寺
）
の
住
職
の
不

法
行
為
に
つ
い
て
使
用
関
係
を
認
め
た
（

N
o.

8）
。

・
実
質
的
な
指
揮
監
督
権
限
の
有
無
と
い
う
点
か
ら
み
る
と
、
被
告
 Y

5 
派
に
は
、
本
山
と
し
て
末
寺
に
当
た
る
被
告
 Y

3 
寺
に
対
し

て
一
般
的
な
指
導
監
督
の
権
限
を
有
す
る
こ
と
に
加
え
、
宗
制
に
よ
れ
ば
、
被
告

Y
5 
派
の
「
宗
務
所
」
の
「
管
長
」
に
は
、
被
包

括
宗
教
法
人
で
あ
る
寺
院
の
「
住
職
」
の
任
免
権
、
住
職
の
懲
戒
、
降
級
、
戒
告
の
権
限
が
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
こ
と
か
ら

す
る

と
、

被
告

Y
3 
寺
に
対
し
て
実
質
的
な
指
揮
監
督
権
限
を
有
し
て
い
る
と
認
め
る
の
が
相
当
で
あ
る
と
し
て
、
被
告

Y
5派

は
、
被

告
 Y

3 
寺
に
対
し
て
使
用
者
な
い
し
こ
れ
に
準
ず
る
関
係
に
あ
る
と
認
め
る
の
が
相
当
で
あ
る
と
し
た
（

N
o.

16
-2
）。

・
〇
〇
会
は
一
審
被
告
〇
〇
内
の
一
組
織
と
い
う
べ
き
で
あ
り
、
一
審
原
告
に
対
す
る
違
法
な
勧
誘
及
び
教
化
活
動
は
、
一
審
被

告
〇
〇
の
行
っ
て
い
る
伝
道
活
動
と
し
て
一
審
被
告
〇
〇
の
信
者
が
行
っ
た
も
の
で
あ
り
、
一
審
被
告
〇
〇
自
身
が
行
っ
た
不

法
行
為
と
い
う
こ
と
も
で
き
る
か
ら
、
一
審
被
告
〇
〇
は
、
民
法
 7

15
 条

、
70

9 
条
に
も
と
づ
き
、
損
害
賠
償
責
任
を
負
う
（

N
o.

18
- 1

）

。（
な
お
、
原
審
 

N
o.

18
-2

 で
は
、
一
般
に
、
特
定
の
宗
教
の
信
者
が
、
信
仰
活
動
の
目
的
等
で
、
宗
教
法
人
と
は
別
個
独
立
の
社

団
を
任
意
に
構
成
す
る
こ
と
は
観
念
し
う
る
と
こ
ろ
で
あ
り
、
宗
教
法
人
の
教
義
に
基
づ
く
勧
誘
、
教
化
が
行
わ
れ
た
こ
と
を

も
っ
て
、
信
者
ら
の
行
為
を
直
ち
に
宗
教
法
人
の
行
為
と
同
視
す
る
こ
と
は
で
き
ず
、
他
の
事
情
を
併
せ
総
合
的
に
判
断
し
て

、
宗
教
法
人
の
行
為
と
同
視
す
る
こ
と
が
で
き
る
か
検
討
す
る
必
要
が
あ
る
。
本
件
で
は
、
信
者
と
法
人
に
関
し
、
教
義
の
実

践
、
教
義
の
内
容
、
信
者
に
関
す
る
資
料
及
び
献
金
等
の
共
有
状
況
、
勧
誘
な
い
し
教
化
の
実
態
を
踏
ま
え
て
、
実
質
的
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な
指
揮
監
督
関
係
を
認
め
て
い
た
。
）

・
宗
教
団
体
の
教
師
ら
が
宗
教
団
体
の
指
揮
監
督
関
係
に
あ
る
こ
と
を
理
由
に
、
不
法
行
為
に
つ
い
て
使
用
関
係
を
認
め
た

（
N

o.
30
）。

・
高
度
な
組
織
的
一
体
性
や
被
告
宗
教
団
体
と
下
部
団
体
の
人
的
関
係
が
完
全
に
分
離
さ
れ
て
い
な
い
こ
と
な
ど
を
理
由
に
指
揮
監

督
関
係
を
認
め
、
不
法
行
為
に
つ
い
て
使
用
関
係
を
認
め
た
（

N
o.

34
-1
、

34
-2
）
。

(2
)

事
業
執
行
性

事
業
の
執
行
性
に
つ
い
て
は
、
そ
の
行
為
の
外
形
を
客
観
的
に
観
察
し
た
と
き
に
、
そ
れ
が
被
告
の
事
業
に
関
し
て
行
わ
れ
た
と

認
め
ら
れ
る
か
で
判
断
し
て
い
る
裁
判
例
が
多
い
。

・
開
運
商
法
事
業
者
の
開
運
商
法
並
び
に
こ
れ
に
対
す
る
被
告
宗
教
団
体
（
寺
）
の
加
担
行
為
が
、
被
告
宗
教
団
体
（
宗
派

）
の

事
業
の
執
行
に
つ
い
て
行
わ
れ
た
と
い
う
た
め
に
は
、
そ
の
行
為
の
外
形
を
客
観
的
に
観
察
し
た
と
き
に
、
そ
れ
が
被
告
宗
教
団

体
（
宗
派
）
の
事
業
に
関
し
て
行
わ
れ
た
と
認
め
ら
れ
る
必
要
が
あ
る
（
大
審
院
大
正
 1

3 
年
（
オ
）
第
 3

72
 号

同
 1

5 
年
 1

0

月
 1

3 
日
民
刑
連
合
部
判
決
・
大
審
院
民
事
判
例
集
 5

 巻
 1

2 
号
 7

85
 頁

、
最
高
裁
昭
和
 3

0 
年
（
オ
）
第
 2

9 
号
同
 3

2 
年
 7

 月
16

 日
第
三
小
法
廷
判
決
・
民
集
 1

1 
巻
 7

 号
 1

25
4 
頁
参
照
）
と
し
た
。
そ
の
上
で
、
宗
派
の
名
称
の
使
用
を
認
め
て
い
た
が
、

開
運
商
法
に
お
い
て
名
称
の
使
用
を
認
め
て
い
た
証
拠
が
な
い
こ
と
な
ど
の
理
由
か
ら
、
本
件
に
お
い
て
、
開
運
商
法
事
業
者

の
開
運
商
法
並
び
に
こ
れ
に
対
す
る
被
告
宗
教
団
体
（
寺
）
の
加
担
行
為
が
、
被
告
宗
教
団
体
（
宗
派
）
の
事
業
の
執
行
に
つ

い
て
行
わ
れ
た
と
い
う
こ
と
は
で
き
な
い
か
ら
、
被
告
宗
教
団
体
（
宗
派
）
は
使
用
者
責
任
を
負
わ
な
い
と
し
た
（

N
o.

8）
。

・
被
告
Ｙ

3 
寺
（
代
表
役
員
・
被
告
Ｙ

4）
が
関
与
し
て
行
わ
れ
た
被
告
Ｙ

1 
に
よ
る
開
運
商
法
に
よ
る
詐
欺
が
、
被
告
Ｙ

5 
派
の

「
事
業
の
執
行
に
つ
い
て
」
行
わ
れ
た
も
の
と
認
め
ら
れ
る
た
め
に
は
、
「
当
該
開
運
商
法
な
い
し
そ
れ
と
密
接
に
関
連
し
て
行
わ

れ
た
行
為
（
加
持
祈
祷
や
そ
れ
に
必
要
な
祭
壇
の
製
作
等
）
が
、
客
観
的
、
外
形
的
に
み
て
、
被
告
Ｙ

5 
派
の
事
業
に
関
し
て
行
わ

れ
た
も
の
で
あ
る
こ
と
が
必
要
と
解
す
る
の
が
相
当
で
あ
る
。
」
と
し
、
「
被
包
括
宗
教
法
人
の
行
っ
た
加
持
祈
祷
等
の
宗
教
活
動

な
い
し
そ
れ
に
関
連
す
る
行
為
が
、
そ
れ
だ
け
で
直
ち
に
、
客
観
的
、
外
形
的
に
み
て
、
包
括
宗
教
法
人
の
事
業
に
関
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し
て
行
わ
れ
た
も
の
と
い
う
こ
と
は
で
き
ず
、
当
該
行
為
に
対
す
る
許
諾
の
有
無
や
当
該
行
為
に
お
い
て
使
用
さ
れ
た
名
称
、
当

該
行
為
に
よ
る
利
益
の
帰
属
等
を
総
合
し
て
判
断
す
る
こ
と
を
要
す
る
も
の
と
解
さ
れ
る
。
」
と
し
た
。
そ
の
上
で
、
①
被
告
 
Ｙ

1 

に
よ
る
開
運
商
法
に
関
与
し
た
こ
と
に
つ
い
て
は
、
被
告
Ｙ

5 
派
が
明
示
又
は
黙
示
に
許
諾
な
い
し
容
認
し
た
こ
と
は
な
く
、
む

し
ろ
、
本
件
加
持
祈
祷
指
導
監
修
契
約
の
内
容
は
、
被
告
Ｙ

5 
派
か
ら
み
て
、
そ
の
教
義
等
に
照
ら
し
、
不
適
切
な
も
の
で
あ
っ
て

、
是
認
さ
れ
る
も
の
で
は
な
か
っ
た
こ
と
、
②
被
告
Ｙ

1 
は
、
本
件
加
持
祈
祷
指
導
監
修
契
約
に
も
と
づ
き
、
被
告
Ｙ
 3

 寺
か
ら
「

Ｂ
宗
Ｙ

5 
派

 
宗

教
法

人
Ｙ

3 
寺
」
の
名
称
を
使
用
す
る
こ
と
の
許
諾
を
得
て
開
運
商
法
を
行
っ
て
い
た
が
、
原
告
が
被
告
Ｙ

1 
な

い
し
自
称
Ｄ
か
ら
指
示
を
受
け
て
返
送
し
た
本
件
特
別
祈
願
申
込
書
に
は
、
特
に
「
Ｙ

5 
派
」
の
名
称
に
は
言
及
さ
れ
て
お
ら
ず

、
現
に
、
原
告
自
身
、
被
告
Ｙ

3 
寺
が
、
被
告
Ｙ

5 
派
と
宗
派
を
共
通
に
す
る
宗
教
法
人
で
あ
る
こ
と
を
認
識
し
て
、
本
件
加
持

祈
祷
指
導
監
修
契
約
を
締
結
・
継
続
し
、
本
件
送
金
を
行
っ
た
も
の
で
も
な
い
こ
と
が
認
め
ら
れ
る
こ
と
、
及
び
、
③
被
告
Ｙ

3 

寺
が
関
与
し
た
被
告
Ｙ

1 
に
よ
る
開
運
商
法
に
よ
っ
て
、
被
告
Ｙ

5 
派
が
な
ん
ら
利
益
を
受
け
た
と
は
認
め
ら
れ
な
い
こ
と
な
ど

を
併
せ
考
慮
す
る
と
、
被
告
Ｙ

3 
寺
（
代
表
役
員
・
被
告
Ｙ

4）
が
関
与
し
て
行
わ
れ
た
被
告
Ｙ

1 
に
よ
る
開
運
商
法
な
い
し
そ

れ
と
密
接
に
関
連
し
て
行
わ
れ
た
行
為
は
、
客
観
的
、
外
形
的
に
み
て
、
被
告
Ｙ

5 
派
の
事
業
に
関
し
て
行
わ
れ
た
も
の
で
あ
る

と
は
認
め
ら
れ
な
い
か
ら
、
被
告
Ｙ

5 
派
の
「
事
業
の
執
行
に
つ
い
て
」
行
わ
れ
た
も
の
と
い
う
こ
と
は
で
き
な
い
と
し
た
（

N
o.

16
-2
）
。

・
被
用
者
の
行
為
が
民
法
 

71
5 

条
 

1 
項
に
い
う
「
事
業
の
執
行
に
つ
い
て
」
の
要
件
を
満
た
す
か
否
か
を
判
断
す
る
に
あ
た
っ
て

は
、
当
該
行
為
に
つ
い
て
、
ま
ず
、
①
使
用
者
の
事
業
の
範
囲
に
属
す
る
か
否
か
を
検
討
し
、
次
に
、
②
被
用
者
の
職
務
の
範

囲
に
属
す
る
か
否
か
を
検
討
す
る
必
要
が
あ
る
と
こ
ろ
、
上
記
①
に
つ
い
て
は
、
本
来
の
事
業
に
限
る
こ
と
な
く
、
事
業
と
密

接
な
関
連
を
有
す
る
行
為
に
も
及
ぶ
と
解
す
る
の
が
相
当
で
あ
る
、
と
し
た
。
そ
の
上
で
、
被
告
Ｙ

1 
の
行
為
を
外
形
的
、
全

体
的
に
み
て
も
、
Ｙ

2 
教
な
い
し
被
告
Ｙ

3 
教
団
の
事
業
（
宗
教
活
動
）
と
密
接
な
関
連
を
有
す
る
行
為
と
認
め
る
こ
と
は
で
き

ず
、
そ
の
事
業
の
範
囲
に
属
す
る
と
は
い
え
な
い
な
ど
と
し
て
、
使
用
者
責
任
を
負
わ
な
い
と
し
た
（

N
o.

29
）。

・
ａ
院
の
教
義
に
も
と
づ
き
又
は
そ
の
実
践
と
い
う
べ
き
浄
霊
等
の
儀
式
に
関
連
し
て
な
さ
れ
る
も
の
で
あ
っ
て
、
明
示
な
い
し
黙

示
の
ａ
院
の
指
揮
監
督
の
も
と
で
行
わ
れ
て
い
た
ａ
院
の
事
業
の
執
行
の
一
環
で
あ
っ
た
と
い
う
べ
き
で
あ
る
し
、
そ
の
対

38
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価
は
、
結
局
は
ａ
院
の
収
入
と
な
っ
て
い
る
と
認
め
る
の
が
相
当
で
あ
っ
て
、
そ
の
利
益
も
ａ
院
に
帰
属
し
て
い
る
と
こ
ろ
で

あ
り
、
支
払
っ
た
金
員
が
最
終
的
に
ａ
院
の
収
入
と
な
ら
な
か
っ
た
こ
と
を
窺
わ
せ
る
証
拠
は
な
い
こ
と
な
ど
か
ら
、
事
業
執
行

性
及
び
使
用
者
責
任
を
認
め
た
（

N
o.

30
）。

・
被
告
の
教
義
の
実
践
と
称
し
て
、
物
品
販
売
活
動
等
へ
の
勧
誘
活
動
を
行
っ
て
い
る
こ
と
、
物
品
販
売
活
動
に
際
し
て
、
被
告
の

教
義
に
関
わ
る
内
容
を
告
げ
て
購
入
を
促
し
て
い
る
こ
と
な
ど
か
ら
、
上
記
信
者
ら
が
行
っ
た
経
済
活
動
及
び
伝
道
活
動
は
、
外
形

上
、
被
告
の
宗
教
的
活
動
の
一
環
と
し
て
な
さ
れ
た
と
い
う
こ
と
が
で
き
る
か
ら
、
被
告
の
事
業
の
執
行
に
つ
き
な
さ
れ
た
も
の

と
解
す
べ
き
で
あ
る
と
し
た
（

N
o.

34
-1
）
。

3 
宗
教
法
人
法
 1

1 
条
 1

 項
に
基
づ
く
損
害
賠
償
責
任

・
被
告
宗
教
団
体
の
宗
教
法
人
法
 1

1 
条
 1

 項
に
基
づ
く
損
害
賠
償
責
任
に
つ
い
て
、
宗
教
団
体
の
代
表
者
は
、
開
運
商
法
事
業
者
と

提
携
し
て
行
う
事
業
が
、
不
法
行
為
に
該
当
す
る
可
能
性
を
具
体
的
に
認
識
し
、
又
は
予
見
す
べ
き
場
合
に
は
、
開
運
商
法
事

業
者
と
の
契
約
関
係
を
解
消
す
る
な
ど
不
法
行
為
へ
の
関
与
を
中
止
す
る
注
意
義
務
を
負
う
べ
き
で
あ
る
と
し
た
上
、
開
運
商

法
事
業
者
が
振
り
込
め
詐
欺
救
済
法
に
基
づ
く
取
引
停
止
措
置
を
受
け
た
以
降
も
被
告
宗
教
団
体
名
義
の
銀
行
口
座
を
利
用
さ

せ
続
け
、
開
運
商
法
事
業
者
と
の
契
約
関
係
を
継
続
し
た
の
で
あ
る
か
ら
、
上
記
注
意
義
務
違
反
の
過
失
が
認
め
ら
れ
、
こ
れ

に
よ
り
開
運
商
法
事
業
者
の
不
法
行
為
を
幇
助
し
た
も
の
と
認
め
ら
れ
る
と
し
、
宗
教
団
体
の
代
表
者
に
つ
い
て
、
民
法
 7

19

条
 2

 項
に
も
と
づ
き
、
開
運
商
法
事
業
者
が
振
り
込
め
詐
欺
救
済
法
に
基
づ
く
取
引
停
止
措
置
を
受
け
た
以
降
の
不
法
行
為
に

つ
い
て
幇
助
に
よ
る
共
同
不
法
行
為
責
任
を
負
い
、
宗
教
団
体
に
つ
い
て
も
、
当
該
代
表
者
の
行
為
に
つ
い
て
宗
教
法
人
法
 1

1

条
 1

 項
に
基
づ
く
責
任
を
認
め
た
（

N
o.

 8
）。

・
被

告
Y

3 
寺
の
宗
教
法
人
法
 1

1 
条
 1

 項
に
基
づ
く
損
害
賠
償
責
任
に
つ
い
て
、
「
被
告
Ｙ

3 
寺
と
被
告
Ｙ

1 
と
の
本
件
加
持
祈
祷

指
導
監
修
等
契
約
は
、
被
告
Ｙ

4 
が
被
告
Ｙ

3 
寺
の
代
表
役
員
と
し
て
締
結
し
た
も
の
で
あ
る
と
こ
ろ
、
そ
の
内
容
は
、
被
告
Ｙ
 

3

寺
の
研
修
及
び
指
導
を
受
け
た
者
に
つ
い
て
は
、
所
定
の
修
行
を
し
た
僧
侶
で
な
い
者
で
あ
る
被
告
Ｙ

1 
 の

従
業
員
で
あ
っ

39
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て
も
加
持
祈
祷
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
な
ど
と
し
て
い
る
点
で
、
被
告
Ｙ

5 
派
か
ら
み
て
、
そ
の
教
義
等
に
照
ら
し
、
不
適
切
と

評
価
さ
れ
る
部
分
を
含
む
も
の
で
（
中
略
）、

宗
教
法
人
の
行
う
宗
教
活
動
の
内
容
と
し
て
問
題
が
あ
る
こ
と
を
否
定
で
き
な
い
。

さ
ら
に
、
被
告
Ｙ

3 
寺
は
、
平
成
 2

5 
年
 1

2 
月
 2

7 
日
頃
、
Ｌ
の
開
運
商
法
に
よ
る
被
害
者
か
ら
 5

00
8 
万
円
余
の
別
件
被

害
に
か
か
る
損
害
賠
償
を
求
め
る
通
知
を
受
け
、
平
成
 2

6 
年
 2

 月
か
ら
 3

 月
に
か
け
て
、
被
告
Ｙ

5 
派
か
ら
、
再
三
に
わ
た
っ

て
、
被
告
Ｙ

3 
 寺

の
Ｌ
と
の
関
係
を
は
じ
め
、
別
件
被
害
に
関
す
る
事
実
の
確
認
や
回
答
を
求
め
る
文
書
の
送
付
を
受
け
て
い

た
こ
と
（
前
提
事
実
（

3）
、
上
記
 

1 
の
認
定
事
実
（

5）
、（

7）
）
か
ら
、
被
告
Ｙ

1 
と
本
件
加
持
祈
祷
監
修
契
約
を
締
結
し
、
こ

れ
を
継
続
す
る
こ
と
に
つ
い
て
、
Ｌ
の
場
合
と
同
種
の
被
害
に
か
か
る
損
害
賠
償
請
求
を
受
け
る
可
能
性
が
あ
る
こ
と
を
認
識

し
て
い
た
と
認
め
る
の
が
相
当
で
あ
る
。
」
「
こ
の
よ
う
な
事
実
関
係
の
下
で
は
、
被
告
Ｙ

3 
 寺

は
、
本
件
加
持
祈
祷
指
導
監
修
契
約

の
当
事
者
と
し
て
、
Ｌ
や
被
告
Ｙ

1 
の
実
態
に
疑
問
を
抱
き
、
そ
れ
が
解
消
し
な
い
限
り
被
告
Ｙ

1 
と
の
間
で
同
契
約
を
締
結
な
い

し
継
続
す
る
こ
と
を
控
え
る
と
と
も
に
、
自
己
の
名
義
に
よ
り
本
件
口
座
を
開
設
し
た
預
金
者
と
し
て
、
同
年
 4

 月
 1

8日
よ
り
前

に
、
被
告
Ｙ

1 
が
開
運
商
法
に
よ
る
入
金
用
に
本
件
口
座
を
使
用
す
る
こ
と
を
防
止
す
る
た
め
、
被
告
Ｙ

1 
な
い
し
は
預
入
先
の

金
融
機
関
に
対
す
る
措
置
を
講
ず
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
原
告
の
本
件
送
金
に
よ
る
被
害
を
回
避
す
る
こ
と
が
可
能
で
あ
り
、
回
避

す
べ
き
義
務
が
あ
っ
た
と
い
う
こ
と
が
で
き
る
。
」
と
し
て
、
宗
教
法
人
法
 

11
 条

 
1 

項
に
基
づ
く
損
害
賠
償
責
任
を
認
め
た
（

N
o.

16
-1
、

16
-2
）。

4 
 会

社
法
 3

50
 条

に
基
づ
く
損
害
賠
償
責
任

・
被

告
Y

2 
が
、
被
告
 Y

1 
の
代
表
取
締
役
と
し
て
の
職
務
執
行
と
し
て
、
悪
意
又
は
重
過
失
に
よ
っ
て
、
被
告

Y
1 
の
従
業
員
ら
に

、
開
運
商
法
に
か
か
る
詐
欺
を
実
行
さ
せ
、
そ
の
結
果
、
原
告
に
本
件
送
金
額
及
び
手
数
料
の
合
計
 

10
8 
万
 

52
00

 円
を
支
出
さ
せ

た
と
認
め
ら
れ
る
と
し
、
被
告
 Y

1 
に
つ
い
て
も
民
法
 7

15
 条

、
会
社
法
 3

50
 条

に
基
づ
く
損
害
賠
償
責
任
を
認
め
た

（
N

o.
16

-2
）
。

40
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損
害
の
範
囲

1 
損
害
を
認
め
た
項
目

(1
)

献
金
又
は
寄
附

・
献
金
又
は
寄
附
（

N
o.

2、
5、

9、
11

-1
、

11
-2
、

12
、

17
、

18
-1
、

18
-2
、

19
-1
、

19
-2
、

20
-1
、

20
-2
、

20
-3
、

27
-1
、

27
-2
、

30
、

31
-1
、

31
-2
、

32
-1
、

32
-2
、

33
、

34
-1
、

34
-2
、

38
、

40
-1
、

40
-2
、

41
、

43
-1
、

43
-2
、

44
-2
、

45
、

46
）

・
お
布
施
（

N
o.

24
-1
、

24
-2
）

・
基
金
（

N
o.

40
-2
）

・
罰
金
（

N
o.

20
-1
、

20
-2
、

20
-3
）

(2
)

物
品
等
の
購
入
費

・
縁
起
物
、
仏
像
そ
の
他
置
物
（

N
o.

8、
38
、

41
、

43
-1
、

43
-2
）

・
念
珠
そ
の
他
法
具
（

N
o.

18
-1
、

18
-2
、

34
-1
、

34
-2
）

・
装
飾
品
・
宝
飾
品
（

N
o.

8、
9、

11
-1
、

11
-2
、

18
-1
、

18
-2
、

27
-1
、

27
-2
）

・
壺
（

N
o.

5、
27

-1
、

27
-2
、

38
、

41
、

43
-1
、

43
-2
）

・
印
鑑

（
N

o.
27

-1
、

27
-1
、

27
-2
、

41
）

・
経
典
、
教
本
そ
の
他
書
物
（

N
o.

9、
43

-1
、

43
-2
）

・
人
参
茶
、
そ
の
他
飲
食
物
（

N
o.

1-
1～

1-
3、

18
-1
、

18
-2
、

27
-1
、

27
-2
、

43
-1
、

43
-2
）

・
絵
画
・
額
（

N
o.

13
、

27
-1
、

27
-2
）

・
布
団
（

N
o.

 2
7-

1、
27

-2
）

・
家
系
譜
・
親
族
系
譜
（

N
o.

34
-1
、

34
-2
）

(3
)

役
務
の
費
用

41
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・
セ
ミ
ナ
ー
・
イ
ベ
ン
ト
等
の
参
加
費
・
受
講
料
等
（

N
o.

11
-1
、

11
-2
、

15
、

26
、

27
-1
、

27
-2
、

34
-1
、

34
-2
）

・
祈
祷
、
祈
願
そ
の
他
儀
式
（

N
o.

8、
11

-1
、

11
-2
、

18
-1
、

18
-2
、

30
、

33
、

36
、

37
、

43
-1
、

43
-2
）

・
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
受
講
料
（

N
o.

27
-1
、

27
-2
）

・
鑑
定

（
N

o.
14
、

37
、

39
）

・
祭
壇
製
作
費
用
（

N
o.

16
-1
、

16
-2
）

・
供
養
（

N
o.

8、
11

-1
、

11
-2
）

(4
)

そ
の
他

・
預
金
の
引
出
金
（

N
o.

2）

・
結
婚
式
の
渡
航
費
用
、
そ
の
他
の
旅
費
・
交
通
費
（

N
o.

11
-1
、

11
-2
、

30
、

34
-1
、

34
-2
、

44
-1
、

44
-2
）

・
買
い
物
代
金
等
（

N
o.

20
-1
～

20
-3
）

・
大
学
編
入
に
要
し
た
学
費
（

N
o.

31
-1
、

31
-2
）

2  
慰
謝
料

(1
)

肯
定
例

N
o.

8（
残
被
害
額
の
 1

 割
）
、

9（
10

0 
万
円
）
、

11
-2
（

30
 万

円
）、

17
（

30
0 
万
円
）
、

18
-1
（

20
0 
万
円
）
、

18
-2
（

10
0 
万
円
）
、

19
-1
（

10
0 
万
円
）、

20
-2
（

10
0 
万
円
）
、

20
-3
（

50
 万

円
）、

25
（

10
0 
万

円
）、

26
（

30
 万

円
）
、

27
-2
（

10
0 
万
円
、

15
0 
万
円
）
、

30
（

20
 万

円
）
、

31
-1
（
不
明
）
、

31
-2
（
不
明
）、

32
-1
（

80
0 
万
円
）、

37
（
原
告
ご
と
に
 1

5 
万
円
、

16
 万

円
、

15
 万

円
、

20
 万

円
、

8 
万
円
、

20
 万

円
、

10
 万

円
、

15
 万

円
、

20
 万

円
）、

40
-2
（

10
0 
万
円
）、

41
（

20
0 
万
円
）、

42
（

30
0 
万
円
）、

45
（
不

明
）
、

46
（
各
財
産
的
損
害
の
 1

 割
）

(2
)

否
定
例

42
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43

・
精
神
的
苦
痛
は
、
財
産
的
損
害
が
回
復
さ
れ
る
こ
と
に
よ
っ
て
相
当
程
度
慰
謝
さ
れ
る
も
の
と
い
え
る
等
と
し
て
、
慰
謝
料
の
支

払
い
を
認
め
な
か
っ
た
（

N
o.

12
、

14
、

19
-2
、

33
）。

・
〇
〇
パ
ワ
ー
に
よ
り
病
気
が
治
る
と
の
期
待
を
裏
切
ら
れ
る
こ
と
に
よ
り
生
じ
た
原
告
会
員
ら
の
精
神
的
苦
痛
の
ひ
と
つ
は
、
〇
〇

パ
ワ
ー
を
用
い
て
も
病
気
が
改
善
し
な
か
っ
た
と
い
う
、
原
告
会
員
ら
が
期
待
し
て
い
た
結
果
が
得
ら
れ
な
か
っ
た
と
い
う
も
の
に

過
ぎ
ず
、
た
だ
ち
に
法
的
に
保
護
に
値
す
る
も
の
で
あ
る
と
は
言
い
が
た
い
と
し
て
慰
謝
料
の
支
払
い
を
認
め
な
か
っ
た

（
N

o.
26
）。

3 
弁
護
士
費
用

お
お
む
ね
損
害
額
の
 1

 割
相
当
を
損
害
と
し
て
認
め
て
い
る
。
た
だ
し
、

N
o.

 3
2-

1 
の
よ
う
に
損
害
賠
償
額
 3

 億
 9

14
3 
万
 2

72
0 
円

の
う
ち
弁
護
士
費
用
相
当
額
を
 1

80
0 
万
円
と
し
た
ケ
ー
ス
も
あ
る
。

過
失
相
殺
の
成
否

1 
過
失
相
殺
を
認
め
た
も
の

・
本
件
サ
イ
ト
Ａ
を
数
回
利
用
す
る
こ
と
で
同
サ
イ
ト
の
提
供
す
る
サ
ー
ビ
ス
の
内
容
や
効
用
を
正
常
に
判
断
す
る
こ
と
が
で
き
、

自
身
の
生
活
水
準
に
見
合
っ
た
範
囲
で
利
用
す
る
こ
と
が
可
能
で
あ
っ
た
こ
と
は
否
定
で
き
な
い
と
し
て
、

3 
分
の
 

1 
の
過
失
相

殺
を
認
め
た
（

N
o.

14
）
。

・
鑑
定
師
が
求
め
る
メ
ー
ル
返
信
を
し
な
い
と
次
に
進
ま
な
い
シ
ス
テ
ム
で
あ
る
こ
と
に
気
づ
き
、
苦
情
を
述
べ
て
い
る
こ
と
、
そ

の
後
鑑
定
師
と
の
メ
ー
ル
の
や
り
取
り
を
行
う
も
の
の
、
返
信
す
る
鑑
定
師
を
自
ら
選
択
し
た
り
、
鑑
定
師
ら
か
ら
多
量
の
メ
ー

ル
が
送
信
さ
れ
た
と
き
に
は
配
信
停
止
の
手
続
を
採
っ
た
り
送
信
メ
ー
ル
を
一
斉
削
除
し
た
り
し
て
い
る
こ
と
、
原
告
Ｘ

2 
 
は
本

件
サ
イ
ト
Ｂ
に
つ
い
て
 

2 
回
も
退
会
の
手
続
を
採
っ
て
い
る
こ
と
が
認
め
ら
れ
る
か
ら
、
原
告
Ｘ

2 
は
、
あ
る
程
度
冷
静
な
状
態

で
本
件
サ
イ
ト
Ｂ
を
利
用
し
て
い
た
と
評
価
で
き
る
部
分
が
あ
る
こ
と
は
否
定
で
き
な
い
と
し
て
、

2 
分
の
 

1 
の
過
失
相
殺
を
認

め
た
（

N
o.

14
）。

227



44

・
被
控
訴
人
は
、
自
称
Ｂ
に
よ
る
加
持
祈
祷
等
を
す
れ
ば
良
縁
を
も
た
ら
さ
れ
る
又
は
 8

00
0 
万
円
の
宝
く
じ
が
当
た
る
と
い
う
虚
偽

の
言
辞
を
安
易
に
信
じ
た
点
で
落
ち
度
が
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
か
ら
、
控
訴
人
ら
と
の
関
係
で
は
、
損
害
の
公
平
な
分
担
の
見
地
か

ら
、
被
控
訴
人
の
過
失
割
合
を
 3

 割
と
す
る
過
失
相
殺
を
認
め
る
の
が
相
当
で
あ
る
と
し
た
（

N
o.

16
-1
）
。

2 
過
失
相
殺
を
認
め
な
か
っ
た
も
の

・
開
運
商
法
事
業
者
は
、
原
告
ら
の
不
安
や
恐
怖
心
を
殊
更
に
煽
り
多
額
の
金
銭
を
要
求
し
て
こ
れ
を
支
払
わ
せ
て
い
た
も
の
で
あ
っ

て
、
そ
の
行
為
の
態
様
は
き
わ
め
て
悪
質
で
あ
り
、
原
告
ら
は
、
こ
の
よ
う
な
悪
質
な
金
銭
請
求
を
受
け
て
、
不
安
や
恐
怖
心
に
よ

り
正
常
な
判
断
が
妨
げ
ら
れ
た
状
態
に
陥
っ
て
い
た
も
の
で
あ
る
か
ら
、
被
告
宗
教
団
体
（
寺
）
に
つ
い
て
調
査
を
し
な
か
っ
た

り
、
宅
急
便
等
に
よ
り
現
金
を
送
付
し
た
り
し
た
こ
と
を
原
告
ら
の
落
ち
度
と
評
価
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
と
し
て
、
損
害
の
衡
平

な
分
担
と
い
う
見
地
か
ら
、
本
件
に
お
い
て
過
失
相
殺
を
す
る
の
は
相
当
で
な
い
と
し
た
事
例
（

N
o.

8）
。

・
被
告
Ｙ

3 
寺
及
び
被
告
Ｙ

4 
が
、
故
意
に
詐
欺
を
実
行
し
た
と
ま
で
は
認
め
ら
れ
な
い
と
し
て
も
、
被
告
Ｙ

1 
に
対
し
て
本
件
口
座
の

使
用
を
拒
否
す
る
な
ど
し
て
結
果
を
回
避
す
る
措
置
を
講
じ
な
か
っ
た
過
失
は
重
大
で
あ
る
と
い
う
べ
き
で
あ
る
か
ら
、
被
告
 
Ｙ

3 
 
寺
に
お
い
て
原
告
を
対
象
と
す
る
加
持
祈
祷
を
行
っ
た
事
実
が
あ
っ
た
と
し
て
も
、
損
害
の
公
平
な
分
担
の
見
地
か
ら
、
過
失

相
殺
を
認
め
る
の
は
相
当
で
な
い
と
い
う
べ
き
で
あ
る
と
し
た
事
例
（

N
o.

16
-2
、
た
だ
し
控
訴
審
で
あ
る
 

16
-1

 で
は
 

3 
割
の
過

失
相
殺
が
認
め
ら
れ
て
い
る
。
）
。

・
原
告
ら
の
窮
迫
し
た
状
況
等
に
乗
じ
て
、
原
告
ら
を
不
安
や
恐
怖
に
陥
れ
る
言
辞
を
弄
し
、
祈
願
料
等
名
下
に
、
不
相
当
に
高
額
の

金
員
を
支
払
わ
せ
て
い
た
も
の
で
あ
っ
て
、
そ
の
よ
う
な
行
為
の
態
様
の
悪
質
性
か
ら
、
公
平
の
観
点
に
照
ら
し
、
過
失
相
殺
を
認

め
な
か
っ
た
事
例
（

N
o.

37
）。

債
権

者
代

位
権

の
対

象

と
さ

れ
た

扶
養

義
務

等

に
か

か
る

定
期

金
債

権

の
範
囲

・
原
告
は
、
原
告
の
父
に
対
す
る
扶
養
請
求
権
を
被
保
全
債
権
と
し
て
、
債
権
者
代
位
権
に
よ
っ
て
被
告
に
対
す
る
解
約
払
戻
金
支
払

請
求
権
を
行
使
す
る
旨
主
張
す
る
が
、
原
告
が
原
告
の
父
に
対
し
て
具
体
的
に
い
く
ら
の
金
額
を
支
払
う
こ
と
を
扶
養
請
求
権
に
基
づ

い
て
請
求
で
き
る
か
に
つ
い
て
は
、
家
庭
裁
判
所
に
対
し
て
家
事
審
判
を
申
し
立
て
て
金
額
を
確
定
さ
せ
な
け
れ
ば
具
体
的
に
請
求
す

る
こ
と
は
で
き
な
い
。
原
告
の
原
告
の
父
に
対
す
る
扶
養
請
求
の
金
額
を
定
め
る
家
事
審
判
は
な
さ
れ
て
お
ら
ず
、
原
告
の
原

228



告
の
父
に
対
す
る
扶
養
請
求
権
は
未
だ
抽
象
的
な
も
の
に
と
ど
ま
っ
て
お
り
、
原
告
が
原
告
の
父
に
対
し
て
具
体
的
に
い
く
ら
の
金

額
の
支
払
を
扶
養
義
務
の
履
行
と
し
て
請
求
で
き
た
か
明
ら
か
で
は
な
い
。
か
か
る
抽
象
的
な
段
階
の
扶
養
請
求
権
を
被
保
全
債
権
と

し
て
、
債
権
者
代
位
権
を
行
使
す
る
こ
と
は
許
さ
れ
な
い
（

N
o.

47
）
。

45
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4.
不
当
寄
附
勧
誘
防
止
法
と
の
関
係
の
整
理

不
当
寄
附
勧
誘
防
止
法
（
以
下
「
法
」
と
い
う
こ
と
も
あ
る
。
）
の
施
行
か
ら
 2

 年
程
度
し
か
経
過
し
て
い
な
い
こ
と
も
あ
り
、
同
法
の
規
定
を
直
接
適
用
す
る
裁
判

例
は
、
調
査
し
た
限
り
で
は
見
当
た
ら
な
か
っ
た
。
以
下
は
、
本
件
の
分
析
業
務
の
一
環
と
し
て
、
裁
判
例
の
事
案
の
当
時
、
不
当
寄
附
勧
誘
防
止
法
が
施
行
さ
れ
て
い
る

と
し
た
ら
、
同
法
が
適
用
さ
れ
た
可
能
性
が
あ
る
と
思
わ
れ
る
も
の
を
整
理
し
た
。

(
1
)

配
慮
義
務
違
反
（
法
 3

 条
）
に
該
当
す
る
可
能
性
が
あ
る
と
思
わ
れ
る
も
の

法
 3

 条
で
は
、
「
法
人
等
は
、
寄
附
の
勧
誘
を
行
う
に
当
た
っ
て
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
に
十
分
に
配
慮
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
」
旨
が
定
め
ら
れ
て
お
り
、

1 
号
か
ら
 3

 号
ま
で
法
人
等
に
お
い
て
配
慮
が
必
要
と
さ
れ
る
事
項
が
列
挙
さ
れ
て
い
る
。

こ
の
う
ち
、

1 
号
で
は
「
寄
附
の
勧
誘
が
個
人
の
自
由
な
意
思
を
抑
圧
し
、
そ
の
勧
誘
を
受
け
る
個
人
が
寄
附
を
す
る
か
否
か
に
つ
い
て
適
切
な
判
断
を
す
る
こ
と

が
困
難
な
状
態
に
陥
る
こ
と
が
な
い
よ
う
に
す
る
こ
と
。
」
と
定
め
ら
れ
て
い
る
と
こ
ろ
、
不
当
寄
附
勧
誘
防
止
法
施
行
以
前
か
ら
、

1 
号
が
対
象
と
す
る
よ
う
な
個

人
の
自
由
な
意
思
の
抑
圧
を
考
慮
し
て
、
寄
附
又
は
献
金
等
の
勧
誘
行
為
の
違
法
性
を
認
め
た
裁
判
例
が
多
数
存
在
す
る
（

N
o.

5、
8、

11
-1
、

11
-2
、
 1

2、
18

-1

、
18

-2
、

20
-2
、

20
-3
、

27
-1
、

27
-2
、

30
、

31
-1
、

31
-2
、

32
-1
、

32
-2
、

33
、

34
-1
、

34
-2
、

35
、

36
、

37
、

39
、

40
-1
、

40
-2
、

41
、

42
、

43
-1
、

43
-

2、
45

、
46
）
。
他
方
、
個
人
の
自
由
な
意
思
の
抑
圧
を
考
慮
し
て
い
る
も
の
の
、
違
法
性
を
認
め
な
か
っ
た
裁
判
例
も
存
在
す
る
（

N
o.

10
、

35
）
。
具
体
的
に
は
、
各
献

金
の
際
の
信
者
ら
に
よ
る
献
金
勧
誘
行
為
の
内
容
及
び
態
様
が
特
定
で
き
ず
、
こ
れ
に
よ
っ
て
殊
更
に
不
安
に
陥
れ
る
な
ど
Ｂ
の
自
由
な
意
思
決
定
が
制
約
さ
れ

て
い
た
と
は
認
め
ら
れ
な
い
と
判
断
し
た
事
例
等
で
あ
る
。

こ
の
う
ち
、

2 
号
で
は
「
寄
附
に
よ
り
、
個
人
又
は
そ
の
配
偶
者
若
し
く
は
親
族
（
略
）
の
生
活
の
維
持
を
困
難
に
す
る
こ
と
が
な
い
よ
う
に
す
る
こ
と
。
」
と
定

め
ら
れ
て
い
る
と
こ
ろ
、
不
当
寄
附
勧
誘
防
止
法
施
行
以
前
か
ら
、
借
入
を
し
な
け
れ
ば
献
金
を
す
る
た
め
の
資
産
が
な
い
よ
う
な
状
況
の
下
で
、
そ
の
こ
と
を
知
り

な
が
ら
借
入
を

し
て
献
金
を
す
る
よ
う
勧
誘
す
る
行
為
等
は
、
勧
誘
を
受
け
る
者
の
資
産
状
況
及
び
生
活
状
況
に
照
ら
し
て
過
大
な
支
出
を
さ
せ
る
も
の
で
あ
る

こ
と
は
明
ら
か
で
あ
っ
て
、
社
会
通
念
上
相
当
と
認
め
ら
れ
る
範
囲
を
逸
脱
し
た
も
の
と
い
え
、
違
法
で
あ
る
と
し
た
事
例
が
あ
る
（

N
o.

12
）。

こ
の
う
ち
、

3 
号
で
は
「
寄
附
の
勧
誘
を
受
け
る
個
人
に
対
し
、
当
該
寄
附
の
勧
誘
を
行
う
法
人
等
を
特
定
す
る
に
足
り
る
事
項
を
明
ら
か
に
す
る
と
と
も
に
、
寄
附
さ

れ
る
財
産
の
使
途
に
つ
い
て
誤
認
さ
せ
る
お
そ
れ
が
な
い
よ
う
に
す
る
こ
と
。
」
と
定
め
ら
れ
て
い
る
と
こ
ろ
、
不
当
寄
附
勧
誘
防
止
法
施
行
以
前
か
ら
、
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勧
誘
主
体
が
、
そ
の
正
体
を
明
ら
か
に
し
な
い
こ
と
を
社
会
的
相
当
性
を
判
断
す
る
に
あ
た
っ
て
、
き
わ
め
て
重
要
な
要
素
と
述
べ
た
事
例
（

N
o.

18
-1
）
、
勧
誘
に

あ
た
っ
て
宗
教
の
教
義
の
概
要
を
説
明
し
、
自
由
意
思
で
帰
依
す
る
か
否
か
の
選
択
を
す
る
機
会
を
与
え
な
い
伝
道
・
教
化
活
動
を
、
方
法
に
お
い
て
相
当
性
を
欠
く

も
の
と
し
た
事
例
（

N
o.

27
-2
）
が
あ
る
。

(2
)

禁
止
行
為
（
法
 4

 条
）
に
該
当
す
る
可
能
性
が
あ
る
と
思
わ
れ
る
も
の

法
 4

 条
で
は
、
「
法
人
等
は
、
寄
附
の
勧
誘
を
す
る
に
際
し
、
次
に
掲
げ
る
行
為
を
し
て
寄
附
の
勧
誘
を
受
け
る
個
人
を
困
惑
さ
せ
て
は
な
ら
な
い
」
旨
が
定
め
ら
れ

て
お
り
、

1 
号
か
ら
 6

 号
ま
で
禁
止
行
為
が
列
挙
さ
れ
て
い
る
。

こ
の
う
ち
、

1 
号
で
は
、
「
当
該
法
人
等
に
対
し
、
当
該
個
人
が
、
そ
の
住
居
又
は
そ
の
業
務
を
行
っ
て
い
る
場
所
か
ら
退
去
す
べ
き
旨
の
意
思
を
示
し
た
に
も
か
か
わ

ら
ず
、
そ
れ
ら
の
場
所
か
ら
退
去
し
な
い
こ
と
。
」
と
定
め
ら
れ
て
い
る
。
し
か
し
、
こ
れ
に
関
連
す
る
と
思
わ
れ
る
裁
判
例
は
、
調
査
し
た
限
り
で
は
見
当
た
ら
な

か
っ
た
。

2 
号
で
は
、
「
当
該
法
人
等
が
当
該
寄
附
の
勧
誘
を
し
て
い
る
場
所
か
ら
当
該
個
人
が
退
去
す
る
旨
の
意
思
を
示
し
た
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
そ
の
場
所
か
ら
当
該
個
人

を
退
去
さ
せ
な
い
こ
と
。
」
と
定
め
ら
れ
て
い
る
。
し
か
し
、
こ
れ
に
関
連
す
る
と
思
わ
れ
る
裁
判
例
は
、
調
査
し
た
限
り
で
は
見
当
た
ら
な
か
っ
た
。
 3

 号
で
は
、

「
当
該
個
人
に
対
し
、
当
該
寄
附
に
つ
い
て
勧
誘
を
す
る
こ
と
を
告
げ
ず
に
、
当
該
個
人
が
任
意
に
退
去
す
る
こ
と
が
困
難
な
場
所
で
あ
る
こ
と
 
を
知
り
な
が
ら
、
当

該
個
人
を
そ
の
場
所
に
同
行
し
、
そ
の
場
所
に
お
い
て
当
該
寄
附
の
勧
誘
を
す
る
こ
と
。
」
と
定
め
ら
れ
て
い
る
。
し
か
し
、
こ
れ
に
関
連

す
る
と
思
わ
れ
る
裁
判
例
は
、
調
査
し
た
限
り
で
は
見
当
た
ら
な
か
っ
た
。

4 
号
で
は
、
「
当
該
個
人
が
当
該
寄
附
の
勧
誘
を
受
け
て
い
る
場
所
に
お
い
て
、
当
該
個
人
が
当
該
寄
附
を
す
る
か
否
か
に
つ
い
て
相
談
を
行
う
た
め
に
電
話
そ
の
他

の
内
閣
府
令
で
定
め
る
方
法
に
よ
っ
て
当
該
法
人
等
以
外
の
者
と
連
絡
す
る
旨
の
意
思
を
示
し
た
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
威
迫
す
る
言
動
を
交
え
て
、
当
該
個
人
が
当

該
方
法
に
よ
っ
て
連
絡
す
る
こ
と
を
妨
げ
る
こ
と
。
」
と
定
め
ら
れ
て
い
る
。
し
か
し
、
こ
れ
に
関
連
す
る
と
思
わ
れ
る
裁
判
例
は
、
調
査
し
た
限
り
で
は
見
当
た
ら

な
か
っ
た
。

5 
号
で
は
、
「
当
該
個
人
が
、
社
会
生
活
上
の
経
験
が
乏
し
い
こ
と
か
ら
、
当
該
寄
附
の
勧
誘
を
行
う
者
に
対
し
て
恋
愛
感
情
そ
の
他
の
好
意
の
感
情
を
抱
き
、
か
つ
、
当

該
勧
誘
を
行
う
者
も
当
該
個
人
に
対
し
て
同
様
の
感
情
を
抱
い
て
い
る
も
の
と
誤
信
し
て
い
る
こ
と
を
知
り
な
が
ら
、
こ
れ
に
乗
じ
、
当
該
寄
附
を
し
な
け
れ
ば
当
該

勧
誘
を
行
う
者
と
の
関
係
が
破
綻
す
る
こ
と
に
な
る
旨
を
告
げ
る
こ
と
。
」
と
定
め
ら
れ
て
い
る
。
し
か
し
、
こ
れ
に
関
連
す
る
と
思
わ
れ
る
裁
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判
例
は
、
調
査
し
た
限
り
で
は
見
当
た
ら
な
か
っ
た
。

6 
号
で
は
、
「
当
該
個
人
に
対
し
、
霊
感
そ
の
他
の
合
理
的
に
実
証
す
る
こ
と
が
困
難
な
特
別
な
能
力
に
よ
る
知
見
と
し
て
、
当
該
個
人
又
は
そ
の
親
族
の
生
命
、
身

体
、
財
産
そ
の
他
の
重
要
な
事
項
に
つ
い
て
、
そ
の
ま
ま
で
は
現
在
生
じ
、
若
し
く
は
将
来
生
じ
得
る
重
大
な
不
利
益
を
回
避
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
と
の
不
安
を
あ

お
り
、
又
は
そ
の
よ
う
な
不
安
を
抱
い
て
い
る
こ
と
に
乗
じ
て
、
そ
の
重
大
な
不
利
益
を
回
避
す
る
た
め
に
は
、
当
該
寄
附
を
す
る
こ
と
が
必
要
不
可
欠
で
あ
る
旨
を

告
げ
る
こ
と
。
」
と
定
め
ら
れ
て
い
る
。
こ
れ
に
関
連
す
る
と
思
わ
れ
る
裁
判
例
と
し
て
は
、

N
o.

8、
11

-1
、

11
-2
、

18
-1
、

18
-2
、

19
-1
、

19
- 

2、
27

-1
、

27
-2
、

30

、
31

-1
、

31
-2
、

32
-1
、

32
-2
、

33
、

34
-1
、

34
-2
、

36
、

37
 が

存
在
す
る
。

(3
)

配
慮
義
務
及
び
禁
止
行
為
の
い
ず
れ
に
も
該
当
し
な
い
と
思
わ
れ
る
が
、
違
法
性
が
認
め
ら
れ
て
い
る
も
の

配
慮
義
務
（
法
 3

 条
）
に
も
禁
止
行
為
（
法
 4

 条
）
に
も
直
接
は
該
当
し
な
い
行
為
に
つ
い
て
の
違
法
性
を
認
め
た
裁
判
例
も
い
く
つ
か
存
在
す
る
。
例
え
ば

、
信
者

で
あ

る
被
告
ら
が
、
他
者
（
父
）
の
承
諾
を
得
な
い
ま
ま
、
預
金
口
座
か
ら
お
金
を
引
き
出
し
て
献
金
し
た
こ
と
に
つ
い
て
違
法
性
を
認
め
た
事
例

（
N

o.
2）
、
信
者
に
対
し
て
、
献
金
に
よ
っ
て
夫
を
救
い
、
夫
の
家
系
を
救
う
こ
と
こ
そ
が
信
者
と
し
て
の
使
命
で
あ
る
と
し
て
、
他
者
（
夫
）
の
財
産
を
他
者
の

意
思
に
反
し
て
で
も
献
金
す
る
よ
う
に
指
示
し
、
信
者
が
他
者
の
財
産
を
、
そ
の
者
に
内
緒
で
献
金
し
た
こ
と
に
つ
い
て
違
法
性
を
認
め
た
事
例
（

N
o.

19
-1
、
 

19
-2

）
な
ど
が
存
在
し
て
い
る
。

(
4)

借
入
等
に
よ
る
資

金
調
達
の
要
求
の
禁
止
（
法
 5

 条
）
に
該
当
す
る
可
能
性
が
あ
る
と
思
わ
れ
る
も
の

法
 

5 
条
は
、
「
法
人
等
は
、
寄
附
の
勧
誘
を
す
る
に
際
し
、
寄
附
の
勧
誘
を
受
け
る
個
人
に
対
し
、
借
入
れ
に
よ
り
、
又
は
次
に
掲
げ
る
財
産
を
処
分
す
る
こ
と
に
よ

り
、
寄
附
を
す
る
た
め
の
資
金
を
調
達
す
る
こ
と
を
要
求
し
て
は
な
ら
な
い
。
」
旨
を
定
め
て
お
り
、
「
次
に
掲
げ
る
財
産
」
と
し
て
、

1 
号
で
は
「
当
該
個
人
又
は

そ
の
配
偶
者
若
し
く
は
親
族
が
現
に
居
住
の
用
に
供
し
て
い
る
建
物
又
は
そ
の
敷
地
」
、

2 
 号

で
は
「
現
に
当
該
個
人
が
営
む
事
業
（
そ
の
継
続
が
当
該
個
人
又
は

そ
の
配
偶
者
若
し
く
は
親
族
の
生
活
の
維
持
に
欠
く
こ
と
の
で
き
な
い
も
の
に
限
る
。
）
の
用
に
供
し
て
い
る
土
地
若
し
く
は
土
地
の
上
に
存
す
る
権
利
又
は
建
物

そ
の
他
の
減
価
償
却
資
産
（
所
得
税
法
（
昭
和
 4

0 
年
法
律
第
 3

3 
号
）
第
 2

 条
第
 1

 項
第
 1

9 
号
に
規
定
す
る
減
価
償
却
資
産
を
い
う
。
）
で
あ
っ
て
、
当
該
事
業

の
継
続
に
欠
く
こ
と
の
で
き
な
い
も
の
（
前
号
に
掲
げ
る
も
の
を
除
く
。
）」

が
挙
げ
ら
れ
て
い
る
。
こ
れ
に
関
連
す
る
裁
判
例
と
し
て
は
、
①
原
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告
が
鬱
病
で
あ
る
こ
と
を
知
り
な
が
ら
、
マ
ン
シ
ョ
ン
を
売
却
し
て
納
め
な
け
れ
ば
原
告
の
持
病
が
治
ら
な
い
な
ど
と
述
べ
、
原
告
の
不
安
感
を
殊
更
に
助
長
さ
せ
て

、
マ
ン
シ
ョ
ン
を
売
却
し
て
献
金
を
す
る
よ
う
勧
誘
し
献
金
さ
せ
た
行
為
、
及
び
、
②
借
入
を
し
な
け
れ
ば
献
金
を
す
る
た
め
の
資
産
が
な
い
よ
う
な
状
況
の
下
で
、

そ
の
こ
と
を
知
り
な
が
ら
銀
行
借
入
及
び
キ
ャ
ッ
シ
ン
グ
を
し
て
献
金
す
る
よ
う
勧
誘
し
献
金
さ
せ
た
行
為
に
つ
い
て
、
い
ず
れ
も
勧
誘
を
受
け
る
者
の
資
産
状
況
及

び
生
活
状
況
に
照
ら
し
て
過
大
な
支
出
を
さ
せ
る
も
の
で
あ
る
こ
と
は
明
ら
か
で
あ
っ
て
、
社
会
通
念
上
相
当
と
認
め
ら
れ
る
範
囲
を
逸
脱
し
た
も
の
と
い
え
、

違
法
で
あ
る
と
し
た
裁
判
例
が
あ
る
（

N
o.

12
）。

(5
)

扶
養
義
務
等
に
か
か
る
定
期
金
債
権
を
保
全
す
る
た
め
の
債
権
者
代
位
権
の
行
使
に
関
す
る
特
例
（

法
 1

0 
条

）
と
の
関
係

法
 1

0 
条
は
、
法
人
等
に
寄
附
を
し
た
個
人
の
扶
養
義
務
等
に
か
か
る
定
期
金
債
権
の
債
権
者
は
、
当
該
定
期
金
債
権
の
う
ち
確
定
期
限
の
到
来
し
て
い
な
い
部

分
を
保

全
す
る
た
め
必
要
が
あ

る
と

き
は
、
当
該
個
人
で
あ
る
債
務
者
に
属
す
る
当
該
寄
附
に
関
す
る
取
消
権
や
返
還
請
求
権
等
を
行
使
す
る
こ
と
が
で
き
る

旨
を
定
め
て
い
る
。

こ
の
点
、
過
去
の
裁
判
例
で
は
、
扶
養
請
求
権
を
被
保
全
債
権
と
し
て
、
債
権
者
代
位
権
に
よ
っ
て
被
告
に
対
す
る
請
求
権
を
行
使
す
る
に
は
、
先
だ
っ
て
扶
養
請

求
の
金
額
を
定
め
る
家
事
審
判
が
必
要
で
あ
る
と
判
断
さ
れ
て
い
る
（

N
o.

47
）。

も
っ
と
も
、
法
 

10
 
条
は
、
扶
養
義
務
等
に
か
か
る
定
期
金
債
権
を
保
全
す
る

に
あ
た
っ
て
の
家
事
審
判
の
要
否
に
つ
い
て
は
、
何
ら
特
則
を
定
め
て
い
な
い
。
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5.
有
識
者
意
見

貝
阿
彌
誠
弁
護

士
（
元
東
京
地
方
裁
判
所
所
長
）、

内
田
貴
東
京
大
学
名
誉
教
授
、
林
眞
琴
弁
護
士
（
元
検
事
総
長
）
に
対
し
、
裁
判
例
一
覧
表
及
び
論
点
整
理
表

（
本
書
）
を
閲
覧
し
て
も
ら
い
、
意
見
を
伺
っ
た
。
以
下
は
、
同
有
識
者
３
名
か
ら
の
裁
判
例
一
覧
表
及
び
論
点
整
理
表
に
関
す
る
意
見
で
あ
る
。

(1
)

貝
阿
彌
誠
弁
護
士

ア
論
点
整
理
表
・
裁
判
例
一
覧
表
の
内
容
及
び
令
和
 6

 年
 7

 月
 1

1 
日
最
高
裁
判
決
に
つ
い
て

・
論
点
整
理
表
、
裁
判
例
一
覧
表
を
拝
見
し
た
が
、
令
和
 6

 年
 7

 月
 1

1 
日
の
最
高
裁
判
決
（
以
下
「
本
判
決
」
と
い
う
。
）
が
非
常
に
重
要
で
あ
る
と
認
識
し
て
い
る
。

本
判
決
は
、
不
当
寄
附
勧
誘
防
止
法
 3

 条
 1

 号
・

2 
号
を
引
用
し
て
お
り
、
同
条
の
規
定
す
る
配
慮
義
務
を
前
提
と
し
た
上
で
、
違
法
性
の
判
断
基
準
な
い
し
判
断

枠
組
み
に
つ
い
て
判
示
し
て
い
る
。
判
例
タ
イ
ム
ズ
 1

52
6 
号
 6

7 
頁
に
簡
単
な
解
説
が
あ
る
が
、
そ
こ
で
は
、
同
条
の
内
容
は
、
従
来
の
下
級
審
の
裁
判
例
が
暗
黙

の
う
ち
に
認
め
て
き
た
勧
誘
者
の
負
う
べ
き
信
義
則
上
の
注
意
義
務
を
確
認
的
に
明
文
化
し
た
も
の
で
あ
る
と
し
て
い
る
。
す
な
わ
ち
、
不
当
寄
附
勧
誘
防
止
法
 

3条

1 
号
・

2 
号
に
つ
い
て
は
、
従
来
か
ら
裁
判
官
の
根
底
に
あ
っ
た
考
え
方
と
い
え
る
。
こ
の
点
を
明
確
に
し
た
判
例
と
い
う
こ
と
で
、
本
判
決
は
非
常
に
重
要
と
考
え
て

い
る
。
今
後
、
少
な
く
と
も
不
当
寄
附
勧
誘
が
問
題
と
な
る
裁
判
の
場
で
は
、
本
判
決
が
示
し
た
違
法
性
判
断
の
基
準
な
い
し
枠
組
み
を
指
針
と
し
て
判
断
し
て
い
く
こ

と
に
な
る
と
思
う
。

・
本
判
決
は
、
具
体
的
な
あ
て
は
め
の
段
階
で
は
、
諸
事
情
を
「
多
角
的
な
観
点
か
ら
検
討
」
、
「
総
合
的
に
考
慮
」
す
べ
き
こ
と
の
重
要
性
を
指
摘
し
て
い
る
。
も
っ
と
も

、
こ
の
よ
う
な
最
終
的
な
考
え
の
み
に
焦
点
を
当
て
て
し
ま
う
と
、
感
覚
論
に
な
り
か
ね
な
い
。
ど
う
い
う
観
点
か
ら
、
ど
の
よ
う
に
不
当
寄
附
勧
誘
の
違
法
性
を
整
理

し
て
い
く
の
か
、
に
つ
い
て
は
下
級
審
の
裁
判
官
が
こ
れ
か
ら
検
討
を
し
て
い
く
こ
と
に
な
る
で
あ
ろ
う
。

イ
不
当
寄

附
勧
誘
防
止
法
と
の
関
係
に

つ
い
て

(ア
)
不
当
寄
附
勧
誘
防
止
法
 4

 条
と
の
関
係
に
つ
い
て

・
不
当
寄
附
勧
誘
防
止
法
 4

 条
の
 1

 号
か
ら
 4

 号
ま
で
に
つ
い
て
は
、
今
回
の
調
査
で
は
、
関
連
す
る
と
思
わ
れ
る
裁
判
例
は
見
当
た
ら
な
か
っ
た
と
の
こ
と
だ
が
、
こ

れ
は
裁
判
例
と
し
て
は
問
題
に
な
っ
て
い
な
い
だ
け
で
あ
り
、
実
際
の
行
為
と
し
て
は
考
え
ら
れ
う
る
類
型
で
あ
る
。
類
型
設
定
に
問
題
が
あ
る
わ
け
で
は
な
い
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と
思
わ
れ
る
。

(イ
)
不
当
寄
附
勧
誘
防
止
法
 6

 条
、

7 
条
及
び
 8

 条
と
の
関
係
に
つ
い
て

・
今
後
 2

 年
く
ら
い
経
て
ば
、
不
当
寄
附
勧
誘
防
止
法
 8

 条
に
関
す
る
寄
附
の
意
思
表
示
の
取
消
し
を
判
断
し
た
裁
判
例
も
出
て
く
る
可
能
性
は
あ
る
。

・
他
方
、
同
法
 

6 
条
及
び
 

7 
条
は
要
件
が
厳
し
い
の
で
、
今
後
も
事
例
の
蓄
積
が
な
い
か
も
し
れ
な
い
。
個
人
的
に
は
、
も
う
少
し
こ
れ
ら
の
要
件
を
緩
和
し
た
規
定
に

し
て
も
よ
い
も
の
と
考
え
る
。
例
え
ば
、
同
法
 7

 条
で
は
、
勧
告
、
措
置
命
令
、
公
表
の
ほ
か
、

1 
項
で
報
告
徴
求
に
つ
い
て
も
規
定
さ
れ
て
い
る
。
特
に
、
報
告
徴

求
に
つ
い
て
は
適
用
範
囲
を
広
め
て
も
よ
い
と
考
え
て
い
る
。

(ウ
)
不
当
寄
附
勧
誘
防
止
法
 1

0 
条
と
の
関
係
に
つ
い
て

・
不
当
寄
附
勧
誘
防
止
法
 

10
 条

は
、
扶
養
義
務
等
に
係
る
定
期
金
債
権
を
保
全
す
る
た
め
の
債
権
者
代
位
権
の
行
使
に
つ
い
て
、
確
定
期
限
の
到
来
は
必
要
な
い
も
の

と
し
て
い
る
が
、
そ
の
前
提
と
し
て
、
債
権
者
代
位
の
被
保
全
債
権
は
具
体
的
な
権
利
内
容
が
確
定
し
て
い
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
の
は
当
然
の
こ
と
で
あ
り
、
扶
養
義
務

等
に
係
る
定
期
金
債
権
に
つ
い
て
い
え
ば
、
家
事
審
判
等
に
よ
り
そ
の
具
体
的
な
権
利
内
容
が
確
定
し
て
い
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
不
当
寄
附
勧
誘
防
止
法
は
、
そ
の

点
に
つ
い
て
ま
で
例
外
を
設
け
た
わ
け
で
は
な
く
、
あ
く
ま
で
弁
済
期
に
関
す
る
例
外
を
設
け
た
も
の
と
整
理
す
べ
き
で
あ
る
。

(2
)

内
田
貴
名
誉
教
授

ア
論
点
整

理
表
・
裁
判
例
一

覧
表
の
内
容
に
つ
い
て

・
論
点
整
理
表
・
裁
判
例
一
覧
表
を
拝
見
し
た
が
、
不
当
寄
附
勧
誘
防
止
法
が
、
従
前
の
寄
附
勧
誘
の
裁
判
例
に
影
響
が
与
え
た
か
ど
う
か
又
は
与
え
る
か
ど
う
か
は
ま
だ

わ
か
ら
な
い
と
い
う
の
が
結
論
で
あ
ろ
う
と
思
う
。

・
寄
附
の
勧
誘
行
為
が
違
法
と
さ
れ
た
場
合
で
も
、
そ
れ
が
単
な
る
取
引
行
為
で
あ
っ
た
の
か
、
一
般
的
な
寄
附
で
あ
っ
た
の
か
、
寄
附
の
中
で
も
宗
教
団
体
へ
の
寄
附
で

あ
っ
た
の
か
そ
れ
以
外
の
団
体
へ
の
寄
附
で
あ
っ
た
の
か
、
と
い
っ
た
諸
事
情
が
影
響
し
て
い
る
可
能
性
が
あ
り
、
今
後
の
裁
判
例
の
蓄
積
が
待
た
れ
る
。

・
本
件
調
査
は
、
今
後
も
裁
判
例
が
蓄
積
し
て
い
く
な
か
で
、
そ
の
内
容
を
分
析
す
る
た
め
の
基
礎
を
つ
く
る
と
い
う
点
で
有
益
で
あ
る
。
今
回
の
論
点
整
理
表
や
裁
判
例

一
覧
表
は
、
過
去
の
裁
判
例
を
も
と
に
整
理
し
た
論
点
を
カ
バ
ー
す
る
も
の
で
あ
る
が
、
今
後
、
不
当
寄
附
勧
誘
防
止
法
を
適
用
し
た
裁
判
例
が
出
て
く
れ
ば
、
そ
れ
を
踏
ま
え

て
追
加
的
に
論
点
を
整
理
し
て
い
く
と
有
益
な
も
の
と
な
る
と
思
わ
れ
る
。

・
裁
判
例
一
覧
表
で
は
団
体
名
が
伏
せ
字
に
な
っ
て
い
る
が
、
伏
せ
字
で
の
整
理
で
よ
い
か
と
い
う
点
は
疑
問
で
あ
る
。
過
去
の
裁
判
例
に
つ
い
て
も
、
同
じ
宗
教
団
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体
が
ど
の
事
件
で
ど
の
よ
う
に
関
与
し
て
い
る
の
か
、
何
件
登
場
す
る
の
か
、
と
い
う
の
が
現
在
の
裁
判
例
一
覧
表
や
論
点
整
理
表
か
ら
は
わ
か
ら
な
い
。
憲
法
で
は
裁

判
の
公
開
が
定
め
ら
れ
て
い
る
の
で
あ
る
か
ら
、
今
回
の
裁
判
例
一
覧
表
や
論
点
整
理
表
に
お
い
て
、
そ
こ
を
隠
す
必
要
が
あ
る
の
か
疑
問
が
あ
る
。
民
事
判
決
の
オ
ー

プ
ン
デ
ー
タ
化
の
法
案
が
今
国
会
で
審
議
さ
れ
る
予
定
で
あ
る
が
、
そ
こ
で
も
、
個
人
名
は
隠
す
が
団
体
名
は
隠
さ
な
い
と
い
う
方
向
に
な
っ
て
い
る
。
今
回
の
よ
う

な
国
が
行
な
う
調
査
業
務
に
お
い
て
は
、
個
人
的
に
は
、
宗
教
名
や
宗
派
、
団
体
名
を
隠
す
必
要
は
な
い
と
思
う
。

イ
令

和
 

6 
年
 7

 月
 1

1 
日

の
最

高
裁
判
決
に
つ
い
て

・
令
和
 6

 年
 7

 月
 1

1 
日
の
最
高
裁
判
決
（
以
下
「
本
判
決
」
と
い
う
。
）
は
、
最
高
裁
判
所
が
判
断
基
準
を
示
し
て
第
 1

 審
、
第
 2

 審
の
判
断
を
覆
し
た
も
の
で
あ

り
、
そ
の
意
味
合
い
は
大
き
く
、
今
後
は
本
判
決
が
ベ
ー
ス
に
な
っ
て
不
当
寄
附
勧
誘
の
違
法
性
が
判
断
さ
れ
る
と
思
わ
れ
る
。
し
か
し
、
本
判
決
は
、
慎
重
に
評
価
す

べ
き
で
あ
る
。

・
ま
ず
、
本
判
決
の
射
程
は
特
に
明
記
さ
れ
て
い
る
わ
け
で
は
な
い
が
、
特
定
の
宗
教
団
体
に
関
す
る
事
案
で
あ
っ
た
こ
と
が
判
断
に
影
響
し
た
の
で
は
な
い
か
と
も
思
わ

れ
る
。
本
判
決
の
第
 

1 
審
及
び
第
 

2 
審
で
は
行
為
そ
の
も
の
に
着
目
し
て
い
た
が
、
も
し
、
そ
れ
を
覆
し
た
最
高
裁
の
寄
附
勧
誘
の
違
法
性
の
判
断
に
お
い
て
、
行

為
主
体
の
「
い
か
が
わ
し
さ
」
と
い
う
要
素
が
入
っ
て
い
る
と
し
た
ら
、
危
う
さ
を
感
じ
る
。
今
回
の
団
体
は
と
も
か
く
と
し
て
、
一
般
論
と
し
て
、
と
り
わ
け
宗
教
団

体
の
「
い
か
が
わ
し
さ
」
は
歴
史
的
に
変
化
し
う
る
も
の
で
あ
る
。
こ
の
た
め
、
本
判
決
の
射
程
は
慎
重
に
評
価
す
る
必
要
が
あ
る
。

・
ま
た
、
宗
教
団
体
で
は
な
い
団
体
へ
の
寄
附
、
例
え
ば
、
大
学
法
人
な
ど
へ
の
寄
附
に
つ
い
て
は
、
考
慮
要
素
や
判
断
が
変
わ
り
得
る
の
か
、
実
際
に
ど
の
よ
う
に
適
用

さ
れ
る
の
か
、
な
ど
に
つ
い
て
は
、
今
後
の
裁
判
例
の
動
向
を
注
視
す
る
必
要
が
あ
る
。

ウ
不
当
寄

附
勧
誘
防
止
法
と
の
関
係
に

つ
い
て

(ア
)
不
当
寄
附
勧
誘
防
止
法
 4

 条
と
の
関
係
に
つ
い
て

・
不
当
寄
附
勧
誘
防
止
法
 4

 条
の
禁
止
行
為
は
、
消
費
者
契
約
法
に
な
ら
っ
た
規
定
で
あ
る
と
理
解
し
て
い
る
。
キ
ー
ワ
ー
ド
は
「
困
惑
」
で
あ
る
が
、
「
困
惑
」
を
認

定
で
き
る
事
案
が
ど
れ
だ
け
あ
る
だ
ろ
う
か
と
考
え
る
と
、
宗
教
団
体
の
場
合
に
は
と
て
も
微
妙
で
あ
る
と
感
じ
て
い
る
。
と
い
う
の
も
、
寄
附
の
時
点
で
は
、
本
人

は
寄
附
が
正
当
な
も
の
で
あ
る
と
信
じ
て
い
る
は
ず
な
の
で
、
困
惑
し
て
い
る
と
は
言
い
難
い
か
ら
で
あ
る
。
例
え
ば
、
本
判
決
で
は
、
不
起
訴
合
意
を
公
序
良
俗
違
反

と
し
て
い
る
が
、
同
判
決
で
も
、
合
意
時
点
の
「
困
惑
」
を
認
定
で
き
る
か
と
い
わ
れ
る
と
か
な
り
微
妙
で
は
な
い
か
と
思
わ
れ
る
。
本
判
決
の
第
 1

 審
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及
び
第
 2

 審
の
よ
う
に
、
「
困
惑
」
は
認
定
で
き
な
い
と
す
る
方
が
通
常
の
事
実
認
定
だ
ろ
う
。
そ
の
た
め
、
不
当
寄
附
勧
誘
防
止
法
 4

 条
や
同
法
 8

 条
が
適
用
さ

れ
る
場
面
は
か
な
り
限
定
的
に
な
る
の
で
は
な
い
か
と
考
え
ら
れ
る
。
も
っ
と
も
、
不
当
寄
附
勧
誘
防
止
法
 4

 条
は
、
同
法
 7

 条
の
行
政
介
入
の
根
拠
と
な
っ
て
お
り

、
行
政
介
入
を
認
め
て
い
る
と
い
う
点
で
は
、
意
味
が
あ
る
規
定
で
あ
る
。

・
論
点
整
理
表
に
よ
れ
ば
、
特
に
、
不
当
寄
附
勧
誘
防
止
法
 4

 条
 6

 号
の
類
型
に
、
関
連
す
る
裁
判
例
が
見
出
す
こ
と
が
で
き
た
と
の
こ
と
で
あ
る
。
同
法
 4

 条
 6

 号
に

つ
い
て
は
消
費
者
契
約
で
問
題
と
な
っ
た
の
で
事
例
が
あ
る
の
だ
と
理
解
し
て
い
る
。
霊
感
商
法
の
寄
附
の
場
面
で
は
、

6 
号
が
問
題
に
な
り
う
る
と
い
う
こ
と
は
あ

り
得
る
と
思
わ
れ
る
の
で
、
論
点
整
理
表
を
拝
見
す
る
限
り
、

6 
号
の
有
用
性
は
認
め
ら
れ
る
。

・
同
法
 4

 条
と
関
連
す
る
が
、
論
点
整
理
表
で
使
用
者
責
任
が
肯
定
さ
れ
た
事
例
で
は
、
勧
誘
行
為
者
に
故
意
に
よ
る
不
法
行
為
が
認
め
ら
れ
る
こ
と
を
前
提
と
し
て
使
用

者
責
任
が
認
定
さ
れ
て
い
る
も
の
と
理
解
し
て
い
る
。
し
か
し
、
宗
教
団
体
の
寄
附
勧
誘
の
場
面
に
お
い
て
は
、
勧
誘
行
為
者
は
、
純
粋
に
信
仰
心
か
ら
活
動
し
て
い

る
場
合
も
あ
る
の
で
、
そ
の
よ
う
な
場
合
に
ま
で
、
既
存
の
使
用
者
責
任
の
要
件
を
適
用
し
て
使
用
者
の
不
法
行
為
責
任
が
問
え
る
か
は
疑
問
で
あ
る
。

(イ
)
不
当
寄
附
勧
誘
防
止
法
 3

 条
と
の
関
係
に
つ
い
て

・
不
当
寄
附
勧
誘
防
止
法
 3

 条
の
配
慮
義
務
の
規
定
は
、
非
常
に
広
汎
で
あ
り
、
一
般
的
な
道
義
的
義
務
と
し
て
は
も
っ
と
も
だ
が
、
法
的
義
務
と
し
て
は
、
逐
条
解
説
で

も
、
「
本
条
が
規
定
す
る
配
慮
義
務
も
考
慮
し
て
法
人
等
が
信
義
則
上
の
注
意
義
務
を
負
う
と
し
て
、
注
意
義
務
違
反
が
不
法
行
為
を
構
成
す
る
と
判
断
さ
れ
る
こ
と
は
あ

り
得
る
」
と
し
て
、
信
義
則
を
か
ま
せ
て
い
る
。
配
慮
義
務
違
反
が
信
義
則
に
反
す
る
ほ
ど
重
大
な
場
合
に
不
法
行
為
責
任
が
生
ず
る
、
と
い
う
意
味
で
民
事
法
的
効
果

が
あ
る
。
そ
し
て
、
本
判
決
で
も
、
同
条
が
規
定
す
る
よ
う
な
事
項
を
考
慮
し
て
不
法
行
為
を
認
定
し
て
い
る
も
の
と
思
わ
れ
る
。

・
も
っ
と
も
、
同
条
の
主
体
が
限
定
さ
れ
て
い
な
い
の
で
、
寄
附
を
募
る
団
体
は
様
々
で
あ
り
、
団
体
と
し
て
は
極
め
て
慎
重
な
対
応
が
求
め
ら
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
と
理

解
し
て
い
る
。
通
常
の
個
人
か
ら
高
額
な
寄
附
を
受
け
る
場
合
に
、
ど
う
し
た
ら
配
慮
義
務
を
充
た
す
こ
と
に
な
る
の
か
、
慎
重
な
判
断
を
要
す
る
。
こ
の
規
定
が
濫
用

さ
れ
な
い
よ
う
に
注
意
す
べ
き
で
あ
る
。

・
一
般
に
、
寄
附
の
金
額
の
大
き
さ
は
、
そ
の
寄
附
に
対
す
る
寄
附
者
の
思
い
の
強
さ
（
信
仰
心
等
）
を
示
す
バ
ロ
メ
ー
タ
ー
と
な
っ
て
い
る
。
宗
教
に
お
け
る
寄
附
の

場
面
で
も
、
勧
誘
行
為
者
自
身
も
そ
の
寄
附
が
崇
高
な
信
仰
心
の
表
れ
だ
と
思
っ
て
い
る
か
も
し
れ
ず
、
そ
の
場
合
は
そ
も
そ
も
勧
誘
行
為
の
違
法
性
を
認
識
し
て
い
な

い
と
思
わ
れ
る
。
不
当
寄
附
勧
誘
防
止
法
 

3 
条
の
配
慮
義
務
の
主
体
は
信
者
で
は
な
く
法
人
等
で
あ
る
が
、
個
々
の
勧
誘
行
為
者
に
つ
い
て
配
慮
義
務
違
反
を
主
観
的

に
認
定
で
き
る
か
ど
う
か
は
問
題
と
な
り
う
る
。
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・
不
当
寄
附
勧
誘
防
止
法
 4

 条
で
も
述
べ
た
と
お
り
、
同
法
 3

 条
に
お
い
て
も
、
同
法
 6

 条
に
よ
り
行
政
介
入
を
認
め
て
い
る
と
い
う
点
で
は
、
意
味
が
あ
る
規
定
で
あ

る
。

(ウ
)
不
当
寄
附
勧
誘
防
止
法
 5

 条
と
の
関
係
に
つ
い
て

・
不
当
寄
附
勧
誘
防
止
法
 5

 条
は
、
寄
附
の
前
提
と
し
て
借
金
や
不
動
産
の
売
却
等
を
要
求
す
る
こ
と
を
規
制
す
る
も
の
で
あ
る
が
、
寄
附
の
原
資
を
ど
の
よ
う
に
調
達
す

る
か
は
、
本
来
は
、
そ
の
人
の
自
由
で
あ
る
べ
き
も
の
の
は
ず
で
、
そ
れ
を
規
制
す
る
の
は
「
余
計
な
お
せ
っ
か
い
」
と
も
い
え
る
。
同
条
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
、

カ
ル
ト
的
な
団
体
が
行
っ
た
等
の
前
提
が
な
け
れ
ば
正
当
化
で
き
な
い
の
で
は
な
い
か
と
思
わ
れ
る
。

(エ
)
不
当
寄
附
勧
誘
防
止
法
 1

0 
条
と
の
関
係
に
つ
い
て

・
不
当
寄
附
勧
誘
防
止
法
 

10
 条

に
つ
い
て
は
、
家
事
審
判
に
お
い
て
権
利
が
明
確
に
な
ら
な
け
れ
ば
利
用
で
き
な
い
た
め
、
そ
う
だ
と
す
れ
ば
有
効
に
機
能
し
な
い
の

で
は
な
い
か
と
も
思
わ
れ
る
。
ま
た
、
債
権
者
代
位
権
を
使
う
と
、
返
還
請
求
権
が
被
保
全
債
権
の
額
に
制
約
さ
れ
る
と
い
う
問
題
も
あ
る
。
さ
ら
に
、
不
動
産
の
寄
附

を
取
り
消
す
と
、
被
保
全
債
権
が
少
額
で
あ
っ
て
も
不
動
産
取
引
を
取
り
消
す
こ
と
が
で
き
る
こ
と
に
な
っ
て
、
効
果
が
過
大
で
あ
る
た
め
、
同
法
 1

0 
条
の
「
寄
附

」
は
「
金
銭
の
給
付
を
内
容
と
す
る
も
の
に
限
る
」
と
限
定
し
た
も
の
と
理
解
し
て
い
る
。

・
し
か
し
、
家
族
を
救
済
す
る
た
め
の
規
定
を
設
け
た
い
の
で
あ
れ
ば
、
そ
れ
が
実
現
で
き
る
よ
う
に
制
度
設
計
す
べ
き
で
、
そ
の
た
め
に
は
直
接
請
求
権
の
規
定
を
お
け

ば
よ
い
の
で
は
な
い
か
。
将
来
の
扶
養
義
務
等
に
係
る
請
求
権
を
保
全
す
る
た
め
、
寄
附
の
全
て
を
取
り
消
す
こ
と
が
で
き
、
ま
た
、
本
人
が
再
度
寄
附
し
よ
う
と
す
る

の
で
あ
れ
ば
、
そ
れ
に
も
対
処
で
き
る
と
い
っ
た
内
容
の
規
定
を
個
別
に
設
け
る
こ
と
が
、
救
済
の
趣
旨
に
は
合
致
す
る
よ
う
に
思
わ
れ
る
。
同
法
 

10
条
は
、
も
と

も
と
合
理
性
に
疑
義
が
生
じ
て
い
た
債
権
者
代
位
権
制
度
に
引
き
ず
ら
れ
過
ぎ
て
い
る
感
が
あ
る
。

・
現
状
の
同
法
 
10

 条
の
規
定
を
前
提
に
し
た
場
合
に
は
、
将
来
、
成
人
す
る
ま
で
の
扶
養
義
務
に
係
る
債
権
を
現
在
の
価
値
に
引
き
直
し
て
計
算
す
る
の
か
、
取
引
自

体
を
取
り
消
す
こ
と
が
で
き
る
の
か
、
不
明
確
で
あ
る
。
本
条
の
制
度
目
的
に
即
し
た
制
度
に
し
た
方
が
よ
い
の
で
は
な
い
か
と
思
わ
れ
る
。

エ
今
後
に

つ
い
て

・
全
体
を
通
し
て
、
本
人
が
本
当
に
自
分
の
意
思
で
寄
附
を
し
て
い
た
ら
、
そ
の
勧
誘
行
為
を
不
法
行
為
と
す
る
こ
と
は
ハ
ー
ド
ル
が
高
い
と
感
じ
て
い
る
。
今
後
の
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裁
判
例
の
動
向
を
注
視
し
て
い
く
必
要
が
あ
る
と
思
う
。
も
っ
と
も
、
事
例
が
そ
う
頻
発
す
る
わ
け
で
は
な
い
の
で
、
分
析
の
タ
イ
ミ
ン
グ
に
つ
い
て
 2

 年
で
見
直

し
と
い
う
の
は
早
す
ぎ
る
よ
う
に
思
え
る
。
個
人
的
に
は
 1

0 
年
程
度
の
間
隔
で
、
実
際
に
出
て
き
た
裁
判
例
を
対
象
に
内
容
を
検
討
す
る
こ
と
が
有
益
で
あ
る
と
考

え
て
い
る
。

・
不
当
寄
附
勧
誘
防
止
法
の
最
大
の
意
義
は
、
行
政
介
入
の
根
拠
を
作
っ
た
こ
と
に
あ
る
と
考
え
て
い
る
。
行
政
事
例
が
あ
る
こ
と
で
裁
判
例
に
は
表
れ
な
い
隠
れ
た
事
例

が
見
え
て
く
る
こ
と
も
あ
る
の
で
、
引
き
続
き
運
用
を
見
守
っ
て
い
く
必
要
が
あ
る
。

(3
)

林
眞
琴
弁
護
士

ア
令

和
 

6 
年
 7

 月
 1

1 
日

最
高

裁
判
決
に
つ
い
て

・
宗
教
団
体
の
献
金
に
つ
い
て
は
様
々
な
下
級
審
が
存
在
し
て
お
り
、
そ
れ
ぞ
れ
上
告
受
理
申
立
て
が
な
さ
れ
た
も
の
も
相
応
に
あ
っ
た
も
の
と
推
察
さ
れ
る
が
、
令
和
 

6

年
 7

 月
 1

1 
日
の
最
高
裁
判
決
（
以
下
「
本
判
決
」
と
い
う
。
）
ま
で
上
告
が
受
理
さ
れ
た
も
の
は
な
か
っ
た
。

・
本
判
決
の
原
審
の
判
決
日
で
あ
る
令
和
 4

 年
 7

 月
 7

 日
だ
が
、
同
日
は
、
安
倍
元
首
相
が
殺
害
さ
れ
た
事
件
発
生
日
の
前
日
で
あ
る
。
原
審
判
決
に
対
す
る
上
告
受
理

申
立
て
を
受
け
て
審
理
し
て
い
た
期
間
は
、
報
道
で
統
一
協
会
の
問
題
性
が
議
論
さ
れ
て
い
た
。
本
判
決
は
、
事
案
の
内
容
と
し
て
は
、
こ
れ
ま
で
の
下
級
審
の
事
案

と
同
様
だ
と
思
わ
れ
る
が
、
そ
れ
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
上
告
受
理
さ
れ
た
の
は
、
上
記
事
件
後
の
宗
教
団
体
に
対
す
る
問
題
意
識
の
高
ま
り
が
あ
っ
た
こ
と
も
一
因
に

あ
っ
た
よ
う
に
思
わ
れ
る
。

・
本
判
決
で
は
、
宗
教
団
体
へ
の
献
金
に
つ
い
て
、
「
寄
附
者
の
出
捐
の
下
に
宗
教
団
体
が
一
方
的
に
利
益
を
得
る
と
い
う
性
質
の
も
の
で
あ
る
こ
と
」
を
指
摘
し
て
い
る

。
ま
た
、
「
寄
附
者
が
当
該
宗
教
団
体
か
ら
受
け
て
い
る
心
理
的
な
影
響
の
内
容
や
程
度
は
様
々
で
あ
る
こ
と
か
ら
す
る
と
、
そ
の
勧
誘
の
態
様
や
献
金
の
額
等
の
事
情
に

よ
っ
て
は
、
寄
附
者
の
自
由
な
意
思
決
定
が
阻
害
さ
れ
た
状
態
で
さ
れ
る
可
能
性
が
あ
る
と
と
も
に
、
寄
附
者
に
不
当
な
不
利
益
を
与
え
る
結
果
に
な
る
可
能
性
が
あ
る

こ
と
」
を
挙
げ
て
い
る
。
そ
し
て
、
宗
教
団
体
等
の
勧
誘
行
為
に
あ
た
っ
て
は
、
「
害
悪
を
告
知
し
て
寄
附
者
の
不
安
を
あ
お
る
よ
う
な
行
為
を
し
て
は
な
ら
な
い
こ

と
」
の
み
な
ら
ず
、
「
寄
附
者
の
自
由
な
意
思
を
抑
圧
し
、
寄
附
者
が
献
金
を
す
る
か
否
か
に
つ
い
て
適
切
な
判
断
を
す
る
こ
と
が
困
難
な
状
態
に
陥
る
こ
と
が
な
い
よ

う
に
す
る
こ
と
」
（
不
当
寄
附
勧
誘
防
止
法
 3

 条
 1

 号
参
照
）
や
「
献
金
に
よ
り
寄
附
者
又
は
そ
の
配
偶
者
そ
の
他
の
親
族
の
生
活
の
維

持
を
困
難
に
す
る
こ
と
が
な
い
よ
う
に
す
る
こ
と
」
（
不
当
寄
附
勧
誘
防
止
法
 3

 条
 2

 号
参
照
）
に
つ
い
て
も
十
分
配
慮
す
る
よ
う
に
、
不
当
寄
附
勧
誘
防
止
法
の
条

文
を
引
用
す
る
か
た
ち
で
見
解
を
述
べ
て
い
る
。
こ
の
部
分
は
、
献
金
を
し
な
い
こ
と
に
よ
る
害
悪
の
告
知
が
な
い
場
合
で
あ
っ
て
も
、
そ
れ
以
外
の
要
素
に
よ
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っ
て
自
由
な
意
思
の
抑
圧
が
認
め
ら
れ
れ
ば
、
社
会
的
相
当
性
は
逸
脱
し
う
る
こ
と
を
想
定
し
た
部
分
で
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
。

・
そ
の
上
で
、
本
判
決
の
判
断
基
準
は
、
勧
誘
の
在
り
方
と
し
て
社
会
通
念
上
相
当
な
範
囲
を
逸
脱
す
る
と
認
め
ら
れ
る
場
合
の
判
断
に
あ
た
っ
て
は
、
「
勧
誘
に
用
い

ら
れ
た
言
辞
や
勧
誘
の
態
様
の
み
な
ら
ず
、
寄
附
者
の
属
性
、
家
庭
環
境
、
入
信
の
経
緯
及
び
そ
の
後
の
宗
教
団
体
と
の
関
わ
り
方
、
献
金
の
経
緯
、
目
的
、
額
及
び
原

資
、
寄
附
者
又
は
そ
の
配
偶
者
等
の
資
産
や
生
活
の
状
況
等
に
つ
い
て
、
多
角
的
な
観
点
か
ら
検
討
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
と
い
う
べ
き
で
あ
る
」
と
し
て
い
る
。

・
こ
の
「
勧
誘
に
用
い
ら
れ
た
言
辞
や
勧
誘
の
態
様
の
み
な
ら
ず
」
と
い
う
の
は
、
勧
誘
の
言
辞
態
様
が
そ
れ
ほ
ど
違
法
性
の
あ
る
も
の
で
な
か
っ
た
と
し
て
も
、
関
わ
り

や
社
会
生
活
状
況
に
よ
っ
て
は
社
会
通
念
上
相
当
な
範
囲
を
逸
脱
す
る
可
能
性
が
あ
る
こ
と
明
示
し
た
点
で
意
義
が
あ
る
。
す
な
わ
ち
、
下
級
審
で
は
、
勧
誘
の
文
言

や
態
様
に
不
当
性
を
見
出
し
て
違
法
性
を
認
め
る
と
い
う
傾
向
に
あ
っ
た
と
こ
ろ
、
本
判
決
は
、
勧
誘
文
言
や
態
様
の
不
当
性
が
弱
い
だ
け
で
は
違
法
性
を
否
定
し
な

い
こ
と
を
明
確
化
し
た
と
い
え
る
。

・
実
際
の
問
題
と
し
て
も
、
勧
誘
文
言
の
事
実
認
定
は
、
双
方
の
証
言
に
よ
る
こ
と
が
通
常
と
考
え
ら
れ
る
と
こ
ろ
、
実
務
上
、
過
去
の
具
体
的
な
言
動
に
つ
い
て
の
事
実

認
定
が
困
難
な
場
合
も
多
い
と
思
わ
れ
る
。
そ
の
た
め
、
本
判
決
に
よ
っ
て
、
勧
誘
行
為
の
違
法
性
が
認
容
さ
れ
る
範
囲
が
実
質
的
に
拡
張
さ
れ
た
と
考
え
る
こ
と
も
で

き
る
。

・
過
去
の
裁
判
例
で
は
、
勧
誘
行
為
に
対
す
る
不
法
行
為
の
請
求
が
否
定
さ
れ
た
も
の
、
一
部
し
か
認
容
さ
れ
な
か
っ
た
も
の
も
存
在
す
る
が
、
そ
の
中
に
は
、
本
判
決
が

示
し
た
考
え
方
に
基
づ
く
認
定
・
評
価
に
よ
れ
ば
、
認
容
さ
れ
た
も
の
、
一
部
認
容
さ
れ
た
も
の
も
あ
っ
た
の
で
は
な
い
か
と
思
わ
れ
る
。

・
以
上
を
踏
ま
え
れ
ば
、
本
判
決
は
、
令
和
 4

 年
 7

 月
 7

 日
の
安
倍
元
首
相
殺
害
事
件
を
契
機
と
し
て
、
上
告
を
受
理
し
、
宗
教
団
体
に
よ
る
勧
誘
行
為
の
違
法
性
に
つ

い
て
の
判
断
基
準
を
明
確
化
し
、
不
法
行
為
の
違
法
性
を
実
質
的
に
拡
張
し
た
と
い
う
点
で
意
義
は
大
き
い
。

・
も
っ
と
も
、
本
判
決
は
、
不
当
寄
附
勧
誘
防
止
法
の
条
文
の
解
釈
を
示
し
た
も
の
で
は
な
い
。
不
法
行
為
の
成
否
は
、
そ
も
そ
も
個
々
の
事
情
に
応
じ
て
個
別
具
体
的
に
判

断
す
る
必
要
が
あ
る
。
重
要
な
の
は
、
宗
教
団
体
に
よ
る
不
当
寄
附
勧
誘
と
い
う
形
態
の
判
断
に
お
い
て
は
、
本
判
決
は
非
常
に
大
き
な
影
響
力
を
持
つ
と
い
う
点
で
あ

る
。

・
た
と
え
ば
、
本
判
決
は
、
寄
附
者
の
出
捐
の
下
に
宗
教
団
体
が
一
方
的
に
利
益
を
得
る
と
い
う
性
質
の
も
の
で
あ
る
こ
と
（
利
益
の
片
面
性
）
と
寄
附
者
が
当
該
宗
教
団

体
か
ら
受
け
て
い
る
心
理
的
な
影
響
の
内
容
や
程
度
は
様
々
で
あ
る
こ
と
に
つ
い
て
着
目
し
て
、
理
由
付
け
を
行
っ
て
い
る
。
こ
の
着
目
点
か
ら
し
て
も
、
本
判
決
は

、
あ
く
ま
で
宗
教
団
体
と
の
関
係
で
問
題
に
な
る
基
準
で
あ
る
よ
う
に
思
わ
れ
る
。
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イ
不
当
寄

附
勧
誘
防
止
法
と
の
関
係
に

つ
い
て

(ア
)
不
当
寄
附
勧
誘
防
止
法
 3

 条
、

4 
条
、

8 
条
と
の
関
係
に
つ
い
て

・
本
判
決
が
出
た
背
景
に
は
、
宗
教
団
体
の
献
金
獲
得
手
法
に
つ
い
て
の
社
会
問
題
が
議
論
さ
れ
て
い
る
状
況
の
中
で
、
不
当
寄
附
勧
誘
防
止
法
が
制
定
さ
れ
た
こ
と
も
影

響
し
て
い
る
と
考
え
ら
れ
る
。

・
不
当
寄
附
勧
誘
防
止
法
 3

 条
 1

 号
や
 2

 号
は
本
判
決
で
も
引
用
さ
れ
て
い
る
が
、
そ
れ
ぞ
れ
が
独
立
し
て
規
定
さ
れ
て
お
り
、
一
方
だ
け
の
配
慮
義
務
違
反
が
あ
っ
た

と
し
て
も
、
不
法
行
為
上
の
違
法
を
認
め
得
る
関
係
性
に
な
っ
て
い
る
こ
と
は
重
要
な
意
義
を
有
す
る
。

・
本
判
決
は
、
本
判
決
で
問
題
と
な
っ
た
寄
附
勧
誘
行
為
が
行
わ
れ
た
当
時
は
、
不
当
寄
附
勧
誘
防
止
法
は
存
在
し
な
か
っ
た
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
判
決
の
中
で
あ
え
て
不

当
寄
附
勧
誘
防
止
法
を
引
用
し
て
い
る
こ
と
か
ら
し
て
も
、
本
判
決
に
お
い
て
、
不
当
寄
附
勧
誘
防
止
法
が
寄
附
勧
誘
行
為
の
違
法
性
を
認
め
る
範
囲
の
拡
張
を
事
実
上

後
押
し
た
可
能
性
は
あ
る
。

・
本
判
決
は
、
寄
附
を
行
っ
た
側
が
一
方
的
に
利
益
を
生
む
と
い
う
片
面
性
と
心
理
的
な
影
響
の
 2

 点
を
指
摘
し
て
い
る
。
そ
の
こ
と
を
踏
ま
え
れ
ば
、
現
状
の
禁
止

行
為
（
不
当
寄
附
勧
誘
防
止
法
 4

 条
）
と
し
て
禁
止
さ
れ
て
い
る
も
の
は
宗
教
団
体
と
し
て
は
謙
抑
的
す
ぎ
る
と
い
う
見
方
も
で
き
な
い
わ
け
で
は
な
い
。
他
方
、
不

当
寄
附
勧
誘
防
止
法
は
、
宗
教
団
体
だ
け
で
は
な
く
法
人
一
般
が
対
象
に
な
る
た
め
、
禁
止
行
為
を
類
型
的
に
拡
張
す
る
こ
と
も
難
し
い
と
思
わ
れ
る
。
そ
の
た
め
、
政
府

に
お
い
て
、
宗
教
団
体
の
寄
附
の
特
殊
性
に
鑑
み
て
更
な
る
規
制
が
必
要
と
考
え
る
の
で
あ
れ
ば
、
宗
教
団
体
に
つ
い
て
禁
止
行
為
を
拡
張
す
る
立
法
の
方
向
性
に
な
る
と

思
う
。

・
そ
の
ほ
か
、
不
当
寄
附
勧
誘
防
止
法
 3

 条
、

4 
条
、

8 
条
に
つ
い
て
、
追
加
の
意
見
は
な
い
。

(イ
)
不
当
寄
附
勧
誘
防
止
法
 1

0 
条
と
の
関
係
に
つ
い
て

・
不
当
寄
附
勧
誘
防
止
法
 

10
 条

に
つ
い
て
、
債
権
者
代
位
に
お
い
て
、
家
事
審
判
法
で
定
期
金
債
権
が
確
定
し
な
い
と
い
け
な
い
の
は
当
然
で
あ
る
。
不
当
寄
附
勧
誘

防
止
法
は
、
債
権
者
代
位
の
規
定
を
無
制
限
に
広
げ
た
わ
け
で
は
な
い
と
思
う
。

ウ
刑
事
の
視
点
に
つ
い
て
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・
宗
教
団
体
に
対
し
て
刑
事
罰
を
科
す
犯
罪
に
つ
い
て
捜
査
を
し
て
起
訴
を
す
る
と
い
う
こ
と
は
、
信
教
の
自
由
な
ど
の
関
係
で
ハ
ー
ド
ル
が
高
い
。

・
不
当
寄
附
勧
誘
防
止
法
に
お
い
て
も
、
刑
事
罰
を
科
す
と
い
う
観
点
で
は
本
判
決
に
よ
る
法
律
的
な
意
味
で
の
影
響
は
な
い
と
思
う
。
刑
事
は
、
害
悪
の
告
知
の
よ
う
な

外
形
的
な
も
の
が
構
成
要
件
で
あ
る
た
め
、
害
悪
の
告
知
が
な
い
場
合
で
あ
っ
て
も
、
全
体
と
し
て
違
法
性
が
認
め
ら
れ
る
と
い
う
判
断
は
、
刑
事
罰
で
は
難
し
い
と
思

わ
れ
る
。

・
も
っ
と
も
、
世
の
中
の
あ
ら
ゆ
る
事
象
に
刑
事
罰
を
科
す
必
要
は
全
く
な
い
。
刑
事
の
出
発
点
は
謙
抑
的
で
あ
る
必
要
が
あ
る
。
そ
の
た
め
、
現
時
点
で
違
法
性
が
高
い

と
思
わ
れ
る
行
為
が
存
在
し
て
い
る
も
の
の
、
法
律
が
な
い
た
め
に
摘
発
で
き
な
い
と
い
う
事
態
が
あ
る
の
で
あ
れ
ば
、
不
当
寄
附
勧
誘
防
止
法
の
拡
張
や
新
た
な
法

律
の
立
法
を
考
え
る
必
要
が
あ
る
が
、
現
時
点
で
は
既
存
の
刑
事
罰
の
中
で
対
応
で
き
て
お
り
、
新
た
な
刑
事
罰
を
立
法
し
な
い
と
抑
え
込
め
な
い
と
い
う
寄
附
勧
誘

の
事
情
・
事
例
が
あ
る
か
と
い
え
ば
、
な
い
と
思
わ
れ
る
。
そ
の
た
め
、
本
判
決
が
出
た
こ
と
で
民
法
上
の
不
法
行
為
の
違
法
性
が
拡
大
し
た
と
い
え
る
も
の
の
、
あ
え

て
刑
事
罰
を
拡
張
・
新
設
す
る
必
要
は
な
い
と
考
え
る
。

・
不
当
寄
附
勧
誘
防
止
法
 

16
 条

に
定
め
る
罰
則
で
は
、
間
接
罰
し
か
設
け
ら
れ
て
い
な
い
。
こ
の
点
、
た
と
え
ば
、
新
た
に
直
罰
規
定
を
作
っ
た
と
し
て
も
、
配
慮
義

務
の
内
容
は
認
定
が
難
し
い
た
め
、
捜
査
機
関
が
全
く
機
能
し
な
い
と
思
う
。

・
以
上
を
踏
ま
え
れ
ば
、
不
当
寄
附
勧
誘
防
止
法
の
規
定
内
容
は
適
切
で
あ
る
と
思
う
。
現
状
の
規
定
内
容
か
ら
追
加
で
直
罰
規
定
を
増
や
す
と
い
う
の
は
、
一
見
、
厳

格
化
し
た
よ
う
に
見
え
る
が
、
実
際
は
捜
査
機
関
が
機
能
し
な
い
こ
と
に
な
る
と
思
わ
れ
る
。

以
上
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  第１_調査状況    
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１_調査の件名                           

  不当寄附勧誘防⽌法の施⾏及び寄附勧誘に関する意識調査 

２_調査の⽬的                           

法⼈等による寄附の不当な勧誘の防⽌等に関する法律（令和４年法律 105 号。以下「不当寄
附勧誘防⽌法」という。）については、令和５年１⽉５⽇に⼀部の規定を除いて施⾏され、同年
６⽉１⽇には全ての規定が施⾏されたところ、その附則第５条においては、「政府は、この法律
の施⾏後⼆年を⽬途として、この法律の規定の施⾏の状況及び経済社会情勢の変化を勘案し、
この法律の規定について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。」と
規定されていることから、消費者庁において、これに対応するとともに、今後の推進の在り⽅
や課題の検討に資するため、基本的な情報を得ることを⽬的とする。 

 

３_調査の⽅法                           
■ 調査対象：株式会社ネオマーケティングの全国モニターについて、国勢調査結果（令和

２年）に基づく⼈⼝構成⽐を勘案しつつ、次の区分に該当する者を調査の対
象（割付け）とした。 

  

（注）年齢は、調査への回答時点のものである。 

 

年齢・性別区分 
18〜29 歳 男⼥ 30〜39 歳 男⼥ 40〜49 歳 男⼥ 50〜59 歳 男⼥ 
60〜69 歳 男⼥ 70〜79 歳 男⼥ 80 歳以上 男⼥  

居住地⽅区分 当該区分に含まれる都道府県 
北海道 北海道 
東北 ⻘森県、岩⼿県、宮城県、秋⽥県、⼭形県、福島県 
北関東・甲信 茨城県、栃⽊県、群⾺県、⼭梨県、⻑野県 
南関東 埼⽟県、千葉県、東京都、神奈川県 
北陸 新潟県、富⼭県、⽯川県、福井県 
東海 岐⾩県、静岡県、愛知県、三重県 
近畿 滋賀県、京都府、⼤阪府、兵庫県、奈良県、和歌⼭県 
中国 ⿃取県、島根県、岡⼭県、広島県、⼭⼝県 
四国 徳島県、⾹川県、愛媛県、⾼知県 
九州・沖縄 福岡県、佐賀県、⻑崎県、熊本県、⼤分県、宮崎県、⿅児島県、沖縄県 
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■ 調査の実施⽅法：インターネットによる Web 調査（「調査票」は 85 ページ以降参照。） 
■ 調査の実施期間：令和６年 12 ⽉ 16 ⽇から同⽉ 19 ⽇までの間 
■ 調査の委託者：消費者庁 
■ 調査の受託者：株式会社ネオマーケティング（東京都渋⾕区南平台町 16-25 養命酒ビル   

11F） 

４_回答者数                            
5,000 ⼈（有効回答者数） 

 
調査品質向上のため、次の品質管理ルールをクリアした回答者に限り有効としている。 

■ FA チェック 
単⼀⽂字列の 5 回以上繰り返し（例：AAAAA）、スペースだけ、単語⼀⽂字、があった
場合にフラグを⽴て削除処理。 

■ 回答時間チェック 
回答時間を算出し、上位１％（⻑時間）、下位１％（短時間）のサンプルに、フラグを
⽴て削除処理。 

■ 性別、年齢、居住地チェック 
回答された性別、年齢、居住地について、あらかじめ確認・登録の個⼈情報と異なる
場合にフラグを⽴て削除処理。 

■ ダミー設問によるチェック 
設問を⽬にすることなく回答するような不適切な結果を排除するため、下記ダミー設
問に正答していない場合にフラグを⽴て削除処理。 
 

  「次の選択肢の中から『ヨーロッパ』の国を選んでください。」 
（選択肢：アメリカ、⽇本、インド、イギリス） 
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５_設問概要と回答対象者                      

 

Q１

１_不当寄附勧誘防止法の認知状況

Q３_１

３_社会情勢の変化についての意識（その①）

Q３_２

４_社会情勢の変化についての意識（その②）

Q４_１、Q４_２　

５_寄附の勧誘を受けた経験（少額寄附）
６_寄附の勧誘を受けた経験（相当額寄附）

Q９

15_寄附との接点や関わりの程度（本人）

（６ページへ続く）

「４」を選択

右記分岐のいずれにも

該当しない場合

【
凡
例
】

上段：調査票における設問番号

下段：本報告書「調査結果」における項番と項目

（設問の回答対象者）
　青塗り設問：全員 
　緑塗り設問：直近の設問の回答選択肢のうち特定の回答を選択した者
　黄塗り設問：全員（ただし、記述は任意。）
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Ｑ４_１で「２」、「３」

のいずれかを選択

「１」～「３」のいずれかを選択

Ｑ４_２で「３」を選択

Ｑ４_２で「２」を選択

Q２

２_不当寄附勧誘防止法の内容や目的の認
識状況

【
参
考

回
答
選
択
肢
】

Ｑ１（不当寄附勧誘防止法の認知状況）

　１　この法律名は聞いたことがあり、また、この法律の施行日（実施日）も聞いたことがあった 
　２　この法律名は聞いたことがあったが、この法律の施行日（実施日）は知らなかった 
　３　この法律名を聞いたことはなかったが、寄附の勧誘に関する法律が作られたことは知っていた 
　４　この法律名を聞いたことはなく、寄附の勧誘に関する法律が作られたことも知らなかった 

Ｑ４_１、Ｑ４_２（寄附の勧誘を受けた経験（少額寄附・相当額寄附））

　１　寄附したことはあるが、勧誘を受けたことはない 
　２　勧誘を受けて、寄附をしたことがある 
　３　寄附したことはないが、勧誘を受けたことがある 
　４　勧誘を受けたことはなく、寄附したこともない 

Q５_１、Q５_２

７_勧誘を受けて行った相当額寄附
の総額
８_勧誘を受けて行った相当額寄附
の１回当たりの最高額

Q６_１

９_勧誘を受けて行った相当額寄附
の寄附先の法人

Q６_２

10_勧誘を受けて行った相当額寄
附の寄附時期

Q７_１

11_寄附の勧誘方法（少額寄附）

Q８_１

13_寄附の勧誘に関する印象
（少額寄附）

Q７_２

12_寄附の勧誘方法（相当額寄附）

Q８_２

14_寄附の勧誘に関する印象
（相当額寄附）
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（４ページからの続き）

Q10_１

16_悪質な寄附勧誘被害の聞知状況

Q10_２

17_寄附との接点や関わりの程度（家族や知人等）

Q11_１～Q11_４

18_不当寄附勧誘防止法の社会的必要性
19_不当寄附勧誘防止法の社会的影響（その①）
20_不当寄附勧誘防止法の社会的影響（その②）
21_不当寄附勧誘防止法の効果・抑止力（その①）

Q12

22_不当寄附勧誘防止法の効果・抑止力（その②）

Q13

23_悪質な寄附勧誘への対処（その①）

Q14

24_悪質な寄附勧誘への対処（その②）

Q15_１～Q15_３

25_消費者庁における不当寄附勧誘防止法の運用（その①）
26_消費者庁における不当寄附勧誘防止法の運用（その②）
27_消費者庁における不当寄附勧誘防止法の運用（その③）

Q16

28_不当寄附勧誘防止法や寄附の勧誘についての意見
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６_調査で⽤いた⽤語の定義・意味                     
■ 法⼈ 

「法⼈」とは、あらゆる法⼈をいうほか、法⼈ではない団体も含むものとします。 
■ 寄附 

「寄附」とは、法⼈に対し、あなたの財産を無償で贈り（譲り渡す）、⼜はその約束（契
約）をすることをいいます（法⼈活動を⽀援する⽬的の献⾦・被災者⽀援の義援⾦なども
含む。）。 
 
（「財産」に当たるものの例） 
・⾦銭（お⾦） 
・物品、不動産、有価証券 
・キャッシュレス決済（電⼦マネーやＱR コード決済によるものを含む。） 
 
（「寄附」から除くもの⼜は「寄附」に当たらないものの例） 
・ふるさと納税 
・法⼈ではなく個⼈（純然たる個⼈をいい、組織活動の⼀員に当たる⽅はここでの「個 

⼈」に該当しない。）に対し、あなたの財産を贈る（譲り渡す）もの。 
・無償ではなく、何かしら⾒返り（例：物品やサービスの提供）を受けることを前提と 

するもの。 
 

■ 少額寄附 
「少額寄附」とは、前記「寄附」に当たるものであって、⼀回当たりの⾦額が 300 円未

満の寄附をいいます。（⾦銭（お⾦）ではない場合は、⾦銭に換算しておおむね 300 円未
満となるものは、「少額寄附」とする。） 
 
（「少額寄附」に当たるものの例） 
・お賽銭（300 円未満） 
・いわゆる⾚い⽻根募⾦、緑の⽻根募⾦、⻘い⽻根募⾦など（300 円未満） 
・その他 300 円未満の寄附全て 
 

■ 相当額寄附 
「相当額寄附」とは、前記「寄附」に当たるものであって、「少額寄附」を除く全ての寄

附をいいます。（⾦銭（お⾦）ではない場合は、⾦銭に換算しておおむね 300 円以上とな
るものは、「相当額寄附」とする。） 
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■ 勧誘 

「勧誘」とは、勧めて誘うことをいいます。そして、寄附の勧誘の場合には、寄附する
ことについて、あなたの意思に直接影響を与える働き掛けの⼀切をいい、例えば、あなた
の⾯前での⾔動による⽅法はもちろん、チラシの配布やインターネットによる⽅法も「勧
誘」に当たるものとします。 
 

■ 不当な寄附勧誘 
「不当な寄附（の）勧誘」とは、社会的に許し難い悪質な寄附の勧誘をいい、具体的に

は、寄附の勧誘について、広報ポスター（次ページ）に掲げるとおり、 
（１）禁⽌されている⾏為をして寄附の勧誘を受ける⽅を困惑させるもの 
⼜は 
（２）配慮すべき義務を⼗分に守っていないもの 
をいいます。 

ただし、広報ポスターのうち、「借⼊れ等による資⾦調達を要求」については、寄附の勧
誘を受ける⽅の困惑にかかわらず、不当な寄附勧誘に当たるものとします。 
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（参考）広報ポスター 

 
詳しくは、「法⼈等による寄附の不当な勧誘の防⽌等に関する法律」のウェブページへ。
（https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_policy/donation_solicitation/） 
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７_回答率の計算                         
■ 「n」は当該設問の回答者数を表す。 
■ 回答率（％）は⼩数点第 2 位を四捨五⼊し、⼩数点第 1 位までを表⽰している。このため、

合計数値は必ずしも 100（％）とはならない場合がある。 
■ 設問の回答には、単⼀回答と複数回答がある。複数回答の設問は、回答率（％）の合計が

100（％）を超える場合がある。 
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第２_回答者の類型別状況  
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１_回答者の性別                                 

 
■ 性別について､「⼥性」は 2,583 ⼈（51.7％（当該設問の回答者全体に対する割合。以下同

じ。））、「男性」は 2,417 ⼈（48.3％）であった。 
 
 
 
【Ｆ１】あなたの性別をお答えください。 （単⼀回答） 
 

 
 

 

男性

48.3%
女性

51.7%

n=5,000
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全体 (5,000)

18～29歳 (700)

30～39歳 (661)

40～49歳 (848)

50～59歳 (774)

60～69歳 (725)

70～79歳 (771)

80歳以上 (521)

北海道 (211)

東北 (343)

北関東・甲信 (384)

南関東 (1,472)

北陸 (204)

東海 (586)

近畿 (812)

中国 (284)

四国 (149)

九州・沖縄 (555)

2％未満の数値ラベルは非表示

居住
地方別

年代別

48.3

51.1

51.0

50.6

50.0

49.1

45.8

37.8

46.4

50.1

49.2

49.1

48.5

49.0

47.2

47.5

47.7

46.8

51.7

48.9

49.0

49.4

50.0

50.9

54.2

62.2

53.6

49.9

50.8

50.9

51.5

51.0

52.8

52.5

52.3

53.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

男性 女性
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２_回答者の年代                      
 
■ 回答者の年齢について年代別にまとめると、最も多いのは､「40〜49 歳」の 848 ⼈（17.0％

（当該設問の回答者全体に対する割合。以下同じ。））であった。 
「50〜59 歳」は 774 ⼈（15.5％）､「70〜79 歳」は 771 ⼈（15.4％）､「60〜69 歳」は
725 ⼈（14.5％）、「18〜29 歳」は 700 ⼈（14.0％）、「30〜39 歳」は 661 ⼈（13.2％）、
「80 歳以上」は 521 ⼈（10.4％）であった。 

 
 
 
【Ｆ２】あなたの年齢をお答えください。 

 

18～29歳

14.0%

30～39歳

13.2%

40～49歳

17.0%
50～59歳

15.5%

60～69歳

14.5%

70～79歳

15.4%

80歳以上

10.4%

n=5,000
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全体 (5,000)

男性 (2,417)

女性 (2,583)

北海道 (211)

東北 (343)

北関東・甲信 (384)

南関東 (1,472)

北陸 (204)

東海 (586)

近畿 (812)

中国 (284)

四国 (149)

九州・沖縄 (555)

2％未満の数値ラベルは非表示

性別

居住
地方別

14.0

14.8

13.2

12.3

11.7

12.8

15.8

12.3

14.2

14.5

13.0

11.4

13.2

13.2

13.9

12.5

12.3

12.0

12.5

14.5

12.3

13.5

12.7

12.3

11.4

13.2

17.0

17.7

16.2

16.1

15.5

16.7

18.1

16.2

17.2

17.0

16.2

16.1

16.0

15.5

16.0

15.0

15.2

15.2

15.4

16.2

14.7

15.7

15.6

14.4

14.1

14.6

14.5

14.7

14.3

16.1

17.2

15.6

12.7

15.7

14.2

13.8

15.1

16.1

16.4

15.4

14.6

16.2

16.1

20.1

15.9

13.7

16.7

15.0

15.8

16.5

17.4

15.0

10.4

8.2

12.5

11.8

8.5

11.2

9.0

12.3

10.2

10.6

12.3

13.4

11.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

18～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70～79歳 80歳以上
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３_回答者の居住地⽅                    
 
■ 居住地⽅について最も多いのは､「東京都」の 609 ⼈（12.2％（当該設問の回答者全体に対す

る割合。以下同じ。））であった。 
「⼤阪府」は 366 ⼈（7.3％）､「神奈川県」は 358 ⼈（7.2％）､「愛知県」は 312 ⼈（6.2％）
であった。 

 
 
 
【Ｆ３】あなたのお住まいの地域をお答えください。 （単⼀回答） 

 

北海道

青森県

岩手県

宮城県

秋田県

山形県

福島県

茨城県

栃木県

群馬県

埼玉県

千葉県

東京都

神奈川県

新潟県

富山県

石川県

福井県

山梨県

長野県

岐阜県

静岡県

愛知県

三重県

4.2

0.9

1.0

2.3

0.9

0.7

1.1

2.8

1.5

1.4

6.1

4.0

12.2

7.2

1.7

0.8

0.8

0.7

0.1

1.8

1.7

2.5

6.2

1.3

0% 10% 20%

滋賀県

京都府

大阪府

兵庫県

奈良県

和歌山県

鳥取県

島根県

岡山県

広島県

山口県

徳島県

香川県

愛媛県

高知県

福岡県

佐賀県

長崎県

熊本県

大分県

宮崎県

鹿児島県

沖縄県

0.8

2.1

7.3

4.3

1.2

0.4

0.5

0.4

1.6

2.1

1.1

0.7

0.8

1.1

0.4

5.4

0.6

0.9

1.2

0.8

0.6

0.9

0.8

0% 10% 20%

n=5,000  
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n=

北
海
道

青
森
県

岩
手
県

宮
城
県

秋
田
県

山
形
県

福
島
県

茨
城
県

栃
木
県

群
馬
県

埼
玉
県

千
葉
県

東
京
都

神
奈
川
県

新
潟
県

富
山
県

石
川
県

福
井
県

山
梨
県

長
野
県

岐
阜
県

静
岡
県

愛
知
県

三
重
県

全体 5,000 4.2 0.9 1.0 2.3 0.9 0.7 1.1 2.8 1.5 1.4 6.1 4.0 12.2 7.2 1.7 0.8 0.8 0.7 0.1 1.8 1.7 2.5 6.2 1.3 

男性 2,417 4.1 0.8 1.3 2.1 1.0 0.8 1.1 2.9 1.7 1.4 6.2 4.2 12.2 7.3 1.5 1.0 0.9 0.7 0.1 1.7 2.0 2.6 6.3 1.0 

女性 2,583 4.4 0.9 0.7 2.5 0.8 0.5 1.2 2.7 1.3 1.4 6.0 3.8 12.2 7.0 1.9 0.7 0.7 0.8 0.1 2.0 1.5 2.4 6.2 1.5 

18～29歳 700 3.7 0.9 0.4 2.1 0.1 1.0 1.1 2.7 1.0 1.3 6.9 4.1 15.4 6.7 1.7 0.9 0.4 0.6 0.6 1.4 1.0 3.3 6.4 1.1 

30～39歳 661 3.9 1.1 0.6 2.1 1.1 0.3 1.1 2.3 2.0 1.2 7.1 3.6 13.5 8.2 1.5 1.2 0.5 0.6 - 1.8 1.1 2.6 6.1 2.3 

40～49歳 848 4.0 0.9 1.5 1.9 0.6 0.2 1.1 3.4 1.2 1.9 6.4 3.5 14.0 7.4 1.5 0.6 0.9 0.8 - 1.1 2.1 2.2 6.1 1.4 

50～59歳 774 4.1 0.8 1.2 2.8 0.6 0.6 0.6 2.7 1.4 1.6 6.5 4.5 13.0 6.8 1.6 1.3 0.4 0.6 - 1.9 1.9 2.7 6.5 0.8 

60～69歳 725 4.7 0.6 1.1 2.1 1.9 0.8 1.7 2.5 2.1 1.5 5.0 3.7 10.3 6.8 2.3 1.0 0.6 0.6 - 2.2 2.8 1.5 6.2 1.0 

70～79歳 771 4.4 1.4 1.2 2.7 0.8 1.0 1.8 3.0 1.6 1.0 5.7 3.9 9.1 7.4 1.7 0.6 1.4 0.6 - 2.3 1.7 2.7 5.8 1.2 

80歳以上 521 4.8 0.2 1.0 2.1 1.2 0.8 0.4 2.9 1.5 1.5 5.2 4.6 9.0 6.7 1.9 0.2 1.3 1.3 - 2.3 1.3 2.1 6.7 1.3 

男性18～29歳 358 3.6 0.3 0.3 2.5 0.3 0.8 1.7 2.8 1.1 1.4 4.7 3.6 16.5 8.1 1.4 0.8 0.6 0.8 0.6 1.4 1.1 3.6 7.0 0.3 

男性30～39歳 337 3.9 1.5 0.9 1.8 0.9 0.3 0.9 2.4 2.7 0.9 7.1 4.2 12.8 8.6 1.2 1.8 0.3 0.6 - 1.5 1.2 3.0 6.2 1.8 

男性40～49歳 429 4.0 0.7 2.1 1.2 0.7 0.5 1.2 3.7 1.6 1.6 7.2 3.5 13.5 7.5 0.9 0.7 1.4 0.9 - 0.7 1.9 2.1 6.8 1.4 

男性50～59歳 387 3.9 1.0 1.3 2.8 - 1.3 0.3 2.1 1.8 1.8 8.0 4.7 13.2 5.9 1.3 1.0 0.8 0.8 - 2.1 2.8 2.8 6.2 0.3 

男性60～69歳 356 4.5 0.6 1.7 1.4 2.8 0.8 0.8 1.7 2.0 1.7 4.5 4.2 11.0 6.5 2.2 1.4 0.6 0.3 - 3.1 3.1 1.4 5.9 1.1 

男性70～79歳 353 4.2 1.1 1.1 1.7 0.8 1.4 2.0 4.2 1.4 0.8 6.5 3.4 8.2 8.2 2.3 0.6 0.8 0.8 - 1.7 2.0 3.1 5.9 0.6 

男性80歳以上 197 4.6 0.5 2.0 4.1 1.5 0.5 1.0 3.6 1.5 2.0 4.6 7.6 7.6 5.6 1.5 0.5 2.5 - - 1.0 2.0 1.5 5.6 2.0 

女性18～29歳 342 3.8 1.5 0.6 1.8 - 1.2 0.6 2.6 0.9 1.2 9.1 4.7 14.3 5.3 2.0 0.9 0.3 0.3 0.6 1.5 0.9 2.9 5.8 2.0 

女性30～39歳 324 4.0 0.6 0.3 2.5 1.2 0.3 1.2 2.2 1.2 1.5 7.1 3.1 14.2 7.7 1.9 0.6 0.6 0.6 - 2.2 0.9 2.2 5.9 2.8 

女性40～49歳 419 4.1 1.2 1.0 2.6 0.5 - 1.0 3.1 0.7 2.1 5.5 3.6 14.6 7.4 2.1 0.5 0.5 0.7 - 1.4 2.4 2.4 5.5 1.4 

女性50～59歳 387 4.4 0.5 1.0 2.8 1.3 - 1.0 3.4 1.0 1.3 4.9 4.4 12.9 7.8 1.8 1.6 - 0.5 - 1.8 1.0 2.6 6.7 1.3 

女性60～69歳 369 4.9 0.5 0.5 2.7 1.1 0.8 2.4 3.3 2.2 1.4 5.4 3.3 9.8 7.0 2.4 0.5 0.5 0.8 - 1.4 2.4 1.6 6.5 0.8 

女性70～79歳 418 4.5 1.7 1.2 3.6 0.7 0.7 1.7 1.9 1.7 1.2 5.0 4.3 9.8 6.7 1.2 0.7 1.9 0.5 - 2.9 1.4 2.4 5.7 1.7 

女性80歳以上 324 4.9 - 0.3 0.9 0.9 0.9 - 2.5 1.5 1.2 5.6 2.8 9.9 7.4 2.2 - 0.6 2.2 - 3.1 0.9 2.5 7.4 0.9 

性別

年代別

男性
年代別

女性
年代別

4.2 

0.9 1.0 
2.3 

0.9 0.7 1.1 
2.8 

1.5 1.4 

6.1 
4.0 

12.2 

7.2 

1.7 0.8 0.8 0.7 0.1 
1.8 1.7 2.5 

6.2 

1.3 

0%

10%

20%
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n=

滋
賀
県

京
都
府

大
阪
府

兵
庫
県

奈
良
県

和
歌
山
県

鳥
取
県

島
根
県

岡
山
県

広
島
県

山
口
県

徳
島
県

香
川
県

愛
媛
県

高
知
県

福
岡
県

佐
賀
県

長
崎
県

熊
本
県

大
分
県

宮
崎
県

鹿
児
島
県

沖
縄
県

全体 5,000 0.8 2.1 7.3 4.3 1.2 0.4 0.5 0.4 1.6 2.1 1.1 0.7 0.8 1.1 0.4 5.4 0.6 0.9 1.2 0.8 0.6 0.9 0.8 

男性 2,417 0.9 2.0 7.0 4.3 1.1 0.6 0.5 0.5 1.3 2.3 1.0 0.6 0.9 1.2 0.3 5.5 0.4 0.9 1.2 0.7 0.5 0.9 0.8 

女性 2,583 0.8 2.2 7.6 4.3 1.3 0.3 0.5 0.3 1.9 2.0 1.2 0.7 0.7 1.1 0.4 5.2 0.7 0.9 1.2 1.0 0.7 0.9 0.7 

18～29歳 700 1.3 1.4 7.3 4.7 1.3 0.9 0.4 0.1 1.9 2.4 0.4 0.7 0.7 1.0 - 3.7 0.3 0.7 1.1 0.7 0.4 1.9 1.6 

30～39歳 661 0.6 2.6 5.7 5.1 1.1 0.5 0.5 0.2 1.2 1.8 1.7 0.5 0.8 1.2 0.2 4.7 0.6 1.5 1.1 0.6 0.5 1.2 0.9 

40～49歳 848 0.8 2.1 8.6 3.2 1.3 0.2 0.5 0.7 1.5 1.5 1.2 0.7 0.9 0.7 0.5 5.5 0.7 0.5 1.1 0.7 0.7 0.7 0.6 

50～59歳 774 0.9 2.3 7.5 4.3 1.0 0.4 0.4 0.5 1.3 2.1 1.0 0.4 0.5 1.6 0.3 5.0 0.4 0.8 1.2 1.6 0.3 0.5 0.8 

60～69歳 725 1.0 1.9 6.3 4.7 1.1 0.4 0.7 0.3 2.1 2.2 0.7 1.0 1.1 0.8 0.4 5.8 0.6 1.2 1.2 0.8 0.8 1.1 1.0 

70～79歳 771 0.6 2.7 8.4 3.2 1.2 0.4 0.5 0.3 1.4 2.5 1.4 1.0 0.5 1.2 0.6 4.9 0.6 0.6 1.8 0.8 0.8 0.8 0.4 

80歳以上 521 0.6 1.3 6.7 6.0 1.5 0.4 0.4 0.6 1.7 2.7 1.3 0.4 1.2 1.7 0.6 8.6 0.8 1.2 0.8 0.6 0.4 0.2 - 

男性18～29歳 358 1.1 2.0 6.7 4.5 1.1 1.1 0.3 0.3 1.7 3.1 - 0.8 0.6 1.1 - 4.5 - 0.6 2.2 0.6 - 1.4 1.1 

男性30～39歳 337 0.6 2.4 5.9 4.7 0.9 0.6 0.3 0.3 1.2 2.1 1.5 - 0.6 1.8 0.3 4.7 0.3 1.8 0.6 0.9 0.6 0.9 0.9 

男性40～49歳 429 0.9 2.3 8.4 2.6 1.2 0.5 0.5 0.9 1.4 1.4 1.2 0.9 0.5 0.7 0.7 5.4 0.7 0.5 0.7 0.9 0.5 0.7 0.9 

男性50～59歳 387 1.0 2.1 6.7 4.9 0.8 0.5 0.5 1.0 0.5 2.3 0.8 0.3 0.8 1.6 - 5.7 0.5 0.3 1.3 1.0 0.3 0.5 0.5 

男性60～69歳 356 1.1 2.2 5.6 4.8 1.1 0.3 0.6 0.3 2.2 2.2 0.6 1.1 1.4 0.6 0.3 6.5 - 1.1 0.6 0.8 0.8 1.1 1.4 

男性70～79歳 353 0.6 1.7 9.1 3.1 1.1 0.8 0.6 0.3 0.8 2.5 2.0 0.6 0.8 1.4 0.6 4.8 0.8 0.8 2.0 - 0.8 1.1 0.3 

男性80歳以上 197 0.5 0.5 5.6 7.6 1.5 - 1.0 - 1.0 2.5 1.5 0.5 2.0 1.0 - 8.6 - 1.5 0.5 - - 0.5 - 

女性18～29歳 342 1.5 0.9 7.9 5.0 1.5 0.6 0.6 - 2.0 1.8 0.9 0.6 0.9 0.9 - 2.9 0.6 0.9 - 0.9 0.9 2.3 2.0 

女性30～39歳 324 0.6 2.8 5.6 5.6 1.2 0.3 0.6 - 1.2 1.5 1.9 0.9 0.9 0.6 - 4.6 0.9 1.2 1.5 0.3 0.3 1.5 0.9 

女性40～49歳 419 0.7 1.9 8.8 3.8 1.4 - 0.5 0.5 1.7 1.7 1.2 0.5 1.4 0.7 0.2 5.7 0.7 0.5 1.4 0.5 1.0 0.7 0.2 

女性50～59歳 387 0.8 2.6 8.3 3.6 1.3 0.3 0.3 - 2.1 1.8 1.3 0.5 0.3 1.6 0.5 4.4 0.3 1.3 1.0 2.1 0.3 0.5 1.0 

女性60～69歳 369 0.8 1.6 7.0 4.6 1.1 0.5 0.8 0.3 1.9 2.2 0.8 0.8 0.8 1.1 0.5 5.1 1.1 1.4 1.9 0.8 0.8 1.1 0.5 

女性70～79歳 418 0.7 3.6 7.9 3.3 1.2 - 0.5 0.2 1.9 2.4 1.0 1.4 0.2 1.0 0.7 5.0 0.5 0.5 1.7 1.4 0.7 0.5 0.5 

女性80歳以上 324 0.6 1.9 7.4 4.9 1.5 0.6 - 0.9 2.2 2.8 1.2 0.3 0.6 2.2 0.9 8.6 1.2 0.9 0.9 0.9 0.6 - - 

性別

年代別

男性
年代別

女性
年代別

0.8 
2.1 

7.3 

4.3 

1.2 0.4 0.5 0.4 
1.6 2.1 

1.1 0.7 0.8 1.1 0.4 

5.4 

0.6 0.9 1.2 0.8 0.6 0.9 0.8 
0%

10%

20%
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４_回答者の職業                      
 

■ 職業について最も多いのは､「無職（求職者、退職者を含む。学⽣、主婦・主夫を除く）」の
1,247 ⼈（24.9％（当該設問の回答者全体に対する割合。以下同じ。））であった。 
「主婦・主夫」は 957 ⼈（19.1％）､「事務的職業」は 761 ⼈（15.2％）であった。 

 
 
 
【ＳＣ１】あなたの職業について、当てはまるものを１つ選択してください。※公務員や⾃営の
⽅、パート、アルバイト、フリーターなどの⽅は、主に従事しているお仕事の業種や職種に照ら
し、当てはまるものを 1 つ選択してください。 （単⼀回答） 

 

無職(求職者、退職者を含む。学生、主婦・主夫を除く)

主婦・主夫

事務的職業

販売・営業の職業

サービスの職業(家政婦(夫)、理容師・美容師、クリーニング職、調理
人、接客・給仕業、管理人など)

管理的職業(法人役員、団体役員など)

研究・技術の職業(自然科学系研究者、開発・製造・建築・情報通信
技術者など)

製造・修理・塗装・製図等の職業

医療・看護・保健の職業

保育・教育の職業

福祉・介護の職業

大学院生・大学生(短期大学生を含む)

建設・土木・電気工事の職業

運搬・清掃・包装・選別等の職業

配送・輸送・機械運転の職業(配達員、運転手、クレーン運転工など)

法務(弁護士、司法書士など)・経営(公認会計士、経営コンサルタン
トなど)・文化芸術(美術家、宗教家など)等の専門的職業

警備・保安の職業

農林漁業の職業

高校生(高等専門学校生、高等専修学校生を含む)

専門学生

その他

24.9

19.1

15.2

4.6

4.0

3.9

3.8

3.2

2.6

1.9

1.5

1.5

1.1

1.1

1.0

0.7

0.6

0.5

0.2

0.2

8.2

0% 10% 20% 30%

n=5,000  
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n=

無
職

(

求
職
者

、
退
職
者
を
含
む

。
学
生

、
主

婦
・
主
夫
を
除
く

)

主
婦
・
主
夫

事
務
的
職
業

販
売
・
営
業
の
職
業

サ
ー
ビ
ス
の
職
業

管
理
的
職
業

(

法
人
役
員

、
団
体
役
員
な
ど

)

研
究
・
技
術
の
職
業

(

自
然
科
学
系
研
究
者

、
開

発
・
製
造
・
建
築
・
情
報
通
信
技
術
者
な
ど

)

製
造
・
修
理
・
塗
装
・
製
図
等
の
職
業

医
療
・
看
護
・
保
健
の
職
業

保
育
・
教
育
の
職
業

福
祉
・
介
護
の
職
業

大
学
院
生
・
大
学
生

(

短
期
大
学
生
を
含
む

)

建
設
・
土
木
・
電
気
工
事
の
職
業

運
搬
・
清
掃
・
包
装
・
選
別
等
の
職
業

配
送
・
輸
送
・
機
械
運
転
の
職
業

(

配
達
員

、
運

転
手

、
ク
レ
ー
ン
運
転
工
な
ど

)
法
務
・
経
営
・
文
化
芸
術
等
の
専
門
的
職
業

警
備
・
保
安
の
職
業

農
林
漁
業
の
職
業

高
校
生

(

高
等
専
門
学
校
生

、
高
等
専
修
学
校
生

を
含
む

)

専
門
学
生

そ
の
他

全体 5,000 24.9 19.1 15.2 4.6 4.0 3.9 3.8 3.2 2.6 1.9 1.5 1.5 1.1 1.1 1.0 0.7 0.6 0.5 0.2 0.2 8.2 
男性 2,417 31.5 0.9 12.3 6.1 3.8 7.2 6.3 5.5 2.3 2.1 1.6 1.6 2.2 1.3 2.0 0.8 1.2 0.8 0.2 0.3 10.0 
女性 2,583 18.8 36.2 17.9 3.1 4.1 0.9 1.5 1.0 2.9 1.7 1.5 1.5 0.2 0.9 0.1 0.6 0.1 0.2 0.3 0.1 6.5 
18～29歳 700 17.9 3.7 18.9 6.6 4.4 1.1 6.6 4.6 3.6 2.3 1.9 10.4 1.3 0.7 1.0 0.7 0.4 0.6 1.4 1.1 10.9 
30～39歳 661 15.3 10.9 24.7 5.4 7.4 2.4 3.9 5.0 3.0 2.1 1.4 0.3 1.2 1.8 1.4 0.5 0.5 0.9 0.2 0.3 11.5 
40～49歳 848 11.6 13.1 21.3 6.0 4.7 4.8 6.1 5.4 5.4 3.1 2.9 - 2.0 1.3 0.9 1.5 0.4 0.5 0.1 - 8.7 
50～59歳 774 12.8 18.2 20.4 7.0 4.8 7.2 5.4 3.2 2.6 1.4 2.1 - 1.3 1.4 2.2 0.8 0.8 0.3 - - 8.1 
60～69歳 725 25.7 24.4 12.4 3.4 2.6 6.2 2.3 2.5 2.5 2.2 1.4 - 1.1 1.0 1.4 0.4 1.4 0.6 - - 8.6 
70～79歳 771 45.0 31.5 3.8 1.8 2.6 2.9 0.9 0.6 0.1 1.0 0.5 - 0.3 0.9 0.1 0.6 0.5 0.4 - - 6.4 
80歳以上 521 55.9 35.9 1.5 0.6 0.4 1.7 0.2 0.2 - 0.8 - 0.2 0.6 - - - 0.2 - - - 1.9 
男性18～29歳 358 20.1 - 13.4 5.9 3.6 1.7 9.2 7.3 2.8 2.0 2.0 10.3 2.2 0.8 2.0 0.6 0.8 0.8 1.1 1.4 12.0 
男性30～39歳 337 16.0 0.6 21.7 6.2 7.4 4.2 5.6 8.6 2.7 1.8 1.2 0.3 2.4 2.7 2.4 - 0.9 1.5 - 0.6 13.4 
男性40～49歳 429 11.0 0.5 14.2 8.6 4.7 7.9 10.3 9.6 4.0 4.0 3.3 - 3.7 1.6 1.6 1.9 0.7 0.9 0.2 - 11.4 
男性50～59歳 387 14.2 1.8 16.8 9.8 4.4 12.9 9.3 5.4 2.1 0.8 1.8 - 2.3 1.3 4.4 1.3 1.3 0.3 - - 9.8 
男性60～69歳 356 33.7 1.7 10.7 5.9 2.0 11.5 3.9 3.4 3.1 2.8 1.7 - 2.0 0.8 2.5 0.8 2.5 0.8 - - 10.1 
男性70～79歳 353 68.8 - 3.4 2.8 2.3 5.7 2.0 1.1 - 1.4 0.3 - 0.6 1.1 0.3 0.6 1.1 0.8 - - 7.6 
男性80歳以上 197 86.3 2.5 0.5 - 0.5 4.6 - - - 1.5 - - 1.5 - - - 0.5 - - - 2.0 
女性18～29歳 342 15.5 7.6 24.6 7.3 5.3 0.6 3.8 1.8 4.4 2.6 1.8 10.5 0.3 0.6 - 0.9 - 0.3 1.8 0.9 9.6 
女性30～39歳 324 14.5 21.6 27.8 4.6 7.4 0.6 2.2 1.2 3.4 2.5 1.5 0.3 - 0.9 0.3 0.9 - 0.3 0.3 - 9.6 
女性40～49歳 419 12.2 26.0 28.6 3.3 4.8 1.7 1.9 1.2 6.9 2.1 2.6 - 0.2 1.0 0.2 1.2 - - - - 6.0 
女性50～59歳 387 11.4 34.6 24.0 4.1 5.2 1.6 1.6 1.0 3.1 2.1 2.3 - 0.3 1.6 - 0.3 0.3 0.3 - - 6.5 
女性60～69歳 369 17.9 46.3 14.1 1.1 3.3 1.1 0.8 1.6 1.9 1.6 1.1 - 0.3 1.1 0.3 - 0.3 0.3 - - 7.0 
女性70～79歳 418 24.9 58.1 4.1 1.0 2.9 0.5 - 0.2 0.2 0.7 0.7 - - 0.7 - 0.7 - - - - 5.3 
女性80歳以上 324 37.3 56.2 2.2 0.9 0.3 - 0.3 0.3 - 0.3 - 0.3 - - - - - - - - 1.9 
北海道 211 27.0 15.6 14.7 4.7 4.3 4.3 2.4 2.8 4.7 1.4 1.4 1.4 1.4 1.4 0.5 0.9 0.9 - - 0.9 9.0 
東北 343 30.3 18.4 16.0 2.6 3.2 3.2 2.3 4.1 2.6 0.6 0.6 1.2 1.2 0.9 1.2 0.9 0.6 1.5 - 0.3 8.5 
北関東・甲信 384 25.5 20.1 11.2 4.9 3.9 4.7 1.6 6.8 1.6 0.8 2.6 1.3 0.8 1.6 1.6 1.0 1.0 0.5 0.3 0.3 8.1 
南関東 1,472 21.7 18.3 18.5 3.7 4.4 4.4 5.6 2.2 2.0 1.7 1.3 2.1 0.9 0.7 1.2 0.6 0.5 0.1 0.2 0.1 9.6 
北陸 204 27.9 15.7 15.7 4.4 3.4 3.9 3.9 4.4 - 2.9 2.0 1.0 2.9 0.5 2.0 0.5 1.5 - - - 7.4 
東海 586 24.9 20.3 13.5 5.8 3.2 4.9 5.3 3.2 3.6 2.0 1.4 1.0 0.7 0.7 0.5 0.5 - 0.3 - 0.5 7.5 
近畿 812 25.0 21.1 13.5 5.5 4.7 3.9 2.3 3.2 3.1 2.5 1.6 1.1 1.2 1.1 1.0 0.7 0.6 - 0.2 - 7.5 
中国 284 26.4 20.4 12.0 4.6 2.8 1.4 3.2 4.2 1.4 3.9 2.8 2.5 1.4 2.1 0.7 1.1 0.7 1.4 1.1 - 6.0 
四国 149 32.2 16.1 12.8 4.0 2.0 0.7 4.7 4.0 4.7 1.3 0.7 2.0 1.3 0.7 - 0.7 0.7 2.0 - - 9.4 
九州・沖縄 555 25.2 20.0 15.3 5.2 4.1 3.6 2.9 1.6 3.2 2.0 1.6 1.1 1.4 1.6 1.3 0.5 0.5 1.1 0.5 0.2 6.8 

居住
地方別

性別

年代別

男性
年代別

女性
年代別

24.9 

19.1 

15.2 

4.6 4.0 3.9 3.8 3.2 2.6 1.9 1.5 1.5 1.1 1.1 1.0 0.7 0.6 0.5 0.2 0.2 

8.2 
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５_回答者の家族状況                      
 

■ 現在の家族について最も多いのは､「配偶者」がいるの 2,615 ⼈（52.3％（当該設問の回答
者全体に対する割合。以下同じ。））であった。 
「⼦（複数の場合を含みます）」がいるは 1,925 ⼈（38.5％）､「⽗⺟（該当が⼀部の場合を
含みます）」がいるは 1,836 ⼈（36.7％）､「兄弟姉妹（該当が⼀部の場合を含みます）」が
いるは 1,559 ⼈（31.2％）であった。 

 
 
 
【ＳＣ２_１】あなたの現在のご家族について、当てはまるものを全て選択してください。※孫
や祖⽗⺟など、選択肢にはない家族がいる場合であっても、選択肢中から当てはまるものを回答
いただく限りで、差し⽀えありません。また、現在同居していない家族も含めてお答えくださ
い。 （複数回答） 
 
 

 
 

 

配偶者

子(複数の場合を含みます)

父母(該当が一部の場合を含みます)

兄弟姉妹(該当が一部の場合を含みます)

単身

義父母(該当が一部の場合を含みます)

52.3

38.5

36.7

31.2

16.3

9.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

n=5,000  
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n=

配
偶
者

子

(

複
数
の
場
合
を

含
み
ま
す

)

父
母

(

該
当
が
一
部

の
場
合
を
含
み
ま

す

)

兄
弟
姉
妹

(

該
当
が

一
部
の
場
合
を
含
み

ま
す

)
単
身

義
父
母

(

該
当
が
一

部
の
場
合
を
含
み
ま

す

)

全体 5,000 52.3 38.5 36.7 31.2 16.3 9.1 
男性 2,417 50.6 33.5 40.4 32.3 17.2 9.3 
女性 2,583 53.9 43.2 33.3 30.1 15.4 8.8 
18～29歳 700 19.6 10.7 66.0 44.4 17.9 6.9 
30～39歳 661 36.8 28.1 59.2 38.4 16.2 13.2 
40～49歳 848 50.0 42.3 50.6 34.0 14.0 13.7 
50～59歳 774 58.1 42.4 44.6 30.7 14.2 13.3 
60～69歳 725 65.8 45.9 22.3 25.8 17.5 9.4 
70～79歳 771 73.8 48.8 5.8 25.2 16.6 3.9 
80歳以上 521 60.5 51.4 0.4 16.7 18.6 0.2 
男性18～29歳 358 13.7 6.4 67.3 44.4 20.4 5.6 
男性30～39歳 337 29.1 22.6 61.4 36.2 18.7 8.6 
男性40～49歳 429 43.4 36.1 55.7 35.4 17.9 13.1 
男性50～59歳 387 51.4 35.9 51.2 35.7 17.3 14.7 
男性60～69歳 356 66.9 42.1 21.3 23.6 19.7 10.7 
男性70～79歳 353 79.9 49.3 4.0 25.2 14.4 6.8 
男性80歳以上 197 86.8 47.2 1.0 18.8 7.6 0.5 
女性18～29歳 342 25.7 15.2 64.6 44.4 15.2 8.2 
女性30～39歳 324 44.8 34.0 56.8 40.7 13.6 17.9 
女性40～49歳 419 56.8 48.7 45.3 32.5 10.0 14.3 
女性50～59歳 387 64.9 48.8 38.0 25.8 11.1 11.9 
女性60～69歳 369 64.8 49.6 23.3 27.9 15.4 8.1 
女性70～79歳 418 68.7 48.3 7.4 25.1 18.4 1.4 
女性80歳以上 324 44.4 54.0 - 15.4 25.3 - 
北海道 211 42.7 31.3 32.7 29.9 26.1 7.1 
東北 343 54.5 37.9 37.9 32.9 14.9 11.1 
北関東・甲信 384 55.7 46.6 35.2 31.0 15.4 11.2 
南関東 1,472 50.9 35.7 36.6 33.3 17.8 8.4 
北陸 204 52.9 40.2 40.2 24.5 13.2 9.8 
東海 586 54.8 42.7 39.4 32.6 11.3 9.7 
近畿 812 53.4 39.8 35.7 29.4 15.9 7.8 
中国 284 53.5 42.3 36.3 30.3 15.1 9.9 
四国 149 46.3 33.6 41.6 32.2 14.1 12.1 
九州・沖縄 555 52.4 36.0 35.1 28.8 18.0 8.6 

居住
地方別

性別

年代別

男性
年代別

女性
年代別

52.3 

38.5 36.7 
31.2 

16.3 

9.1 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%
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６_回答者の家族の同居状況                 

 
■ 現在同居中の家族について最も多いのは､「配偶者」の 2,581 ⼈（51.6％（当該設問の回答

者全体に対する割合。以下同じ。））であった。 
「⼦（複数の場合を含みます）」は 1,391 ⼈（27.8％）､「⽗⺟（該当が⼀部の場合を含みま
す）」は 1,136 ⼈（22.7％）､「単⾝」は 1,104 ⼈（22.1％）であった。 

 
 
 
【ＳＣ２_２】あなたの現在のご家族のうち、現在同居中の⽅を全て選択してください。 （複
数回答） 
 
 

 
 
 
 

配偶者

子(複数の場合を含みます)

父母(該当が一部の場合を含みます)

単身

兄弟姉妹(該当が一部の場合を含みます)

義父母(該当が一部の場合を含みます)

51.6

27.8

22.7

22.1

8.4

1.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

n=5,000  
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n=

配
偶
者

子

(

複
数
の
場
合
を

含
み
ま
す

)

父
母

(

該
当
が
一
部

の
場
合
を
含
み
ま

す

)

単
身

兄
弟
姉
妹

(

該
当
が

一
部
の
場
合
を
含
み

ま
す

)

義
父
母

(

該
当
が
一

部
の
場
合
を
含
み
ま

す

)

全体 5,000 51.6 27.8 22.7 22.1 8.4 1.1 
男性 2,417 50.0 23.9 27.0 23.1 9.8 0.9 
女性 2,583 53.1 31.5 18.7 21.1 7.0 1.2 
18～29歳 700 19.0 10.0 52.4 26.3 26.6 1.1 
30～39歳 661 36.2 27.4 38.7 22.7 15.0 0.6 
40～49歳 848 49.6 40.8 28.8 20.3 8.4 1.5 
50～59歳 774 57.1 32.7 22.7 19.9 5.2 1.7 
60～69歳 725 65.1 28.0 10.1 22.2 2.3 1.7 
70～79歳 771 73.2 22.3 2.5 21.0 0.4 0.4 
80歳以上 521 59.5 31.9 0.2 23.2 0.4 - 
男性18～29歳 358 13.4 5.6 55.9 28.5 28.5 1.4 
男性30～39歳 337 28.8 21.7 45.1 26.1 16.9 0.3 
男性40～49歳 429 43.1 34.7 33.8 25.4 10.3 0.9 
男性50～59歳 387 50.1 29.5 27.9 24.0 6.2 1.3 
男性60～69歳 356 66.3 25.8 11.2 23.3 2.0 0.8 
男性70～79歳 353 79.0 24.4 1.7 18.4 0.6 0.8 
男性80歳以上 197 86.3 22.3 0.5 9.1 - - 
女性18～29歳 342 24.9 14.6 48.8 24.0 24.6 0.9 
女性30～39歳 324 43.8 33.3 32.1 19.1 13.0 0.9 
女性40～49歳 419 56.3 47.0 23.6 15.0 6.4 2.1 
女性50～59歳 387 64.1 35.9 17.6 15.8 4.1 2.1 
女性60～69歳 369 64.0 30.1 8.9 21.1 2.7 2.4 
女性70～79歳 418 68.2 20.6 3.1 23.2 0.2 - 
女性80歳以上 324 43.2 37.7 - 31.8 0.6 - 
北海道 211 42.2 20.4 18.0 34.6 9.0 0.5 
東北 343 53.9 23.3 25.7 20.1 7.3 1.2 
北関東・甲信 384 55.5 31.8 21.6 19.0 7.3 1.8 
南関東 1,472 50.4 25.9 20.2 26.0 8.3 0.6 
北陸 204 52.0 31.4 30.4 15.2 7.4 1.5 
東海 586 53.9 32.9 25.4 16.2 10.1 1.4 
近畿 812 52.3 29.1 22.8 21.3 8.1 1.1 
中国 284 52.1 29.9 25.0 19.4 6.0 1.8 
四国 149 45.6 26.2 25.5 21.5 9.4 1.3 
九州・沖縄 555 52.1 26.7 22.5 21.6 9.5 0.9 

居住
地方別

性別

年代別

男性
年代別

女性
年代別

51.6 

27.8 
22.7 22.1 

8.4 

1.1 
0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%
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  第３_調査結果   
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１_不当寄附勧誘防⽌法の認知状況                           

 
■ 不当寄附勧誘防⽌法について、「この法律名を聞いたことはなく、寄附の勧誘に関する法律が

作られたことも知らなかった」と回答した者は 3,873 ⼈（77.5％（当該設問の回答者全体に
対する割合。以下同じ。））であり、最も多かった。 
「この法律名は聞いたことがあったが、この法律の施⾏⽇（実施⽇）は知らなかった」と回
答した者は 559 ⼈（11.2％）であり、「この法律名を聞いたことはなかったが、寄附の勧誘に
関する法律が作られたことは知っていた」と回答した者は 419 ⼈（8.4％）であり、「この法
律名は聞いたことがあり、また、この法律の施⾏⽇（実施⽇）も聞いたことがあった」と回
答した者は 149 ⼈（3.0％）であった。 

 
 
【Ｑ１】「法⼈等による寄附の不当な勧誘の防⽌等に関する法律（略称：不当寄附勧誘防⽌法）」
について、当てはまるものを 1 つ選択してください。※ただし、回答は、この調査に取り掛かる
ことにより知り得た情報や記憶に基づかないよう⼗分にご留意いただき、この調査に取り掛かる
前のご⾃⾝の考え⽅や認識に基づき回答してください。 （単⼀回答） 

 

この法律名は聞いたことがあり、

また、この法律の施行日(実施日)

も聞いたことがあった

3.0%

この法律名は聞いたことが

あったが、この法律の施行

日(実施日)は知らなかった

11.2%

この法律名を聞

いたことはなかっ

たが、寄附の勧

誘に関する法律

が作られたことは

知っていた

8.4%

この法律名を聞いたことはなく、

寄附の勧誘に関する法律が作ら

れたことも知らなかった

77.5%

n=5,000
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全体 (5,000)

男性 (2,417)

女性 (2,583)

18～29歳 (700)

30～39歳 (661)

40～49歳 (848)

50～59歳 (774)

60～69歳 (725)

70～79歳 (771)

80歳以上 (521)

男性18～29歳 (358)

男性30～39歳 (337)

男性40～49歳 (429)

男性50～59歳 (387)

男性60～69歳 (356)

男性70～79歳 (353)

男性80歳以上 (197)

女性18～29歳 (342)

女性30～39歳 (324)

女性40～49歳 (419)

女性50～59歳 (387)

女性60～69歳 (369)

女性70～79歳 (418)

女性80歳以上 (324)

北海道 (211)

東北 (343)

北関東・甲信 (384)

南関東 (1,472)

北陸 (204)

東海 (586)

近畿 (812)

中国 (284)

四国 (149)

九州・沖縄 (555)

2％未満の数値ラベルは非表示

性別

年代別

男性
年代別

女性
年代別

居住
地方別

3.0

3.7

2.3

6.4

3.8

3.7

2.5

7.8

5.0

4.4

4.1

5.0

2.5

2.9

2.1

5.2

2.3

3.0

4.4

3.2

3.3

2.5

2.9

11.2

12.7

9.8

10.9

7.1

7.7

10.3

9.9

16.3

17.9

12.6

8.3

9.1

12.1

10.4

18.4

22.8

9.1

5.9

6.2

8.5

9.5

14.6

14.8

9.5

11.7

10.7

10.8

13.2

11.4

11.7

10.9

8.7

11.9

8.4

9.3

7.5

8.6

6.2

7.5

7.1

8.4

9.7

12.1

8.9

8.0

8.4

6.5

8.7

12.5

14.7

8.2

4.3

6.7

7.8

8.1

7.4

10.5

9.0

9.0

6.3

8.4

4.9

10.4

7.3

6.7

10.7

10.1

77.5

74.3

80.4

74.1

82.9

81.1

80.6

80.4

72.5

67.6

70.7

78.6

78.1

79.6

79.5

67.4

58.4

77.8

87.3

84.2

81.7

81.3

76.8

73.1

76.3

77.8

80.7

77.8

77.5

74.9

77.7

79.9

79.2

75.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

この法律名は聞いたことがあり、また、この法律の施行日(実施日)も聞いたことがあった

この法律名は聞いたことがあったが、この法律の施行日(実施日)は知らなかった

この法律名を聞いたことはなかったが、寄附の勧誘に関する法律が作られたことは知っていた

この法律名を聞いたことはなく、寄附の勧誘に関する法律が作られたことも知らなかった
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２_不当寄附勧誘防⽌法の内容や⽬的の認識状況        
 

■ 不当寄附勧誘防⽌法の内容や⽬的の認識の程度について、「この法律の内容や⽬的について、
あまり知らなかった」と回答した者は 520 ⼈（46.1％（当該設問の回答者全体に対する割合。
以下同じ。））であり、最も多かった。 
「この法律の内容や⽬的について、やや知っていた」と回答した者は 421 ⼈（37.4％）であ
り、「この法律の内容や⽬的について、よく知っていた」と回答した者は 121 ⼈（10.7％）で
あり、「この法律の内容や⽬的について、全く知らなかった」と回答した者は 65 ⼈（5.8％）
であった。 

 
【Ｑ２】「法⼈等による寄附の不当な勧誘の防⽌等に関する法律（略称：不当寄附勧誘防⽌法）」
（寄附の勧誘に関する法律という認識にとどまる場合を含みます）について、その内容や⽬的の
認識として当てはまるものを 1 つ選択してください。※ただし、回答は、この調査に取り掛かる
ことにより知り得た情報や記憶に基づかないよう⼗分にご留意いただき、この調査に取り掛かる
前のご⾃⾝の考え⽅や認識に基づき回答してください。 （単⼀回答） 
※この設問は、Ｑ１において、「この法律名は聞いたことがあり、また、この法律の施行日（実施日）も聞いたこ

とがあった」、「この法律名は聞いたことがあったが、この法律の施行日（実施日）は知らなかった」、「この法律

名を聞いたことはなかったが、寄附の勧誘に関する法律が作られたことは知っていた」のいずれかを回答した

者（1,127 人）を対象としている。 

 

この法律の内容や目的に

ついて、よく知っていた

10.7%

この法律の内容や目的に

ついて、やや知っていた

37.4%

この法律の内容や目的に

ついて、あまり知らなかった

46.1%

この法律の内容や目的に

ついて、全く知らなかった

5.8%

n=1,127
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全体 (1,127)

男性 (620)

女性 (507)

18～29歳 (181)

30～39歳 (113)

40～49歳 (160)

50～59歳 (150)

60～69歳 (142)

70～79歳 (212)

80歳以上 (169)

男性18～29歳 (105)

男性30～39歳 (72)

男性40～49歳 (94)

男性50～59歳 (79)

男性60～69歳 (73)

男性70～79歳 (115)

男性80歳以上 (82)

女性18～29歳 (76)

女性30～39歳 (41)

女性40～49歳 (66)

女性50～59歳 (71)

女性60～69歳 (69)

女性70～79歳 (97)

女性80歳以上 (87)

北海道 (50)

東北 (76)

北関東・甲信 (74)

南関東 (327)

北陸 (46)

東海 (147)

近畿 (181)

中国 (57)

四国 (31)

九州・沖縄 (138)

2％未満の数値ラベルは非表示

女性
年代別

居住
地方別

性別

年代別

男性
年代別

10.7

12.6

8.5

19.3

23.0

15.0

9.3

4.2

3.3

5.3

21.0

25.0

16.0

10.1

6.8

5.2

4.9

17.1

19.5

13.6

8.5

5.7

20.0

9.2

13.5

11.0

17.4

10.9

8.8

8.8

9.4

37.4

41.5

32.3

36.5

36.3

34.4

36.0

35.2

45.3

34.9

41.9

36.1

38.3

43.0

41.1

48.7

37.8

28.9

36.6

28.8

28.2

29.0

41.2

32.2

36.0

43.4

35.1

38.8

39.1

33.3

35.4

33.3

41.9

39.1

46.1

40.6

52.9

38.1

32.7

42.5

52.0

52.8

48.1

53.8

31.4

30.6

42.6

45.6

42.5

43.5

48.8

47.4

36.6

42.4

59.2

63.8

53.6

58.6

34.0

42.1

44.6

44.3

39.1

47.6

51.4

52.6

58.1

46.4

5.8

5.3

6.3

6.1

8.0

8.1

2.7

7.7

3.3

5.9

5.7

8.3

3.2

9.6

2.6

8.5

6.6

7.3

15.2

4.2

5.8

4.1

3.4

10.0

5.3

6.8

5.8

4.3

8.2

4.4

5.3

5.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

この法律の内容や目的について、よく知っていた この法律の内容や目的について、やや知っていた

この法律の内容や目的について、あまり知らなかった この法律の内容や目的について、全く知らなかった
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３_社会情勢の変化についての意識（その①）         
 
■ 社会情勢の変化について、「社会情勢の変化があるかどうかは、よく分からない」と回答した

者は 1,652 ⼈（33.0％（当該設問の回答者全体に対する割合。以下同じ。））であり、最も多
かった。 
「社会情勢が少し変化したと感じる」と回答した者は 1,408 ⼈（28.2％）であり、「社会情勢
の変化は感じない」と回答した者は 1,183 ⼈（23.7％）であり、「社会情勢が⼤きく変化した
と感じる」と回答した者は 757 ⼈（15.1％）であった。 

 
 
【Ｑ３_１】 寄附や寄附の勧誘に関わる視点で、ここ１〜２年の社会情勢とそれ以前の社会情勢
を⽐べたものとして、当てはまるものを 1 つ選択してください。 （単⼀回答） 

 

社会情勢が

大きく変化し

たと感じる

15.1%

社会情勢が少し変化

したと感じる

28.2%

社会情勢の変化

は感じない

23.7%

社会情勢の変化が

あるかどうかは、よく

分からない

33.0%

n=5,000
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全体 (5,000)

男性 (2,417)

女性 (2,583)

18～29歳 (700)

30～39歳 (661)

40～49歳 (848)

50～59歳 (774)

60～69歳 (725)

70～79歳 (771)

80歳以上 (521)

男性18～29歳 (358)

男性30～39歳 (337)

男性40～49歳 (429)

男性50～59歳 (387)

男性60～69歳 (356)

男性70～79歳 (353)

男性80歳以上 (197)

女性18～29歳 (342)

女性30～39歳 (324)

女性40～49歳 (419)

女性50～59歳 (387)

女性60～69歳 (369)

女性70～79歳 (418)

女性80歳以上 (324)

北海道 (211)

東北 (343)

北関東・甲信 (384)

南関東 (1,472)

北陸 (204)

東海 (586)

近畿 (812)

中国 (284)

四国 (149)

九州・沖縄 (555)

2％未満の数値ラベルは非表示

女性
年代別

居住
地方別

性別

年代別

男性
年代別

15.1

15.2

15.1

9.0

8.9

13.3

14.5

15.7

20.4

26.7

11.5

9.5

13.5

15.0

15.4

19.8

26.9

6.4

8.3

13.1

14.0

16.0

20.8

26.5

20.9

18.4

18.5

14.7

17.2

15.5

12.2

14.8

14.8

13.3

28.2

28.0

28.3

23.0

23.1

23.7

25.6

31.6

35.8

36.5

21.5

21.4

24.7

25.1

31.2

37.7

41.1

24.6

25.0

22.7

26.1

32.0

34.2

33.6

22.3

25.9

26.3

28.3

29.9

28.5

29.1

29.9

30.2

29.0

23.7

25.3

22.1

25.9

28.6

26.5

25.6

23.9

19.7

12.5

26.5

30.0

27.7

27.6

25.8

19.3

14.7

25.1

27.2

25.3

23.5

22.0

20.1

11.1

19.9

20.1

22.4

25.3

20.6

25.4

23.0

22.2

24.8

24.3

33.0

31.5

34.5

42.1

39.3

36.4

34.4

28.8

24.1

24.4

40.5

39.2

34.0

32.3

27.5

23.2

17.3

43.9

39.5

38.9

36.4

30.1

24.9

28.7

37.0

35.6

32.8

31.7

32.4

30.5

35.7

33.1

30.2

33.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

社会情勢が大きく変化したと感じる 社会情勢が少し変化したと感じる

社会情勢の変化は感じない 社会情勢の変化があるかどうかは、よく分からない
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４_社会情勢の変化についての意識（その②）         
 
■ 社会的に許し難い悪質な寄附の勧誘について、「そのような勧誘があるかどうかは、よく分か

らない」と回答した者は 1,817 ⼈（36.3％（当該設問の回答者全体に対する割合。以下同じ。））
であり、最も多かった。 
「そのような勧誘があるとは、これまで感じたことはない」と回答した者は 1,686 ⼈（33.7％）
であり、「そのような勧誘が増えたと感じる」と回答した者は 1,004 ⼈（20.1％）であり、「そ
のような勧誘は減ったと感じる」と回答した者は 493 ⼈（9.9％）であった。 
 
 

【Ｑ３_２】社会的に許し難い悪質な寄附の勧誘に係る視点で、ここ１〜２年の社会情勢とそれ以
前の社会情勢を⽐べたものとして、当てはまるものを 1 つ選択してください。 （単⼀回答） 

 

そのような勧誘が

増えたと感じる

20.1%

そのような勧誘は

減ったと感じる

9.9%

そのような勧誘があるとは、

これまで感じたことはない

33.7%

そのような勧誘があるか

どうかは、よく分からない

36.3%

n=5,000
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全体 (5,000)

男性 (2,417)

女性 (2,583)

18～29歳 (700)

30～39歳 (661)

40～49歳 (848)

50～59歳 (774)

60～69歳 (725)

70～79歳 (771)

80歳以上 (521)

男性18～29歳 (358)

男性30～39歳 (337)

男性40～49歳 (429)

男性50～59歳 (387)

男性60～69歳 (356)

男性70～79歳 (353)

男性80歳以上 (197)

女性18～29歳 (342)

女性30～39歳 (324)

女性40～49歳 (419)

女性50～59歳 (387)

女性60～69歳 (369)

女性70～79歳 (418)

女性80歳以上 (324)

北海道 (211)

東北 (343)

北関東・甲信 (384)

南関東 (1,472)

北陸 (204)

東海 (586)

近畿 (812)

中国 (284)

四国 (149)

九州・沖縄 (555)

2％未満の数値ラベルは非表示

性別

年代別

男性
年代別

女性
年代別

居住
地方別

20.1

19.1

21.0

13.6

13.6

15.2

18.0

21.4

30.5

30.9

12.6

11.3

14.9

17.3

21.9

29.7

33.0

14.6

16.0

15.5

18.6

20.9

31.1

29.6

24.6

19.8

18.8

19.4

23.5

22.5

19.7

21.8

18.1

17.5

9.9

9.8

9.9

12.1

10.6

10.5

11.5

8.3

7.8

7.7

12.6

11.9

11.2

11.1

4.5

8.5

7.6

11.7

9.3

9.8

11.9

11.9

7.2

7.7

7.1

11.7

8.3

10.1

10.8

9.9

10.5

7.0

11.4

9.9

33.7

36.5

31.1

32.3

32.2

35.1

31.8

34.6

35.3

34.5

34.4

35.0

37.8

34.6

36.8

38.0

40.6

30.1

29.3

32.5

28.9

32.5

33.0

30.9

30.8

31.5

36.5

34.2

30.4

31.9

32.0

37.0

37.6

36.0

36.3

34.6

38.0

42.0

43.6

39.2

38.8

35.7

26.5

26.9

40.5

41.8

36.1

37.0

36.8

23.8

18.8

43.6

45.4

42.2

40.6

34.7

28.7

31.8

37.4

37.0

36.5

36.3

35.3

35.7

37.8

34.2

32.9

36.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

そのような勧誘が増えたと感じる そのような勧誘は減ったと感じる

そのような勧誘があるとは、これまで感じたことはない そのような勧誘があるかどうかは、よく分からない
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５_寄附の勧誘を受けた経験（少額寄附）           
 
■ 少額寄附（⼀回当たりの⾦額が 300 円未満の寄附）の勧誘を受けた経験について､「勧誘を受

けたことはなく、寄附したこともない」と回答した者は 3,006 ⼈（60.1％（当該設問の回答
者全体に対する割合。以下同じ。））であり、最も多かった。 
「寄附したことはあるが、勧誘を受けたことはない」と回答した者は 1,005 ⼈（20.1％）で
あり、「勧誘を受けて、寄附をしたことがある」と回答した者は 579 ⼈（11.6％）であり、「寄
附したことはないが、勧誘を受けたことがある」と回答した者は 410 ⼈（8.2％）であった。 

 
 
【Ｑ４_１】あなたの、これまでに受けた少額寄附の勧誘について、該当するものを 1 つ選択して
ください。 （単⼀回答） 

 

寄附したことはあ

るが、勧誘を受け

たことはない

20.1%

勧誘を受けて、寄附

をしたことがある

11.6%

寄附したことはな

いが、勧誘を受け

たことがある

8.2%

勧誘を受けたこ

とはなく、寄附し

たこともない

60.1%

n=5,000
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全体 (5,000)

男性 (2,417)

女性 (2,583)

18～29歳 (700)

30～39歳 (661)

40～49歳 (848)

50～59歳 (774)

60～69歳 (725)

70～79歳 (771)

80歳以上 (521)

男性18～29歳 (358)

男性30～39歳 (337)

男性40～49歳 (429)

男性50～59歳 (387)

男性60～69歳 (356)

男性70～79歳 (353)

男性80歳以上 (197)

女性18～29歳 (342)

女性30～39歳 (324)

女性40～49歳 (419)

女性50～59歳 (387)

女性60～69歳 (369)

女性70～79歳 (418)

女性80歳以上 (324)

北海道 (211)

東北 (343)

北関東・甲信 (384)

南関東 (1,472)

北陸 (204)

東海 (586)

近畿 (812)

中国 (284)

四国 (149)

九州・沖縄 (555)

2％未満の数値ラベルは非表示

居住
地方別

性別

年代別

男性
年代別

女性
年代別

20.1

17.1

22.9

12.3

9.8

13.4

19.1

24.1

31.3

33.8

13.4

7.4

12.6

19.4

19.9

23.5

29.4

11.1

12.3

14.3

18.9

28.2

37.8

36.4

25.1

21.0

20.8

19.6

22.1

19.6

19.1

18.7

17.4

21.3

11.6

9.9

13.1

7.4

7.4

10.4

12.8

12.4

16.0

15.0

7.5

7.7

8.4

9.0

9.0

16.4

13.2

7.3

7.1

12.4

16.5

15.7

15.6

16.0

9.0

10.8

12.2

10.1

14.2

13.1

9.7

16.9

16.8

12.4

8.2

10.0

6.5

9.7

8.8

9.0

7.1

7.7

6.7

8.6

10.9

9.8

11.7

7.8

9.3

9.1

12.7

8.5

7.7

6.2

6.5

6.2

4.8

6.2

8.1

8.5

7.8

8.1

7.8

9.0

8.1

9.5

9.4

7.0

60.1

62.9

57.5

70.6

74.0

67.2

61.0

55.7

46.0

42.6

68.2

75.1

67.4

63.8

61.8

51.0

44.7

73.1

72.8

67.1

58.1

49.9

41.9

41.4

57.8

59.8

59.1

62.2

55.9

58.2

63.1

54.9

56.4

59.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

寄附したことはあるが、勧誘を受けたことはない 勧誘を受けて、寄附をしたことがある

寄附したことはないが、勧誘を受けたことがある 勧誘を受けたことはなく、寄附したこともない
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６_寄附の勧誘を受けた経験（相当額寄附）          
 
■ 相当額寄附（「少額寄附」を除く全ての寄附）の勧誘を受けた経験について､「勧誘を受けた

ことはなく、寄附したこともない」と回答した者は 3,631 ⼈（72.6％（当該設問の回答者全
体に対する割合。以下同じ。））であり、最も多かった。 
「寄附したことはあるが、勧誘を受けたことはない」と回答した者は 557 ⼈（11.1％）であ
り、「寄附したことはないが、勧誘を受けたことがある」と回答した者は 436 ⼈（8.7％）で
あり、「勧誘を受けて、寄附をしたことがある」と回答した者は 376 ⼈（7.5％）であった。 

 
 
【Ｑ４_２】あなたの、これまでに受けた相当額寄附の勧誘について、該当するものを 1 つ選択し
てください。 （単⼀回答） 

 

寄附したことはあるが、

勧誘を受けたことはない

11.1%

勧誘を受けて、寄附

をしたことがある

7.5%

寄附したこと

はないが、勧

誘を受けた

ことがある

8.7%
勧誘を受けたことはなく、

寄附したこともない

72.6%

n=5,000
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全体 (5,000)

男性 (2,417)

女性 (2,583)

18～29歳 (700)

30～39歳 (661)

40～49歳 (848)

50～59歳 (774)

60～69歳 (725)

70～79歳 (771)

80歳以上 (521)

男性18～29歳 (358)

男性30～39歳 (337)

男性40～49歳 (429)

男性50～59歳 (387)

男性60～69歳 (356)

男性70～79歳 (353)

男性80歳以上 (197)

女性18～29歳 (342)

女性30～39歳 (324)

女性40～49歳 (419)

女性50～59歳 (387)

女性60～69歳 (369)

女性70～79歳 (418)

女性80歳以上 (324)

北海道 (211)

東北 (343)

北関東・甲信 (384)

南関東 (1,472)

北陸 (204)

東海 (586)

近畿 (812)

中国 (284)

四国 (149)

九州・沖縄 (555)

2％未満の数値ラベルは非表示

居住
地方別

性別

年代別

男性
年代別

女性
年代別

11.1

9.1

13.0

4.9

4.7

7.4

9.8

14.8

17.4

21.5

6.1

4.2

5.8

8.3

13.5

13.6

16.2

3.5

5.2

9.1

11.4

16.0

20.6

24.7

12.3

11.4

14.6

11.3

12.3

10.6

9.4

7.4

12.8

11.9

7.5

6.9

8.1

5.0

3.8

6.3

6.3

9.1

11.9

10.7

5.6

5.0

6.1

4.4

8.1

10.2

10.7

4.4

2.5

6.4

8.3

10.0

13.4

10.8

4.7

9.3

10.2

6.0

13.2

7.0

7.0

9.5

9.4

7.2

8.7

10.2

7.4

10.6

7.7

8.6

10.1

6.8

8.7

8.4

12.6

8.6

10.5

10.9

7.3

10.5

11.2

8.5

6.8

6.7

9.3

6.2

7.2

6.8

5.7

9.0

7.6

8.8

6.9

10.2

7.9

13.4

9.4

7.9

72.6

73.8

71.5

79.6

83.8

77.7

73.8

69.4

62.0

59.3

75.7

82.2

77.6

76.5

71.1

65.7

61.9

83.6

85.5

77.8

71.1

67.8

58.9

57.7

77.3

70.3

67.7

73.8

67.6

72.2

75.7

69.7

68.5

73.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

寄附したことはあるが、勧誘を受けたことはない 勧誘を受けて、寄附をしたことがある

寄附したことはないが、勧誘を受けたことがある 勧誘を受けたことはなく、寄附したこともない
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７_勧誘を受けて⾏った相当額寄附の総額           
 
■ 勧誘を受けて⾏った相当額寄附のこれまでの総額について､「1,000 円以上〜１万円未満」と

回答した者は 131 ⼈（34.8％（当該設問の回答者全体に対する割合。以下同じ。））であり、
最も多かった。 
「1,000 円未満」と回答した者は 121 ⼈（32.2％）であり、「１万円以上〜５万円未満」と回
答した者は 56 ⼈（14.9％）であった。 

 
 
【Ｑ５_１】勧誘を受けて⾏った相当額寄附のこれまでの総額について、該当するものを 1 つ選択
してください。※例えば、寄附したものが不動産など⾦銭でない場合は、⾦銭に換算し、その結
果、おおむね該当するものを選択してください。 （単⼀回答） 
※この設問は、Ｑ４_２において、「勧誘を受けて、寄附をしたことがある」と回答した者（376 人）を対象として

いる。 

 

1,000円未満

1,000円以上～1万円未満

1万円以上～5万円未満

5万円以上～10万円未満

10万円以上～30万円未満

30万円以上～50万円未満

50万円以上～100万円未満

100万円以上～300万円未満

300万円以上～500万円未満

500万円以上～1,000万円未満

1,000万円以上～3,000万円未満

3,000万円以上～5,000万円未満

5,000万円以上～1億円未満

1億円以上

わからない・覚えていない

32.2

34.8

14.9

3.2

4.3

1.9

0.5

0.8

-

0.3

1.1

0.3

0.5

-

5.3

0% 10% 20% 30% 40%

n=376 
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n=

1
,
0
0
0
円
未
満

1
,
0
0
0
円
以
上
˜
1
万

円
未
満

1
万
円
以
上
˜
5
万
円
未
満

5
万
円
以
上
˜
1
0
万
円
未

満 1
0
万
円
以
上
˜
3
0
万
円

未
満

3
0
万
円
以
上
˜
5
0
万
円

未
満

5
0
万
円
以
上
˜
1
0
0
万

円
未
満

1
0
0
万
円
以
上
˜
3
0
0

万
円
未
満

3
0
0
万
円
以
上
˜
5
0
0

万
円
未
満

5
0
0
万
円
以
上
˜

1
,
0
0
0
万
円
未
満

1
,
0
0
0
万
円
以
上
˜

3
,
0
0
0
万
円
未
満

3
,
0
0
0
万
円
以
上
˜

5
,
0
0
0
万
円
未
満

5
,
0
0
0
万
円
以
上
˜
1

億
円
未
満

1
億
円
以
上

わ
か
ら
な
い
・
覚
え
て
い
な

い

全体 376 32.2 34.8 14.9 3.2 4.3 1.9 0.5 0.8 - 0.3 1.1 0.3 0.5 - 5.3 
男性 166 22.9 36.1 17.5 4.8 5.4 1.8 - 1.8 - 0.6 1.8 - 1.2 - 6.0 
女性 210 39.5 33.8 12.9 1.9 3.3 1.9 1.0 - - - 0.5 0.5 - - 4.8 
18～29歳 35 22.9 17.1 25.7 5.7 8.6 2.9 2.9 - - - 5.7 - 2.9 - 5.7 
30～39歳 25 24.0 24.0 12.0 4.0 8.0 8.0 - 4.0 - 4.0 - 4.0 4.0 - 4.0 
40～49歳 53 26.4 39.6 11.3 5.7 5.7 1.9 1.9 3.8 - - 3.8 - - - - 
50～59歳 49 36.7 40.8 18.4 - 2.0 2.0 - - - - - - - - - 
60～69歳 66 37.9 37.9 16.7 - - - - - - - - - - - 7.6 
70～79歳 92 37.0 32.6 10.9 3.3 6.5 1.1 - - - - - - - - 8.7 
80歳以上 56 28.6 41.1 14.3 5.4 1.8 1.8 - - - - - - - - 7.1 
男性18～29歳 20 10.0 20.0 40.0 - 10.0 - - - - - 5.0 - 5.0 - 10.0 
男性30～39歳 17 17.6 29.4 5.9 5.9 11.8 5.9 - 5.9 - 5.9 - - 5.9 - 5.9 
男性40～49歳 26 23.1 26.9 11.5 11.5 7.7 3.8 - 7.7 - - 7.7 - - - - 
男性50～59歳 17 17.6 52.9 23.5 - 5.9 - - - - - - - - - - 
男性60～69歳 29 37.9 37.9 13.8 - - - - - - - - - - - 10.3 
男性70～79歳 36 30.6 33.3 16.7 8.3 5.6 2.8 - - - - - - - - 2.8 
男性80歳以上 21 9.5 57.1 14.3 4.8 - - - - - - - - - - 14.3 
女性18～29歳 15 40.0 13.3 6.7 13.3 6.7 6.7 6.7 - - - 6.7 - - - - 
女性30～39歳 8 37.5 12.5 25.0 - - 12.5 - - - - - 12.5 - - - 
女性40～49歳 27 29.6 51.9 11.1 - 3.7 - 3.7 - - - - - - - - 
女性50～59歳 32 46.9 34.4 15.6 - - 3.1 - - - - - - - - - 
女性60～69歳 37 37.8 37.8 18.9 - - - - - - - - - - - 5.4 
女性70～79歳 56 41.1 32.1 7.1 - 7.1 - - - - - - - - - 12.5 
女性80歳以上 35 40.0 31.4 14.3 5.7 2.9 2.9 - - - - - - - - 2.9 
北海道 10 40.0 10.0 20.0 - - 10.0 10.0 - - - - - - - 10.0 
東北 32 43.8 37.5 3.1 9.4 3.1 - - - - - - - - - 3.1 
北関東・甲信 39 30.8 30.8 20.5 - 2.6 - - - - - - 2.6 2.6 - 10.3 
南関東 89 36.0 29.2 14.6 2.2 5.6 1.1 - 2.2 - 1.1 3.4 - - - 4.5 
北陸 27 40.7 22.2 25.9 3.7 3.7 - - - - - 3.7 - - - - 
東海 41 29.3 34.1 12.2 2.4 4.9 2.4 - 2.4 - - - - 2.4 - 9.8 
近畿 57 24.6 42.1 17.5 1.8 5.3 5.3 - - - - - - - - 3.5 
中国 27 25.9 51.9 11.1 3.7 3.7 - - - - - - - - - 3.7 
四国 14 14.3 57.1 14.3 7.1 - - 7.1 - - - - - - - - 
九州・沖縄 40 32.5 35.0 12.5 5.0 5.0 2.5 - - - - - - - - 7.5 

居住
地方別

性別

年代別

男性
年代別

女性
年代別

32.2 
34.8 

14.9 

3.2 4.3 
1.9 0.5 0.8 - 0.3 1.1 0.3 0.5 -

5.3 

0%

10%

20%

30%

40%
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８_勧誘を受けて⾏った相当額寄附の１回当たりの最⾼額    
 
■ 勧誘を受けて⾏った相当額寄附の１回当たりの最⾼額について､「1,000 円未満」と回答した

者は 155 ⼈（41.2％（当該設問の回答者全体に対する割合。以下同じ。））であり、最も多か
った。 
「1,000 円以上〜１万円未満」と回答した者は 136 ⼈（36.2％）であり、「１万円以上〜５万
円未満」と回答した者は 40 ⼈（10.6％）であった。 

 
 
【Ｑ５_２】勧誘を受けて⾏った相当額寄附の 1 回当たりの最⾼額について、該当するものを 1 つ
選択してください。※例えば、寄附したものが不動産など⾦銭でない場合は、⾦銭に換算し、そ
の結果、おおむね該当するものを選択してください。 （単⼀回答） 
※この設問は、Ｑ４_２において、「勧誘を受けて、寄附をしたことがある」と回答した者（376 人）を対象として

いる。 

 

 
 

1,000円未満

1,000円以上～1万円未満

1万円以上～5万円未満

5万円以上～10万円未満

10万円以上～30万円未満

30万円以上～50万円未満

50万円以上～100万円未満

100万円以上～300万円未満

300万円以上～500万円未満

500万円以上～1,000万円未満

1,000万円以上～3,000万円未満

3,000万円以上～5,000万円未満

5,000万円以上～1億円未満

1億円以上

わからない・覚えていない

41.2

36.2

10.6

3.7

1.9

0.3

0.5

0.8

0.3

0.5

0.3

0.3

0.3

-

3.2

0% 10% 20% 30% 40% 50%

n=376 
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n=

1
,
0
0
0
円
未
満

1
,
0
0
0
円
以
上
˜
1
万

円
未
満

1
万
円
以
上
˜
5
万
円
未
満

5
万
円
以
上
˜
1
0
万
円
未

満 1
0
万
円
以
上
˜
3
0
万
円

未
満

3
0
万
円
以
上
˜
5
0
万
円

未
満

5
0
万
円
以
上
˜
1
0
0
万

円
未
満

1
0
0
万
円
以
上
˜
3
0
0

万
円
未
満

3
0
0
万
円
以
上
˜
5
0
0

万
円
未
満

5
0
0
万
円
以
上
˜

1
,
0
0
0
万
円
未
満

1
,
0
0
0
万
円
以
上
˜

3
,
0
0
0
万
円
未
満

3
,
0
0
0
万
円
以
上
˜

5
,
0
0
0
万
円
未
満

5
,
0
0
0
万
円
以
上
˜
1

億
円
未
満

1
億
円
以
上

わ
か
ら
な
い
・
覚
え
て
い
な

い

全体 376 41.2 36.2 10.6 3.7 1.9 0.3 0.5 0.8 0.3 0.5 0.3 0.3 0.3 - 3.2 
男性 166 33.7 38.6 13.9 3.6 3.0 - 0.6 1.8 0.6 0.6 - 0.6 0.6 - 2.4 
女性 210 47.1 34.3 8.1 3.8 1.0 0.5 0.5 - - 0.5 0.5 - - - 3.8 
18～29歳 35 28.6 14.3 22.9 11.4 5.7 2.9 2.9 - - 2.9 - - 2.9 - 5.7 
30～39歳 25 36.0 24.0 20.0 4.0 - - 4.0 4.0 - - 4.0 4.0 - - - 
40～49歳 53 34.0 37.7 7.5 9.4 3.8 - - 3.8 1.9 1.9 - - - - - 
50～59歳 49 53.1 28.6 14.3 - 4.1 - - - - - - - - - - 
60～69歳 66 50.0 39.4 7.6 - - - - - - - - - - - 3.0 
70～79歳 92 44.6 37.0 9.8 3.3 1.1 - - - - - - - - - 4.3 
80歳以上 56 32.1 55.4 3.6 1.8 - - - - - - - - - - 7.1 
男性18～29歳 20 15.0 20.0 35.0 5.0 10.0 - - - - - - - 5.0 - 10.0 
男性30～39歳 17 35.3 23.5 23.5 - - - 5.9 5.9 - - - 5.9 - - - 
男性40～49歳 26 30.8 30.8 3.8 11.5 7.7 - - 7.7 3.8 3.8 - - - - - 
男性50～59歳 17 35.3 41.2 17.6 - 5.9 - - - - - - - - - - 
男性60～69歳 29 51.7 41.4 6.9 - - - - - - - - - - - - 
男性70～79歳 36 41.7 38.9 13.9 5.6 - - - - - - - - - - - 
男性80歳以上 21 14.3 71.4 4.8 - - - - - - - - - - - 9.5 
女性18～29歳 15 46.7 6.7 6.7 20.0 - 6.7 6.7 - - 6.7 - - - - - 
女性30～39歳 8 37.5 25.0 12.5 12.5 - - - - - - 12.5 - - - - 
女性40～49歳 27 37.0 44.4 11.1 7.4 - - - - - - - - - - - 
女性50～59歳 32 62.5 21.9 12.5 - 3.1 - - - - - - - - - - 
女性60～69歳 37 48.6 37.8 8.1 - - - - - - - - - - - 5.4 
女性70～79歳 56 46.4 35.7 7.1 1.8 1.8 - - - - - - - - - 7.1 
女性80歳以上 35 42.9 45.7 2.9 2.9 - - - - - - - - - - 5.7 
北海道 10 50.0 20.0 10.0 - 10.0 - 10.0 - - - - - - - - 
東北 32 53.1 37.5 3.1 3.1 - - - - - - - - - - 3.1 
北関東・甲信 39 48.7 30.8 12.8 - - - - - - - 2.6 2.6 - - 2.6 
南関東 89 40.4 30.3 14.6 1.1 2.2 - 1.1 2.2 1.1 2.2 - - - - 4.5 
北陸 27 44.4 33.3 11.1 7.4 3.7 - - - - - - - - - - 
東海 41 43.9 29.3 7.3 4.9 4.9 - - 2.4 - - - - 2.4 - 4.9 
近畿 57 29.8 43.9 14.0 3.5 1.8 1.8 - - - - - - - - 5.3 
中国 27 33.3 55.6 11.1 - - - - - - - - - - - - 
四国 14 28.6 50.0 7.1 14.3 - - - - - - - - - - - 
九州・沖縄 40 45.0 37.5 5.0 10.0 - - - - - - - - - - 2.5 

居住
地方別

性別

年代別

男性
年代別

女性
年代別

41.2 
36.2 

10.6 

3.7 1.9 0.3 0.5 0.8 0.3 0.5 0.3 0.3 0.3 -
3.2 

0%

10%

20%

30%

40%

50%
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９_勧誘を受けて⾏った相当額寄附の寄附先の法⼈        
 

■ 勧誘を受けて⾏った相当額寄附の寄附先の法⼈について､「勧誘を受けて寄附したことは複数
回あり、その寄附先は、毎回同じ特定の法⼈である」と回答した者は 122 ⼈（32.4％（当該
設問の回答者全体に対する割合。以下同じ。））であり、最も多かった。 
「勧誘を受けて寄附したことは複数回あり、その寄附先も複数である」と回答した者は 118
⼈（31.4％）であり、「勧誘を受けて寄附したことは、1 回限りである」と回答した者は 87 ⼈
（23.1％）であり、「勧誘を受けて寄附したことは記憶しているが、その回数や寄附先は覚え
ていない」と回答した者は 49 ⼈（13.0％）であった。 

 
 
【Ｑ６_１】勧誘を受けて⾏った相当額寄附について、当該寄附先の法⼈に関し、該当するものを
1 つ選択してください。 （単⼀回答） 
※この設問は、Ｑ４_２において、「勧誘を受けて、寄附をしたことがある」と回答した者（376 人）を対象として

いる。 

  

勧誘を受けて寄附した

ことは、1回限りである

23.1%

勧誘を受けて寄附したことは

複数回あり、その寄附先は、

毎回同じ特定の法人である

32.4%

勧誘を受けて寄附した

ことは複数回あり、その

寄附先も複数である

31.4%

勧誘を受けて寄

附したことは記憶

しているが、その

回数や寄附先は

覚えていない

13.0%

n=376
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全体 (376)

男性 (166)

女性 (210)

18～29歳 (35)

30～39歳 (25)

40～49歳 (53)

50～59歳 (49)

60～69歳 (66)

70～79歳 (92)

80歳以上 (56)

男性18～29歳 (20)

男性30～39歳 (17)

男性40～49歳 (26)

男性50～59歳 (17)

男性60～69歳 (29)

男性70～79歳 (36)

男性80歳以上 (21)

女性18～29歳 (15)

女性30～39歳 (8)

女性40～49歳 (27)

女性50～59歳 (32)

女性60～69歳 (37)

女性70～79歳 (56)

女性80歳以上 (35)

北海道 (10)

東北 (32)

北関東・甲信 (39)

南関東 (89)

北陸 (27)

東海 (41)

近畿 (57)

中国 (27)

四国 (14)

九州・沖縄 (40)

2％未満の数値ラベルは非表示

性別

年代別

男性
年代別

女性
年代別

居住
地方別

23.1

22.9

23.3

31.4

24.0

28.3

24.5

19.7

20.7

19.6

25.0

23.5

19.2

29.4

20.7

22.2

23.8

40.0

25.0

37.0

21.9

18.9

19.6

17.1

20.0

37.5

15.4

25.8

22.2

26.8

19.3

18.5

7.1

25.0

32.4

36.7

29.0

31.4

48.0

34.0

26.5

22.7

33.7

39.3

25.0

52.9

34.6

41.2

20.7

41.7

47.6

40.0

37.5

33.3

18.8

24.3

28.6

34.3

50.0

18.8

41.0

30.3

29.6

29.3

38.6

25.9

42.9

32.5

31.4

28.9

33.3

34.3

24.0

24.5

30.6

42.4

30.4

28.6

45.0

23.5

34.6

11.8

41.4

25.0

14.3

20.0

25.0

14.8

40.6

43.2

33.9

37.1

20.0

28.1

25.6

28.1

37.0

34.1

29.8

51.9

28.6

32.5

13.0

11.4

14.3

2.9

4.0

13.2

18.4

15.2

15.2

12.5

5.0

11.5

17.6

17.2

11.1

14.3

12.5

14.8

18.8

13.5

17.9

11.4

10.0

15.6

17.9

15.7

11.1

9.8

12.3

3.7

21.4

10.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

勧誘を受けて寄附したことは、1回限りである

勧誘を受けて寄附したことは複数回あり、その寄附先は、毎回同じ特定の法人である

勧誘を受けて寄附したことは複数回あり、その寄附先も複数である

勧誘を受けて寄附したことは記憶しているが、その回数や寄附先は覚えていない
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10_勧誘を受けて⾏った相当額寄附の寄附時期         
 
■ 勧誘を受けて⾏った相当額寄附の寄附時期について､「勧誘を受けて寄附した時期については、

全て 3 年以上前のことである」と回答した者は 131 ⼈（34.8％（当該設問の回答者全体に対
する割合。以下同じ。））であり、最も多かった。 
「勧誘を受けて寄附した時期については、３年以上前のものが多いといえる」と回答した者
は 114 ⼈（30.3％）であり、「勧誘を受けて寄附した時期については、ここ１〜２年のものが
多いといえる」と回答した者は 76 ⼈（20.2％）であり、「勧誘を受けて寄附した時期につい
ては、全てここ１〜２年のことである」と回答した者は 55 ⼈（14.6％）であった。 

 
 
【Ｑ６_２】勧誘を受けて⾏った相当額寄附について、当該寄附の時期に関し、該当するものを 1
つ選択してください。 （単⼀回答） 
※この設問は、Ｑ４_２において、「勧誘を受けて、寄附をしたことがある」と回答した者（376 人）を対象として

いる。 

 

勧誘を受けて寄附

した時期について

は、全てここ1～2

年のことである

14.6%

勧誘を受けて寄附した時

期については、ここ1～2年

のものが多いといえる

20.2%

勧誘を受けて寄附した時

期については、3年以上

前のものが多いといえる

30.3%

勧誘を受けて寄附

した時期について

は、全て3年以上

前のことである

34.8%

n=376
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全体 (376)

男性 (166)

女性 (210)

18～29歳 (35)

30～39歳 (25)

40～49歳 (53)

50～59歳 (49)

60～69歳 (66)

70～79歳 (92)

80歳以上 (56)

男性18～29歳 (20)

男性30～39歳 (17)

男性40～49歳 (26)

男性50～59歳 (17)

男性60～69歳 (29)

男性70～79歳 (36)

男性80歳以上 (21)

女性18～29歳 (15)

女性30～39歳 (8)

女性40～49歳 (27)

女性50～59歳 (32)

女性60～69歳 (37)

女性70～79歳 (56)

女性80歳以上 (35)

北海道 (10)

東北 (32)

北関東・甲信 (39)

南関東 (89)

北陸 (27)

東海 (41)

近畿 (57)

中国 (27)

四国 (14)

九州・沖縄 (40)

2％未満の数値ラベルは非表示

性別

年代別

男性
年代別

女性
年代別

居住
地方別

14.6

16.9

12.9

17.1

16.0

15.1

10.2

22.7

13.0

8.9

20.0

11.8

11.5

5.9

31.0

19.4

9.5

13.3

25.0

18.5

12.5

16.2

8.9

8.6

10.0

21.9

17.9

10.1

18.5

12.2

15.8

7.4

14.3

20.0

20.2

26.5

15.2

40.0

32.0

30.2

12.2

7.6

18.5

17.9

55.0

41.2

38.5

17.6

3.4

22.2

19.0

20.0

12.5

22.2

9.4

10.8

16.1

17.1

20.0

18.8

28.2

18.0

18.5

26.8

17.5

18.5

7.1

22.5

30.3

31.9

29.0

34.3

36.0

17.0

22.4

33.3

29.3

42.9

25.0

41.2

26.9

17.6

37.9

30.6

42.9

46.7

25.0

7.4

25.0

29.7

28.6

42.9

40.0

25.0

15.4

29.2

48.1

34.1

33.3

33.3

42.9

22.5

34.8

24.7

42.9

8.6

16.0

37.7

55.1

36.4

39.1

30.4

5.9

23.1

58.8

27.6

27.8

28.6

20.0

37.5

51.9

53.1

43.2

46.4

31.4

30.0

34.4

38.5

42.7

14.8

26.8

33.3

40.7

35.7

35.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

勧誘を受けて寄附した時期については、全てここ1～2年のことである

勧誘を受けて寄附した時期については、ここ1～2年のものが多いといえる

勧誘を受けて寄附した時期については、3年以上前のものが多いといえる

勧誘を受けて寄附した時期については、全て3年以上前のことである
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11_寄附の勧誘⽅法（少額寄附）               
 
■ これまでに体験した少額寄附の勧誘⽅法について､「街頭での呼びかけ（資料を配布された場

合も含みます）」と回答した者は 467 ⼈（47.2％（当該設問の回答者全体に対する割合。以下
同じ。））であり、最も多かった。 
「⼾別訪問」と回答した者は 234 ⼈（23.7％）であり、「職場・学校での呼びかけ（資料を配
布された場合も含みます）」と回答した者は 229 ⼈（23.2％）であった。 

■ なお、「その他」と回答した者は 64 ⼈（6.5％）であったが、その具体的な内容について⾃
由記述形式で回答を求めたところ、寄せられたもののほとんどが、「町内会・⾃治会からの
勧誘」であった。 

 
 
【Ｑ７_１】ご⾃⾝が体験した少額寄附の勧誘⽅法について、該当するものがあれば全て選択して
ください。 （複数回答） 
※この設問は、Ｑ４_１において、「勧誘を受けて、寄附をしたことがある」、「寄附したことはないが、勧誘を受け

たことがある」のいずれかを回答した者（989 人）を対象としている。 

 

街頭での呼びかけ(資料を配布された
場合も含みます)

戸別訪問

職場・学校での呼びかけ(資料を配布
された場合も含みます)

行事やイベントに参加した際

インターネット(ホームページ、バナー
広告、ポップアップ広告など)

郵便(手紙、書面)

家族や知人からの紹介

SNS(ダイレクトメール、ダイレクトメッ
セージも含みます)

テレビ・ラジオ

電話

会議室や事務所等の特定の場所に招
かれた際

新聞・雑誌

その他

47.2

23.7

23.2

18.8

13.7

9.6

8.9

7.3

5.7

5.5

3.7

3.1

6.5
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n=989 
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新
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・
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そ
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全体 989 47.2 23.7 23.2 18.8 13.7 9.6 8.9 7.3 5.7 5.5 3.7 3.1 6.5 
男性 482 44.8 23.7 21.2 18.3 18.0 13.9 6.6 9.3 7.1 7.3 4.8 3.9 5.0 
女性 507 49.5 23.7 25.0 19.3 9.5 5.5 11.0 5.3 4.3 3.7 2.8 2.4 7.9 
18～29歳 120 39.2 9.2 24.2 12.5 19.2 10.8 8.3 11.7 7.5 6.7 6.7 5.0 0.8 
30～39歳 107 47.7 14.0 29.0 15.9 12.1 5.6 2.8 8.4 2.8 8.4 9.3 3.7 2.8 
40～49歳 164 45.1 27.4 28.7 15.2 13.4 4.9 12.2 9.8 6.1 6.1 3.0 3.0 1.8 
50～59歳 154 51.3 26.0 30.5 20.1 11.7 7.1 8.4 5.2 6.5 3.2 1.9 1.3 9.7 
60～69歳 146 50.7 26.7 28.8 18.5 9.6 8.9 8.2 4.8 4.8 2.7 1.4 2.7 8.9 
70～79歳 175 52.6 29.1 12.6 21.1 14.9 14.3 8.6 4.6 5.1 5.1 3.4 2.9 8.6 
80歳以上 123 40.7 26.8 8.9 27.6 15.4 15.4 12.2 8.1 6.5 7.3 2.4 4.1 11.4 
男性18～29歳 66 31.8 12.1 25.8 15.2 16.7 13.6 7.6 16.7 9.1 7.6 7.6 6.1 1.5 
男性30～39歳 59 44.1 22.0 23.7 15.3 18.6 8.5 3.4 13.6 3.4 11.9 8.5 5.1 1.7 
男性40～49歳 86 47.7 29.1 23.3 16.3 15.1 5.8 11.6 10.5 7.0 9.3 4.7 3.5 2.3 
男性50～59歳 65 38.5 29.2 23.1 15.4 15.4 12.3 4.6 6.2 7.7 1.5 3.1 - 7.7 
男性60～69歳 65 53.8 27.7 30.8 12.3 15.4 15.4 4.6 3.1 6.2 4.6 1.5 6.2 4.6 
男性70～79歳 90 46.7 21.1 12.2 25.6 23.3 20.0 6.7 5.6 7.8 6.7 4.4 3.3 11.1 
男性80歳以上 51 51.0 23.5 9.8 27.5 21.6 23.5 5.9 11.8 7.8 9.8 3.9 3.9 3.9 
女性18～29歳 54 48.1 5.6 22.2 9.3 22.2 7.4 9.3 5.6 5.6 5.6 5.6 3.7 - 
女性30～39歳 48 52.1 4.2 35.4 16.7 4.2 2.1 2.1 2.1 2.1 4.2 10.4 2.1 4.2 
女性40～49歳 78 42.3 25.6 34.6 14.1 11.5 3.8 12.8 9.0 5.1 2.6 1.3 2.6 1.3 
女性50～59歳 89 60.7 23.6 36.0 23.6 9.0 3.4 11.2 4.5 5.6 4.5 1.1 2.2 11.2 
女性60～69歳 81 48.1 25.9 27.2 23.5 4.9 3.7 11.1 6.2 3.7 1.2 1.2 - 12.3 
女性70～79歳 85 58.8 37.6 12.9 16.5 5.9 8.2 10.6 3.5 2.4 3.5 2.4 2.4 5.9 
女性80歳以上 72 33.3 29.2 8.3 27.8 11.1 9.7 16.7 5.6 5.6 5.6 1.4 4.2 16.7 
北海道 36 47.2 19.4 22.2 22.2 16.7 13.9 8.3 8.3 8.3 8.3 2.8 5.6 2.8 
東北 66 37.9 36.4 22.7 16.7 19.7 9.1 7.6 9.1 4.5 4.5 6.1 - 9.1 
北関東・甲信 77 32.5 32.5 14.3 18.2 16.9 7.8 10.4 9.1 6.5 5.2 3.9 3.9 14.3 
南関東 268 49.3 17.2 23.5 22.0 12.3 11.9 9.3 7.1 6.0 4.9 5.6 4.5 4.5 
北陸 45 53.3 20.0 20.0 13.3 20.0 11.1 6.7 2.2 2.2 6.7 - 2.2 8.9 
東海 130 50.8 25.4 26.9 20.0 10.0 8.5 3.1 3.8 3.1 6.9 3.1 0.8 8.5 
近畿 145 44.8 24.1 18.6 20.7 14.5 6.2 9.0 7.6 4.8 5.5 3.4 4.1 4.1 
中国 75 40.0 24.0 21.3 8.0 13.3 8.0 13.3 6.7 8.0 4.0 1.3 1.3 9.3 
四国 39 56.4 12.8 28.2 15.4 5.1 15.4 5.1 10.3 5.1 5.1 2.6 2.6 7.7 
九州・沖縄 108 56.5 29.6 31.5 18.5 13.9 8.3 13.9 10.2 8.3 5.6 2.8 3.7 2.8 

居住
地方別

性別

年代別
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年代別
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12_寄附の勧誘⽅法（相当額寄附）              
 
■ これまでに体験した相当額寄附の勧誘⽅法について､「街頭での呼びかけ（資料を配布された

場合も含みます）」と回答した者は 267 ⼈（32.9％（当該設問の回答者全体に対する割合。以
下同じ。））であり、最も多かった。 
「⼾別訪問」と回答した者は 191 ⼈（23.5％）であり、「職場・学校での呼びかけ（資料を配
布された場合も含みます）」と回答した者は 139 ⼈（17.1％）であった。 

■ なお、「その他」と回答した者は 37 ⼈（4.6％）であったが、その具体的な内容について⾃由
記述形式で回答を求めたところ、寄せられた回答としては、「町内会・⾃治会からの勧誘」が
多かった。 

 
 
【Ｑ７_２】ご⾃⾝が体験した相当額寄附の勧誘⽅法について、該当するものがあれば全て選択し
てください。 （複数回答） 
※この設問は、Ｑ４_２において、「勧誘を受けて、寄附をしたことがある」、「寄附したことはないが、勧誘を受け

たことがある」のいずれかを回答した者（812 人）を対象としている。 

 

街頭での呼びかけ(資料を配布された
場合も含みます)

戸別訪問

職場・学校での呼びかけ(資料を配布
された場合も含みます)

行事やイベントに参加した際

郵便(手紙、書面)

インターネット(ホームページ、バナー
広告、ポップアップ広告など)

家族や知人からの紹介

SNS(ダイレクトメール、ダイレクトメッ
セージも含みます)

電話

テレビ・ラジオ

新聞・雑誌

会議室や事務所等の特定の場所に招
かれた際

その他

32.9

23.5

17.1

15.9

14.9

14.3

11.2

9.6

6.9

6.3

4.3

3.3

4.6

0% 10% 20% 30% 40%

n=812 

298



 

53 
 
 

 

  

n=

街
頭
で
の
呼
び
か
け

戸
別
訪
問

職
場
・
学
校
で
の
呼
び
か
け

行
事
や
イ
ベ
ン
ト
に
参
加
し

た
際

郵
便

イ
ン
タ
ー
ネ

ッ
ト

家
族
や
知
人
か
ら
の
紹
介

S
N
S

電
話

テ
レ
ビ
・
ラ
ジ
オ

新
聞
・
雑
誌

会
議
室
や
事
務
所
等
の
特
定

の
場
所
に
招
か
れ
た
際

そ
の
他

全体 812 32.9 23.5 17.1 15.9 14.9 14.3 11.2 9.6 6.9 6.3 4.3 3.3 4.6 
男性 412 31.8 22.8 16.7 16.7 17.0 18.4 9.7 12.9 8.3 8.0 5.8 4.1 3.4 
女性 400 34.0 24.3 17.5 15.0 12.8 10.0 12.8 6.3 5.5 4.5 2.8 2.5 5.8 
18～29歳 109 34.9 9.2 17.4 12.8 9.2 18.3 14.7 17.4 12.8 10.1 11.0 6.4 0.9 
30～39歳 76 42.1 19.7 15.8 9.2 11.8 11.8 5.3 17.1 10.5 7.9 5.3 3.9 1.3 
40～49歳 126 31.0 19.8 23.8 14.3 13.5 10.3 12.7 11.1 9.5 7.1 3.2 3.2 2.4 
50～59歳 127 35.4 26.8 22.0 20.5 13.4 13.4 10.2 5.5 3.1 6.3 2.4 2.4 2.4 
60～69歳 115 33.9 27.8 21.7 15.7 13.0 10.4 7.8 6.1 2.6 3.5 3.5 2.6 5.2 
70～79歳 159 31.4 28.3 11.9 16.4 20.1 15.1 13.2 6.9 5.0 5.0 1.3 3.1 8.2 
80歳以上 100 24.0 30.0 6.0 20.0 21.0 21.0 12.0 7.0 7.0 5.0 6.0 2.0 10.0 
男性18～29歳 65 30.8 10.8 18.5 12.3 9.2 21.5 15.4 18.5 12.3 12.3 16.9 9.2 1.5 
男性30～39歳 46 39.1 23.9 17.4 8.7 19.6 15.2 6.5 23.9 15.2 8.7 6.5 2.2 - 
男性40～49歳 71 29.6 21.1 25.4 18.3 12.7 12.7 9.9 16.9 12.7 9.9 2.8 4.2 4.2 
男性50～59歳 59 27.1 28.8 16.9 18.6 15.3 18.6 10.2 6.8 1.7 5.1 - 3.4 1.7 
男性60～69歳 55 38.2 23.6 18.2 14.5 14.5 9.1 3.6 5.5 3.6 5.5 5.5 1.8 5.5 
男性70～79歳 73 31.5 24.7 11.0 20.5 26.0 23.3 12.3 8.2 5.5 4.1 1.4 4.1 5.5 
男性80歳以上 43 27.9 30.2 7.0 23.3 23.3 30.2 7.0 11.6 7.0 11.6 9.3 2.3 4.7 
女性18～29歳 44 40.9 6.8 15.9 13.6 9.1 13.6 13.6 15.9 13.6 6.8 2.3 2.3 - 
女性30～39歳 30 46.7 13.3 13.3 10.0 - 6.7 3.3 6.7 3.3 6.7 3.3 6.7 3.3 
女性40～49歳 55 32.7 18.2 21.8 9.1 14.5 7.3 16.4 3.6 5.5 3.6 3.6 1.8 - 
女性50～59歳 68 42.6 25.0 26.5 22.1 11.8 8.8 10.3 4.4 4.4 7.4 4.4 1.5 2.9 
女性60～69歳 60 30.0 31.7 25.0 16.7 11.7 11.7 11.7 6.7 1.7 1.7 1.7 3.3 5.0 
女性70～79歳 86 31.4 31.4 12.8 12.8 15.1 8.1 14.0 5.8 4.7 5.8 1.2 2.3 10.5 
女性80歳以上 57 21.1 29.8 5.3 17.5 19.3 14.0 15.8 3.5 7.0 - 3.5 1.8 14.0 
北海道 22 36.4 9.1 13.6 9.1 13.6 18.2 9.1 13.6 4.5 4.5 4.5 - 4.5 
東北 63 27.0 33.3 14.3 6.3 12.7 14.3 7.9 15.9 7.9 3.2 1.6 4.8 3.2 
北関東・甲信 68 29.4 33.8 17.6 17.6 13.2 13.2 13.2 8.8 5.9 7.4 4.4 5.9 8.8 
南関東 219 37.4 17.4 19.2 17.4 14.2 16.0 12.8 8.2 7.8 7.3 5.9 5.0 3.2 
北陸 41 29.3 26.8 17.1 14.6 17.1 19.5 9.8 2.4 4.9 2.4 2.4 - 4.9 
東海 101 31.7 25.7 20.8 15.8 15.8 10.9 6.9 9.9 4.0 5.0 4.0 2.0 6.9 
近畿 121 29.8 23.1 14.0 21.5 15.7 9.9 11.6 11.6 7.4 5.0 3.3 3.3 4.1 
中国 65 24.6 23.1 13.8 10.8 15.4 10.8 13.8 4.6 9.2 4.6 1.5 3.1 3.1 
四国 28 35.7 21.4 21.4 21.4 10.7 10.7 7.1 14.3 - 3.6 3.6 - 7.1 
九州・沖縄 84 40.5 25.0 15.5 14.3 17.9 21.4 13.1 10.7 9.5 13.1 7.1 1.2 3.6 

居住
地方別

性別

年代別
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年代別
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13_寄附の勧誘に関する印象（少額寄附）           
 
■ これまでに受けた少額寄附の勧誘に関する印象について､「少なくとも困ったりどうして良い

か分からなくなるような勧誘を受けた記憶はない」と回答した者は 397 ⼈（40.1％（当該設
問の回答者全体に対する割合。以下同じ。））であり、最も多かった。 
「いずれも問題がない適切な勧誘だった」と回答した者は 256 ⼈（25.9％）であり、「困った
勧誘や⼾惑いどうして良いか分からなくなるような勧誘が少し（１〜２回程度）あった。そ
の時期は 3 年以上前のことだった」と回答した者は 129 ⼈（13.0％）であった。 

 
 
【Ｑ８_１】これまでに受けた少額寄附の勧誘に関するあなたの印象について、当てはまるものが
あれば、全て選択してください。 （複数回答） 
※この設問は、Ｑ４_１において、「勧誘を受けて、寄附をしたことがある」、「寄附したことはないが、勧誘を受け

たことがある」のいずれかを回答した者（989 人）を対象としている。 

 

 

いずれも問題がない適切な勧誘だった

少なくとも困ったりどうして良いか分から
なくなるような勧誘を受けた記憶はない

困った勧誘や戸惑いどうして良いか分か
らなくなるような勧誘が少し(1～2回程
度)あった。その時期はここ1～2年のこと

だった

困った勧誘や戸惑いどうして良いか分か
らなくなるような勧誘が少し(1～2回程
度)あった。その時期は3年以上前のこと

だった

困った勧誘や戸惑いどうして良いか分か
らなくなるような勧誘が多かった(3回以
上)。その時期はここ1～2年のことだった

困った勧誘や戸惑いどうして良いか分か
らなくなるような勧誘が多かった(3回以
上)。その時期は3年以上前のことだった

25.9
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いどうして良いか
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な勧誘が少し(1～
2回程度)あった。そ
の時期は3年以上

前のことだった

困った勧誘や戸惑
いどうして良いか

分からなくなるよう
な勧誘が多かった
(3回以上)。その時
期はここ1～2年の

ことだった

困った勧誘や戸惑
いどうして良いか

分からなくなるよう
な勧誘が多かった
(3回以上)。その時
期は3年以上前の

ことだった
全体 989 25.9 40.1 11.7 13.0 5.3 7.2 

男性 482 24.1 40.0 12.7 13.3 6.4 7.5 
女性 507 27.6 40.2 10.8 12.8 4.1 6.9 
18～29歳 120 20.0 25.8 20.8 22.5 9.2 11.7 
30～39歳 107 19.6 35.5 14.0 18.7 9.3 9.3 
40～49歳 164 26.2 40.9 13.4 9.8 5.5 6.7 
50～59歳 154 29.2 37.7 7.1 15.6 2.6 8.4 
60～69歳 146 28.1 42.5 8.9 11.0 5.5 6.2 
70～79歳 175 29.7 44.6 11.4 8.6 2.9 4.6 
80歳以上 123 24.4 51.2 8.1 8.9 4.1 4.9 
男性18～29歳 66 16.7 30.3 24.2 19.7 12.1 7.6 
男性30～39歳 59 23.7 25.4 15.3 20.3 8.5 13.6 
男性40～49歳 86 23.3 40.7 17.4 9.3 5.8 8.1 
男性50～59歳 65 26.2 41.5 7.7 15.4 3.1 6.2 
男性60～69歳 65 27.7 40.0 7.7 10.8 7.7 7.7 
男性70～79歳 90 28.9 46.7 7.8 11.1 3.3 4.4 
男性80歳以上 51 19.6 54.9 7.8 7.8 5.9 5.9 
女性18～29歳 54 24.1 20.4 16.7 25.9 5.6 16.7 
女性30～39歳 48 14.6 47.9 12.5 16.7 10.4 4.2 
女性40～49歳 78 29.5 41.0 9.0 10.3 5.1 5.1 
女性50～59歳 89 31.5 34.8 6.7 15.7 2.2 10.1 
女性60～69歳 81 28.4 44.4 9.9 11.1 3.7 4.9 
女性70～79歳 85 30.6 42.4 15.3 5.9 2.4 4.7 
女性80歳以上 72 27.8 48.6 8.3 9.7 2.8 4.2 
北海道 36 30.6 30.6 13.9 16.7 2.8 8.3 
東北 66 27.3 31.8 15.2 13.6 4.5 10.6 
北関東・甲信 77 29.9 45.5 7.8 7.8 6.5 6.5 
南関東 268 21.6 43.3 11.6 12.7 8.2 7.1 
北陸 45 13.3 51.1 17.8 20.0 2.2 - 
東海 130 26.2 30.0 15.4 15.4 5.4 10.8 
近畿 145 28.3 40.7 7.6 13.1 4.1 7.6 
中国 75 32.0 44.0 10.7 8.0 4.0 5.3 
四国 39 25.6 46.2 10.3 12.8 2.6 5.1 
九州・沖縄 108 28.7 38.9 12.0 13.9 2.8 5.6 
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14_寄附の勧誘に関する印象（相当額寄附）          
 
■ これまでに受けた相当額寄附の勧誘に関する印象について､「少なくとも困ったりどうして良

いか分からなくなるような勧誘を受けた記憶はない」と回答した者は 278 ⼈（34.2％（当該
設問の回答者全体に対する割合。以下同じ。））であり、最も多かった。 
「いずれも問題がない適切な勧誘だった」と回答した者は 184 ⼈（22.7％）であり、「困った
勧誘や⼾惑いどうして良いか分からなくなるような勧誘が少し（１〜２回程度）あった。そ
の時期は 3 年以上前のことだった」と回答した者は 177 ⼈（21.8％）であった。 

 
 
【Ｑ８_２】これまでに受けた相当額寄附の勧誘に関するあなたの印象について、当てはまるもの
があれば、全て選択してください。 （複数回答） 
※この設問は、Ｑ４_２において、「勧誘を受けて、寄附をしたことがある」、「寄附したことはないが、勧誘を受け

たことがある」のいずれかを回答した者（812 人）を対象としている。 

 

 

いずれも問題がない適切な勧誘だった

少なくとも困ったりどうして良いか分から
なくなるような勧誘を受けた記憶はない

困った勧誘や戸惑いどうして良いか分か
らなくなるような勧誘が少し(1～2回程
度)あった。その時期はここ1～2年のこと

だった

困った勧誘や戸惑いどうして良いか分か
らなくなるような勧誘が少し(1～2回程
度)あった。その時期は3年以上前のこと

だった

困った勧誘や戸惑いどうして良いか分か
らなくなるような勧誘が多かった(3回以
上)。その時期はここ1～2年のことだった

困った勧誘や戸惑いどうして良いか分か
らなくなるような勧誘が多かった(3回以
上)。その時期は3年以上前のことだった

22.7

34.2

11.7

21.8

6.3

6.9

0% 10% 20% 30% 40%

n=812 
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n=

いずれも問題がな
い適切な勧誘だっ

た

少なくとも困ったり
どうして良いか分
からなくなるような
勧誘を受けた記憶

はない

困った勧誘や戸惑
いどうして良いか

分からなくなるよう
な勧誘が少し(1～
2回程度)あった。そ
の時期はここ1～2

年のことだった

困った勧誘や戸惑
いどうして良いか

分からなくなるよう
な勧誘が少し(1～
2回程度)あった。そ
の時期は3年以上

前のことだった

困った勧誘や戸惑
いどうして良いか

分からなくなるよう
な勧誘が多かった
(3回以上)。その時
期はここ1～2年の

ことだった

困った勧誘や戸惑
いどうして良いか

分からなくなるよう
な勧誘が多かった
(3回以上)。その時
期は3年以上前の

ことだった
全体 812 22.7 34.2 11.7 21.8 6.3 6.9 

男性 412 20.9 33.3 12.9 21.1 7.8 8.0 
女性 400 24.5 35.3 10.5 22.5 4.8 5.8 
18～29歳 109 15.6 18.3 24.8 30.3 14.7 6.4 
30～39歳 76 10.5 36.8 14.5 26.3 9.2 5.3 
40～49歳 126 22.2 24.6 14.3 27.0 7.9 7.9 
50～59歳 127 22.0 36.2 7.1 23.6 5.5 7.9 
60～69歳 115 29.6 35.7 6.1 18.3 5.2 6.1 
70～79歳 159 26.4 42.1 9.4 17.6 0.6 6.3 
80歳以上 100 27.0 45.0 8.0 11.0 4.0 8.0 
男性18～29歳 65 12.3 18.5 23.1 30.8 21.5 7.7 
男性30～39歳 46 15.2 30.4 13.0 23.9 8.7 8.7 
男性40～49歳 71 28.2 21.1 16.9 23.9 7.0 8.5 
男性50～59歳 59 16.9 42.4 8.5 23.7 3.4 6.8 
男性60～69歳 55 27.3 32.7 5.5 18.2 7.3 9.1 
男性70～79歳 73 20.5 43.8 13.7 17.8 - 5.5 
男性80歳以上 43 25.6 48.8 4.7 4.7 7.0 11.6 
女性18～29歳 44 20.5 18.2 27.3 29.5 4.5 4.5 
女性30～39歳 30 3.3 46.7 16.7 30.0 10.0 - 
女性40～49歳 55 14.5 29.1 10.9 30.9 9.1 7.3 
女性50～59歳 68 26.5 30.9 5.9 23.5 7.4 8.8 
女性60～69歳 60 31.7 38.3 6.7 18.3 3.3 3.3 
女性70～79歳 86 31.4 40.7 5.8 17.4 1.2 7.0 
女性80歳以上 57 28.1 42.1 10.5 15.8 1.8 5.3 
北海道 22 27.3 18.2 4.5 31.8 18.2 4.5 
東北 63 23.8 33.3 11.1 23.8 4.8 4.8 
北関東・甲信 68 32.4 30.9 5.9 23.5 8.8 2.9 
南関東 219 20.5 33.3 14.2 20.5 8.2 9.1 
北陸 41 14.6 39.0 12.2 29.3 2.4 4.9 
東海 101 20.8 33.7 12.9 17.8 5.9 9.9 
近畿 121 20.7 39.7 9.1 21.5 5.0 6.6 
中国 65 29.2 33.8 10.8 16.9 4.6 6.2 
四国 28 10.7 46.4 10.7 21.4 - 10.7 
九州・沖縄 84 26.2 31.0 15.5 25.0 4.8 3.6 

居住
地方別

性別

年代別

男性
年代別

女性
年代別

22.7 

34.2 

11.7 

21.8 

6.3 6.9 

0%

10%

20%

30%

40%
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15_寄附との接点や関わりの程度（本⼈）           
 
■ 寄附することや寄附の勧誘を受けることについて、回答者本⼈との接点や関わりの程度を尋

ねたところ、「⾝近なこととは感じない」と回答した者は 1,969 ⼈（39.4％（当該設問の回答
者全体に対する割合。以下同じ。））であり、最も多かった。 
「⾝近なこととは全く感じない」と回答した者は 1,598 ⼈（32.0％）であり、「⾝近なことと
感じる」と回答した者は 1,236 ⼈（24.7％）であり、「かなり⾝近なことと感じる」と回答し
た者は 197 ⼈（3.9％）であった。 

 
 
【Ｑ９】寄附することや寄附の勧誘を受けることについて、あなたとの接点や関わりの程度とし
て当てはまるものを、1 つ選択してください。 （単⼀回答） 

 

かなり身近なことと感じる

3.9%

身近なことと感じる

24.7%

身近なこととは感じない

39.4%

身近なこととは

全く感じない

32.0%

n=5,000

304



 

59 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

全体 (5,000)

男性 (2,417)

女性 (2,583)

18～29歳 (700)

30～39歳 (661)

40～49歳 (848)

50～59歳 (774)

60～69歳 (725)

70～79歳 (771)

80歳以上 (521)

男性18～29歳 (358)

男性30～39歳 (337)

男性40～49歳 (429)

男性50～59歳 (387)

男性60～69歳 (356)

男性70～79歳 (353)

男性80歳以上 (197)

女性18～29歳 (342)

女性30～39歳 (324)

女性40～49歳 (419)

女性50～59歳 (387)

女性60～69歳 (369)

女性70～79歳 (418)

女性80歳以上 (324)

北海道 (211)

東北 (343)

北関東・甲信 (384)

南関東 (1,472)

北陸 (204)

東海 (586)

近畿 (812)

中国 (284)

四国 (149)

九州・沖縄 (555)

2％未満の数値ラベルは非表示

女性
年代別

居住
地方別

性別

年代別

男性
年代別

3.9

3.8

4.1

6.0

4.2

3.7

3.4

3.6

3.1

3.8

7.0

3.6

3.7

2.3

2.8

2.8

4.6

5.0

4.9

3.6

4.4

4.3

3.3

3.4

3.3

3.5

5.7

4.1

3.9

4.8

2.6

5.3

3.4

3.4

24.7

22.1

27.2

21.0

16.9

22.9

23.4

22.5

34.4

33.4

16.8

15.1

22.4

21.7

20.2

30.9

31.0

25.4

18.8

23.4

25.1

24.7

37.3

34.9

21.3

27.1

26.6

23.1

31.4

25.9

24.5

25.4

20.8

24.9

39.4

39.9

38.9

33.1

33.1

36.3

40.2

48.6

41.5

43.6

34.6

31.8

36.8

40.6

48.9

42.2

48.2

31.6

34.6

35.8

39.8

48.2

40.9

40.7

40.8

37.3

35.9

41.0

36.3

41.3

36.5

45.8

40.9

37.8

32.0

34.3

29.8

39.9

45.7

37.1

33.1

25.4

21.0

19.2

41.6

49.6

37.1

35.4

28.1

24.1

16.2

38.0

41.7

37.2

30.7

22.8

18.4

21.0

34.6

32.1

31.8

31.8

28.4

28.0

36.5

23.6

34.9

33.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

かなり身近なことと感じる 身近なことと感じる 身近なこととは感じない 身近なこととは全く感じない
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16_悪質な寄附勧誘被害の聞知状況              
 
■ 家族や知⼈等から聞いたり、相談された悪質な寄附勧誘の被害について尋ねたところ、「寄附

について、家族や知り合いなどから、困った勧誘や⼾惑いどうして良いか分からなくなるよ
うな勧誘を受けたと聞いたり、相談されたことはない」と回答した者は 4,674 ⼈（93.5％（当
該設問の回答者全体に対する割合。以下同じ。）） であり、「寄附について、家族や知り合い
などから、困った勧誘や⼾惑いどうして良いか分からなくなるような勧誘を受けたと聞いた
り、⼜は相談されたことがある」と回答した者 326 ⼈（6.5％）を⼤きく上回った。 

 
 
【Ｑ10_１】ご家族やお知り合いの⽅などから聞いたり、相談された悪質な寄附勧誘の被害はあり
ましたか。次の中から該当するものを 1 つ選択してください。 （単⼀回答） 

寄附について、家族や知り合いなどか

ら、困った勧誘や戸惑いどうして良いか

分からなくなるような勧誘を受けたと聞

いたり、又は相談されたことがある

6.5%

寄附について、家族や知り合いなどから、

困った勧誘や戸惑いどうして良いか分か

らなくなるような勧誘を受けたと聞いたり、

相談されたことはない

93.5%

n=5,000
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全体 (5,000)

男性 (2,417)

女性 (2,583)

18～29歳 (700)

30～39歳 (661)

40～49歳 (848)

50～59歳 (774)

60～69歳 (725)

70～79歳 (771)

80歳以上 (521)

男性18～29歳 (358)

男性30～39歳 (337)

男性40～49歳 (429)

男性50～59歳 (387)

男性60～69歳 (356)

男性70～79歳 (353)

男性80歳以上 (197)

女性18～29歳 (342)

女性30～39歳 (324)

女性40～49歳 (419)

女性50～59歳 (387)

女性60～69歳 (369)

女性70～79歳 (418)

女性80歳以上 (324)

北海道 (211)

東北 (343)

北関東・甲信 (384)

南関東 (1,472)

北陸 (204)

東海 (586)

近畿 (812)

中国 (284)

四国 (149)

九州・沖縄 (555)

2％未満の数値ラベルは非表示

居住
地方別

性別

年代別

男性
年代別

女性
年代別

6.5

7.8

5.3

11.1

9.2

7.4

4.8

3.7

4.2

5.4

13.4

10.7

10.0

5.2

3.4

5.7

5.1

8.8

7.7

4.8

4.4

4.1

2.9

5.6

5.7

6.4

6.3

6.0

9.3

6.5

6.4

8.5

4.7

7.0

93.5

92.2

94.7

88.9

90.8

92.6

95.2

96.3

95.8

94.6

86.6

89.3

90.0

94.8

96.6

94.3

94.9

91.2

92.3

95.2

95.6

95.9

97.1

94.4

94.3

93.6

93.8

94.0

90.7

93.5

93.6

91.5

95.3

93.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

寄附について、家族や知り合いなどから、困った勧誘や戸惑いどうして良いか分からなくなるような勧誘を受け

たと聞いたり、又は相談されたことがある

寄附について、家族や知り合いなどから、困った勧誘や戸惑いどうして良いか分からなくなるような勧誘を受け

たと聞いたり、相談されたことはない

307



 

62 
 
 

17_寄附との接点や関わりの程度（家族や知⼈等）        
 
■ 寄附することや寄附の勧誘を受けることについて、家族や知⼈等との接点や関わりの程度を

尋ねたところ、「家族や知り合いなどにとって⾝近なこととは、全く感じない」と回答した者
は 1,921 ⼈（38.4％（当該設問の回答者全体に対する割合。以下同じ。））であり、最も多か
った。 
「家族や知り合いなどにとって⾝近なこととは、感じない」と回答した者は 1,894 ⼈（37.9％）
であり、「家族や知り合いなどにとって⾝近なことと、感じる」と回答した者は 995 ⼈（19.9％）
であり、「家族や知り合いなどにとってかなり⾝近なことと、感じる」と回答した者は 190 ⼈
（3.8％）であった。 

 
 
【Ｑ10_２】ご家族やお知り合いの⽅などにとって、寄附することや寄附の勧誘を受けることとの
接点や関わりの程度として、当てはまると思われるものを 1 つ選択してください。 （単⼀回答） 

 

家族や知り合いなどにとって

かなり身近なことと、感じる

3.8%

家族や知り合いなど

にとって身近なこと

と、感じる

19.9%

家族や知り合いなどにとって

身近なこととは、感じない

37.9%

家族や知り合いなど

にとって身近なことと

は、全く感じない

38.4%

n=5,000

308



 

63 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
  

全体 (5,000)

男性 (2,417)

女性 (2,583)

18～29歳 (700)

30～39歳 (661)

40～49歳 (848)

50～59歳 (774)

60～69歳 (725)

70～79歳 (771)

80歳以上 (521)

男性18～29歳 (358)

男性30～39歳 (337)

男性40～49歳 (429)

男性50～59歳 (387)

男性60～69歳 (356)

男性70～79歳 (353)

男性80歳以上 (197)

女性18～29歳 (342)

女性30～39歳 (324)

女性40～49歳 (419)

女性50～59歳 (387)

女性60～69歳 (369)

女性70～79歳 (418)

女性80歳以上 (324)

北海道 (211)

東北 (343)

北関東・甲信 (384)

南関東 (1,472)

北陸 (204)

東海 (586)

近畿 (812)

中国 (284)

四国 (149)

九州・沖縄 (555)

2％未満の数値ラベルは非表示

女性
年代別

居住
地方別

性別

年代別

男性
年代別

3.8

3.4

4.2

5.1

3.6

4.0

3.9

4.0

3.0

2.7

4.7

3.0

4.7

2.6

2.8

2.8

2.5

5.6

4.3

3.3

5.2

5.1

3.1

2.8

5.2

3.8

6.5

3.4

3.4

4.8

3.0

3.5

2.7

3.2

19.9

18.7

21.0

19.6

15.6

19.0

21.1

17.4

24.4

22.5

19.0

13.4

17.9

20.9

16.6

22.4

21.8

20.2

17.9

20.0

21.2

18.2

26.1

22.8

17.5

23.0

19.5

19.0

22.1

22.2

20.0

22.9

16.1

17.8

37.9

37.5

38.2

30.1

31.0

34.6

37.9

45.7

43.1

44.0

28.2

27.9

36.4

35.7

47.8

45.0

45.2

32.2

34.3

32.7

40.1

43.6

41.4

43.2

37.4

36.2

37.2

39.9

38.7

37.4

34.0

41.2

40.3

37.8

38.4

40.4

36.6

45.1

49.8

42.5

37.2

33.0

29.6

30.9

48.0

55.8

41.0

40.8

32.9

29.7

30.5

42.1

43.5

43.9

33.6

33.1

29.4

31.2

39.8

37.0

36.7

37.8

35.8

35.7

43.1

32.4

40.9

41.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

家族や知り合いなどにとってかなり身近なことと、感じる

家族や知り合いなどにとって身近なことと、感じる

家族や知り合いなどにとって身近なこととは、感じない

家族や知り合いなどにとって身近なこととは、全く感じない
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18_不当寄附勧誘防⽌法の社会的必要性               
 
■ 不当寄附勧誘防⽌法の社会的必要性について、⾃⾝の考えに近いものとして、「こうした法律

は社会的に必要だと思う」と回答した者は 4,366 ⼈（87.3％（当該設問の回答者全体に対す
る割合。以下同じ。）） であり、⾃⾝の考えに近いものとして、「こうした法律は不必要だと
思う」と回答した者 634 ⼈（12.7％）を⼤きく上回った。 

 
 
【Ｑ11_１】不当寄附勧誘防⽌法が制定され、社会的に許し難い悪質な寄附の勧誘は、法律により
禁⽌されています。このことを踏まえ、こうした法律の社会的必要性について、あなたの考えに
近いものを 1 つ選択してください。 （単⼀回答） 

 

Aに近い(こうした法律は

社会的に必要だと思う)

87.3%

Bに近い(こうした

法律は不必要だと

思う)

12.7%

n=5,000
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全体 (5,000)

男性 (2,417)

女性 (2,583)

18～29歳 (700)

30～39歳 (661)

40～49歳 (848)

50～59歳 (774)

60～69歳 (725)

70～79歳 (771)

80歳以上 (521)

男性18～29歳 (358)

男性30～39歳 (337)

男性40～49歳 (429)

男性50～59歳 (387)

男性60～69歳 (356)

男性70～79歳 (353)

男性80歳以上 (197)

女性18～29歳 (342)

女性30～39歳 (324)

女性40～49歳 (419)

女性50～59歳 (387)

女性60～69歳 (369)

女性70～79歳 (418)

女性80歳以上 (324)

北海道 (211)

東北 (343)

北関東・甲信 (384)

南関東 (1,472)

北陸 (204)

東海 (586)

近畿 (812)

中国 (284)

四国 (149)

九州・沖縄 (555)

2％未満の数値ラベルは非表示

居住
地方別

性別

年代別

男性
年代別

女性
年代別

87.3

86.3

88.2

80.6

81.7

84.4

88.4

92.0

93.3

91.4

81.0

77.4

82.5

87.6

92.7

93.2

93.4

80.1

86.1

86.4

89.1

91.3

93.3

90.1

87.7

88.9

87.2

86.5

82.4

89.9

86.3

87.0

89.9

88.5

12.7

13.7

11.8

19.4

18.3

15.6

11.6

8.0

6.7

8.6

19.0

22.6

17.5

12.4

7.3

6.8

6.6

19.9

13.9

13.6

10.9

8.7

6.7

9.9

12.3

11.1

12.8

13.5

17.6

10.1

13.7

13.0

10.1

11.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

Aに近い(こうした法律は社会的に必要だと思う) Bに近い(こうした法律は不必要だと思う)
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19_不当寄附勧誘防⽌法の社会的影響（その①）          
 
■ 不当寄附勧誘防⽌法の社会的影響に関して、⾃⾝の考えに近いものとして、「こうした法律が

あることは、安⼼して寄附ができることにつながると思う」と回答した者は 3,808 ⼈（76.2％
（当該設問の回答者全体に対する割合。以下同じ。）） であり、⾃⾝の考えに近いものとして、
「こうした法律があることは、安⼼して寄附ができることにつながるとは思わない」と回答
した者 1,192 ⼈（23.8％）を⼤きく上回った。 

 
 
【Ｑ11_２】不当寄附勧誘防⽌法が制定され、社会的に許し難い悪質な寄附の勧誘は、法律により
禁⽌されています。このことを踏まえ、こうした法律があることによる社会的な影響として、あ
なたの考えに近いものを 1 つ選択してください。 （単⼀回答） 

 

Aに近い(こうした法律があるこ

とは、安心して寄附ができること

につながると思う)

76.2%

Bに近い(こうした法律が

あることは、安心して寄附

ができることにつながる

とは思わない)

23.8%

n=5,000
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全体 (5,000)

男性 (2,417)

女性 (2,583)

18～29歳 (700)

30～39歳 (661)

40～49歳 (848)

50～59歳 (774)

60～69歳 (725)

70～79歳 (771)

80歳以上 (521)

男性18～29歳 (358)

男性30～39歳 (337)

男性40～49歳 (429)

男性50～59歳 (387)

男性60～69歳 (356)

男性70～79歳 (353)

男性80歳以上 (197)

女性18～29歳 (342)

女性30～39歳 (324)

女性40～49歳 (419)

女性50～59歳 (387)

女性60～69歳 (369)

女性70～79歳 (418)

女性80歳以上 (324)

北海道 (211)

東北 (343)

北関東・甲信 (384)

南関東 (1,472)

北陸 (204)

東海 (586)

近畿 (812)

中国 (284)

四国 (149)

九州・沖縄 (555)

2％未満の数値ラベルは非表示

性別

年代別

男性
年代別

女性
年代別

居住
地方別

76.2

73.2

78.9

74.6

72.6

71.5

75.2

77.4

81.5

82.3

72.6

68.2

69.2

71.8

73.3

78.8

83.8

76.6

77.2

73.7

78.6

81.3

83.7

81.5

74.4

76.7

74.0

75.2

72.5

79.0

75.0

77.1

85.2

77.7

23.8

26.8

21.1

25.4

27.4

28.5

24.8

22.6

18.5

17.7

27.4

31.8

30.8

28.2

26.7

21.2

16.2

23.4

22.8

26.3

21.4

18.7

16.3

18.5

25.6

23.3

26.0

24.8

27.5

21.0

25.0

22.9

14.8

22.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

Aに近い(こうした法律があることは、安心して寄附ができることにつながると思う)

Bに近い(こうした法律があることは、安心して寄附ができることにつながるとは思わない)
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20_不当寄附勧誘防⽌法の社会的影響（その②）          
 
■ 不当寄附勧誘防⽌法の社会的影響に関して、⾃⾝の考えに近いものとして、「こうした法律が

あっても、⼀般に、寄附を募る法⼈の勧誘活動の妨げになるとは思わない」と回答した者は
3,458 ⼈（69.2％（当該設問の回答者全体に対する割合。以下同じ。）） であり、⾃⾝の考え
に近いものとして、「こうした法律があることは、⼀般に、寄附を募る法⼈の勧誘活動の妨げ
になると思う」と回答した者 1,542 ⼈（30.8％）を⼤きく上回った。 

 
 
【Ｑ11_３】不当寄附勧誘防⽌法が制定され、社会的に許し難い悪質な寄附の勧誘は、法律により
禁⽌されています。このことを踏まえ、こうした法律があることによる社会的な影響として、あ
なたの考えに近いものを 1 つ選択してください。 （単⼀回答） 

 

Aに近い(こうした法律が

あっても、一般に、寄附を募

る法人の勧誘活動の妨げに

なるとは思わない)

69.2%

Bに近い(こうした法律が

あることは、一般に、寄附

を募る法人の勧誘活動の

妨げになると思う)

30.8%

n=5,000

314



 

69 
 
 

 
 
 
 
 
  

全体 (5,000)

男性 (2,417)

女性 (2,583)

18～29歳 (700)

30～39歳 (661)

40～49歳 (848)

50～59歳 (774)

60～69歳 (725)

70～79歳 (771)

80歳以上 (521)

男性18～29歳 (358)

男性30～39歳 (337)

男性40～49歳 (429)

男性50～59歳 (387)

男性60～69歳 (356)

男性70～79歳 (353)

男性80歳以上 (197)

女性18～29歳 (342)

女性30～39歳 (324)

女性40～49歳 (419)

女性50～59歳 (387)

女性60～69歳 (369)

女性70～79歳 (418)

女性80歳以上 (324)

北海道 (211)

東北 (343)

北関東・甲信 (384)

南関東 (1,472)

北陸 (204)

東海 (586)

近畿 (812)

中国 (284)

四国 (149)

九州・沖縄 (555)

2％未満の数値ラベルは非表示

性別

年代別

男性
年代別

女性
年代別

居住
地方別

69.2

69.8

68.6

61.7

67.9

69.8

69.1

72.1

73.5

69.1

64.0

67.4

69.9

70.5

73.6

72.2

71.6

59.4

68.5

69.7

67.7

70.7

74.6

67.6

73.9

71.4

69.3

69.2

71.1

68.6

65.8

69.7

67.1

71.0

30.8

30.2

31.4

38.3

32.1

30.2

30.9

27.9

26.5

30.9

36.0

32.6

30.1

29.5

26.4

27.8

28.4

40.6

31.5

30.3

32.3

29.3

25.4

32.4

26.1

28.6

30.7

30.8

28.9

31.4

34.2

30.3

32.9

29.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

Aに近い(こうした法律があっても、一般に、寄附を募る法人の勧誘活動の妨げになるとは思わない)

Bに近い(こうした法律があることは、一般に、寄附を募る法人の勧誘活動の妨げになると思う)
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21_不当寄附勧誘防⽌法の効果・抑⽌⼒（その①）       
 
■ 不当寄附勧誘防⽌法の効果・抑⽌⼒に関して、⾃⾝の考えに近いものとして、「こうした法律

があることは、社会的に許し難い悪質な寄附勧誘の抑⽌や改善に向け、効果を発揮すると思
う」と回答した者は 3,748 ⼈（75.0％（当該設問の回答者全体に対する割合。以下同じ。）） 
であり、⾃⾝の考えに近いものとして、「こうした法律があっても、社会的に許し難い悪質な
寄附勧誘を抑⽌したり改善するような効果はないと思う」と回答した者 1,252 ⼈（25.0％）
を⼤きく上回った。 

 
 
【Ｑ11_４】不当寄附勧誘防⽌法が制定され、社会的に許し難い悪質な寄附の勧誘は、法律により
禁⽌されています。このことを踏まえ、こうした法律による効果・抑⽌⼒として、あなたの考え
に近いものを 1 つ選択してください。 （単⼀回答） 

 

Aに近い(こうした法律があるこ

とは、社会的に許し難い悪質な

寄附勧誘の抑止や改善に向

け、効果を発揮すると思う)

75.0%

Bに近い(こうした法律

があっても、社会的に許

し難い悪質な寄附勧誘

を抑止したり改善するよ

うな効果はないと思う)

25.0%

n=5,000

316



 

71 
 
 

 
 
 
 
 
 
  

全体 (5,000)

男性 (2,417)

女性 (2,583)

18～29歳 (700)

30～39歳 (661)

40～49歳 (848)

50～59歳 (774)

60～69歳 (725)

70～79歳 (771)

80歳以上 (521)

男性18～29歳 (358)

男性30～39歳 (337)

男性40～49歳 (429)

男性50～59歳 (387)

男性60～69歳 (356)

男性70～79歳 (353)

男性80歳以上 (197)

女性18～29歳 (342)

女性30～39歳 (324)

女性40～49歳 (419)

女性50～59歳 (387)

女性60～69歳 (369)

女性70～79歳 (418)

女性80歳以上 (324)

北海道 (211)

東北 (343)

北関東・甲信 (384)

南関東 (1,472)

北陸 (204)

東海 (586)

近畿 (812)

中国 (284)

四国 (149)

九州・沖縄 (555)

2％未満の数値ラベルは非表示

性別

年代別

男性
年代別

女性
年代別

居住
地方別

75.0

73.4

76.4

69.4

66.4

71.0

76.6

78.2

81.7

82.7

67.9

61.7

70.9

74.2

77.2

81.6

86.3

71.1

71.3

71.1

79.1

79.1

81.8

80.6

77.7

74.3

74.0

74.0

73.5

75.6

74.9

75.7

75.2

77.1

25.0

26.6

23.6

30.6

33.6

29.0

23.4

21.8

18.3

17.3

32.1

38.3

29.1

25.8

22.8

18.4

13.7

28.9

28.7

28.9

20.9

20.9

18.2

19.4

22.3

25.7

26.0

26.0

26.5

24.4

25.1

24.3

24.8

22.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

Aに近い(こうした法律があることは、社会的に許し難い悪質な寄附勧誘の抑止や改善に向け、効果を発揮すると思う)

Bに近い(こうした法律があっても、社会的に許し難い悪質な寄附勧誘を抑止したり改善するような効果はないと思う)
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22_不当寄附勧誘防⽌法の効果・抑⽌⼒（その②）       
 
■ 不当寄附勧誘防⽌法の効果・抑⽌⼒に関して、「こうした法律があることで、法⼈による寄附

の勧誘について、適切な⾏為に基づく対応が今後徐々に定着すると思う」と回答した者は
2,702 ⼈（54.0％（当該設問の回答者全体に対する割合。以下同じ。））であり、最も多かった。 
「こうした法律があっても、法⼈による寄附の勧誘について、適切な⾏為に基づく対応が定
着するとは思わない」と回答した者は 1,577 ⼈（31.5％）であり、「こうした法律があること
で、法⼈による寄附の勧誘について、適切な⾏為に基づく対応が既に定着したと思う」と回
答した者は 494 ⼈（9.9％）であり、「こうした法律がなくても、法⼈による寄附の勧誘につ
いて、適切な⾏為に基づく対応が⾏われていると思う」と回答した者は 227 ⼈（4.5％）であ
った。 

 
 
【Ｑ12】不当寄附勧誘防⽌法が制定され、社会的に許し難い悪質な寄附の勧誘は、法律により禁
⽌されています。このことを踏まえ、こうした法律による効果・抑⽌⼒として、選択肢のうち当
てはまるものを１つ選択してください。 （単⼀回答） 

 

こうした法律がなくても、法人による寄

附の勧誘について、適切な行為に基づ

く対応が行われていると思う

4.5%

こうした法律があることで、

法人による寄附の勧誘につ

いて、適切な行為に基づく

対応が既に定着したと思う

9.9%

こうした法律があることで、法人に

よる寄附の勧誘について、適切な

行為に基づく対応が今後徐々に

定着すると思う

54.0%

こうした法律があって

も、法人による寄附の

勧誘について、適切な

行為に基づく対応が

定着するとは思わない

31.5%

n=5,000
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全体 (5,000)

男性 (2,417)

女性 (2,583)

18～29歳 (700)

30～39歳 (661)

40～49歳 (848)

50～59歳 (774)

60～69歳 (725)

70～79歳 (771)

80歳以上 (521)

男性18～29歳 (358)

男性30～39歳 (337)

男性40～49歳 (429)

男性50～59歳 (387)

男性60～69歳 (356)

男性70～79歳 (353)

男性80歳以上 (197)

女性18～29歳 (342)

女性30～39歳 (324)

女性40～49歳 (419)

女性50～59歳 (387)

女性60～69歳 (369)

女性70～79歳 (418)

女性80歳以上 (324)

北海道 (211)

東北 (343)

北関東・甲信 (384)

南関東 (1,472)

北陸 (204)

東海 (586)

近畿 (812)

中国 (284)

四国 (149)

九州・沖縄 (555)

2％未満の数値ラベルは非表示

性別

年代別

男性
年代別

女性
年代別

居住
地方別

4.5

4.8

4.3

5.4

3.6

5.0

5.0

3.3

4.0

5.6

5.6

5.0

5.1

4.7

2.8

4.2

6.6

5.3

2.2

4.8

5.4

3.8

3.8

4.9

5.7

3.5

5.5

4.6

6.9

4.4

3.7

7.4

4.7

2.9

9.9

10.3

9.5

15.0

10.6

12.0

6.2

6.3

8.4

11.1

17.9

9.2

12.1

6.5

7.3

8.2

10.7

12.0

12.0

11.9

5.9

5.4

8.6

11.4

12.3

10.2

8.3

8.7

12.7

11.1

10.0

12.0

7.4

10.1

54.0

52.4

55.6

46.1

47.0

46.9

58.5

58.6

60.8

62.0

44.7

43.0

48.5

56.6

57.3

58.9

61.9

47.7

51.2

45.3

60.5

59.9

62.4

62.0

49.8

57.1

51.3

56.0

50.5

55.5

52.0

48.9

57.0

55.0

31.5

32.6

30.5

33.4

38.7

36.1

30.2

31.7

26.7

21.3

31.8

42.7

34.3

32.3

32.6

28.6

20.8

35.1

34.6

37.9

28.2

30.9

25.1

21.6

32.2

29.2

34.9

30.6

29.9

29.0

34.4

31.7

30.9

32.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

こうした法律がなくても、法人による寄附の勧誘について、適切な行為に基づく対応が行われていると思う

こうした法律があることで、法人による寄附の勧誘について、適切な行為に基づく対応が既に定着したと思う

こうした法律があることで、法人による寄附の勧誘について、適切な行為に基づく対応が今後徐々に定着すると思う

こうした法律があっても、法人による寄附の勧誘について、適切な行為に基づく対応が定着するとは思わない
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23_悪質な寄附勧誘への対処（その①）            
 
■ 悪質な寄附勧誘への対処として、「消費⽣活センターや法テラスなど、公的な相談の窓⼝に連

絡する」と回答した者は 2,398 ⼈（48.0％（当該設問の回答者全体に対する割合。以下同じ。））
であり、最も多かった。 
「家族や知⼈に相談する」と回答した者は 2,124 ⼈（42.5％）であり、「消費者庁に連絡する」
と回答した者は 1,237 ⼈（24.7％）であり、「⾃分⾃⾝で解決する（相談や連絡をしない場合
を含みます）」と回答した者は 1,181 ⼈（23.6％）であった。 

■ なお、「その他」と回答した者は 57 ⼈（1.1％）であったが、その具体的な内容について⾃由
記述形式で回答を求めたところ、寄せられた回答としては、「警察に通報・連絡する」が多か
った。 

 
 
【Ｑ13】寄附について、とても困った勧誘や⼾惑いどうしてよいか分からなくなるような勧誘を
受けた場合、どのような対処が考えられますか。相談先や連絡先について、当てはまるものを全
て選択してください。 （複数回答） 
 

 
 

消費生活センターや法テラスなど、公的
な相談の窓口に連絡する

家族や知人に相談する

消費者庁に連絡する

その他

自分自身で解決する(相談や連絡をしな
い場合を含みます)

48.0

42.5

24.7

1.1

23.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

n=5,000 
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n=

消
費
生
活
セ
ン
タ
ー
や
法
テ

ラ
ス
な
ど

、
公
的
な
相
談
の

窓
口
に
連
絡
す
る

家
族
や
知
人
に
相
談
す
る

消
費
者
庁
に
連
絡
す
る

そ
の
他

自
分
自
身
で
解
決
す
る

(

相

談
や
連
絡
を
し
な
い
場
合
を

含
み
ま
す

)

全体 5,000 48.0 42.5 24.7 1.1 23.6 
男性 2,417 47.0 32.3 25.2 1.5 29.9 
女性 2,583 48.8 52.0 24.4 0.8 17.7 
18～29歳 700 39.7 45.6 27.3 0.1 27.9 
30～39歳 661 42.7 43.9 29.2 1.1 26.0 
40～49歳 848 47.4 44.3 28.5 0.7 24.6 
50～59歳 774 50.1 41.5 25.5 1.6 25.2 
60～69歳 725 49.4 41.0 22.2 1.5 22.2 
70～79歳 771 53.2 37.7 21.8 1.3 21.4 
80歳以上 521 53.7 44.1 16.3 1.9 16.1 
男性18～29歳 358 40.8 37.7 28.5 0.3 31.6 
男性30～39歳 337 42.1 30.3 25.5 1.2 33.2 
男性40～49歳 429 47.3 37.8 28.9 0.9 29.6 
男性50～59歳 387 48.8 30.0 26.6 1.8 33.1 
男性60～69歳 356 46.6 27.8 24.2 2.5 28.7 
男性70～79歳 353 51.0 28.3 22.7 1.4 28.3 
男性80歳以上 197 56.3 34.0 13.7 3.6 20.8 
女性18～29歳 342 38.6 53.8 26.0 - 24.0 
女性30～39歳 324 43.2 58.0 33.0 0.9 18.5 
女性40～49歳 419 47.5 51.1 28.2 0.5 19.6 
女性50～59歳 387 51.4 53.0 24.3 1.3 17.3 
女性60～69歳 369 52.0 53.7 20.3 0.5 16.0 
女性70～79歳 418 55.0 45.7 21.1 1.2 15.6 
女性80歳以上 324 52.2 50.3 17.9 0.9 13.3 
北海道 211 52.6 36.0 32.2 2.4 22.7 
東北 343 49.0 41.1 21.9 2.3 24.8 
北関東・甲信 384 43.5 43.0 22.1 1.6 24.7 
南関東 1,472 51.0 40.9 29.1 1.0 22.6 
北陸 204 47.5 42.6 25.0 0.5 24.5 
東海 586 49.3 44.5 25.1 0.9 19.3 
近畿 812 44.8 42.4 21.8 0.6 25.7 
中国 284 45.8 44.0 21.5 1.4 24.6 
四国 149 36.2 47.7 16.8 2.0 29.5 
九州・沖縄 555 48.1 45.4 21.4 0.9 24.1 

居住
地方別

性別

年代別

男性
年代別

女性
年代別

48.0 
42.5 

24.7 

1.1 

23.6 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%
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24_悪質な寄附勧誘への対処（その②）            
 
■ 悪質な寄附勧誘への対処として、「寄附をお断りする」と回答した者は 3,678 ⼈（73.6％（当

該設問の回答者全体に対する割合。以下同じ。））であり、最も多かった。 
「その他（無視したり、特段意思表⽰せずに様⼦を⾒る場合を含みます）」と回答した者は
1,183 ⼈（23.7％）であり、「寄附をする」と回答した者は 139 ⼈（2.8％）であった。 

 
 
【Ｑ14】寄附について、とても困った勧誘や⼾惑いどうしてよいか分からなくなるような勧誘を
受けた場合、どのような対処が考えられますか。寄附をするかどうかについて、当てはまるもの
を 1 つ選択してください。 （単⼀回答） 

 

寄附をする

2.8%

寄附をお断りする

73.6%

その他(無視したり、特

段意思表示せずに様子

を見る場合を含みます)

23.7%

n=5,000
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全体 (5,000)

男性 (2,417)

女性 (2,583)

18～29歳 (700)

30～39歳 (661)

40～49歳 (848)

50～59歳 (774)

60～69歳 (725)

70～79歳 (771)

80歳以上 (521)

男性18～29歳 (358)

男性30～39歳 (337)

男性40～49歳 (429)

男性50～59歳 (387)

男性60～69歳 (356)

男性70～79歳 (353)

男性80歳以上 (197)

女性18～29歳 (342)

女性30～39歳 (324)

女性40～49歳 (419)

女性50～59歳 (387)

女性60～69歳 (369)

女性70～79歳 (418)

女性80歳以上 (324)

北海道 (211)

東北 (343)

北関東・甲信 (384)

南関東 (1,472)

北陸 (204)

東海 (586)

近畿 (812)

中国 (284)

四国 (149)

九州・沖縄 (555)

2％未満の数値ラベルは非表示

居住
地方別

性別

年代別

男性
年代別

女性
年代別

2.8

3.1

2.4

6.1

3.2

3.3

2.1

7.0

4.2

4.0

2.0

5.3

2.2

2.6

2.2

2.2

2.8

2.3

3.4

2.6

4.9

2.9

2.3

3.5

2.0

2.7

73.6

74.3

72.8

60.0

66.6

71.7

76.5

78.8

82.9

78.3

62.8

65.3

74.8

76.5

78.4

85.0

79.2

57.0

67.9

68.5

76.5

79.1

81.1

77.8

73.5

76.7

73.7

74.2

72.1

72.7

73.5

76.1

74.5

69.9

23.7

22.5

24.7

33.9

30.3

25.0

22.0

19.7

15.4

19.6

30.2

30.6

21.2

22.2

19.7

13.9

18.8

37.7

29.9

28.9

21.7

19.8

16.7

20.1

23.7

21.0

22.9

23.2

23.0

24.4

24.1

20.4

23.5

27.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

寄附をする 寄附をお断りする その他(無視したり、特段意思表示せずに様子を見る場合を含みます)
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25_消費者庁における不当寄附勧誘防⽌法の運⽤（その①）       
 

■ 消費者庁が不当寄附勧誘防⽌法を運⽤していることに関して、⾃⾝の考えに近いものとして、
「消費者庁においてそのような業務を⾏っていることは、知らなかった」と回答した者は
3,549 ⼈（71.0％（当該設問の回答者全体に対する割合。以下同じ。）） であり、⾃⾝の考え
に近いものとして、「消費者庁においてそのような業務を⾏っていることは、知っていた」と
回答した者 1,451 ⼈（29.0％）を⼤きく上回った。 

 
 
【Ｑ15_１】消費者庁は、法⼈から寄附の勧誘を受ける⽅々を保護するため、不当寄附勧誘防⽌法
を所管するとともに、違反法⼈に対し、法律に基づき「勧告」や「命令」を実施する権限を有して
います。また、寄附の不当勧誘に係る情報を収集するとともに、嫌疑の事実関係を確認するため、
必要な調査活動に当たっています。このことを踏まえ、あなたの考えに近いものを 1 つ選択して
ください。※ただし、この調査に取り掛かることにより知り得た情報や記憶に基づかないよう⼗
分にご留意いただき、この調査に取り掛かる前のご⾃⾝の考え⽅や認識に基づき回答してくださ
い。 （単⼀回答） 

 

Aに近い(消費者庁におい

てそのような業務を行って

いることは、知っていた)

29.0%

Bに近い(消費者庁において

そのような業務を行っている

ことは、知らなかった)

71.0%

n=5,000

324



 

79 
 
 

 
 
 
 
 
 
  

全体 (5,000)

男性 (2,417)

女性 (2,583)

18～29歳 (700)

30～39歳 (661)

40～49歳 (848)

50～59歳 (774)

60～69歳 (725)

70～79歳 (771)

80歳以上 (521)

男性18～29歳 (358)

男性30～39歳 (337)

男性40～49歳 (429)

男性50～59歳 (387)

男性60～69歳 (356)

男性70～79歳 (353)

男性80歳以上 (197)

女性18～29歳 (342)

女性30～39歳 (324)

女性40～49歳 (419)

女性50～59歳 (387)

女性60～69歳 (369)

女性70～79歳 (418)

女性80歳以上 (324)

北海道 (211)

東北 (343)

北関東・甲信 (384)

南関東 (1,472)

北陸 (204)

東海 (586)

近畿 (812)

中国 (284)

四国 (149)

九州・沖縄 (555)

2％未満の数値ラベルは非表示

性別

年代別

男性
年代別

女性
年代別

居住
地方別

29.0

34.1

24.2

33.0

32.4

27.9

24.8

25.9

31.0

28.8

38.0

36.5

33.8

27.9

30.9

36.5

37.6

27.8

28.1

22.0

21.7

21.1

26.3

23.5

39.8

28.9

31.3

28.9

26.0

26.8

27.1

29.9

26.8

30.1

71.0

65.9

75.8

67.0

67.6

72.1

75.2

74.1

69.0

71.2

62.0

63.5

66.2

72.1

69.1

63.5

62.4

72.2

71.9

78.0

78.3

78.9

73.7

76.5

60.2

71.1

68.8

71.1

74.0

73.2

72.9

70.1

73.2

69.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

Aに近い(消費者庁においてそのような業務を行っていることは、知っていた)

Bに近い(消費者庁においてそのような業務を行っていることは、知らなかった)
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26_消費者庁における不当寄附勧誘防⽌法の運⽤（その②）       
 
■ 消費者庁が不当寄附勧誘防⽌法を運⽤していることに関して、⾃⾝の考えに近いものとして、

「消費者庁のそのような業務は、社会的に必要なことであり、安⼼できる」と回答した者は
3,895 ⼈（77.9％（当該設問の回答者全体に対する割合。以下同じ。）） であり、⾃⾝の考え
に近いものとして、「消費者庁のそのような業務は、社会的に必要なこととは思わない」と回
答した者 1,105 ⼈（22.1％）を⼤きく上回った。 

 
 
【Ｑ15_２】消費者庁は、法⼈から寄附の勧誘を受ける⽅々を保護するため、不当寄附勧誘防⽌法
を所管するとともに、違反法⼈に対し、法律に基づき「勧告」や「命令」を実施する権限を有して
います。また、寄附の不当勧誘に係る情報を収集するとともに、嫌疑の事実関係を確認するため、
必要な調査活動に当たっています。このことを踏まえ、あなたの考えに近いものを 1 つ選択して
ください。 （単⼀回答） 

 

Aに近い(消費者庁のそのよう

な業務は、社会的に必要なこと

であり、安心できる)

77.9%

Bに近い(消費者庁

のそのような業務は、

社会的に必要なこと

とは思わない)

22.1%

n=5,000
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全体 (5,000)

男性 (2,417)

女性 (2,583)

18～29歳 (700)

30～39歳 (661)

40～49歳 (848)

50～59歳 (774)

60～69歳 (725)

70～79歳 (771)

80歳以上 (521)

男性18～29歳 (358)

男性30～39歳 (337)

男性40～49歳 (429)

男性50～59歳 (387)

男性60～69歳 (356)

男性70～79歳 (353)

男性80歳以上 (197)

女性18～29歳 (342)

女性30～39歳 (324)

女性40～49歳 (419)

女性50～59歳 (387)

女性60～69歳 (369)

女性70～79歳 (418)

女性80歳以上 (324)

北海道 (211)

東北 (343)

北関東・甲信 (384)

南関東 (1,472)

北陸 (204)

東海 (586)

近畿 (812)

中国 (284)

四国 (149)

九州・沖縄 (555)

2％未満の数値ラベルは非表示

性別

年代別

男性
年代別

女性
年代別

居住
地方別

77.9

76.4

79.3

72.6

69.7

71.6

75.5

84.3

85.1

89.8

71.2

65.9

72.0

73.1

82.9

84.4

93.9

74.0

73.8

71.1

77.8

85.6

85.6

87.3

81.0

82.8

78.1

76.6

74.0

79.0

76.2

78.2

77.9

79.6

22.1

23.6

20.7

27.4

30.3

28.4

24.5

15.7

14.9

10.2

28.8

34.1

28.0

26.9

17.1

15.6

6.1

26.0

26.2

28.9

22.2

14.4

14.4

12.7

19.0

17.2

21.9

23.4

26.0

21.0

23.8

21.8

22.1

20.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

Aに近い(消費者庁のそのような業務は、社会的に必要なことであり、安心できる)

Bに近い(消費者庁のそのような業務は、社会的に必要なこととは思わない)
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27_消費者庁における不当寄附勧誘防⽌法の運⽤（その③）       
 
■ 消費者庁が不当寄附勧誘防⽌法を運⽤していることに関して、⾃⾝の考えに近いものとして、

「消費者庁がそのような業務を⾏っていることについて、広く周知・啓発した⽅が良いと思
う」と回答した者は 3,813 ⼈（76.3％（当該設問の回答者全体に対する割合。以下同じ。）） 
であり、⾃⾝の考えに近いものとして、「消費者庁がそのような業務を⾏っていることについ
て広く周知・啓発しても、意味や効果はないと思う」と回答した者 1,187 ⼈（23.7％）を⼤
きく上回った。 

 
 
【Ｑ15_３】消費者庁は、法⼈から寄附の勧誘を受ける⽅々を保護するため、不当寄附勧誘防⽌法
を所管するとともに、違反法⼈に対し、法律に基づき「勧告」や「命令」を実施する権限を有して
います。また、寄附の不当勧誘に係る情報を収集するとともに、嫌疑の事実関係を確認するため、
必要な調査活動に当たっています。このことを踏まえ、あなたの考えに近いものを 1 つ選択して
ください。 （単⼀回答） 

 

Aに近い(消費者庁がそのような業

務を行っていることについて、広く

周知・啓発した方が良いと思う)

76.3%

Bに近い(消費者庁が

そのような業務を行っ

ていることについて広く

周知・啓発しても、意味

や効果はないと思う)

23.7%

n=5,000
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全体 (5,000)

男性 (2,417)

女性 (2,583)

18～29歳 (700)

30～39歳 (661)

40～49歳 (848)

50～59歳 (774)

60～69歳 (725)

70～79歳 (771)

80歳以上 (521)

男性18～29歳 (358)

男性30～39歳 (337)

男性40～49歳 (429)

男性50～59歳 (387)

男性60～69歳 (356)

男性70～79歳 (353)

男性80歳以上 (197)

女性18～29歳 (342)

女性30～39歳 (324)

女性40～49歳 (419)

女性50～59歳 (387)

女性60～69歳 (369)

女性70～79歳 (418)

女性80歳以上 (324)

北海道 (211)

東北 (343)

北関東・甲信 (384)

南関東 (1,472)

北陸 (204)

東海 (586)

近畿 (812)

中国 (284)

四国 (149)

九州・沖縄 (555)

2％未満の数値ラベルは非表示

性別

年代別

男性
年代別

女性
年代別

居住
地方別

76.3

74.4

78.0

67.6

66.7

70.9

75.8

82.3

84.4

88.9

66.5

61.7

70.4

72.9

81.2

83.6

93.4

68.7

71.9

71.4

78.8

83.5

85.2

86.1

79.6

80.8

75.5

74.9

72.5

77.6

74.4

75.0

76.5

79.6

23.7

25.6

22.0

32.4

33.3

29.1

24.2

17.7

15.6

11.1

33.5

38.3

29.6

27.1

18.8

16.4

6.6

31.3

28.1

28.6

21.2

16.5

14.8

13.9

20.4

19.2

24.5

25.1

27.5

22.4

25.6

25.0

23.5

20.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

Aに近い(消費者庁がそのような業務を行っていることについて、広く周知・啓発した方が良いと思う)

Bに近い(消費者庁がそのような業務を行っていることについて広く周知・啓発しても、意味や効果はないと思う)
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28_不当寄附勧誘防⽌法や寄附の勧誘についての意⾒      
 
■ 不当寄附勧誘防⽌法や寄附の勧誘について⾃由（1,000 ⽂字以内）に意⾒を求めたところ、

2,835 ⼈から意⾒が寄せられた。 
■ 不当寄附勧誘防⽌法や寄附の勧誘についての意⾒につき「特になし」とするものが、その半

数以上を占めた。 
■ その他⽐較的多く寄せられた意⾒の趣旨とその⼀例（原⽂ママ）については、次のとおりで

ある。 
 

不当寄附勧誘防⽌法の広報に関するもの 
・あまりよく知られてない法律なので、より広く広報して国⺠に知ってもらうことが⼤事に

なると思う。 
・広く知らしめることによって、不当なことをしようとしている⼈への抑⽌⼒になるとおも

う。 
不当寄附勧誘防⽌法の必要性に関するもの 
・不当な寄付を未然に防ぐのにも法律が抑⽌⼒になるので必要だと思う 
・被害に合われた⽅がいるならこのような法律も必要と思う 
寄附や寄附勧誘について⾝近な事柄とは考えていないとするもの 
・今のところ、寄付の勧誘などは受けたことがないため、⾝近なこととは考えにくい。 
・寄附する余裕がない 
⾃衛や対処に関するもの 
・少しでも疑問に感じることは⼀度とどまり、⾝近な⼈や警察、市役所、消費者センターな

どへ相談することとする。 
・寄付の勧誘を受けた場合、 疑問点があれば毅然と断ることが必要である 
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  第４_調査票     
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■スクリーニング
回答者：全員
F1 SA あなたの性別をお答えください。

○1 男性
○2 女性

F2 NUM あなたの年齢をお答えください。

歳 ※必須、半角数字のみ →17歳以下は調査終了

F3 SA あなたのお住まいの地域をお答えください。

▼プルダウン
1 北海道 17 石川県 33 岡山県 北海道
2 青森県 18 福井県 34 広島県 青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県
3 岩手県 19 山梨県 35 山口県 茨城県、栃木県、群馬県、山梨県、長野県
4 宮城県 20 長野県 36 徳島県 埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県
5 秋田県 21 岐阜県 37 香川県 新潟県、富山県、石川県、福井県
6 山形県 22 静岡県 38 愛媛県 岐阜県、静岡県、愛知県、三重県
7 福島県 23 愛知県 39 高知県 滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県
8 茨城県 24 三重県 40 福岡県 鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県
9 栃木県 25 滋賀県 41 佐賀県 徳島県、香川県、愛媛県、高知県

10 群馬県 26 京都府 42 長崎県  福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県
11 埼玉県 27 大阪府 43 熊本県
12 千葉県 28 兵庫県 44 大分県
13 東京都 29 奈良県 45 宮崎県
14 神奈川県 30 和歌山県 46 鹿児島県
15 新潟県 31 鳥取県 47 沖縄県
16 富山県 32 島根県 48 海外 →調査終了

回答者：全員 改ページ
SC1 SA あなたの職業について、当てはまるものを１つ選択してください。

※公務員や自営の方、パート、アルバイト、フリーターなどの方は、主に従事しているお仕事の業種や職種に照らし、当てはまるものを1つ選択してください。

○1 管理的職業（法人役員、団体役員など）
○2 事務的職業
○3 研究・技術の職業（自然科学系研究者、開発・製造・建築・情報通信技術者など）
○4 法務（弁護士、司法書士など）・経営（公認会計士、経営コンサルタントなど）・文化芸術（美術家、宗教家など）等の専門的職業
○5 医療・看護・保健の職業
○6 保育・教育の職業
○7 販売・営業の職業
○8 福祉・介護の職業
○9 サービスの職業（家政婦（夫）、理容師・美容師、クリーニング職、調理人、接客・給仕業、管理人など）
○10 警備・保安の職業
○11 農林漁業の職業
○12 製造・修理・塗装・製図等の職業
○13 配送・輸送・機械運転の職業（配達員、運転手、クレーン運転工など）
○14 建設・土木・電気工事の職業
○15 運搬・清掃・包装・選別等の職業
○16 大学院生・大学生（短期大学生を含む）
○17 専門学生
○18 高校生（高等専門学校生、高等専修学校生を含む）
○19 主婦・主夫
○20 無職（求職者、退職者を含む。学生、主婦・主夫を除く）
○21 その他

回答者：全員 改ページ
SC2 MAMT （１）あなたの現在のご家族について、当てはまるものを全て選択してください。

※孫や祖父母など、選択肢にはない家族がいる場合であっても、選択肢中から当てはまるものを回答いただく限りで、差し支えありません。
また、現在同居していない家族も含めてお答えください。
（２）そのうち、現在同居中のご家族を全て選択してください。

 ※SC2_1→SC2_2絞込(6除く)

1 父母（該当が一部の場合を含みます）
2 兄弟姉妹（該当が一部の場合を含みます）
3 配偶者
4 子（複数の場合を含みます）
5 義父母（該当が一部の場合を含みます）
6 単身 ※排他

四国
九州・沖縄

北海道
東北

北関東・甲信
南関東
北陸
東海
近畿
中国

SC2_1
（１）家族状況

↓
□
□
□

SC2_2
（２）うち現在同居中

↓
□
□

□
□
□

□
□
□
□
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回答者：全員 改ページ
S1 基本的留意事項等

（調査目的について）
この調査は、消費者庁が所管する
法人等による寄附の不当な勧誘の防止等に関する法律
略称：不当寄附勧誘防止法
について、社会における認知状況を調べるとともに、寄附の勧誘をめぐる意識や認識などについて、基本的な情報を得るために実施するものです。
この調査結果は、消費者庁における関係施策の推進に活用させていただきます。

（不当寄附勧誘防止法について）
１．不当な勧誘によって高額な寄附を迫られ、家庭が困窮したり崩壊したりする事例が相次いで報告された問題を受け、不当な寄附勧誘を未然に防止する
　　とともに、被害の救済、再発防止を図るため、令和４年（2022年）の臨時国会において、所要の法整備が行われるとともに、新たに、不当寄附勧誘防止法
　　が制定され、翌年（2023年）に施行（実施）されました。　
２．この法律の主な内容は、広報ポスターに分かりやすくまとめておりますので、そちらをご参照ください。 ※「広報ポスター」クリックでポスター表示
　　必要な配慮に欠ける寄附勧誘を行った法人や、禁止行為により寄附勧誘を受ける方を困らせた法人に対し、法律に基づき、勧告や命令といった行政上の
　　措置が実施されることとなります。そのため、消費者庁では、違法な疑いがある情報の収集と調査に日々当たっています。
詳しくは、「法人等による寄附の不当な勧誘の防止等に関する法律」のウェブページへ。
※↑文にリンク付け https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_policy/donation_solicitation/

（基本的留意事項について）
１．この調査の回答に要する時間は、おおむね7～8分程度です。
２．この調査に対する回答は、例えば法令に沿った正確なものを求めるものではありません。
　　全ての設問について、あなた自身の考え方や認識に基づいて回答いただくことで差し支えありません。
　　また、詳しく知らない事柄や、よく分からない設問がある場合には、回答選択肢からあなたの考え方や認識に最も近いものを回答してください。
３．時点については、特に指定のない限り、あなたの回答時の状況でお答えください。
４．この調査で使用する用語の定義や意味は、次のページに掲げるとおりとします。

回答者：全員 改ページ
S2 ※本アンケートで、出てくる主要な用語です。

【法人】
「法人」とは、あらゆる法人をいうほか、法人ではない団体も含むものとします。
【寄附】
「寄附」とは、法人に対し、あなたの財産を無償で贈り（譲り渡す）、又はその約束（契約）をすることをいいます（法人活動を支援する目的の献金・被災者
支援の義援金なども含む。）。

（「財産」に当たるものの例）
・金銭（お金）
・物品、不動産、有価証券
・キャッシュレス決済（電子マネーやQRコード決済によるものを含む。）

　（「寄附」から除くもの又は「寄附」に当たらないものの例）
・ふるさと納税　
・法人ではなく個人（純然たる個人をいい、組織活動の一員に当たる方はここでの「個人」に該当しない。）に対し、あなたの財産を贈る（譲り渡す）もの。
・無償ではなく、何かしら見返り（例：物品やサービスの提供）を受けることを前提とするもの。

【少額寄附】
　　「少額寄附」とは、前記「寄附」に当たるものであって、一回当たりの金額が300円未満の寄附をいいます。（金銭（お金）ではない場合は、金銭に換算し
　　ておおむね300円未満となるものは、「少額寄附」とする。）

　（「少額寄附」に当たるものの例）
　　・お賽銭（300円未満）
　　・いわゆる赤い羽根募金、緑の羽根募金、青い羽根募金など（300円未満）
　　・その他300円未満の寄附全て

【相当額寄附】
　「相当額寄附」とは、前記「寄附」に当たるものであって、「少額寄附」を除く全ての寄附をいいます。（金銭（お金）ではない場合は、金銭に換算しておおむ
　ね300円以上となるものは、「相当額寄附」とする。）

【勧誘】
　「勧誘」とは、勧めて誘うことをいいます。そして、寄附の勧誘の場合には、寄附することについて、あなたの意思に直接影響を与える働き掛けの一切をいい、
　例えば、あなたの面前での言動による方法はもちろん、チラシの配布やインターネットによる方法も「勧誘」に当たるものとします。

【不当な寄附勧誘】
　「不当な寄附（の）勧誘」とは、社会的に許し難い悪質な寄附の勧誘をいい、具体的には、寄附の勧誘について、広報ポスターに掲げるとおり、
(1)禁止されている行為をして寄附の勧誘を受ける方を困惑させるもの ※「広報ポスター」クリックでポスター表示
又は
(2)配慮すべき義務を十分に守っていないもの
をいいます。
　ただし、広報ポスターのうち、「借入れ等による資金調達を要求」については、寄附の勧誘を受ける方の困惑にかかわらず、不当な寄附勧誘に当たるものと
します。 ※「広報ポスター」クリックでポスター表示

333



 

88 
 
 

 

 

■本調査
回答者：全員 改ページ
Q1 SA 次に掲げる法律名（名称又は略称）について、当てはまるものを１つ選択してださい。

※ただし、回答は、この調査に取り掛かることにより知り得た情報や記憶に基づかないよう十分にご留意いただき、この調査に取り掛かる前のご自身の考え方や
　　認識に基づき回答してください。
（法律の名称）
法人等による寄附の不当な勧誘の防止等に関する法律
（法律の略称）
不当寄附勧誘防止法

○1 この法律名は聞いたことがあり、また、この法律の施行日（実施日）も聞いたことがあった
○2 この法律名は聞いたことがあったが、この法律の施行日（実施日）は知らなかった
○3 この法律名を聞いたことはなかったが、寄附の勧誘に関する法律が作られたことは知っていた
○4 この法律名を聞いたことはなく、寄附の勧誘に関する法律が作られたことも知らなかった

※用語の定義を確認したい方はクリックしてください。 ※←行クリックで用語の定義を表示
※不当寄附勧誘防止法ポスターを表示する場合はクリックしてください。 ※←行クリックで広報ポスターを表示

334



 

89 
 
 

 

回答者：Q1=1-3「不当寄附勧誘防止法について聞いたことがある」または「寄附の勧誘に関する法律が作られたことを知っていた」 改ページ
Q2 SA この法律（寄附の勧誘に関する法律という認識にとどまる場合を含みます）について、その内容や目的の認識として当てはまるものを１つ選択してください。

※ただし、回答は、この調査に取り掛かることにより知り得た情報や記憶に基づかないよう十分にご留意いただき、この調査に取り掛かる前のご自身の考え方や
　　認識に基づき回答してください。
（法律の名称）
法人等による寄附の不当な勧誘の防止等に関する法律
（法律の略称）
不当寄附勧誘防止法

○1 この法律の内容や目的について、よく知っていた
○2 この法律の内容や目的について、やや知っていた
○3 この法律の内容や目的について、あまり知らなかった
○4 この法律の内容や目的について、全く知らなかった

※用語の定義を確認したい方はクリックしてください。 ※←行クリックで用語の定義を表示
※不当寄附勧誘防止法ポスターを表示する場合はクリックしてください。 ※←行クリックで広報ポスターを表示

回答者：全員 改ページ
Q3_1 SA 寄附や寄附の勧誘に関わる視点で、ここ１～２年の社会情勢とそれ以前の社会情勢を比べたものとして、当てはまるものを１つ選択してください。

○1 社会情勢が大きく変化したと感じる
○2 社会情勢が少し変化したと感じる
○3 社会情勢の変化は感じない
○4 社会情勢の変化があるかどうかは、よく分からない

※用語の定義を確認したい方はクリックしてください。 ※←行クリックで用語の定義を表示
※不当寄附勧誘防止法ポスターを表示する場合はクリックしてください。 ※←行クリックで広報ポスターを表示

回答者：全員 改ページ
Q3_2 SA 社会的に許し難い悪質な寄附の勧誘に係る視点で、ここ１～２年の社会情勢とそれ以前の社会情勢を比べたものとして、当てはまるものを１つ選択してください。

○1 そのような勧誘が増えたと感じる
○2 そのような勧誘は減ったと感じる
○3 そのような勧誘があるとは、これまで感じたことはない
○4 そのような勧誘があるかどうかは、よく分からない

※用語の定義を確認したい方はクリックしてください。 ※←行クリックで用語の定義を表示
※不当寄附勧誘防止法ポスターを表示する場合はクリックしてください。 ※←行クリックで広報ポスターを表示

回答者：全員 改ページ
Q4 SAMT あなたの、これまでに受けた寄附の勧誘について、該当するものをそれぞれ１つ選択してください。

【少額寄附】
　　「少額寄附」とは、前記「寄附」に当たるものであって、一回当たりの金額が300円未満の寄附をいいます。（金銭（お金）ではない場合は、
　　金銭に換算しておおむね300円未満となるものは、「少額寄附」とする。）

　（「少額寄附」に当たるものの例）
　　・お賽銭（300円未満）
　　・いわゆる赤い羽根募金、緑の羽根募金、青い羽根募金など（300円未満）
　　・その他300円未満の寄附全て

【相当額寄附】
　「相当額寄附」とは、前記「寄附」に当たるものであって、「少額寄附」を除く全ての寄附をいいます。（金銭（お金）ではない場合は、金銭に
　　換算しておおむね300円以上となるものは、「相当額寄附」とする。）

1 寄附したことはあるが、勧誘を受けたことはない
2 勧誘を受けて、寄附をしたことがある
3 寄附したことはないが、勧誘を受けたことがある
4 勧誘を受けたことはなく、寄附したこともない

※用語の定義を確認したい方はクリックしてください。 ※←行クリックで用語の定義を表示
※不当寄附勧誘防止法ポスターを表示する場合はクリックしてください。 ※←行クリックで広報ポスターを表示

少額寄附の勧
誘について

相当額寄附の
勧誘について

↓
〇
〇

Q4_1 Q4_2

〇
〇

↓
〇
〇
〇
〇

335



 

90 
 
 

 

回答者：Q4_2=2「勧誘を受けて、寄附をしたことがある」 改ページ
Q5 SAMT 勧誘を受けて行った相当額寄附のこれまでの総額と、相当額寄附１回当たりの最高額について、該当するものをそれぞれ１つ選択してください。

※例えば、寄附したものが不動産など金銭でない場合は、金銭に換算し、その結果、おおむね該当するものを選択してください。

※Q5_1≧Q5_2の制御　（15除く）

1 1,000円未満
2 1,000円以上～１万円未満
3 １万円以上～５万円未満
4 ５万円以上～10万円未満
5 10万円以上～30万円未満
6 30万円以上～50万円未満
7 50万円以上～100万円未満
8 100万円以上～300万円未満
9 300万円以上～500万円未満

10 500万円以上～1,000万円未満
11 1,000万円以上～3,000万円未満
12 3,000万円以上～5,000万円未満
13 5,000万円以上～１億円未満
14 １億円以上
15 わからない・覚えていない

※用語の定義を確認したい方はクリックしてください。 ※←行クリックで用語の定義を表示
※不当寄附勧誘防止法ポスターを表示する場合はクリックしてください。 ※←行クリックで広報ポスターを表示

回答者：Q4_2=2「勧誘を受けて、寄附をしたことがある」 改ページ
Q6_1 SA 勧誘を受けて行った相当額寄附について、当該寄附先の法人に関し、該当するものを１つ選択してください。

○1 勧誘を受けて寄附したことは、１回限りである
○2 勧誘を受けて寄附したことは複数回あり、その寄附先は、毎回同じ特定の法人である
○3 勧誘を受けて寄附したことは複数回あり、その寄附先も複数である
○4 勧誘を受けて寄附したことは記憶しているが、その回数や寄附先は覚えていない

※用語の定義を確認したい方はクリックしてください。 ※←行クリックで用語の定義を表示
※不当寄附勧誘防止法ポスターを表示する場合はクリックしてください。 ※←行クリックで広報ポスターを表示

回答者：Q4_2=2「勧誘を受けて、寄附をしたことがある」 改ページ
Q6_2 SA 勧誘を受けて行った相当額寄附について、当該寄附の時期に関し、該当するものを１つ選択してください。

○1 勧誘を受けて寄附した時期については、全てここ１～２年のことである
○2 勧誘を受けて寄附した時期については、ここ１～２年のものが多いといえる
○3 勧誘を受けて寄附した時期については、３年以上前のものが多いといえる
○4 勧誘を受けて寄附した時期については、全て３年以上前のことである

※用語の定義を確認したい方はクリックしてください。 ※←行クリックで用語の定義を表示
※不当寄附勧誘防止法ポスターを表示する場合はクリックしてください。 ※←行クリックで広報ポスターを表示

回答者：Q4_1、Q4_2いずれか2、3「寄附の勧誘を受けたことがある」 改ページ
Q7 MAMT ご自身が体験した寄附の勧誘方法について、該当するものがあれば全て選択してください。

1 街頭での呼びかけ（資料を配布された場合も含みます）
2 職場・学校での呼びかけ（資料を配布された場合も含みます）
3 戸別訪問
4 電話
5 郵便（手紙、書面）
6 SNS（ダイレクトメール、ダイレクトメッセージも含みます）
7 インターネット（ホームページ、バナー広告、ポップアップ広告など）
8 テレビ・ラジオ
9 新聞・雑誌

10 家族や知人からの紹介
11 行事やイベントに参加した際
12 会議室や事務所等の特定の場所に招かれた際
13 その他（30文字以内） ※FA３０文字以内

※用語の定義を確認したい方はクリックしてください。 ※←行クリックで用語の定義を表示
※不当寄附勧誘防止法ポスターを表示する場合はクリックしてください。 ※←行クリックで広報ポスターを表示

↓

〇
〇

〇
〇

〇

Q5_2
勧誘を受けて行った相
当額寄附の１回当たり

の最高額

↓
〇
〇
〇
〇

〇
〇
〇
〇
〇
〇

〇
〇
〇
〇
〇
〇

勧誘を受けて行った相
当額寄附のこれまでの

総額

Q5_1

〇
〇

〇

〇
〇
〇
〇
〇
〇

□
FA

↓Q4_1=2、3で表示
Q7_1

少額寄附の勧誘方法

↓
□
□
□

□
□
□
□

□

↓Q4_2=2、3で表示
Q7_2

相当額寄附の勧誘方
法
↓
□
□

□
□
□

□
□
□
□
FA

□
□
□
□
□
□
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回答者：Q4_1、Q4_2いずれか2、3「寄附の勧誘を受けたことがある」 改ページ
Q8 MAMT これまでに受けた寄附の勧誘に関するあなたの印象について、当てはまるものがあれば、全て選択してください。

↓Q4_1=2、3で表示 ↓Q4_2=2、3で表示

※用語の定義を確認したい方はクリックしてください。 ※←行クリックで用語の定義を表示
※不当寄附勧誘防止法ポスターを表示する場合はクリックしてください。 ※←行クリックで広報ポスターを表示

回答者：全員 改ページ
Q9 SA 寄附することや寄附の勧誘を受けることについて、あなたとの接点や関わりの程度として当てはまるものを、１つ選択してください。

○1 かなり身近なことと感じる
○2 身近なことと感じる
○3 身近なこととは感じない
○4 身近なこととは全く感じない

※用語の定義を確認したい方はクリックしてください。 ※←行クリックで用語の定義を表示
※不当寄附勧誘防止法ポスターを表示する場合はクリックしてください。 ※←行クリックで広報ポスターを表示

回答者：全員 改ページ
Q10_1 SA ご家族やお知り合いの方などから聞いたり、相談された悪質な寄附勧誘の被害はありましたか。次の中から該当するものを１つ選択してください。

○1 寄附について、家族や知り合いなどから、困った勧誘や戸惑いどうして良いか分からなくなるような勧誘を受けたと聞いたり、又は相談されたことがある
○2 寄附について、家族や知り合いなどから、困った勧誘や戸惑いどうして良いか分からなくなるような勧誘を受けたと聞いたり、相談されたことはない

※用語の定義を確認したい方はクリックしてください。 ※←行クリックで用語の定義を表示
※不当寄附勧誘防止法ポスターを表示する場合はクリックしてください。 ※←行クリックで広報ポスターを表示

回答者：全員 改ページ
Q10_2 SA ご家族やお知り合いの方などにとって、寄附することや寄附の勧誘を受けることとの接点や関わりの程度として、当てはまると思われるものを１つ選択してください。

○1 家族や知り合いなどにとってかなり身近なことと、感じる
○2 家族や知り合いなどにとって身近なことと、感じる
○3 家族や知り合いなどにとって身近なこととは、感じない
○4 家族や知り合いなどにとって身近なこととは、全く感じない

※用語の定義を確認したい方はクリックしてください。 ※←行クリックで用語の定義を表示
※不当寄附勧誘防止法ポスターを表示する場合はクリックしてください。 ※←行クリックで広報ポスターを表示

回答者：全員 改ページ
Q11 SAMT 冒頭の「基本的留意事項等」に掲げるとおり、不当寄附勧誘防止法が制定され、社会的に許し難い悪質な寄附の勧誘は、法律により禁止されています。

このことを踏まえ、各項目について当てはまるものを、それぞれ１つ選択してください。

A B

※用語の定義を確認したい方はクリックしてください。 ※←行クリックで用語の定義を表示
※不当寄附勧誘防止法ポスターを表示する場合はクリックしてください。 ※←行クリックで広報ポスターを表示

1 いずれも問題がない適切な勧誘だった

2

3

4

5

6

困った勧誘や戸惑いどうして良いか分からなくなるような勧誘が少し（1～２回程
度）あった。その時期はここ１～２年のことだった

困った勧誘や戸惑いどうして良いか分からなくなるような勧誘が少し（1～２回程
度）あった。その時期は３年以上前のことだった

困った勧誘や戸惑いどうして良いか分からなくなるような勧誘が多かった（３回以
上）。その時期はここ１～２年のことだった

困った勧誘や戸惑いどうして良いか分からなくなるような勧誘が多かった（３回以
上）。その時期は３年以上前のことだった

少なくとも困ったりどうして良いか分からなくなるような勧誘を受けた記憶はない

こうした法律は不必要だと思う

こうした法律があることは、安心して寄附ができ
ることにつながるとは思わない

こうした法律があることは、一般に、寄附を募る
法人の勧誘活動の妨げになると思う

□

Q8_1 Q8_2

※排他

※排他

□

□

□

相当額寄附勧
誘の印象

↓

□

□

□

□

□

□

少額寄附勧誘
の印象

↓

□

□ ※選択肢3と5は同時選択不可

※選択肢4と6は同時選択不可

こうした法律があっても、社会的に許し難い悪質
な寄附勧誘を抑止したり改善するような効果は
ないと思う

こうした法律があることは、社会的に許し難い悪
質な寄附勧誘の抑止や改善に向け、効果を発
揮すると思う

Q11_4

Q11_1

Q11_2

Q11_3

こうした法律は社会的に必要だと思う

こうした法律があることは、安心して寄附ができ
ることにつながると思う

こうした法律があっても、一般に、寄附を募る法
人の勧誘活動の妨げになるとは思わない

2
Bに近い

〇

〇

〇

〇

1
Aに近い

〇

〇

〇

〇
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回答者：全員 改ページ
Q12 SA 冒頭の「基本的留意事項等」に掲げるとおり、不当寄附勧誘防止法が制定され、社会的に許し難い悪質な寄附の勧誘は、法律により禁止されています。

このことを踏まえ、選択肢のうち当てはまるものを１つ選択してください。

○1 こうした法律がなくても、法人による寄附の勧誘について、適切な行為に基づく対応が行われていると思う
○2 こうした法律があることで、法人による寄附の勧誘について、適切な行為に基づく対応が既に定着したと思う
○3 こうした法律があることで、法人による寄附の勧誘について、適切な行為に基づく対応が今後徐々に定着すると思う
○4 こうした法律があっても、法人による寄附の勧誘について、適切な行為に基づく対応が定着するとは思わない

※用語の定義を確認したい方はクリックしてください。 ※←行クリックで用語の定義を表示
※不当寄附勧誘防止法ポスターを表示する場合はクリックしてください。 ※←行クリックで広報ポスターを表示

回答者：全員 改ページ
Q13 MA 寄附について、とても困った勧誘や戸惑いどうしてよいか分からなくなるような勧誘を受けた場合、どのような対処が考えられますか、当てはまるものを全て選択

してください。
●相談先や連絡先について、当てはまるものを全て選択してください。

□1 家族や知人に相談する
□2 消費生活センターや法テラスなど、公的な相談の窓口に連絡する
□3 消費者庁に連絡する
□4 その他（50文字以内） ※FA50文字以内
□5 自分自身で解決する（相談や連絡をしない場合を含みます） ※排他

※用語の定義を確認したい方はクリックしてください。 ※←行クリックで用語の定義を表示
※不当寄附勧誘防止法ポスターを表示する場合はクリックしてください。 ※←行クリックで広報ポスターを表示

回答者：全員 改ページ
Q14 SA 寄附について、とても困った勧誘や戸惑いどうしてよいか分からなくなるような勧誘を受けた場合、どのような対処が考えられますか、当てはまるものを１つ選択

してください。
●寄附をするかどうかについて、当てはまるものを１つ選択してください。

○1 寄附をする
○2 寄附をお断りする
○3 その他（無視したり、特段意思表示せずに様子を見る場合を含みます）

※用語の定義を確認したい方はクリックしてください。 ※←行クリックで用語の定義を表示
※不当寄附勧誘防止法ポスターを表示する場合はクリックしてください。 ※←行クリックで広報ポスターを表示

回答者：全員 改ページ
Q15 SAMT 消費者庁は、法人から寄附の勧誘を受ける方々を保護するため、不当寄附勧誘防止法を所管するとともに、違反法人に対し、法律に基づき「勧告」や「命令」

を実施する権限を有しています。また、寄附の不当勧誘に係る情報を収集するとともに、嫌疑の事実関係を確認するため、必要な調査活動に当たっています。
このことを踏まえ、各項目について当てはまるものを、それぞれ１つ選択してください。
※ただし、最初の項目については、この調査に取り掛かることにより知り得た情報や記憶に基づかないよう十分にご留意いただき、この調査に取り掛かる前の
　　ご自身の考え方や認識に基づき回答してください。

A B

※用語の定義を確認したい方はクリックしてください。 ※←行クリックで用語の定義を表示
※不当寄附勧誘防止法ポスターを表示する場合はクリックしてください。 ※←行クリックで広報ポスターを表示

回答者：全員 改ページ
Q16 FA この法律（不当寄附勧誘防止法）や寄附の勧誘について、ご意見がありましたら、自由に入力してください。

参考：「法人等による寄附の不当な勧誘の防止等に関する法律 」のウェブページ
※↑「法人等～以降の文にリンク付け https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_policy/donation_solicitation/

（1,000文字以内） ※FA1,000文字以内

任意

※用語の定義を確認したい方はクリックしてください。 ※←行クリックで用語の定義を表示
※不当寄附勧誘防止法ポスターを表示する場合はクリックしてください。 ※←行クリックで広報ポスターを表示

消費者庁がそのような業務を行っていることに
ついて広く周知・啓発しても、意味や効果はない
と思う

消費者庁がそのような業務を行っていることに
ついて、広く周知・啓発した方が良いと思う

Q15_3

Q15_2 消費者庁のそのような業務は、社会的に必要な
ことであり、安心できる

消費者庁のそのような業務は、社会的に必要な
こととは思わない

Q15_1 消費者庁においてそのような業務を行っている
ことは、知っていた

消費者庁においてそのような業務を行っている
ことは、知らなかった

1 2
Aに近い Bに近い

〇 〇

〇 〇

〇 〇
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（参考資料１）法人等による寄附の不当な勧誘の防止等に関する法律 

 

令和四年法律第百五号 
法人等による寄附の不当な勧誘の防止等に関する法律 
 
目次 
第一章 総則（第一条・第二条） 
第二章 寄附の不当な勧誘の防止 
第一節 配慮義務（第三条） 
第二節 禁止行為（第四条・第五条） 
第三節 違反に対する措置等（第六条・第七条） 

第三章 寄附の意思表示の取消し等（第八条―第十条） 
第四章 法人等の不当な勧誘により寄附をした者等に対する支援（第十一条） 
第五章 雑則（第十二条―第十五条） 
第六章 罰則（第十六条―第十八条） 
附則 

 
第一章 総則 
（目的） 
第一条 この法律は、法人等（法人又は法人でない社団若しくは財団で代表者若

しくは管理人の定めがあるものをいう。以下同じ。）による不当な寄附の勧誘

を禁止するとともに、当該勧誘を行う法人等に対する行政上の措置等を定め

ることにより、消費者契約法（平成十二年法律第六十一号）とあいまって、法

人等からの寄附の勧誘を受ける者の保護を図ることを目的とする。 
（定義） 
第二条 この法律において「寄附」とは、次に掲げるものをいう。 
一 個人（事業のために契約の当事者となる場合又は単独行為をする場合に

おけるものを除く。以下同じ。）と法人等との間で締結される次に掲げる契

約 
イ 当該個人が当該法人等に対し無償で財産に関する権利を移転すること

を内容とする契約（当該財産又はこれと種類、品質及び数量の同じものを

返還することを約するものを除く。ロにおいて同じ。） 
ロ 当該個人が当該法人等に対し当該法人等以外の第三者に無償で当該個

人の財産に関する権利を移転することを委託することを内容とする契約 
二 個人が法人等に対し無償で財産上の利益を供与する単独行為 
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第二章 寄附の不当な勧誘の防止 
第一節 配慮義務 
第三条 法人等は、寄附の勧誘を行うに当たっては、次に掲げる事項に十分に配

慮しなければならない。 
一 寄附の勧誘が個人の自由な意思を抑圧し、その勧誘を受ける個人が寄附

をするか否かについて適切な判断をすることが困難な状態に陥ることがな

いようにすること。 
二 寄附により、個人又はその配偶者若しくは親族（当該個人が民法（明治二

十九年法律第八十九号）第八百七十七条から第八百八十条までの規定によ

り扶養の義務を負う者に限る。第五条において同じ。）の生活の維持を困難

にすることがないようにすること。 
三 寄附の勧誘を受ける個人に対し、当該寄附の勧誘を行う法人等を特定す

るに足りる事項を明らかにするとともに、寄附される財産の使途について

誤認させるおそれがないようにすること。 
第二節 禁止行為 
（寄附の勧誘に関する禁止行為） 
第四条 法人等は、寄附の勧誘をするに際し、次に掲げる行為をして寄附の勧誘

を受ける個人を困惑させてはならない。 
一 当該法人等に対し、当該個人が、その住居又はその業務を行っている場所

から退去すべき旨の意思を示したにもかかわらず、それらの場所から退去

しないこと。 
二 当該法人等が当該寄附の勧誘をしている場所から当該個人が退去する旨

の意思を示したにもかかわらず、その場所から当該個人を退去させないこ

と。 
三 当該個人に対し、当該寄附について勧誘をすることを告げずに、当該個人

が任意に退去することが困難な場所であることを知りながら、当該個人を

その場所に同行し、その場所において当該寄附の勧誘をすること。 
四 当該個人が当該寄附の勧誘を受けている場所において、当該個人が当該

寄附をするか否かについて相談を行うために電話その他の内閣府令で定め

る方法によって当該法人等以外の者と連絡する旨の意思を示したにもかか

わらず、威迫する言動を交えて、当該個人が当該方法によって連絡すること

を妨げること。 
五 当該個人が、社会生活上の経験が乏しいことから、当該寄附の勧誘を行う

者に対して恋愛感情その他の好意の感情を抱き、かつ、当該勧誘を行う者も

当該個人に対して同様の感情を抱いているものと誤信していることを知り

ながら、これに乗じ、当該寄附をしなければ当該勧誘を行う者との関係が破
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綻することになる旨を告げること。 
六 当該個人に対し、霊感その他の合理的に実証することが困難な特別な能

力による知見として、当該個人又はその親族の生命、身体、財産その他の重

要な事項について、そのままでは現在生じ、若しくは将来生じ得る重大な不

利益を回避することができないとの不安をあおり、又はそのような不安を

抱いていることに乗じて、その重大な不利益を回避するためには、当該寄附

をすることが必要不可欠である旨を告げること。 
（借入れ等による資金調達の要求の禁止） 
第五条 法人等は、寄附の勧誘をするに際し、寄附の勧誘を受ける個人に対し、

借入れにより、又は次に掲げる財産を処分することにより、寄附をするための

資金を調達することを要求してはならない。 
一 当該個人又はその配偶者若しくは親族が現に居住の用に供している建物

又はその敷地 
二 現に当該個人が営む事業（その継続が当該個人又はその配偶者若しくは

親族の生活の維持に欠くことのできないものに限る。）の用に供している土

地若しくは土地の上に存する権利又は建物その他の減価償却資産（所得税

法（昭和四十年法律第三十三号）第二条第一項第十九号に規定する減価償却

資産をいう。）であって、当該事業の継続に欠くことのできないもの（前号

に掲げるものを除く。） 
第三節 違反に対する措置等 
（配慮義務の遵守に係る勧告等） 
第六条 内閣総理大臣は、法人等が第三条の規定を遵守していないため、当該法

人等から寄附の勧誘を受ける個人の権利の保護に著しい支障が生じていると

明らかに認められる場合において、更に同様の支障が生ずるおそれが著しい

と認めるときは、当該法人等に対し、遵守すべき事項を示して、これに従うべ

き旨を勧告することができる。 
２ 内閣総理大臣は、前項の規定による勧告をした場合において、その勧告を受

けた法人等がこれに従わなかったときは、その旨を公表することができる。 
３ 内閣総理大臣は、第一項の規定による勧告をするために必要な限度におい

て、法人等に対し、第三条各号に掲げる事項に係る配慮の状況に関し、必要な

報告を求めることができる。 
（禁止行為に係る報告、勧告等） 
第七条 内閣総理大臣は、第四条及び第五条の規定の施行に関し特に必要と認

めるときは、その必要の限度において、法人等に対し、寄附の勧誘に関する業

務の状況に関し、必要な報告を求めることができる。 
２ 内閣総理大臣は、法人等が不特定又は多数の個人に対して第四条又は第五
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条の規定に違反する行為をしていると認められる場合において、引き続き当

該行為をするおそれが著しいと認めるときは、当該法人等に対し、当該行為の

停止その他の必要な措置をとるべき旨の勧告をすることができる。 
３ 内閣総理大臣は、前項の規定による勧告を受けた法人等が、正当な理由がな

くてその勧告に係る措置をとらなかったときは、当該法人等に対し、その勧告

に係る措置をとるべきことを命ずることができる。 
４ 内閣総理大臣は、前項の規定による命令をしたときは、その旨を公表しなけ

ればならない。 
 
第三章 寄附の意思表示の取消し等 
（寄附の意思表示の取消し） 
第八条 個人は、法人等が寄附の勧誘をするに際し、当該個人に対して第四条各

号に掲げる行為をしたことにより困惑し、それによって寄附に係る契約の申

込み若しくはその承諾の意思表示又は単独行為をする旨の意思表示（以下「寄

附の意思表示」と総称する。）をしたときは、当該寄附の意思表示（当該寄附

が消費者契約（消費者契約法第二条第三項に規定する消費者契約をいう。第十

条第一項第二号において同じ。）に該当する場合における当該消費者契約の申

込み又はその承諾の意思表示を除く。次項及び次条において同じ。）を取り消

すことができる。 
２ 前項の規定による寄附の意思表示の取消しは、これをもって善意でかつ過

失がない第三者に対抗することができない。 
３ 前二項の規定は、法人等が第三者に対し、当該法人等と個人との間における

寄附について媒介をすることの委託（以下この項において単に「委託」という。）

をし、当該委託を受けた第三者（その第三者から委託（二以上の段階にわたる

委託を含む。）を受けた者を含む。次項において「受託者等」という。）が個人

に対して第一項に規定する行為をした場合について準用する。 
４ 寄附に係る個人の代理人（復代理人（二以上の段階にわたり復代理人として

選任された者を含む。）を含む。以下この項において同じ。）、法人等の代理人

及び受託者等の代理人は、第一項（前項において準用する場合を含む。以下同

じ。）の規定の適用については、それぞれ個人、法人等及び受託者等とみなす。 
（取消権の行使期間） 
第九条 前条第一項の規定による取消権は、追認をすることができる時から一

年間（第四条第六号に掲げる行為により困惑したことを理由とする同項の規

定による取消権については、三年間）行わないときは、時効によって消滅する。

寄附の意思表示をした時から五年（同号に掲げる行為により困惑したことを

理由とする同項の規定による取消権については、十年）を経過したときも、同
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様とする。 
（扶養義務等に係る定期金債権を保全するための債権者代位権の行使に関する

特例） 
第十条 法人等に寄附（金銭の給付を内容とするものに限る。以下この項におい

て同じ。）をした個人の扶養義務等に係る定期金債権の債権者は、民法第四百

二十三条第二項本文の規定にかかわらず、当該定期金債権のうち確定期限の

到来していない部分を保全するため必要があるときは、当該個人である債務

者に属する当該寄附に関する次に掲げる権利を行使することができる。 
一 第八条第一項の規定による取消権 
二 債務者がした寄附に係る消費者契約の申込み又はその承諾の意思表示に

係る消費者契約法第四条第三項（第一号から第四号まで、第六号又は第八号

に係る部分に限る。）（同法第五条第一項において準用する場合を含む。）の

規定による取消権 
三 前二号の取消権を行使したことにより生ずる寄附による給付の返還請求

権 
２ 前項（第三号に係る部分に限る。）の場合において、同項の扶養義務等に係

る定期金債権のうち確定期限が到来していない部分については、民法第四百

二十三条の三前段の規定は、適用しない。この場合において、債権者は、当該

法人等に当該確定期限が到来していない部分に相当する金額を債務者のため

に供託させることができる。 
３ 前項後段の規定により供託をした法人等は、遅滞なく、第一項第三号に掲げ

る権利を行使した債権者及びその債務者に供託の通知をしなければならない。 
４ この条において「扶養義務等に係る定期金債権」とは、次に掲げる義務に係

る確定期限の定めのある定期金債権をいう。 
一 民法第七百五十二条の規定による夫婦間の協力及び扶助の義務 
二 民法第七百六十条の規定による婚姻から生ずる費用の分担の義務 
三 民法第七百六十六条（同法第七百四十九条、第七百七十一条及び第七百八

十八条において準用する場合を含む。）の規定による子の監護に関する義務 
四 民法第八百七十七条から第八百八十条までの規定による扶養の義務 
 

第四章 法人等の不当な勧誘により寄附をした者等に対する支援 
第十一条 国は、前条第一項各号に掲げる権利を有する者又は同項若しくは民

法第四百二十三条第一項本文の規定によりこれらの権利を行使することがで

きる者が、その権利の適切な行使により被害の回復等を図ることができるよ

うにするため、日本司法支援センターと関係機関及び関係団体等との連携の

強化を図り、利用しやすい相談体制を整備する等必要な支援に関する施策を
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講ずるよう努めなければならない。 
 
第五章 雑則 
（運用上の配慮） 
第十二条 この法律の運用に当たっては、法人等の活動において寄附が果たす

役割の重要性に留意しつつ、個人及び法人等の学問の自由、信教の自由及び政

治活動の自由に十分配慮しなければならない。 
（内閣総理大臣への資料提供等） 
第十三条 内閣総理大臣は、この法律の目的を達成するため必要があると認め

るときは、関係行政機関の長に対し、資料の提供、説明その他必要な協力を求

めることができる。 
（権限の委任） 
第十四条 内閣総理大臣は、第二章第三節及び前条の規定による権限（同条の規

定による権限にあっては、国務大臣に対するものを除く。）を消費者庁長官に

委任する。 
（命令への委任） 
第十五条 この法律に定めるもののほか、この法律の実施のため必要な事項は、

命令で定める。 
 
第六章 罰則 
第十六条 第七条第三項の規定による命令に違反したときは、当該違反行為を

した者は、一年以下の拘禁刑若しくは百万円以下の罰金に処し、又はこれを併

科する。 
第十七条 第七条第一項の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をしたとき

は、当該違反行為をした者は、五十万円以下の罰金に処する。 
第十八条 法人等の代表者若しくは管理人又は法人等の代理人、使用人その他

の従業者が、その法人等の業務に関して、前二条の違反行為をしたときは、行

為者を罰するほか、その法人等に対しても、各本条の罰金刑を科する。 
２ 法人でない社団又は財団について前項の規定の適用がある場合には、その

代表者又は管理人が、その訴訟行為につき法人でない社団又は財団を代表す

るほか、法人を被告人又は被疑者とする場合の刑事訴訟に関する法律の規定

を準用する。 
 
附 則 抄 
（施行期日） 
第一条 この法律は、公布の日から起算して二十日を経過した日から施行する。
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ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 
一 第四条（第三号及び第四号に係る部分に限る。）及び第八条（第四条第三

号及び第四号に係る部分に限る。）の規定 消費者契約法及び消費者の財産

的被害の集団的な回復のための民事の裁判手続の特例に関する法律の一部

を改正する法律（令和四年法律第五十九号）の施行の日 
二 第五条、第二章第三節及び第六章の規定並びに附則第四条の規定 公布

の日から起算して一年を超えない範囲内において政令で定める日 
（経過措置） 
第二条 第八条第一項の規定は、この法律の施行の日以後にされる寄附の意思

表示（第四条第三号及び第四号に掲げる行為により困惑したことを理由とす

るものにあっては、前条第一号に掲げる規定の施行の日以後にされる寄附の

意思表示）について適用する。 
第三条 消費者契約法及び消費者の財産的被害の集団的な回復のための民事の

裁判手続の特例に関する法律の一部を改正する法律の施行の日の前日までの

間における第十条第一項の規定の適用については、同項第二号中「から第四号

まで、第六号又は第八号」とあるのは、「、第二号、第四号又は第六号」とす

る。 
第四条 刑法等の一部を改正する法律（令和四年法律第六十七号）の施行の日

（以下この条において「刑法施行日」という。）の前日までの間における第十

六条の規定の適用については、同条中「拘禁刑」とあるのは、「懲役」とする。

刑法施行日以後における刑法施行日前にした行為に対する同条の規定の適用

についても、同様とする。 
（検討） 
第五条 政府は、この法律の施行後二年を目途として、この法律の規定の施行の

状況及び経済社会情勢の変化を勘案し、この法律の規定について検討を加え、

その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 
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（参考資料２）法人等による寄附の不当な勧誘の防止等に関する法律に基づく

消費者庁長官の処分に係る処分基準等について（令和５年４月 17

日消政策 136 号） 
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（参考資料３－１）執行アドバイザーの委嘱について（令和５年３月 31 日） 
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（参考資料３－２）執行アドバイザーの委嘱について（令和７年４月１日） 
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